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日頃より東京海上日動をお引き立ていただき、誠にありがとうございます。

この冊子は「トータルアシスト超保険」（新総合保険）総合補償条項について記載したものです。ご契約についての大切なことが

らを記載しておりますので、ご一読いただき保険証券（保険契約継続証・変更手続き完了のお知らせ）とともに大切に保管してく

ださい。

この冊子は、保険期間（補償の対象となる期間）の初日が２０１３年１０月１日以降となる補償のみを対象として記載しており、以下

の構成となっております。

Ⅰ．新総合保険総合補償条項の約款

新総合保険のうち、総合補償条項の普通保険約款を掲載しております。

Ⅱ．新総合保険総合補償条項の特約

新総合保険総合補償条項に適用される特約を掲載しております。

�２０１２年１月１日以降にクレジットカード払を選択いただいた場合は、この冊子の「クレジットカードによる保険料支払に関する
特約」をご確認ください。（保険証券（保険契約継続証・変更手続き完了のお知らせ）には「クレジットカード払特約」と表示

されます。）

� 保険期間（補償の対象となる期間）の初日が２０１３年９月３０日以前となる補償に関しましては、当該補償の保険期間（補償の対象
となる期間）の初日時点の「ご契約のしおり・約款」または「超保険（新総合保険）総合補償条項約款」が適用となりますので、

保険期間（補償の対象となる期間）が満了する日まで大切に保管してください。

� ご不明な点がある場合は、代理店または弊社までお問い合わせください。

弊社はこれからもお客様の信頼を原点に、安心と安全の提供を通じて、豊かで快適な社会生活と経済の発展に貢献すべく努めて

まいります。

どうぞ今後とも変わらぬご愛顧を賜りますよう、お願い申し上げます。
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１

新総合保険総合補償条項普通保険約款

第１章 （略）

第２章 （略）

第３章 傷害条項

第１条（保険金を支払う場合）
� 当会社は、保険証券記載の被保険者（以下この章において「被保険者」といいます。）が急激かつ
偶然な外来の事故（以下この章において「事故」といいます。）によってその身体に被った傷害に対
して、この章および第６章一般条項（以下この章において「一般条項」といいます。）の規定に従い、
傷害定額保険金（傷害死亡保険金、傷害後遺障害保険金、傷害入院保険金、傷害手術保険金、特定
傷害診断保険金、傷害入院初期保険金、重度傷害保険金、傷害長期入院保険金、傷害退院療養保険
金、傷害通院保険金、傷害一時金払保険金、傷害介護保険金、傷害介護一時保険金または傷害所得
補償保険金をいいます。以下この章において同様とします。）を支払います。
� 当会社は、被保険者が、事故により、その身体に傷害を被ること（以下この章において「人身傷
害事故」といいます。）によって、被保険者またはその父母、配偶者（内縁を含みます。以下この章
において同様とします。）もしくは子が被る損害（この損害の額は第２１条（損害額の決定）に定める
損害の額をいいます。以下この章において同様とします。）に対して、この章および一般条項の規定
に従い、人身傷害保険金を支払います。
� 前２項の傷害には、身体外部から有毒ガスまたは有毒物質を偶然かつ一時に吸入、吸収または摂
取したときに急激に生ずる中毒症状（継続的に吸入、吸収または摂取した結果生ずる中毒症状を除
きます。）を含みます。ただし、細菌性食中毒およびウイルス性食中毒は含みません。

� 第１項および第２項の傷害には、日射、熱射または精神的衝動による障害および被保険者が症状
を訴えている場合であってもそれを裏付けるに足りる医学的他覚所見のないものを含みません。
� 当会社は、第１項の傷害定額保険金および第２項の人身傷害保険金のうち、保険証券に記載され
たものについてのみ支払責任を負うものとします。
第２条（用語の定義）
この章において、次の各号の用語はそれぞれ次の定義によります。
� 病院または診療所

次のいずれかに該当するものとします。
イ．医療法に定める日本国内にある病院または診療所（四肢における骨折、脱臼、捻挫または打
撲に関し施術を受けるため、当会社が特に認めた柔道整復師法に定める施術所に収容された場
合には、その施術所を含みます。以下この章において同様とします。）。ただし、介護保険法に
定める介護療養型医療施設を除きます。
ロ．前号の場合と同等の日本国外にある医療施設
� 入院
医師（当会社が特に認めた柔道整復師法に定める柔道整復師を含みます。被保険者が医師であ
る場合は、被保険者以外の医師をいいます。以下この章において同様とします。）による治療（柔
道整復師による施術を含みます。以下この章において同様とします。）が必要な場合において、自
宅等での治療が困難なため、病院または診療所に入り、常に医師の管理下において治療に専念す
ることをいいます。
� 通院

医師による治療が必要な場合において、病院または診療所に通い、医師の治療を受けること（往
診を含みます。）をいいます。

	 後遺障害
身体の一部を失いまたはその機能に重大な障害を永久に残した状態であって、次のイ．または

ロ．に該当するものをいいます。
イ．別表 傷－１に掲げる後遺障害
ロ．別表 傷－１に掲げる後遺障害に該当しない状態であっても、当会社が、身体の障害の程度
に応じて、同表の後遺障害に相当すると認めたもの


 機能障害
身体の機能が一部または全般にわたり低下し、かつ、日常の生活に支障が生じることをいいま
す。ただし、次号に規定する「認知症」によるものを除きます。
� 認知症

正常に発達した知的機能が、脳内に後天的に生じた器質的な病変または損傷により、全般的か
つ持続的に低下することをいいます。
� 要介護状態

以下の状態のうち、いずれかをいいます。
イ．機能障害により介護が必要な状態であり、別表 傷－２に定める項目について全面的介助状
態または部分的介助状態に合計で３項目以上該当し、そのうち全面的介助状態が１項目以上含
まれていること、かつ、次のいずれかまたは双方に該当することをいいます。

イ 寝返り（身体の上にふとん等をかけない状態で横たわったまま左右のどちらかに向きを変
えることをいいます。以下同様とします。）の際に、ベッド柵、ひも、バー、サイドレール等
何かにつかまらなければ１人で寝返りができない状態または同程度以上の介助を必要とする
状態であること。

ロ 歩行（歩幅や速度を問わず立った状態から５ｍ以上歩くことをいいます。以下同様としま
す。）の際に、杖や歩行器を使用したり、壁で手を支えたりしなければ歩行ができない状態ま
たは同程度以上の介助を必要とする状態であること。

ロ．認知症により別表 傷－３に定める問題行動が１項目以上みられる状態であり、かつ、別表
傷－２に定める項目について全面的介助状態または部分的介助状態に合計で２項目以上該当し、
そのうち全面的介助状態が１項目以上含まれていることをいいます。

� 傷害介護支払対象期間
被保険者が要介護状態であることを医師が診断した日（以下この章において「傷害介護支払対
象期間開始日」といいます。）から被保険者が要介護状態でなくなった日（以下この章において
「傷害介護支払対象期間終了日」といいます。）までの期間をいいます。
� 就業不能

被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第１項の傷害を被り、次のいずれかの事由により保
険証券記載の業務に全く従事できない状態をいいます。
イ．その傷害の治療のため、入院していること。
ロ．上記イ．以外で、その傷害につき、医師の治療を受けていること。

ただし、保険証券記載の傷害所得補償てん補日数が７３０日を超える契約である場合において、
傷害所得補償免責期間終了日の翌日から起算して７３０日経過後については、被保険者がその経験、
能力に応じたいかなる業務にも全く従事できないことをいいます。
なお、被保険者が傷害に起因して死亡した後もしくは傷害が治ゆした後は、いかなる場合で
も、この保険契約においては、就業不能とはいいません。

� 賠償義務者
被保険者の生命または身体を害することにより、被保険者またはその父母、配偶者もしくは子
が被る損害に対して法律上の損害賠償責任を負担する者をいいます。
� 自賠責保険等

自動車損害賠償保障法に基づく責任保険または責任共済をいいます。
� 対人賠償保険等

他人の生命または身体を害することにより、法律上の損害賠償責任を負担することによって被
る損害に対して保険金または共済金を支払う保険契約または共済契約で自賠責保険等以外のもの
をいいます。
� 保険金請求権者



２

人身傷害事故によって、損害を被った次のいずれかに該当する者をいいます。
イ．被保険者（被保険者が死亡した場合は、その法定相続人とします。）
ロ．被保険者の父母、配偶者または子
� 労働者災害補償制度

次のいずれかの法律に基づく災害補償制度または法令によって定められた業務上の災害を補償
する他の災害補償制度をいいます。
イ．労働者災害補償保険法
ロ．国家公務員災害補償法
ハ．裁判官の災害補償に関する法律
ニ．地方公務員災害補償法
ホ．公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する法律

第３条（保険金を支払わない場合－その１）
� 当会社は、次の各号に掲げる事由のいずれかによって生じた傷害または損害に対しては、保険金
（傷害定額保険金または人身傷害保険金をいいます。以下この条および次条において同様とします。）
を支払いません。
� 被保険者の故意または重大な過失（事故の直接の原因となりうる過失であって、通常の不注意
等では説明のできない行為または不作為をともなうものをいいます。）。ただし、保険金を支払わ
ないのはその被保険者の被った傷害または損害に限ります。
� 保険金を受け取るべき者（保険金を受け取るべき者が法人であるときは、その理事、取締役ま
たは法人の業務を執行するその他の機関）の故意または重大な過失。ただし、その者が保険金の
一部の受取人である場合には、保険金を支払わないのはその者が受け取るべき金額に限ります。
� 被保険者の自殺行為、犯罪行為または闘争行為。ただし、保険金を支払わないのはその被保険
者の被った傷害または損害に限ります。
� 被保険者が法令に定められた運転資格を持たないで自動車もしくは原動機付自転車（以下この
章において「自動車等」といいます。）を運転している場合、麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シ
ンナー等の影響により正常な運転ができないおそれがある状態で自動車等を運転している場合、
または酒気を帯びて（道路交通法第６５条第１項違反またはこれに相当する状態をいいます。）自動
車等を運転している場合に生じた事故。ただし、保険金を支払わないのはその被保険者の被った
傷害または損害に限ります。
� 被保険者の疾病（脳疾患、心神喪失を含みます。）。ただし、保険金を支払わないのはその被保
険者の被った傷害に限ります。
� 被保険者の妊娠、出産、早産、流産または外科的手術その他の医療処置。ただし、外科的手術
その他の医療処置によって生じた傷害が、当会社が保険金を支払うべき傷害の治療によるもので
ある場合には、保険金を支払います。
	 被保険者に対する刑の執行

 地震もしくは噴火またはこれらによる津波
� 戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変または暴
動（群衆または多数の者の集団の行動によって、全国または一部の地区において著しく平穏が害
され、治安維持上重大な事態と認められる状態をいいます。）
� 核燃料物質（使用済燃料を含みます。以下この号において同様とします。）もしくは核燃料物質
によって汚染された物（原子核分裂生成物を含みます。）の放射性、爆発性その他有害な特性の作
用またはこれらの特性に起因する事故

 前号に規定した以外の放射線照射または放射能汚染
� 前４号の事由に随伴して生じた事故またはこれらに伴う秩序の混乱に基づいて生じた事故

� 当会社は、被保険者が次の各号のいずれかによって生じた要介護状態に対しては、傷害介護保険
金または傷害介護一時保険金を支払いません。
� 被保険者の麻薬、あへん、大麻または覚せい剤等の使用。ただし、治療を目的として医師がこ
れらの物を用いた場合を除きます。
� 被保険者のアルコール依存、薬物依存または薬物乱用。ただし、治療を目的として医師が薬物

を用いた場合を除きます。
� 被保険者の先天性異常
第４条（保険金を支払わない場合－その２）

当会社は、被保険者が次の各号のいずれかに該当する間に生じた事故によって被った傷害または
損害に対して、保険契約者があらかじめこれらの行為に対応する保険料を支払っていないときは、
保険金を支払いません。ただし、保険金を支払わないのは、その被保険者の被った傷害または損害
に限ります。
� 被保険者が別表 傷－４に掲げる運動等を行っている間
� 被保険者の職業が別表 傷－５に掲げるもののいずれかに該当する場合において、被保険者が
当該職業に従事している間
� 被保険者が自動車等、モーターボート（水上オートバイを含みます。）、ゴーカート、スノーモ
ービルその他これらに類する乗用具（以下この号において「乗用具」といいます。）による競技、
競争、興行（いずれもそのための練習を含みます。）もしくは性能試験を目的とする運転もしくは
操縦である試運転（以下この号においてこれらを「競技等」といいます。）をしている間または競
技等を行うことを目的とする場所において、競技等に準ずる方法・態様により乗用具を使用して
いる間。ただし、自動車等を用いて道路上でこれらのことを行っている間（法令による許可を受
けて、一般の通行を制限し、道路を占有して行っている間を除きます。）については、保険金を支
払います。

第５条（傷害死亡保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第１項の傷害を被り、その直接の結果とし
て、事故の日からその日を含めて１８０日以内に死亡した場合には、傷害死亡保険金を死亡保険金受取
人に支払います。
� 当会社が、前項の傷害死亡保険金として支払う額は、保険証券記載の傷害死亡・後遺障害保険金
額（以下この章において「傷害死亡・後遺障害保険金額」といいます。）の全額（当該事故の発生し
た保険年度と同一の保険年度に生じた事故による傷害に対して、すでに支払った傷害後遺障害保険
金がある場合は、傷害死亡・後遺障害保険金額からすでに支払った金額を差し引いた残額）を傷害
死亡保険金とします。
� 第２７条（死亡保険金受取人の変更）第１項または第２項の規定によりその被保険者の法定相続人
が死亡保険金受取人となる場合で、その者が２名以上であるときは、当会社は、法定相続分の割合
により傷害死亡保険金を死亡保険金受取人に支払います。
� 第２７条（死亡保険金受取人の変更）第９項の死亡保険金受取人が２名以上であるときは、当会社
は、均等の割合により傷害死亡保険金を死亡保険金受取人に支払います。
第６条（傷害後遺障害保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第１項の傷害を被り、その直接の結果とし
て、事故の発生の日からその日を含めて１８０日以内に後遺障害が生じた場合は、傷害死亡・後遺障害
保険金額に保険金支払割合を乗じた額を傷害後遺障害保険金として被保険者に支払います。
� この条において保険金支払割合とは、普通約款別表 傷－１に定める保険金支払割合をいいます。
� 同一事故により、２種以上の後遺障害が生じた場合には、もっとも重い後遺障害の該当する等級
に対応する保険金支払割合を適用します。ただし、次の各号に該当する場合は、同号に規定する保
険金支払割合を適用します。
� 第１級から第５級までに掲げる後遺障害が２種以上ある場合

もっとも重い後遺障害に該当する等級の３級上位の等級に対応する保険金支払割合
� 前号以外の場合で、第１級から第８級までに掲げる後遺障害が２種以上あるとき

もっとも重い後遺障害に該当する等級の２級上位の等級に対応する保険金支払割合
� 前２号以外の場合で、第１級から第１３級までに掲げる後遺障害が２種以上あるとき
もっとも重い後遺障害に該当する等級の１級上位の等級に対応する保険金支払割合。
ただし、それぞれの後遺障害に対応する保険金支払割合の合計の割合がその保険金支払割合に
達しない場合は、その合計の割合を保険金支払割合とします。

� すでに後遺障害のある被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第１項の傷害を被ったことによ
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って、同一部位について後遺障害の程度を加重した場合で、すでにあった後遺障害が、新たな後遺
障害の原因となった事故の発生した保険年度と同一の保険年度に生じた事故による傷害により、こ
の保険契約に基づく傷害後遺障害保険金の支払を受けたものであるときは、加重後の後遺障害に該
当する等級に対応する保険金支払割合から、すでにあった後遺障害に該当する等級に対応する保険
金支払割合を差し引いた割合を適用します。
� 第１項の規定にかかわらず、被保険者が事故の発生の日からその日を含めて１８０日を超えなお治療
を要する状態にある場合は、当会社は、事故の発生の日からその日を含めて１８１日目における医師の
診断に基づき後遺障害の程度を認定して、同項のとおり算出した額を傷害後遺障害保険金として支
払います。
� 前各項の規定に基づいて、当会社が支払うべき傷害後遺障害保険金の額は、各保険年度ごとに、
傷害死亡・後遺障害保険金額をもって限度とします。
第７条（傷害入院保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第１項の傷害を被り、その直接の結果とし
て、医師の治療を要し、次の各号のすべてを満たす入院をした場合（別表 傷－６の各号のいずれ
かに該当し、かつ、医師の治療を受けた場合を含みます。）には、傷害入院保険金を被保険者に支払
います。ただし、保険証券記載の傷害入院免責日数の適用方法がフランチャイズ型の場合はこの項
第４号の規定中「をこえること」とあるのは「以上となること」と読み替え、第２項以降の規定に
おいて「傷害入院免責日数」とあるのは「０日」として取り扱います。
� 保険期間中に発生した事故による傷害を直接の原因とする入院であること。
� 傷害の治療を目的とすること。
� 事故の日からその日を含めて１８０日以内に開始した入院であること。
� 同一事故による入院日数が継続して保険証券記載の傷害入院免責日数（以下「傷害入院免責日
数」といいます。）をこえること。
� 病院または診療所における入院であること。

	 当会社が、前項の傷害入院保険金として支払う額は、１回の入院につき、次の算式によって算出
された額とします。

保険証券記載の傷害入院保険金日額（以下この条において「傷害入院保険金日額」といいます。）
× （入院日数－傷害入院免責日数）
＝ 傷害入院保険金


 被保険者が転入院または再入院をした場合、転入院または再入院を証する書類があり、かつ、当
会社がこれを認めたときは、継続した１回の入院とみなして前２項の規定を適用します。
� 被保険者が２以上の事故により入院した場合は、入院開始の直接の原因となった事故（以下この
項において「主たる事故」といいます。）に対し傷害入院保険金を支払い、主たる事故以外の事故
（以下この項において「異なる事故」といいます。）に対し、傷害入院保険金は支払いません。ただ
し、その入院中に主たる事故に対する傷害入院保険金の支払われる期間が終了したときは、異なる
事故に対する傷害入院保険金を支払います。この場合、異なる事故に対して支払う傷害入院保険金
の支払額は、第２項の規定にかかわらず、傷害入院保険金日額に、主たる事故に対する傷害入院保
険金の支払われる期間が終了した日の翌日からその日を含めた入院日数を乗じて得た金額とします。
� 被保険者が傷害入院保険金の支払われる入院を２回以上し、かつ、それぞれの入院の直接の原因
となった事故が同一であるときは、１回の入院とみなします。ただし、その事故の日からその日を
含めて１８０日以内に開始した入院に限ります。
� 前各項の規定にかかわらず、この保険契約による被保険者の傷害入院保険金の支払限度は、次の
とおりとします。
� １回の入院についての支払限度は、保険証券記載の傷害入院支払限度日数（傷害入院保険金を
支払う日数をいいます。以下この章において同様とします。）とします。
� 通算支払限度は、傷害入院支払日数を通算して保険証券記載の傷害入院保険金通算限度日数を
限度とします。

� 第４章疾病条項（以下この章において「疾病条項」といいます。）の規定により疾病入院保険金が
支払われる入院中に第１条（保険金を支払う場合）第１項の傷害を被り、治療を開始したときは、
傷害入院保険金の支払額は、第２項の規定にかかわらず、次のとおりとします。
� 傷害入院保険金日額が保険証券記載の疾病入院保険金日額（以下この条において「疾病入院保
険金日額」といいます。）以上である場合
イ．疾病の治療のために入院を開始した日からその日を含めて傷害入院免責日数を経過した日以
降に事故により治療を開始したとき。
傷害入院保険金日額に、事故により治療を開始した日からその日を含めた入院日数を乗じて得
た金額
ロ．疾病の治療のために入院を開始した日からその日を含めて傷害入院免責日数以内に事故によ
り治療を開始したとき。
傷害入院保険金日額に、疾病の治療のために入院を開始した日からその日を含めて傷害入院免
責日数を経過した日以降その日を含めた入院日数を乗じて得た金額

� 傷害入院保険金日額が疾病入院保険金日額未満である場合で、疾病条項の規定により疾病入院
保険金の支払われる期間が終了したときは、傷害入院保険金日額に、疾病条項の規定により疾病
入院保険金が支払われる期間が終了した日の翌日、または疾病の治療のために入院を開始した日
からその日を含めて傷害入院免責日数を経過した日のいずれか遅い日からその日を含めた入院日
数を乗じて得た金額とします。


 傷害入院保険金が支払われる入院中に、疾病条項の規定により疾病入院保険金が支払われる治療
を開始したときは、疾病条項の規定により疾病入院保険金が支払われる期間に対しては、傷害入院
保険金は支払いません。
第８条（傷害手術保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第１項の傷害を被り、その直接の結果とし
て、次の各号のすべてを満たす手術を受けた場合には、傷害手術保険金を被保険者に支払います。
� 保険期間中に発生した事故による傷害を直接の原因とする手術であること。
� 傷害の治療を直接の目的とすること。
� 事故の日からその日を含めて１８０日以内に受けた手術であること。
� 別表 傷－７に定めるいずれかの種類の手術であること。
� 病院または診療所における手術であること。
	 当会社が、前項の傷害手術保険金として支払う額は、１回の手術につき、次の算式によって算出
された額とします。

保険証券記載の傷害手術保険金額（以下この条において「傷害手術保険金額」といいます。）
× 手術の種類に応じて別表 傷－７に定める給付倍率
＝ 傷害手術保険金


 当会社は、被保険者が、時期を同じくして２種類以上の手術を受けた場合には、前項の規定にか
かわらず、別表 傷－７に定める給付倍率の高いいずれか１種類の手術についてのみ傷害手術保険
金を支払います。
第９条（特定傷害診断保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第１項の傷害を被り、別表 傷－８に定め
る脳挫傷、脊髄損傷または内臓損傷と医師により診断され、その治療を直接の目的として事故の日
からその日を含めて１８０日以内に入院をした場合には、保険証券記載の特定傷害診断保険金額（以下
この条において「特定傷害診断保険金額」といいます。）を特定診断保険金として被保険者に支払い
ます。
	 被保険者が特定傷害診断保険金の支払対象とならない入院中に特定傷害診断保険金の支払対象と
なる傷害の治療を開始したと当会社が認めたときは、その治療を開始した日に特定傷害診断保険金
の支払対象となる傷害の治療を直接の目的とする入院を開始したものとみなしてこの条の規定を適
用します。
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� 被保険者が同一事故により複数の特定傷害診断保険金の支払事由に該当した場合には、第１項お
よび第２項の規定にかかわらず、当会社はいずれか一つの事由による特定傷害診断保険金を支払う
ものとし、重複しては支払いません。
� 前項までの規定にかかわらず、特定傷害診断保険金の支払は、保険期間を通じて１回とします。
第１０条（傷害入院初期保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第１項の傷害を被り、その直接の結果とし
て、医師の治療を要し、次の各号のすべてを満たす入院をした場合には、傷害入院初期保険金を被
保険者に支払います。
� 保険期間中に発生した事故を直接の原因とする入院であること。
� 傷害の治療を目的とすること。
� 事故の日からその日を含めて１８０日以内に開始した入院であること。
� 入院日数が保険証券記載の傷害入院初期保険金日数（以下この条において「傷害入院初期保険
金日数」といいます。）以上継続していること。

� 病院または診療所における入院であること。
	 当会社が、前項の傷害入院初期保険金として支払う額は、１回の入院につき、保険証券記載の傷
害入院初期保険金額（以下この条において「傷害入院初期保険金額」といいます。）とします。
� 被保険者が転入院または再入院をした場合、転入院または再入院を証する書類があり、かつ、当
会社がこれを認めたときは、継続した１回の入院とみなして前２項の規定を適用します。
� 被保険者が２以上の事故により入院した場合は、入院開始の直接の原因となった事故（以下この
項において「主たる事故」といいます。）に対し、傷害入院初期保険金を支払い、主たる事故以外の
事故に対し、傷害入院初期保険金は支払いません。

 被保険者が傷害入院初期保険金の支払事由に該当する入院を２回以上し、かつ、それぞれの入院
の直接の原因となった事故が同一であるときは、１回の入院とみなして第１項および第２項の規定
を適用します。ただし、その事故の日からその日を含めて１８０日以内に開始した入院に限ります。
� 当会社は、被保険者が傷害入院初期保険金の支払事由に該当する入院を開始したときまたは入院
中に、その入院開始の直接の原因となった事故による傷害と異なる事故による傷害が生じていた場
合もしくは生じた場合または疾病を併発していた場合もしくは併発した場合には、その入院開始の
直接の原因となった事故による傷害により、継続して入院したものとみなして、第１項および第２
項の規定を適用します。
� 疾病条項の規定により疾病入院初期保険金が支払われる入院中に、第１条（保険金を支払う場合）
第１項の傷害を被り、治療を開始したときは、傷害入院初期保険金の支払は、第２項の規定にかか
わらず、次のとおりとします。
� 傷害入院初期保険金額が保険証券記載の疾病入院初期保険金額（以下この条において「疾病入
院初期保険金額」といいます。）以上の場合
イ．その入院が、疾病の治療のために入院を開始した日からその日を含めて傷害入院初期保険金
日数に満たないときは、傷害入院初期保険金を支払いません。
ロ．その入院が、疾病の治療のために入院を開始した日からその日を含めて傷害入院初期保険金
日数以上継続したときは、傷害入院初期保険金を支払います。ただし、疾病条項の規定により、
すでに疾病入院初期保険金が支払われている場合には、その傷害入院初期保険金がすでに支払
われた疾病入院初期保険金を上回るときに限り、その差額を傷害入院初期保険金として支払い
ます。

� 傷害入院初期保険金額が疾病入院初期保険金額未満の場合には、傷害入院初期保険金を支払い
ません。


 傷害入院初期保険金が支払われる入院中に、疾病条項第８条（疾病入院初期保険金の支払）第９
項第１号ロ．本文の規定により疾病入院初期保険金が支払われる場合には、傷害入院初期保険金は
支払いません。
� 傷害入院初期保険金の支払限度は保険期間を通じて５回とします。
第１１条（重度傷害保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が、第１条（保険金を支払う場合）第１項の傷害を被り、その直接の結果と

して、次の各号のいずれかに該当した場合には、保険証券記載の重度傷害保険金額（以下この条に
おいて「重度傷害保険金額」といいます。）を重度傷害保険金として被保険者に支払います。
� 事故の日からその日を含めて１８０日以内に別表 傷－９に定める特定障害状態のうち�アから�エ
までのいずれかに該当した場合
� 事故の日からその日を含めて１８０日以内に別表 傷－９に定める特定障害状態のうち�オから�チ
までのいずれかに該当し、その特定障害状態がその該当した日から起算して１８０日以上継続したと
医師により診断確定されたとき。

	 当会社は、被保険者が、保険期間中に傷害を被り、事故の日からその日を含めて１８０日以内に別表
傷－９に定める特定障害状態のうち�オから�チまでのいずれかに該当し、保険期間満了の日からそ
の日を含めて１８０日以内にその特定障害状態がその該当した日からその日を含めて１８０日以上継続し
たと医師によって診断確定された場合には、被保険者が重度傷害保険金の支払事由に該当したもの
として取扱います。
� 当会社は、被保険者が、第１項の支払事由に複数該当した場合でも、重度傷害保険金を重複して
支払いません。
� 重度傷害保険金の支払は、保険期間を通じて１回とします。
第１２条（傷害長期入院保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が、傷害入院保険金の支払われる入院をし、入院開始の直接の原因となった
事故による１回の入院において、傷害入院保険金が支払われる入院日数が保険証券記載の傷害長期
入院保険金日数（以下この条において「傷害長期入院保険金日数」といいます。）以上となる場合に
は、傷害長期入院保険金を被保険者に支払います。
	 当会社が、前項の傷害長期入院保険金として支払う額は、１回の入院につき保険証券記載の傷害
長期入院保険金日額（以下この条において「傷害長期入院保険金日額」といいます。）に、傷害入院
保険金が支払われる入院日数が傷害長期入院保険金日数に該当した日以降（その日を含みます。）に
同保険金が支払われる入院日数を乗じて得た額とします。
� 傷害長期入院保険金日額が保険証券記載の疾病長期入院保険金日額以上の場合で、傷害入院保険
金の支払われる入院日数または第７条（傷害入院保険金の支払）第７項もしくは第８項の規定によ
りこの章からの支払にかえて疾病条項に規定する疾病入院保険金が支払われることとなった入院日
数があるときは、第１項および第２項の規定中「傷害入院保険金が支払われる入院日数」とあるの
は、「傷害入院保険金が支払われる入院日数または傷害入院保険金が支払われる入院日数に疾病条項
に規定する疾病入院保険金が支払われる入院日数を加えた日数」と読み替えます。
� 被保険者が２回以上入院した場合で、第７条（傷害入院保険金の支払）第３項、第５項または疾
病条項第５条（疾病入院保険金の支払）第４項、第５項の規定により１回の入院とみなされる場合
は、継続した１回の入院とみなして第１項および第２項の規定を適用します。
第１３条（傷害退院療養保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が、傷害入院保険金の支払われる入院をし、次の各号のいずれかに該当する
継続した入院をした後、生存して退院したときには、傷害退院療養保険金を被保険者に支払います。
� 傷害入院保険金の支払われる入院日数が保険証券記載の傷害退院療養保険金日数以上となる入
院
� 傷害入院保険金の支払われる入院日数に、第７条（傷害入院保険金の支払）第７項または第８
項の規定によりこの章からの支払にかえて、疾病条項に規定する疾病入院保険金が支払われるこ
ととなった入院日数を加えた日数が保険証券記載の傷害退院療養保険金日数以上となる入院

	 当会社が前項の傷害退院療養保険金として支払う額は、１回の入院につき保険証券記載の傷害退
院療養保険金額（以下この条において「傷害退院療養保険金額」といいます。）とします。

� 前２項の規定にかかわらず、被保険者の入院中に保険期間が満了した場合には、その満了時から
７３０日（保険証券記載の傷害入院支払限度日数が７３０日をこえる場合にはその傷害入院支払限度日数）
以内のその継続している入院の退院は、保険期間の有効中の退院とみなします。
� 傷害退院療養保険金額が保険証券記載の疾病退院療養保険金額以上である場合で、傷害入院保険
金の支払われる入院日数または第７条（傷害入院保険金の支払）第７項もしくは第８項の規定によ
りこの章からの支払にかえて疾病条項に規定する疾病入院保険金が支払われることとなった入院日
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数があるときは、第１項第２号の規定中「第７条（傷害入院保険金の支払）第７項または第８項の
規定によりこの章からの支払にかえて、疾病条項に規定する疾病入院保険金が支払われることとな
った入院日数」とあるのは、「疾病条項に規定する疾病入院保険金が支払われる入院日数」と読み替
えます。
� 被保険者が２回以上入院した場合で、第７条（傷害入院保険金の支払）第３項、第５項または疾
病条項第５条（疾病入院保険金の支払）第４項、第５項の規定により１回の入院とみなされる場合
は、継続した１回の入院とみなして、第１項および第２項の規定を適用します。この場合、傷害退
院療養保険金または疾病条項の規定により疾病退院療養保険金が支払われた退院日以後に開始した
入院については、その後傷害退院療養保険金の支払事由に該当しても、当会社は、傷害退院療養保
険金を支払いません。ただし、その傷害退院療養保険金がすでに支払われた傷害退院療養保険金ま
たは疾病退院療養保険金を上回るときはその差額を支払います。
� 前項の規定にかかわらず、傷害退院療養保険金または疾病退院療養保険金が支払われることとな
った退院の日からその日を含めて３０日を経過後に開始した入院については、新たな入院とみなして
取り扱います。
� 傷害退院療養保険金額が保険証券記載の疾病退院療養保険金額未満である場合、疾病条項の規定
により疾病退院療養保険金が支払われる退院に対しては、傷害退院療養保険金は支払いません。
第１４条（傷害通院保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第１項の傷害を被り、その直接の結果とし
て、医師の治療を要し、次の各号のすべてを満たす通院をした場合には、傷害通院保険金を被保険
者に支払います。ただし、被保険者が治療を終了した時以降の通院に対しては、傷害通院保険金を
支払いません。
� 保険期間中に発生した事故を直接の原因とする通院であること。
� 傷害の治療を目的とすること。
� 事故の日からその日を含めて１８０日以内に開始した通院であること。
� 事故の日からその日を含めて保険証券記載の傷害通院対象日数までの期間（以下この条におい
て「通院期間」といいます。）における通院であること。
	 同一事故による通院日数が保険証券記載の傷害通院免責日数（以下この条において「傷害通院
免責日数」といいます。）をこえること。


 病院または診療所における通院であること。
� 当会社が、同一事故による通院につき、前項の傷害通院保険金として支払う額は、次の算式によ
って算出された額とします。

保険証券記載の傷害通院保険金日額（以下この条において「傷害通院保険金日額」といいます。）
× （通院日数－傷害通院免責日数）
＝ 傷害通院保険金

� 被保険者が通院しない場合であっても、骨折の傷害を被った部位を固定するために医師の治療に
より次の各号に該当するギプスを常時装着したときは、その日数を通院日数に含めます。
� 長管骨（上腕骨、橈骨、尺骨、大腿骨、脛骨および腓骨をいいます。以下この章において同様
とします。）骨折および脊柱の骨折によるギプス
� 長管骨に接続する三大関節部分の骨折で長管骨部分も含めたギプス


 第２項の規定にかかわらず、この保険契約による被保険者の傷害通院保険金の支払限度は、次の
とおりとします。
� 同一事故による通院についての支払限度は、保険証券記載の傷害通院支払限度日数（傷害通院
保険金を支払う日数をいいます。）とします。
� 通算支払限度は、傷害通院支払日数を通算して保険証券記載の傷害通院保険金通算限度日数を
限度とします。

� 被保険者が、第１項に定める通院を同一日に複数したときでも、通院日数は１日として取り扱い、
傷害通院保険金は重複して支払いません。この場合、支払わないこととなる通院については、通院

日数には含めません。
� 被保険者が、第１項に定める通院を同一の日に複数し、その通院の原因となった事故が異なると
きは、その日については、先に生じた事故に対する傷害通院保険金を第１項および第２項の規定に
従って支払い、他の通院については傷害通院保険金を支払いません。この場合、他の通院の通院日
数の計算にあたり、支払われないこととなる通院については、傷害通院免責日数を限度に通院日数
に含めます。
� 第７条（傷害入院保険金の支払）第１項に定める傷害入院保険金の支払事由または疾病条項第５
条（疾病入院保険金の支払）第１項に定める疾病入院保険金の支払事由に該当する入院中の通院に
ついては、通院の原因がその入院の原因と同一であると否とにかかわらず、当会社は傷害通院保険
金は支払いません。この場合、支払われないこととなる通院については、傷害通院免責日数を限度
に通院日数に含めます。
第１５条（傷害一時金払保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第１項の傷害を被り、その直接の結果とし
て、事故の日からその日を含めて１８０日以内に医師の治療を要し、病院または診療所に入院または通
院した場合は、傷害一時金払保険金を被保険者に支払います。
� 当会社が、前項の傷害一時金払保険金として支払う額は、別表 傷－１３の各症状に応じた額とし
ます。
� 被保険者が通院しない場合であっても、骨折の傷害を被った部位を固定するために医師の治療に
より次の各号に該当するギプスを常時装着したときは、その日数を治療日数に含めます。
� 長管骨骨折および脊柱の骨折によるギプス
� 長管骨に接続する三大関節部分の骨折で長管骨部分も含めたギプス

 別表 傷－１３の各症状に該当しない傷害であっても、各症状に相当すると認められるものについ
ては、身体の障害の程度に応じ、それぞれの相当する症状に該当したものとみなします。
� 同一事故により被った傷害の部位および症状が、別表 傷－１３の複数の項目に該当する場合、当
会社はそれぞれの項目により支払うべき保険金のうち、もっとも高い額を傷害一時金払保険金とし
て支払います。
第１６条（傷害介護保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第１項の傷害を被り、その直接の結果とし
て、事故の日からその日を含めて１８０日以内に要介護状態となり、その要介護状態が傷害介護支払対
象期間開始日からその日を含めて保険証券記載の傷害要介護状態日数（以下この章において「傷害
要介護状態日数」といいます。）以上継続した場合には、傷害介護保険金を被保険者に支払います。

� 当会社が、前項の傷害介護保険金として支払う額は、次の算式によって算出された額とします。

保険証券記載の傷害介護保険金日額（以下この条において「傷害介護保険金日額」といいます。）
× 傷害介護支払対象期間日数
＝ 傷害介護保険金

� 前項の支払額算出にあたって、傷害介護保険金日額の変更があった場合には、第１項の支払事由
に該当する要介護状態が開始した日現在の傷害介護保険金日額を基準とします。

 被保険者が２以上の事故による傷害により要介護状態となった場合は、要介護状態が開始された
直接の原因となった事故（以下この項において「主たる事故」といいます。）に対し傷害介護保険金
を支払い、主たる事故以外の事故（以下この項において「異なる事故」といいます。）に対し、傷害
介護保険金は支払いません。ただし、主たる事故に対する傷害介護保険金の支払われる期間が終了
したときは、異なる事故に対する傷害介護保険金を支払います。
� 第２項の規定にかかわらず当会社が保険金を支払う日数は、傷害介護支払対象期間にかかわらず、
保険証券記載の傷害介護てん補日数とします。
� 疾病条項により疾病介護保険金と傷害介護保険金が同時に支払われる事由が発生した場合は、ど
ちらか保険金額が高額なもの１つを支払うものとします。また、同額の場合は傷害介護保険金を支
払うものとします。
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� 疾病条項の規定により疾病介護保険金が支払われる期間中に第１条（保険金を支払う場合）第１
項の傷害を被り要介護状態となったときは、傷害介護保険金の支払額は、第２項の規定にかかわら
ず、次のとおりとします。
� 傷害介護保険金日額が保険証券記載の疾病介護保険金日額（以下この条において「疾病介護保
険金日額」といいます。）以上である場合
傷害介護保険金日額に、事故による傷害を直接の原因として要介護状態となった日から要介護状
態でなくなった日までの日数を乗じて得た額
� 傷害介護保険金日額が疾病介護保険金日額未満である場合で、疾病介護保険金の支払われる期
間が終了したときは、傷害介護保険金日額に、疾病介護保険金が支払われる期間が終了した日か
ら要介護状態でなくなった日までの日数を乗じて得た額とします。

� 傷害介護保険金が支払われる期間中に、疾病介護保険金が支払われる要介護状態となったときは、
疾病介護保険金が支払われる期間に対しては、傷害介護保険金は支払いません。
� 傷害介護保険金支払の対象となっていない事由の影響によって、傷害介護保険金を支払うべき要
介護状態の程度が加重された場合は、当会社は、その影響がなかったときに相当する傷害介護支払
対象期間を決定して保険金を支払います。
� 正当な理由がなく被保険者が治療を怠ったことまたは保険契約者もしくは保険金を受け取るべき
者（保険契約者または保険金を受け取るべき者が法人であるときは、その理事、取締役または法人
の業務を執行するその他の機関）が治療をさせなかったことにより保険金を支払うべき要介護状態
の程度が加重されたときも、前項と同様の方法で傷害介護保険金を支払います。
第１７条（傷害介護一時保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第１項の傷害を被り、その直接の結果とし
て、事故の日からその日を含めて１８０日以内に要介護状態となり、その要介護状態が傷害介護支払対
象期間開始日からその日を含めて傷害要介護状態日数以上継続した場合（保険期間開始前に要介護
状態であると医師に診断されたことがない場合で、その被保険者に対して傷害介護一時保険金もし
くは疾病条項の規定により疾病介護一時保険金が支払われていない場合に限ります。）には、保険証
券記載の傷害介護一時保険金額（以下この章において「傷害介護一時保険金額」といいます。）を被
保険者に支払います。
� 前項の支払額算出にあたって、傷害介護一時保険金額の変更があった場合には、前項の支払事由
に該当する要介護状態が開始した日現在の傷害介護一時保険金額を基準とします。
	 傷害介護一時保険金の支払は、保険期間を通じて１回とします。

 傷害介護支払対象期間開始日と疾病条項に規定する疾病介護支払対象期間開始日が同じで、第１
項の支払事由に該当した日現在において傷害介護一時保険金額が保険証券記載の疾病介護一時保険
金額未満である場合には、疾病条項の規定により疾病介護一時保険金が支払われる要介護状態に対
しては、当会社は、傷害介護一時保険金は支払いません。
第１８条（傷害所得補償保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第１項の傷害を被り、その直接の結果とし
て保険期間中に就業不能となり、その就業不能が保険証券記載の傷害所得補償免責日数（以下この
章において「傷害所得補償免責日数」といいます。）をこえて継続した場合には、傷害所得補償保険
金を被保険者に支払います。
� 当会社が、前項の傷害所得補償保険金として支払う額は、次の算式によって算出された額としま
す。

保険証券記載の傷害所得補償保険金日額（以下この条において「傷害所得補償保険金日額」といい
ます。）
× （就業不能日数－傷害所得補償免責日数）
＝ 傷害所得補償保険金

	 前項の支払額算出にあたって、傷害所得補償保険金日額の変更があった場合には、第１項の支払
事由に該当する就業不能が開始した日現在の傷害所得補償保険金日額を基準とします。


 被保険者が２以上の事故による傷害により就業不能となった場合は、就業不能開始の直接の原因
となった事故（以下この項において「主たる事故」といいます。）に対し傷害所得補償保険金を支払
い、主たる事故以外の事故（以下この項において「異なる事故」といいます。）に対し、傷害所得補
償保険金は支払いません。ただし、その就業不能期間中に主たる事故に対する傷害所得補償保険金
の支払われる期間が終了したときは、異なる事故に対する傷害所得補償保険金を支払います。この
場合、異なる事故に対して支払う傷害所得補償保険金の支払額は、第２項の規定にかかわらず、傷
害所得補償保険金日額に、主たる事故に対する傷害所得補償保険金の支払われる期間が終了した日
の翌日からその日を含めた就業不能日数を乗じて得た金額とします。
� 傷害所得補償保険金が支払われる就業不能でなくなった後、その就業不能の原因となった傷害に
よって再び就業不能になったときは、後の就業不能は前の就業不能と同一の就業不能とみなし、後
の就業不能については新たに傷害所得補償免責日数の規定を適用しません。
� 前項の規定にかかわらず、就業不能でなくなった日からその日を含めて１８０日を経過した日の翌日
以後に被保険者が再び就業不能になったときは、後の就業不能は前の就業不能とは異なった就業不
能とみなします。この場合において、後の就業不能について傷害所得補償保険金を支払うべきとき
は、新たに傷害所得補償免責日数および第８項の支払限度日数の規定を適用します。
� 被保険者の就業不能が継続している間に保険期間が満了した場合には、その満了時を含んで継続
している就業不能は、保険期間中の就業不能とみなします。
� 同一の就業不能についての支払限度日数は、保険証券記載の傷害所得補償てん補日数とします。
� 疾病条項の規定により疾病所得補償保険金が支払われる期間中に第１条（保険金を支払う場合）
第１項の傷害を被り就業不能となったときは、傷害所得補償保険金の支払額は、第２項の規定にか
かわらず、次のとおりとします。
� 傷害所得補償保険金日額が保険証券記載の疾病所得補償保険金日額（以下この条において「疾
病所得補償保険金日額」といいます。）以上である場合
イ．疾病を原因として就業不能となった日からその日を含めて傷害所得補償免責日数を経過した
日以降に事故により就業不能となったとき。
傷害所得補償保険金日額に、事故により就業不能となった日からその日を含めた就業不能日数
を乗じて得た金額
ロ．疾病を原因として就業不能となった日からその日を含めて傷害所得補償免責日数以内に事故
により治療を開始したとき。
傷害所得補償保険金日額に、疾病を原因として就業不能となった日からその日を含めて傷害所
得補償免責日数を経過した日以降その日を含めた就業不能日数を乗じて得た金額

� 傷害所得補償保険金日額が疾病所得補償保険金日額未満である場合で、疾病所得補償保険金の
支払われる期間が終了したときは、傷害所得補償保険金日額に、疾病所得補償保険金が支払われ
る期間が終了した日の翌日、または疾病を原因として就業不能となった日からその日を含めて傷
害所得補償免責日数を経過した日のいずれか遅い日からその日を含めた就業不能日数を乗じて得
た金額とします。

� 傷害所得補償保険金が支払われる期間中に、疾病所得補償保険金が支払われる就業不能となった
ときは、疾病所得補償保険金が支払われる期間に対しては、傷害所得補償保険金は支払いません。
第１９条（傷害定額保険金における他の身体障害の影響）
� 傷害定額保険金または疾病条項第１条（保険金を支払う場合）第１項に規定する疾病定額保険金
の支払い対象となっていない身体障害の影響によって、第１条（保険金を支払う場合）第１項の傷
害の程度が重大となった場合は、当会社は、その影響がなかったときに相当する金額を決定してこ
れを支払います。
� 正当な理由がないのに、被保険者が治療を怠り、または、保険契約者もしくは傷害定額保険金を
受け取るべき者が治療をさせなかったために、第１条（保険金を支払う場合）第１項の傷害の程度
が重大となったときも、前項と同様の方法で支払います。
	 保険契約者、被保険者または傷害定額保険金を受け取るべき者の故意または重大な過失によって、
第１条（保険金を支払う場合）第１項の傷害の程度が重大となったときも、前２項と同様の方法で
支払います。
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第２０条（人身傷害保険金の支払）
� １回の人身傷害事故につき、当会社の支払う第１条（保険金を支払う場合）第２項の人身傷害保
険金の額は、次の算式によって算出された額とします。ただし、１回の人身傷害事故について当会
社の支払う人身傷害保険金の額は、保険証券記載の人身傷害保険金額（以下この条において「人身
傷害保険金額」といいます。）を限度とします。

次条第１項の規定により決定された損害の額
＋ 第２２条（費用）の費用
－ 次の各号の合計額
＝ 人身傷害保険金の額

� 自賠責保険等または自動車損害賠償保障法に基づく自動車損害賠償保障事業によってすでに給
付が決定しまたは支払われた金額
� 対人賠償保険等によって賠償義務者が第１条（保険金を支払う場合）第２項の損害について損
害賠償責任を負担することによって被る損害に対して、すでに給付が決定しまたは支払われた保
険金もしくは共済金の額
� 保険金請求権者が賠償義務者からすでに取得した損害賠償金の額
� 労働者災害補償制度によって給付が受けられる場合には、その給付される額（社会復帰促進等
事業に基づく特別支給金を除きます。以下同様とします。）
� 次条第１項の規定により決定された損害の額および第２２条（費用）の費用のうち、賠償義務者
以外の第三者が負担すべき額で保険金請求権者がすでに取得したものがある場合は、その取得し
た額
� 前各号のほか、第１条（保険金を支払う場合）第２項の損害を補償するために支払われる保険
金、共済金その他の給付で、保険金請求権者がすでに取得したものがある場合は、その取得した
給付の額またはその評価額（保険金額および保険金日額等が定額である傷害保険もしくは生命保
険等の保険金または共済金等を含みません。）

� 前項の規定にかかわらず、保険金請求権者が、次条第４項の規定による請求をした場合は、１回
の人身傷害事故につき当会社の支払う保険金の額は、次の算式によって算出された額とします。た
だし、１回の人身傷害事故につき当会社の支払う人身傷害保険金の額は、人身傷害保険金額を限度
とします。

次条第４項の規定により、保険金請求権者が当会社の同意を得て請求した額
＋ 第２２条（費用）の費用
－ 次の各号の合計額
＝ 人身傷害保険金の額

� 労働者災害補償制度によって給付が受けられる場合には、その給付される額
� 次条第４項の規定により、保険金請求権者が当会社の同意を得て請求した額および第２２条（費
用）の費用のうち、賠償義務者以外の第三者が負担すべき額で保険金請求権者がすでに取得した
ものがある場合は、その取得した額
� 前各号のほか、第１条（保険金を支払う場合）第２項の損害を補償するために支払われる保険
金、共済金その他の給付で、保険金請求権者がすでに取得したものがある場合は、その取得した
給付の額またはその評価額（保険金額および保険金日額等が定額である傷害保険もしくは生命保
険等の保険金または共済金等を含みません。）

	 第１項ただし書および前項ただし書の規定にかかわらず、別表 傷－１１の第１級、第２級または
第３級３号もしくは４号に掲げる重大障害が発生し、かつ、介護が必要と認められる場合で人身傷
害保険金額が無制限以外のときは、１回の人身傷害事故につき、当会社が支払う人身傷害保険金の
額は、被保険者１名ごとに人身傷害保険金額の２倍の額を限度とします。

 この保険契約が新総合保険に移行した場合、同一の人身傷害事故に起因して総合自動車補償条項

人身傷害条項、一般自動車補償条項人身傷害条項または個人用自動車補償条項人身傷害条項（以下
「自動車人身傷害条項」といいます。）の規定により保険金が支払われるときは、当会社は、自動車
人身傷害条項の規定により算出された保険金（以下「自動車人身傷害条項の保険金」といいます。）
を優先して支払い、自動車人身傷害条項の規定により算出された損害額が自動車人身傷害条項の保
険金の額を超えるときに限り、その差額に対してこの章の規定に従い人身傷害保険金を支払います。
第２１条（損害額の決定）
� 前条第１項の損害の額は、被保険者が人身傷害事故の直接の結果として、次の各号のいずれかに
該当した場合に、その区分ごとに、それぞれ別表 傷－１２に定める人身傷害保険金損害額基準なら
びに次項および第３項の規定により算定された金額の合計額（以下この条において「算定額」とい
います。）とします。ただし、賠償義務者がある場合において、算定額が自賠責保険等によって支払
われる金額を下回る場合には、自賠責保険等によって支払われる金額とします。
� 第２号および第３号以外の傷害

医師の治療を要した場合
� 重大障害

身体の一部を失いまたはその機能に重大な障害を永久に残した場合
� 死亡

死亡した場合
� 同一人身傷害事故により、別表 傷－１１に掲げる２種以上の重大障害が生じた場合には、当会社
は、もっとも重い重大障害の該当する等級により損害を算定します。ただし、次の各号に該当する
場合は、各号に規定する等級に従い損害を算定するものとします。
� 第１級から第５級までに掲げる重大障害が２種以上ある場合

もっとも重い重大障害に該当する等級の３級上位の等級
� 前号以外の場合で、第１級から第８級までに掲げる重大障害が２種以上あるとき

もっとも重い重大障害に該当する等級の２級上位の等級
� 前２号以外の場合で、第１級から第１３級までに掲げる重大障害が２種以上あるとき
もっとも重い重大障害に該当する等級の１級上位の等級

	 すでに重大障害のある被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第２項の傷害を被ったことによ
って、同一部位について重大障害の程度を加重した場合は、別表 傷－１１に掲げる加重後の重大障
害に該当する等級により算定した損害から、すでにあった重大障害に該当する等級により算定した
損害を差し引いて損害を算定します。

 賠償義務者がある場合には、保険金請求権者は、算定額から当該賠償義務者に損害賠償請求すべ
き損害に係る部分（算定額に賠償義務者の過失割合を乗じた金額をいいます。）を除いた金額のみを
請求することができます。ただし、算定額に賠償義務者の過失割合を乗じた金額が自賠責保険等に
よって給付される金額を下回る場合を除きます。
� 前項の場合には、一般条項第２６条（代位）第１項の規定にかかわらず、当会社は、被保険者が当
該賠償義務者に対して有する権利については、これを取得しません。
第２２条（費用）

保険契約者または被保険者が支出した次の費用（収入の喪失を含みません。）は、これを損害の一
部とみなします。
� 一般条項第１４条（損害防止義務および損害防止費用）第１項に規定する損害の発生および拡大
の防止ために必要または有益であった費用
� 一般条項第１５条（事故発生時の義務）第１項第５号に規定する権利の保全または行使に必要な
手続をするために当会社の書面による同意を得て支出した費用

第２３条（人身傷害保険金における他の身体障害の影響）
� 被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第２項の傷害を被ったときすでに存在していた身体障
害の影響により、または同項の傷害を被った後にその原因となった事故と関係なく発生した身体障
害の影響により同項の傷害が重大となった場合は、当会社は、その影響がなかったときに相当する
額を損害の額として決定しこれを支払います。
� 正当な理由がなくて被保険者が治療を怠り、または保険契約者もしくは保険金を受け取るべき者
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が治療をさせなかったために第１条（保険金を支払う場合）第２項の傷害が重大となった場合も、
前項と同様の方法で支払います。
� 保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者の故意または重大な過失によって、第１条
（保険金を支払う場合）第２項の傷害が重大となったときも、前２項と同様の方法で支払います。
第２４条（人身傷害保険金請求の手続）
人身傷害保険金の請求は、保険金請求権者全員から委任を受けた代表者を経由して行うものとし
ます。
第２５条（保険金の支払による請求権の移転）
� 当会社が保険金を支払った損害について、保険金請求権者が、その補償にあてるべき保険金、共
済金その他の金銭の請求権を有していた場合は、当該請求権は、保険金の支払時に当会社に移転す
るものとします。
� 保険金請求権者は、前項により移転した請求権を当社が行使するにあたって、当社が必要とする
書類の提出等を求めた場合には、これに協力しなければなりません。
第２６条（死亡の推定）
被保険者が搭乗している航空機または船舶が行方不明となった場合または遭難した場合において、
当該航空機または船舶が行方不明となった日または遭難した日からその日を含めて３０日を経過して
もなお被保険者が発見されないときは、当該航空機または船舶が行方不明となった日または遭難し
た日に、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第１項または第２項の傷害によって死亡したも
のと推定します。
第２７条（死亡保険金受取人の変更）
� 保険契約締結の際、保険契約者が死亡保険金受取人を定めなかったときは、被保険者の法定相続
人を死亡保険金受取人とします。
� 保険契約締結の後、被保険者が死亡するまでは、保険契約者は、死亡保険金受取人を変更するこ
とができます。
� 前項の規定による死亡保険金受取人の変更を行う場合には、保険契約者は、その事実を当会社に
通知しなければなりません。
� 前項の規定による通知が当会社に到達した場合には、死亡保険金受取人の変更は、保険契約者が
その通知を発した時にその効力を生じたものとします。ただし、その通知が当会社に到達する前に
当会社が変更前の死亡保険金受取人に保険金を支払った場合は、その後に保険金の請求を受けても、
当会社は、保険金を支払いません。
� 保険契約者は、第２項の死亡保険金受取人の変更を、法律上有効な遺言によって行うことができ
ます。
� 前項の規定による死亡保険金受取人の変更を行う場合には、遺言が効力を生じた後、保険契約者
の法定相続人がその旨を当会社に通知しなければ、その変更を当会社に対抗することができません。
なお、その通知が当会社に到達する前に当会社が変更前の死亡保険金受取人に保険金を支払った場
合は、その後に保険金の請求を受けても、当会社は、保険金を支払いません。
� 第２項および第５項の規定により、死亡保険金受取人を被保険者の法定相続人以外の者に変更す
る場合は、被保険者の同意がなければその効力は生じません。
� 前項にかかわらず、第三者を被保険者とする死亡保険金のみを支払う保険契約については、第２
項および第５項の規定による死亡保険金受取人の変更は、被保険者の同意がなければ効力を生じま
せん。
	 死亡保険金受取人が被保険者が死亡する前に死亡したときは、その死亡した死亡保険金受取人の
死亡時の法定相続人（法定相続人のうち死亡している者があるときは、その者については、順次の
法定相続人とします。）を死亡保険金受取人とします。

 保険契約者は、死亡保険金以外の保険金について、その受取人を被保険者以外の者に定め、また
は変更することはできません。
� 当会社は、第３項または第６項の通知を受けた場合には、第３項の通知のときは保険契約者に対
して、第６項の通知のときは保険契約者の法定相続人に対して、その通知の内容を書面に記載して
提出することを求めることができます。

第２８条（被保険者の適用）
この章の規定は、それぞれの被保険者ごとに個別に適用します。

第２９条（保険契約が継続された場合の取扱い）
保険契約が継続された場合には、次の各号によって取扱います。
� 第５条（傷害死亡保険金の支払）から第１８条（傷害所得補償保険金の支払）までおよび第２０条
（人身傷害保険金の支払）に関しては、継続前の保険期間と継続後の保険期間とは継続されたも
のとします。ただし、保険期間を通じての支払限度の規定に関しては、継続前の保険期間と継続
後の保険期間とは継続されたものとしません。

 継続前の保険契約において告知義務違反による解除の理由があるときは、当会社は、継続後の
保険契約を解除することができます。

第４章 疾病条項

第１条（保険金を支払う場合）
� 当会社は、保険証券記載の被保険者（以下この章において「被保険者」といいます。）が被った疾
病に対して、この章および第６章一般条項（以下この章において「一般条項」といいます。）の規定
に従い、疾病定額保険金（疾病入院保険金、疾病手術保険金、特定疾病診断保険金、疾病入院初期
保険金、重度疾病保険金、疾病長期入院保険金、疾病退院療養保険金、疾病通院保険金、疾病介護
保険金、疾病介護一時保険金または疾病所得補償保険金をいいます。以下この章において同様とし
ます。）を支払います。
� 当会社は、被保険者が疾病を被ったこと（以下この章において「人身疾病発病」といいます。）に
よって、被保険者またはその父母、配偶者（内縁を含みます。以下この章において同様とします。）
もしくは子が被る損害（この損害の額は第１８条（損害額の決定）に定める損害の額をいいます。以
下この章において同様とします。）に対して、この章および一般条項の規定に従い、人身疾病保険金
を支払います。
� 第１項および第２項の疾病には、被保険者が症状を訴えている場合であってもそれを裏付けるに
足りる医学的他覚所見のないものを含みません。
� 当会社は、第１項の疾病定額保険金および第２項の人身疾病保険金のうち、保険証券に記載され
たものについてのみ支払責任を負うものとします。
第２条（用語の定義）

この章において、次の各号の用語はそれぞれ次の定義によります。
� 傷害
イ．被保険者が急激かつ偶然な外来の事故によって被った身体の傷害
ロ．上記イ．の傷害には、身体外部からの有毒ガスまたは有毒物質を偶然かつ一時に吸入、吸収
または摂取したときに急激に生ずる中毒症状（継続的に吸入、吸収または摂取した結果生ずる
中毒症状を除きます。）を含みます。ただし、細菌性食中毒およびウイルス性食中毒は含みませ
ん。
ハ．上記イ．およびロ．の傷害には、日射、熱射または精神的衝動による障害および被保険者が
症状を訴えている場合であってもそれを裏付けるに足りる医学的他覚所見のないものを含みま
せん。


 疾病
被保険者が被った前号の傷害以外の身体の障害（分娩については、異常分娩と認められる場合
に限ります。）をいいます。ただし、医師（被保険者が医師である場合は、被保険者以外の医師を
いいます。以下この章において同様とします。）によりその発病が診断されたものに限ります。
� 病院または診療所

次のいずれかに該当するものとします。
イ．医療法に定める日本国内にある病院または診療所。ただし、介護保険法に定める介護療養型
医療施設を除きます。
ロ．前号の場合と同等と当会社が認めた日本国外にある医療施設
� 入院
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医師による治療が必要な場合において、自宅等での治療が困難なため、病院または診療所に入
り、常に医師の管理下において治療に専念することをいいます。
� 通院
医師による治療が必要な場合において、病院または診療所に通い、医師の治療を受けること（往

診を含みます。）をいいます。
� 機能障害
身体の機能が一部または全般にわたり低下し、かつ、日常の生活に支障が生じることをいいま
す。ただし、次号に規定する「認知症」によるものを除きます。
� 認知症
正常に発達した知的機能が、脳内に後天的に生じた器質的な病変または損傷により、全般的か
つ持続的に低下することをいいます。
� 要介護状態
以下の状態のうち、いずれかをいいます。
イ．機能障害により介護が必要な状態であり、別表 疾－１に定める項目について全面的介助状
態または部分的介助状態に合計で３項目以上該当し、そのうち全面的介助状態が１項目以上含
まれていること、かつ、次のいずれかまたは双方に該当することをいいます。
�イ 寝返り（身体の上にふとん等をかけない状態で横たわったまま左右のどちらかに向きを変
えることをいいます。以下同様とします。）の際に、ベッド柵、ひも、バー、サイドレール等
何かにつかまらなければ１人で寝返りができない状態または同程度以上の介助を必要とする
状態であること。

�ロ 歩行（歩幅や速度を問わず立った状態から５ｍ以上歩くことをいいます。以下同様としま
す。）の際に、杖や歩行器を使用したり、壁で手を支えたりしなければ歩行ができない状態ま
たは同程度以上の介助を必要とする状態であること。

ロ．認知症により別表 疾－２に定める問題行動が１項目以上みられる状態であり、かつ、別表
疾－１に定める項目について全面的介助状態または部分的介助状態に合計で２項目以上該当し、
そのうち全面的介助状態が１項目以上含まれていることをいいます。

� 疾病介護支払対象期間
被保険者が要介護状態であることを医師が診断した日（以下この章において「疾病介護支払対
象期間開始日」といいます。）から被保険者が要介護状態でなくなった日（以下この章において
「疾病介護支払対象期間終了日」といいます。）までの期間をいいます。
� 就業不能
被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第１項の疾病を発病し、次のいずれかの事由により
保険証券記載の業務に全く従事できない状態をいいます。
イ．その疾病の治療のため、入院していること。
ロ．上記イ．以外で、その疾病につき、医師の治療を受けていること。

ただし、保険証券記載の疾病所得補償てん補日数が７３０日を超える契約である場合において、
疾病所得補償免責期間終了日の翌日から起算して７３０日経過後については、被保険者がその経験、
能力に応じたいかなる業務にも全く従事できないことをいいます。
なお、被保険者が疾病に起因して死亡した後もしくは疾病が治ゆした後は、いかなる場合で

も、この保険契約においては、就業不能とはいいません。
� 公的医療保険制度
次のいずれかの法律に基づく医療保険制度をいいます。
イ．健康保険法
ロ．国民健康保険法
ハ．国家公務員共済組合法
ニ．地方公務員等共済組合法
ホ．私立学校教職員共済法
ヘ．船員保険法
ただし、被保険者が、高齢者の医療の確保に関する法律または介護保険法に定める医療を受け

る資格を得たときは、高齢者の医療の確保に関する法律または介護保険法に基づく医療給付制度
を含みます。
	 「療養の給付」等

公的医療保険制度を定める法律に規定された「療養の給付」に要する費用ならびに「療養費」、
「家族療養費」、「保険外併用療養費」、「入院時食事療養費」、「入院時生活療養費」、「移送費」お
よび「家族移送費」をいいます。

 一部負担金

「療養の給付」等の支払の対象となる療養に要する費用について被保険者が公的医療保険制度
を定める法律の規定により負担した一部負担金、一部負担金に相当する費用、入院時の食事療養
または生活療養に要した費用（ただし、食事の提供である療養に要した費用に限ります。）のうち
食事療養標準負担額または生活療養標準負担額をいいます。
� 賠償義務者

被保険者の生命または身体を害することにより、被保険者またはその父母、配偶者もしくは子
が被る損害に対して法律上の損害賠償責任を負担する者をいいます。
� 対人賠償保険等

他人の生命または身体を害することにより、法律上の損害賠償責任を負担することによって被
る損害に対して保険金または共済金を支払う保険契約または共済契約で自賠責保険等以外のもの
をいいます。

 労働者災害補償制度

次のいずれかの法律に基づく災害補償制度または法令によって定められた業務上の災害を補償
する他の災害補償制度をいいます。
イ．労働者災害補償保険法
ロ．国家公務員災害補償法
ハ．裁判官の災害補償に関する法律
ニ．地方公務員災害補償法
ホ．公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する法律

第３条（保険金を支払わない場合－その１）
� 当会社は、次の各号に掲げる事由のいずれかによって生じた傷害、疾病、または損害に対しては、
保険金（疾病定額保険金または人身疾病保険金をいいます。以下この条において同様とします。）を
支払いません。
� 被保険者の故意または重大な過失（事故の直接の原因となりうる過失であって、通常の不注意
等では説明のできない行為または不作為をともなうものをいいます。）ただし、保険金を支払わな
いのはその被保険者の被った傷害、疾病または損害に限ります。
� 保険金を受け取るべき者（保険金を受け取るべき者が法人であるときは、その理事、取締役ま
たは法人の業務を執行するその他の機関）の故意または重大な過失。ただし、その者が保険金の
一部の受取人である場合には、保険金を支払わないのはその者が受け取るべき金額に限ります。
� 被保険者の自殺行為、犯罪行為または闘争行為。ただし、保険金を支払わないのはその被保険
者の被った傷害、疾病または損害に限ります。
� 被保険者が法令に定められた運転資格を持たないで自動車もしくは原動機付自転車（以下この
章において「自動車等」といいます。）を運転している場合、麻薬、大麻、あへん、覚せい剤、シ
ンナー等の影響により正常な運転ができないおそれがある状態で自動車等を運転している場合、
または酒気を帯びて（道路交通法第６５条第１項違反またはこれに相当する状態をいいます。）運転
している場合に生じた事故。ただし、保険金を支払わないのはその被保険者の被った傷害、疾病
または損害に限ります。
� 被保険者の妊娠、出産、早産、流産または外科的手術その他の医療処置。ただし、当会社が保
険金を支払うべき傷害または疾病の治療によるものである場合には、保険金を支払います。
� 被保険者に対する刑の執行
� 地震もしくは噴火またはこれらによる津波。ただし、疾病介護保険金、疾病介護一時保険金お
よび疾病所得補償保険金を除きこれらの事由により保険金の支払事由に該当した被保険者の数の
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増加が、この保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないと認めたときは、当会社は、その程度に応
じ、保険金の全額を支払い、またはその金額を削減して支払うことがあります。
� 戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変または暴
動（群衆または多数の者の集団の行動によって、全国または一部の地区において著しく平穏が害
され、治安維持上重大な事態と認められる状態をいいます。）。ただし、疾病介護保険金、疾病介
護一時保険金および疾病所得補償保険金を除きこれらの事由により保険金の支払事由に該当した
被保険者の数の増加が、この保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないと認めたときは、当会社は、
その程度に応じ、保険金の全額を支払い、またはその金額を削減して支払うことがあります。
� 核燃料物質（使用済燃料を含みます。以下この号において同様とします。）もしくは核燃料物質
によって汚染された物（原子核分裂生成物を含みます。）の放射性、爆発性その他有害な特性の作
用またはこれらの特性に起因する事故
� 前号に規定した以外の放射線照射または放射能汚染
� 前４号の事由に随伴して生じた事故またはこれらに伴う秩序の混乱に基づいて生じた事故

� 当会社は、被保険者の薬物依存によって生じた疾病または損害に対しては、保険金を支払いませ
ん。
� 当会社は、被保険者が次の各号のいずれかによって生じた要介護状態に対しては、疾病介護保険
金または疾病介護一時保険金を支払いません。
� 被保険者の麻薬、あへん、大麻または覚せい剤等の使用。ただし、治療を目的として医師がこ
れらの物を用いた場合を除きます。
� 被保険者のアルコール依存、薬物依存または薬物乱用。ただし、治療を目的として医師が薬物
を用いた場合を除きます。
	 被保険者の先天性異常


 当会社は、被保険者の精神病性障害、知的障害、人格障害、アルコール依存等の精神障害（具体
的には、平成６年１０月１２日総務庁告示第７５号に定められた分類項目中の分類番号Ｆ００からＦ９９に規
定された内容に準拠します。）を被り、これを原因として生じた就業不能に対しては、疾病所得補償
保険金または人身疾病保険金（休業損害または逸失利益に対する保険金に限ります。）を支払いませ
ん。
第４条（保険金を支払わない場合－その２）

当会社は、被保険者が次の各号のいずれかに該当する間に生じた事故によって被った傷害に対し
て、保険契約者があらかじめこれらの行為に対応する保険料を支払っていないときは、疾病定額保
険金を支払いません。ただし、疾病定額保険金を支払わないのは、その被保険者の被った傷害に限
ります。
� 被保険者が別表 疾－３に掲げる運動等を行っている間
� 被保険者の職業が別表 疾－４に掲げるもののいずれかに該当する場合において、被保険者が
当該職業に従事している間
	 被保険者が自動車等、モーターボート（水上オートバイを含みます。）、ゴーカート、スノーモ
ービルその他これらに類する乗用具（以下この号において「乗用具」といいます。）による競技、
競争、興行（いずれもそのための練習を含みます。）もしくは性能試験を目的とする運転もしくは
操縦である試運転（以下この号においてこれらを「競技等」といいます。）をしている間または競
技等を行うことを目的とする場所において、競技等に準ずる方法・態様により乗用具を使用して
いる間。ただし、自動車等を用いて道路上でこれらのことを行っている間（法令による許可を受
けて、一般の通行を制限し、道路を占有して行っている間を除きます。）については、保険金を支
払います。

第５条（疾病入院保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第１項の疾病を発病し、その直接の結果と
して、医師の治療を要し、かつ、保険期間中に次の各号のすべてを満たす入院をした場合には、疾
病入院保険金を被保険者に支払います。ただし、保険証券記載の疾病入院免責日数の適用方法がフ
ランチャイズ型の場合はこの項第３号の規定中「をこえること」とあるのは「以上となること」と
読み替え、第２項以降の規定において「疾病入院免責日数」とあるのは「０日」として取り扱いま

す。
� 保険期間中に発病した疾病を直接の原因とする入院であること。
� 疾病の治療を目的とすること。
	 入院日数が継続して保険証券記載の疾病入院免責日数（以下この条において「疾病入院免責日
数」といいます。）をこえること。

� 病院または診療所における入院であること。
� 当会社が、前項の疾病入院保険金として支払う額は、１回の入院につき、次の算式によって算出
された額とします。

保険証券記載の疾病入院保険金日額（以下この条において「疾病入院保険金日額」といいます。）
× （入院日数－疾病入院免責日数）
＝ 疾病入院保険金

� 前項の支払額算出にあたって、疾病入院保険金日額の変更があった場合には、各日現在の疾病入
院保険金日額を基準とします。

 被保険者が転入院または再入院をした場合、転入院または再入院を証する書類があり、かつ、当
会社がこれを認めたときは、継続した１回の入院とみなして第１項および第２項の規定を適用しま
す。

 被保険者が同一の疾病（これと医学上重要な関係がある疾病を含みます。以下同様とします。）の
治療を目的として、第１項に該当する入院を２回以上した場合には、１回の入院とみなします。た
だし、同一の疾病による入院でも、疾病入院保険金の支払われることとなった最終の入院の退院日
の翌日からその日を含めて１８０日を経過して開始した入院については、新たな疾病による入院として
第１項および第２項の規定を適用します。
� 被保険者の入院中に保険期間が満了した場合には、その満了時を含んで継続している入院は、保
険期間中の入院とみなして第１項および第２項の規定を適用します。
� 当会社は、被保険者が第１項に規定する疾病入院保険金の支払事由に該当する入院を開始した時
に、異なる疾病を併発していた場合、またはその入院中に異なる疾病を併発した場合には、その入
院開始の直接の原因となった疾病により継続して入院したものとみなして、第１項および第２項の
規定を適用します。
� 保険期間中に発生した事故による傷害の治療を目的として、その事故の日からその日を含めて１８０
日を経過した後に開始した入院は、疾病の治療を目的とする入院とみなして、第１項および第２項
の規定を適用します。
� 前各項の規定にかかわらず、この保険契約による被保険者の疾病入院保険金の支払限度は、次の
とおりとします。
� １回の入院についての支払限度は、保険証券記載の疾病入院支払限度日数（疾病入院保険金を
支払う日数をいいます。以下この章において同様とします。）とします。
� 通算支払限度は、疾病入院支払日数を通算して保険証券記載の疾病入院保険金通算限度日数を
限度とします。

� 第３章傷害条項（以下この章において「傷害条項」といいます。）の規定により傷害入院保険金が
支払われる入院中に第１条（保険金を支払う場合）第１項の疾病により治療を開始したときは、疾
病入院保険金の支払額は、第２項の規定にかかわらず、次のとおりとします。
� 疾病入院保険金日額が保険証券記載の傷害入院保険金日額（以下この条において「傷害入院保
険金日額」といいます。）をこえる場合
イ．傷害の治療のために入院を開始した日からその日を含めて疾病入院免責日数を経過した日以
降に疾病の治療を開始したとき。
疾病入院保険金日額に、疾病の治療を開始した日からその日を含めた入院日数を乗じて得た金
額
ロ．傷害の治療のために入院を開始した日からその日を含めて疾病入院免責日数以内に疾病の治
療を開始したとき。
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疾病入院保険金日額に、傷害の治療のために入院を開始した日からその日を含めて疾病入院免
責日数を経過した日以降その日を含めた入院日数を乗じて得た金額

� 疾病入院保険金日額が傷害入院保険金日額以下である場合で、傷害条項の規定により傷害入院
保険金の支払われる期間が終了したときは、疾病入院保険金日額に、傷害条項の規定により傷害
入院保険金の支払われる期間が終了した日の翌日、または傷害の治療のために入院を開始した日
からその日を含めて疾病入院免責日数を経過した日のいずれか遅い日からその日を含めた入院日
数を乗じて得た金額とします。

� 疾病入院保険金が支払われる入院中に、傷害条項の規定により傷害入院保険金が支払われる入院
を開始したときは、傷害条項の規定により傷害入院保険金が支払われる期間に対しては、疾病入院
保険金は支払いません。
第６条（疾病手術保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第１項の疾病を発病し、その直接の結果と
して、被保険者が保険期間中に、次の各号のすべてを満たす手術を受けた場合には、疾病手術保険
金を被保険者に支払います。
� 保険期間中に発病した疾病を直接の原因とする手術であること。
� 疾病の治療を直接の目的とすること。
� 別表 疾－５に定めるいずれかの種類の手術であること。
� 病院または診療所における手術であること。

� 当会社が、前項の疾病手術保険金として支払う額は、１回の手術につき、次の算式によって算出
された額とします。

保険証券記載の疾病手術保険金額（以下この条において「疾病手術保険金額」といいます。）
× 手術の種類に応じて別表 疾－５に定める給付倍率
＝ 疾病手術保険金

� 前項の支払額算出にあたって、疾病手術保険金額の変更があった場合には、手術を受けた日現在
の疾病手術保険金額を基準とします。
	 当会社は、被保険者が、時期を同じくして２種類以上の手術を受けた場合には、第２項の規定に
かかわらず、別表 疾－５に定める給付倍率の高いいずれか１種類の手術についてのみ疾病手術保
険金を支払います。

 保険期間中に発生した事故による傷害の治療を目的として、その事故の日から１８０日を経過した後
に被保険者が手術を受けた場合には、疾病の治療を目的とする手術とみなして、第１項および第２
項の規定を適用します。
第７条（特定疾病診断保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が保険期間中に保険証券記載の疾病（以下この条において「特定疾病」とい
います。）を発病し、次の各号のいずれかに該当したときには、保険証券記載の特定疾病診断保険金
額（以下この条において「特定疾病診断保険金額」といいます。）を特定疾病診断保険金として被保
険者に支払います。
� 特定疾病が急性心筋梗塞の場合には、被保険者が保険期間中に発病した疾病を原因として、保
険期間中に別表 疾－６に定める急性心筋梗塞を発病し、冠動脈に狭窄あるいは閉塞があること
が、心臓カテーテル検査によって医師により診断され、その治療を直接の目的として病院または
診療所において入院を開始したとき。
� 特定疾病が脳卒中の場合には、被保険者が保険期間中に発病した疾病を原因として、保険期間
中に別表 疾－６に定める脳卒中を発病し、その疾病により言語障害、運動失調、麻痺等の他覚
的な神経学的症状が急激に発生し、かつ、ＣＴ（コンピュータ断層撮影法）またはＭＲＩ（磁気
共鳴映像法）によってその責任病巣が医師により確認され、その治療を直接の目的として病院ま
たは診療所において入院を開始したとき。
� 特定疾病が悪性新生物の場合には、被保険者が保険期間中に別表 疾－６に定める悪性新生物
に罹患し、医師により病理組織学的所見（生検を含みます。以下同様とします。）によって診断確

定（病理組織学的所見が得られないときは、その他の所見による診断確定も認めることがありま
す。以下この号において同様とします。）され、その治療を直接の目的として病院または診療所に
おいて入院を開始したとき（保険期間の開始日から起算して９０日以内に別表 疾－６の表中、基
本分類コードＣ５０に定める乳房の悪性新生物に罹患し、医師により診断確定されたときを除きま
す。ただし、別表 疾－６の表中、基本分類コードＣ５０に定める乳房の悪性新生物については保
険期間の開始日から起算して９０日経過後、保険期間中に、被保険者が新たに別表 疾－６に定め
る悪性新生物に罹患し、医師により診断確定され、入院を開始したときは、この規定は適用しま
せん。）。ただし、被保険者が責任開始期の前日までに悪性新生物と診断確定（この号において、
被保険者が医師である場合は、被保険者自身による診断確定を含みます。）されていた場合はこの
保険金を支払いません。

� 前項の支払額算出にあたって、特定疾病診断保険金額の変更があった場合には、前項の支払事由
に該当した日現在の特定疾病診断保険金額を基準とします。
� 被保険者が特定疾病診断保険金の支払対象とならない入院中に特定疾病診断保険金の支払対象と
なる疾病の治療を開始したと当会社が認めたときは、その治療を開始した日に特定疾病診断保険金
の支払対象となる疾病の治療を直接の目的とする入院を開始したものとみなしてこの条の規定を適
用します。
	 前項までの規定にかかわらず、特定疾病診断保険金の支払は、保険期間を通じて１回とします。
第８条（疾病入院初期保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第１項の疾病を発病し、その直接の結果と
して、医師の治療を要し、かつ、保険期間中に次の各号のすべてを満たす入院をした場合には、疾
病入院初期保険金を被保険者に支払います。
� 保険期間中に発病した疾病を直接の原因とする入院であること。
� 疾病の治療を目的とすること。
� 入院日数が保険証券記載の疾病入院初期保険金日数（以下この条において「疾病入院初期保険
金日数」といいます。）以上継続していること。

� 病院または診療所における入院であること。
� 当会社が、前項の疾病入院初期保険金として支払う額は、１回の入院につき、保険証券記載の疾
病入院初期保険金額（以下この条において「疾病入院初期保険金額」といいます。）とします。
� 前項の支払額算出にあたって、疾病入院初期保険金額の変更があった場合には、疾病入院初期保
険金の支払事由に該当した日現在の疾病入院初期保険金額を基準とします。
	 被保険者が転入院または再入院をした場合、転入院または再入院を証する書類があり、かつ、当
会社がこれを認めたときは、継続した１回の入院とみなして第１項および第２項の規定を適用しま
す。

 被保険者が同一の疾病の治療を目的として、第１項に該当する入院を２回以上した場合には、１
回の入院とみなして第１項および第２項の規定を適用します。ただし、同一の疾病による入院でも、
疾病入院初期保険金の支払われることとなった最終の入院の退院日の翌日からその日を含めて１８０日
を経過して開始した入院については、新たな疾病による入院とします。
� 被保険者の入院中に保険期間が満了した場合には、その満了時を含んで継続している入院は、保
険期間中の入院とみなして、第１項および第２項の規定を適用します。
� 当会社は、被保険者が疾病入院初期保険金の支払事由に該当する入院を開始した時または入院中
に、その入院開始の直接の原因となった疾病と異なる疾病を併発していた場合もしくは併発した場
合または事故による傷害が生じていた場合もしくは生じた場合には、その入院開始の直接の原因と
なった疾病により、継続して入院したものとみなして、第１項および第２項の規定を適用します。

 保険期間中に発生した事故による傷害の治療を目的として、その事故の日から１８０日を経過した後
に開始した入院は、疾病の治療を目的とする入院とみなして、第１項および第２項の規定を適用し
ます。
� 傷害条項の規定により傷害入院初期保険金が支払われる入院中に、疾病の治療を開始したときは、
疾病入院初期保険金の支払は、第１項の規定にかかわらず、次のとおりとします。
� 疾病入院初期保険金額が保険証券記載の傷害入院初期保険金額（以下この条において「傷害入
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院初期保険金額」といいます。）をこえる場合
イ．その入院が、傷害の治療のために入院を開始した日からその日を含めて疾病入院初期保険金
日数に満たないときは、疾病入院初期保険金を支払いません。
ロ．その入院が、傷害の治療のために入院を開始した日からその日を含めて疾病入院初期保険金
日数以上継続したときは、疾病入院初期保険金を支払います。ただし、傷害条項の規定により、
すでに傷害入院初期保険金が支払われている場合には、その疾病入院初期保険金がすでに支払
われた傷害入院初期保険金を上回るときに限り、その差額を疾病入院初期保険金として支払い
ます。

� 疾病入院初期保険金額が傷害入院初期保険金額以下の場合には、疾病入院初期保険金を支払い
ません。

� 疾病入院初期保険金が支払われる入院中に、傷害条項第１０条（傷害入院初期保険金の支払）第７
項第１号ロ．本文の規定により傷害入院初期保険金が支払われる場合には、疾病入院初期保険金は
支払いません。
� 疾病入院初期保険金の支払限度は保険期間を通じて５回とします。
第９条（重度疾病保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が、保険期間中に別表 疾－７に定める疾病（別表 疾－８に定める精神作
用物質の有害な使用および依存症候群を原因としたものを除きます。以下この条において「別表
疾－７に定める疾病」といいます。）を発病し、その疾病を原因として、被保険者が保険期間中に次
のいずれかに該当した場合には、保険証券記載の重度疾病保険金額（以下この条において「重度疾
病保険金額」といいます。）を重度疾病保険金として被保険者に支払います。
� 別表 疾－９に定める特定障害状態のうち�アから�エまでのいずれかに該当したとき。
� 別表 疾－９に定める特定障害状態のうち�オから�チまでのいずれかに該当し、その特定障害状
態がその該当した日から起算して１８０日以上継続したと医師により診断確定されたとき。

� 保険期間中に発病した疾病（別表 疾－８に定める精神作用物質の有害な使用および依存症候
群を原因としたものを除きます。以下この条において「疾病」といいます。）を原因として、保険
期間中に永続的な人工透析療法を開始したとき。

� 前項の支払額算出にあたって、重度疾病保険金額の変更があった場合には、前項の支払事由に該
当した日現在の重度疾病保険金額を基準とします。
	 当会社は、被保険者が、保険期間中に別表 疾－７に定める疾病を発病して、別表 疾－９に定
める特定障害状態のうち�オから�チまでのいずれかに該当し、保険期間満了の日からその日を含めて
１８０日以内にその特定障害状態がその該当した日からその日を含めて１８０日以上継続したと医師によ
り診断確定された場合には、被保険者が重度疾病保険金の支払事由に該当したものとして取扱いま
す。

 当会社は、被保険者が、第１項の支払事由に複数該当した場合でも、重度疾病保険金を重複して
支払いません。
� 重度疾病保険金の支払は、保険期間を通じて１回とします。
第１０条（疾病長期入院保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が、保険期間中に疾病入院保険金の支払われる入院をし、入院開始の直接の
原因となった疾病による１回の入院において、疾病入院保険金が支払われる入院日数が保険証券記
載の疾病長期入院保険金日数（以下この条において「疾病長期入院保険金日数」といいます。）以上
となる場合には、疾病長期入院保険金を被保険者に支払います。
� 当会社が、前項の疾病長期入院保険金として支払う額は、１回の入院につき保険証券記載の疾病
長期入院保険金日額（以下この条において「疾病長期入院保険金日額」といいます。）に、疾病入院
保険金が支払われる入院日数が疾病長期入院保険金日数に該当した日以降（その日を含みます。）に
同保険金が支払われる入院日数を乗じて得た額とします。
	 前項の支払額算出にあたって、疾病長期入院保険金日額の変更があった場合には、入院日数が疾
病長期入院保険金の支払事由に該当した日現在の疾病長期入院保険金日額を基準とします。

 被保険者の入院中に保険期間が満了した場合には、その満了時を含んで継続している入院は、保
険期間中の入院とみなして、第１項および第２項の規定を適用します。

� 第１項の支払事由に該当した日現在において疾病長期入院保険金日額が保険証券記載の傷害長期
入院保険金日額をこえる場合で、疾病入院保険金の支払われる入院日数または第５条（疾病入院保
険金の支払）第１０項もしくは第１１項の規定によりこの章からの支払にかえて傷害条項に規定する傷
害入院保険金が支払われることとなった入院日数があるときは、第１項および第２項の規定中「疾
病入院保険金が支払われる入院日数」とあるのは、「疾病入院保険金が支払われる入院日数または疾
病入院保険金が支払われる入院日数に傷害条項に規定する傷害入院保険金が支払われる入院日数を
加えた日数」と読み替えます。
� 被保険者が２回以上入院した場合で第５条（疾病入院保険金の支払）第４項、第５項または傷害
条項第７条（傷害入院保険金の支払）第３項、第５項の規定により１回の入院とみなされる場合は、
継続した１回の入院とみなして第１項および第２項の規定を適用します。
第１１条（疾病退院療養保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が、保険期間中に、疾病入院保険金の支払われる入院をし、次の各号のいず
れかに該当する継続した入院をした後、生存して退院したときには、疾病退院療養保険金を被保険
者に支払います。
� 疾病入院保険金の支払われる入院日数が保険証券記載の疾病退院療養保険金日数以上となる入
院
� 疾病入院保険金の支払われる入院日数に、第５条（疾病入院保険金の支払）第１０項または第１１
項の規定によりこの章からの支払にかえて、傷害条項に規定する傷害入院保険金が支払われるこ
ととなった入院日数を加えた日数が保険証券記載の疾病退院療養保険金日数以上となる入院

� 当会社が前項の疾病退院療養保険金として支払う額は、１回の入院につき保険証券記載の疾病退
院療養保険金額（以下この条において「疾病退院療養保険金額」といいます。）とします。
	 前項の支払額算出にあたって、疾病退院療養保険金額の変更があった場合には、退院日現在の疾
病退院療養保険金額を基準とします。

 第１項および第２項の規定にかかわらず、被保険者の入院中に保険期間が満了した場合には、そ
の満了時から７３０日（保険証券記載の疾病入院支払限度日数が７３０日をこえる場合にはその疾病入院
支払限度日数）以内のその継続している入院の退院は、保険期間の有効中の退院とみなします。こ
の場合の疾病退院療養保険金額は、保険期間が満了した日現在の疾病退院療養保険金額を基準とし
ます。
� 退院日現在において疾病退院療養保険金額が保険証券記載の傷害退院療養保険金額をこえる場合
で、疾病入院保険金の支払われる入院日数または第５条（疾病入院保険金の支払）第１０項もしくは
第１１項の規定によりこの章からの支払にかえて傷害条項に規定する傷害入院保険金が支払われるこ
ととなった入院日数があるときは、第１項第２号の規定中「第５条（疾病入院保険金の支払）第１０
項または第１１項の規定によりこの章からの支払にかえて、傷害条項に規定する傷害入院保険金が支
払われることとなった入院日数」とあるのは、「傷害条項に規定する傷害入院保険金が支払われる入
院日数」と読み替えます。
� 被保険者が２回以上入院した場合で、第５条（疾病入院保険金の支払）第４項、第５項または傷
害条項第７条（傷害入院保険金の支払）第３項、第５項の規定により１回の入院とみなされる場合
は、継続した１回の入院とみなして、第１項および第２項の規定を適用します。この場合、疾病退
院療養保険金または傷害条項の規定により傷害退院療養保険金が支払われた退院日以後に開始した
入院については、その後疾病退院療養保険金の支払事由に該当しても、当会社は、疾病退院療養保
険金を支払いません。ただし、その疾病退院療養保険金がすでに支払われた疾病退院療養保険金ま
たは傷害退院療養保険金を上回るときはその差額を支払います。

 前項の規定にかかわらず、疾病退院療養保険金または傷害退院療養保険金が支払われることとな
った退院の日からその日を含めて３０日を経過後に開始した入院については、新たな入院とみなして
取り扱います。
� 退院日現在において疾病退院療養保険金額が保険証券記載の傷害退院療養保険金額以下である場
合、傷害条項の規定により傷害退院療養保険金が支払われる退院に対しては、疾病退院療養保険金
は支払いません。
第１２条（疾病通院保険金の支払）
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� 当会社は、被保険者が保険期間中に疾病入院保険金の支払われる入院をし、保険期間中に次の各
号のすべてを満たす通院をした場合には、疾病通院保険金を被保険者に支払います。
� 疾病入院保険金が支払われる入院の直接の原因となった疾病の治療を目的とする通院であるこ
と。
� 病院または診療所における通院であること。
� 通院日数が保険証券記載の疾病通院免責日数（以下この条において「疾病通院免責日数」とい
います。）をこえること。

� 次のいずれかの期間（以下この条において「通院期間」といいます。）における通院であること。
イ．疾病入院保険金が支払われる入院の入院日の前日以前の６０日までの期間
ロ．疾病入院保険金が支払われる入院の退院日の翌日からその日を含めて１２０日までの期間

� 当会社が、前項の疾病通院保険金として支払う額は、１回の入院のその通院につき、次の算式に
よって算出された額とします。

保険証券記載の疾病通院保険金日額（以下この条において「疾病通院保険金日額」といいます。）
× （通院日数－疾病通院免責日数）
＝ 疾病通院保険金

� 前項の支払額算出にあたって、疾病通院保険金日額の変更があった場合には、各日現在の疾病通
院保険金日額を基準とします。
� 第２項の規定にかかわらず、この保険契約による被保険者の疾病通院保険金の支払限度は、次の
とおりとします。
� １回の入院のその通院についての支払限度は、保険証券記載の疾病通院支払限度日数（疾病通
院保険金を支払う日数をいいます。）とします。
� 通算支払限度は、疾病通院支払日数を通算して保険証券記載の疾病通院保険金通算限度日数を
限度とします。

	 被保険者が、第１項に定める通院を同一の日に複数したときでも、通院日数は１日として取り扱
い、疾病通院保険金は重複して支払いません。この場合、支払わないこととなる通院については、
通院日数には含めません。

 第５条（疾病入院保険金の支払）第１項に定める疾病入院保険金の支払事由または傷害条項第７
条（傷害入院保険金の支払）第１項に定める傷害入院保険金の支払事由に該当する入院中の通院に
ついては、通院の原因がその入院の原因と同一であると否とにかかわらず、当会社は疾病通院保険
金は支払いません。この場合、支払われないこととなる通院については、疾病通院免責日数を限度
に通院日数に含めます。
� 被保険者が同一の事由により２回以上入院した場合で、第５条（疾病入院保険金の支払）の規定
により１回の入院とみなされるときは、その入院にかかわる通院については次のとおり取り扱いま
す。
� 最初の入院の入院日を第１項に定める入院日とします。
� 最終の入院（１回の入院の支払日数が疾病入院支払限度日数をこえる場合は、その支払日数が
疾病入院支払限度日数となる日を含んだ入院をいいます。以下この条において同様とします。）の
退院日を第１項に定める退院日とします。

� 前項の場合、最初の入院の退院日後最終の入院の入院日前までの間に、その入院開始と同一の事
由で通院したときは、その通院については、第１項の通院に含めます。

 被保険者が入院を開始した時に異なる疾病を併発していた場合、またはその入院中に異なる疾病
を併発した場合で、それぞれの事由について入院の必要があると当会社が認めたときは、その併発
事由の治療を目的とする通院を第１項の通院に含めます。
� 被保険者の入院中に保険期間が満了した場合には、その満了時を含んで継続している入院は、保
険期間中の入院とみなし、その入院の入院前における通院期間中の通院について、第１項の規定を
適用します。
� 被保険者の退院後の通院期間中に、保険期間が満了した場合には、その満了時を含んで継続して

いるその退院後における通院期間中の通院は、保険期間中の通院とみなして取り扱います。
第１３条（疾病介護保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が保険期間中に第１条（保険金を支払う場合）第１項の疾病により要介護状
態となり、その要介護状態が疾病介護支払対象期間開始日からその日を含めて保険証券記載の疾病
要介護状態日数（以下この章において「疾病要介護状態日数」といいます。）以上継続した場合には、
疾病介護保険金を被保険者に支払います。
� 当会社が、前項の疾病介護保険金として支払う額は、次の算式によって算出された額とします。

保険証券記載の疾病介護保険金日額（以下この条において「疾病介護保険金日額」といいます。）
× 疾病介護支払対象期間日数
＝ 疾病介護保険金

� 前項の支払額算出にあたって、疾病介護保険金日額の変更があった場合には、各日現在の疾病介
護保険金日額を基準とします。
� 被保険者の要介護状態が継続している間に保険期間が満了した場合には、その満了時を含んで継
続している要介護状態は、保険期間中の要介護状態とみなします。
	 第２項の規定にかかわらず当会社が保険金を支払う日数は、疾病介護支払対象期間にかかわらず、
保険証券記載の疾病介護てん補日数を限度とします。

 傷害条項の規定により傷害介護保険金と疾病介護保険金が同時に支払われる事由が発生した場合
は、どちらか保険金額が高額なもの１つを支払うものとします。また、同額の場合は傷害介護保険
金を支払うものとします。
� 傷害条項の規定により傷害介護保険金が支払われる期間中に第１条（保険金を支払う場合）第１
項の疾病（以下この項において「保険金が支払われる疾病」といいます。）により要介護状態となっ
たときは、疾病介護保険金の支払額は、第２項の規定にかかわらず、次のとおりとします。
� 疾病介護保険金日額が保険証券記載の傷害介護保険金日額（以下この条において「傷害介護保
険金日額」といいます。）をこえる場合
疾病介護保険金日額に、保険金が支払われる疾病により要介護状態となった日から要介護状態で
なくなった日までの日数を乗じて得た額
� 疾病介護保険金日額が傷害介護保険金日額以下である場合で、傷害介護保険金の支払われる期
間が終了したときは、疾病介護保険金日額に、傷害介護保険金が支払われる期間が終了した日か
ら要介護状態でなくなった日までの日数を乗じて得た額とします。

� 疾病介護保険金が支払われる期間中に、傷害介護保険金が支払われる要介護状態となったときは、
傷害介護保険金が支払われる期間に対しては、疾病介護保険金は支払いません。

 保険期間中に発生した傷害の事故の日から１８０日を経過した後に傷害により要介護状態となりその
日を含めて保険証券記載の疾病要介護状態日数を超えて継続した場合には、疾病により要介護状態
となったものとみなして第１項の規定を適用します。
� 疾病介護保険金支払の対象となっていない事由の影響によって、疾病介護保険金を支払うべき要
介護状態の程度が加重された場合は、当会社は、その影響がなかったときに相当する疾病介護支払
対象期間を決定して保険金を支払います。
� 正当な理由がなく被保険者が治療を怠ったことまたは保険契約者もしくは保険金を受け取るべき
者（保険契約者または保険金を受け取るべき者が法人であるときは、その理事、取締役または法人
の業務を執行するその他の機関）が治療をさせなかったことにより保険金を支払うべき要介護状態
の程度が加重されたときも、前項と同様の方法で疾病介護保険金を支払います。
第１４条（疾病介護一時保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第１項の疾病により保険期間中に要介護状
態となり、その要介護状態が疾病介護支払対象期間開始日からその日を含めて疾病要介護状態日数
以上継続した場合（保険期間開始前に要介護状態であると医師に診断されたことがない場合で、そ
の被保険者に対して疾病介護一時保険金もしくは傷害条項に定める傷害介護一時保険金が支払われ
ていない場合に限ります。）には、保険証券記載の疾病介護一時保険金額（以下この章において「疾
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病介護一時保険金額」といいます。）を被保険者に支払います。
� 前項の支払額算出にあたって、疾病介護一時保険金額の変更があった場合には、前項の支払事由
に該当した日現在の疾病介護一時保険金額を基準とします。
� 疾病介護一時保険金の支払は、保険期間を通じて１回とします。
� 保険期間中に発生した傷害の事故の日から１８０日を経過した後に傷害により要介護状態となりその
日を含めて保険証券記載の疾病要介護状態日数を超えて継続した場合には、疾病により要介護状態
となったものとみなして第１項の規定を適用します。
� 疾病介護支払対象期間開始日と傷害条項に規定する傷害介護支払対象期間開始日が同じで、第１
項の支払事由に該当した日現在において疾病介護一時保険金額が保険証券記載の傷害介護一時保険
金額以下である場合には、傷害条項の規定により傷害介護一時保険金が支払われる要介護状態に対
しては、当会社は、疾病介護一時保険金は支払いません。
第１５条（疾病所得補償保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第１項の疾病を発病し、その直接の結果と
して保険期間中に就業不能となり、その就業不能が保険証券記載の疾病所得補償免責日数（以下こ
の条において「疾病所得補償免責日数」といいます。）を超えて継続した場合には、疾病所得補償保
険金を被保険者に支払います。
� 当会社が、前項の疾病所得補償保険金として支払う額は、次の算式によって算出された額としま
す。

保険証券記載の疾病所得補償保険金日額（以下この条において「疾病所得補償保険金日額」といい
ます。）
× （就業不能日数－疾病所得補償免責日数）
＝ 疾病所得補償保険金

� 前項の支払額算出にあたって、疾病所得補償保険金日額の変更があった場合には、各日現在の疾
病所得補償保険金日額を基準とします。
� 当会社は、被保険者が第１項に規定する就業不能となった時に、異なる疾病を併発していた場合、
またはその就業不能中に異なる疾病を併発した場合には、その就業不能開始の直接の原因となった
疾病による就業不能が継続したものとみなして、第１項および第２項の規定を適用します。
� 疾病所得補償保険金が支払われる就業不能でなくなった後、その就業不能の原因となった疾病に
よって再び就業不能になったときは、後の就業不能は前の就業不能と同一の就業不能とみなし、後
の就業不能については新たに疾病所得補償免責日数の規定を適用しません。
� 前項の規定にかかわらず、就業不能でなくなった日からその日を含めて１８０日を経過した日の翌日
以後に被保険者が再び就業不能になったときは、後の就業不能は前の就業不能とは異なった就業不
能とみなします。この場合において、後の就業不能について疾病所得補償保険金を支払うべきとき
は、新たに疾病所得補償免責日数および第８項の支払限度日数の規定を適用します。
� 被保険者の就業不能が継続している間に保険期間が満了した場合には、その満了時を含んで継続
している就業不能は、保険期間中の就業不能とみなします。
� 同一の就業不能についての支払限度日数は、保険証券記載の疾病所得補償てん補日数とします。
	 傷害条項の規定により傷害所得補償保険金が支払われる期間中に第１条（保険金を支払う場合）
第１項の疾病（以下この項において「保険金が支払われる疾病」といいます。）を直接の原因として
就業不能となったときは、疾病所得補償保険金の支払額は、第２項の規定にかかわらず、次のとお
りとします。

 疾病所得補償保険金日額が保険証券記載の傷害所得補償保険金日額（以下この条において「傷
害所得補償保険金日額」といいます。）をこえる場合
イ．事故により就業不能となった日からその日を含めて疾病所得補償免責日数を経過した日以降
に保険金が支払われる疾病により就業不能となったとき。
疾病所得補償保険金日額に、保険金が支払われる疾病により就業不能となった日からその日
を含めた就業不能日数を乗じて得た金額

ロ．事故により就業不能となった日からその日を含めて疾病所得補償免責日数以内に保険金が支
払われる疾病により治療を開始したとき。
疾病所得補償保険金日額に、事故により就業不能となった日からその日を含めて疾病所得補
償免責日数を経過した日以降その日を含めた就業不能日数を乗じて得た金額

� 疾病所得補償保険金日額が傷害所得補償保険金日額以下である場合で、傷害所得補償保険金の
支払われる期間が終了したときは、疾病所得補償保険金日額に、傷害所得補償保険金が支払われ
る期間が終了した日の翌日、または事故により就業不能となった日からその日を含めて疾病所得
補償免責日数を経過した日のいずれか遅い日からその日を含めた就業不能日数を乗じて得た金額
とします。

� 疾病所得補償保険金が支払われる期間中に、傷害所得補償保険金が支払われる就業不能となった
ときは、傷害所得補償保険金が支払われる期間に対しては、疾病所得補償保険金は支払いません。
第１６条（疾病定額保険金における他の身体障害の影響）
� 疾病定額保険金または傷害条項第１条（保険金を支払う場合）第１項に規定する傷害定額保険金
の支払い対象となっていない身体障害の影響によって、第１条（保険金を支払う場合）第１項の疾
病の程度が重大となった場合は、当会社は、その影響がなかったときに相当する金額を決定してこ
れを支払います。
� 正当な理由がないのに、被保険者が治療を怠り、または、保険契約者もしくは疾病定額保険金を
受け取るべき者が治療をさせなかったために、第１条（保険金を支払う場合）第１項の疾病の程度
が重大となったときも、前項と同様の方法で支払います。
� 保険契約者、被保険者または疾病定額保険金を受け取るべき者の故意または重大な過失によって、
第１条（保険金を支払う場合）第１項の疾病が重大となったときも、前２項と同様の方法で支払い
ます。
第１７条（人身疾病保険金の支払）
� 当会社は、被保険者が保険期間中に第１条（保険金を支払う場合）第２項の疾病を発病し、その
直接の結果として、保険証券記載の人身疾病基準日数を超えて継続する入院を保険期間中に開始し
た場合には、人身疾病保険金を被保険者に支払います。
� 当会社が、前項の人身疾病保険金として支払う額は、次の算式によって算出された額とします。
ただし、保険期間を通じて前項の支払事由に該当したすべての人身疾病発病について、当会社が支
払う人身疾病保険金は、保険証券記載の人身疾病保険金額（以下この条において「人身疾病保険金
額」といいます。）を限度とします。

次条第１項の規定により決定された損害の額
－ 次の各号の合計額
＝ 人身疾病保険金の額


 別表 疾－１０に定める人身疾病保険金損害額基準 第１（疾病による損害）１（積極損害）

（治療関係費）ｃ（診察料）からｅ（投薬料・手術料・処置費用等）までにおける治療費につい
て、公的医療保険制度を定める法律の規定により被保険者が負担すべき一部負担金に相当する費
用を超える額（あらかじめ当会社が承認した費用を除きます。）
� 公的医療保険制度を定める法律の規定により支払われるべき高額療養費

 公的医療保険制度を定める法律の規定により、一部負担金を支払った被保険者に対して、その
支払った一部負担金に相当する額の範囲内で行われるべき給付（いわゆる「附加給付」）
� 対人賠償保険等によって賠償義務者が第１条（保険金を支払う場合）第２項の損害について損
害賠償責任を負担することによって被る損害に対して、すでに給付が決定しまたは支払われた保
険金もしくは共済金の額
� 保険金請求権者が賠償義務者からすでに取得した損害賠償金の額
� 労働者災害補償制度によって給付が受けられる場合には、その給付される額（社会復帰促進等
事業に基づく特別支給金を除きます。以下同様とします。）

� 次条第１項の規定により決定された損害の額のうち、賠償義務者以外の第三者が負担すべき額
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で保険金請求権者がすでに取得したものがある場合は、その取得した額
� 前各号のほか、第１条（保険金を支払う場合）第２項の損害を補償するために支払われる保険
金、共済金その他の給付で、保険金請求権者がすでに取得したものがある場合は、その取得した
給付の額またはその評価額（保険金額および保険金日額等が定額である医療保険もしくは生命保
険等の保険金または共済金等を含みません。）

� 前項の規定にかかわらず、保険金請求権者が、次条第５項の規定による請求をした場合は、同一
の人身疾病発病につき当会社の支払う保険金の額は、次の算式によって算出された額とします。た
だし、同一の人身疾病発病について当会社の支払う人身疾病保険金の額は、人身疾病保険金額を限
度とします。

次条第５項の規定により、保険金請求権者が当会社の同意を得て請求した額
－ 次の各号の合計額
＝ 人身疾病保険金の額

� 別表 疾－１０に定める人身疾病保険金損害額基準 第１（疾病による損害）１（積極損害）�
（治療関係費）ｃ（診察料）からｅ（投薬料・手術料・処置費用等）までにおける治療費につい
て、公的医療保険制度を定める法律の規定により被保険者が負担すべき一部負担金に相当する費
用を超える額（あらかじめ当会社が承認した費用を除きます。）

� 公的医療保険制度を定める法律の規定により支払われるべき高額療養費
� 公的医療保険制度を定める法律の規定により、一部負担金を支払った被保険者に対して、その
支払った一部負担金に相当する額の範囲内で行われるべき給付（いわゆる「附加給付」）
� 労働者災害補償制度によって給付が受けられる場合には、その給付される額
� 次条第５項の規定により、保険金請求権者が当会社の同意を得て請求した額のうち、賠償義務
者以外の第三者が負担すべき額で保険金請求権者がすでに取得したものがある場合は、その取得
した額
� 前各号のほか、第１条（保険金を支払う場合）第２項の損害を補償するために支払われる保険
金、共済金その他の給付で、保険金請求権者がすでに取得したものがある場合は、その取得した
給付の額またはその評価額（保険金額および保険金日額等が定額である医療保険もしくは生命保
険等の保険金または共済金等を含みません。）

	 第２項ただし書および前項ただし書の規定にかかわらず、別表 疾－１１の第１級、第２級または
第３級３号もしくは４号に掲げる重大障害が発生し、かつ、介護が必要と認められる場合で人身疾
病保険金額が無制限以外のときは、当会社が支払う人身疾病保険金の額は、人身疾病保険金額の２
倍の額を限度とします。
第１８条（損害額の決定）

 前条第２項の損害の額は、被保険者が人身疾病発病の直接の結果として、次の各号のいずれかに
該当した場合（ただし、いずれの場合も前条第１項の入院を開始した日以後に生じた場合に限りま
す。）に、その区分ごとに、それぞれ別表 疾－１０に定める人身疾病保険金損害額基準および次項か
ら第４項までの規定により算定された金額の合計額（以下この条において「算定額」といいます。）
とします。ただし、同基準第１（疾病による損害）１（積極損害）および２（休業損害）について
は、それぞれ保険証券記載の人身疾病保険金支払費目限度額（積極損害）および同（休業損害）を
限度とします。
� 次号以外の疾病
医師の治療を要した場合

� 重大障害
身体の一部を失いまたはその機能に重大な障害を永久に残した場合

� 同一の人身疾病発病により、別表 疾－１１に掲げる２種以上の重大障害が生じた場合には、当会
社は、もっとも重い重大障害の該当する等級により損害を算定します。ただし、次の各号に該当す
る場合は、各号に規定する等級に従い損害を算定するものとします。
� 第１級から第５級までに掲げる重大障害が２種以上ある場合

もっとも重い重大障害に該当する等級の３級上位の等級
� 前号以外の場合で、第１級から第８級までに掲げる重大障害が２種以上あるとき

もっとも重い重大障害に該当する等級の２級上位の等級
� 前２号以外の場合で、第１級から第１３級までに掲げる重大障害が２種以上あるとき
もっとも重い重大障害に該当する等級の１級上位の等級

� すでに重大障害のある被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第２項の疾病を被ったことによ
って、同一部位について重大障害の程度を加重した場合は、別表 疾－１１に掲げる加重後の重大障
害に該当する等級により算定した損害から、すでにあった重大障害に該当する等級により算定した
損害を差し引いて損害を算定します。
	 この保険契約が継続されない場合において、被保険者が保険期間中に、回復の見込みの有無を除
いては重大障害に該当しているにもかかわらず、保険期間の満了する日において、その回復の見込
みがないことが明らかでない場合でも、保険期間満了後も引き続きその状態が継続し保険期間の満
了後１８０日以内に回復の見込みがないことが明らかになったとき、または、保険期間満了後も１８０日
間引き続きその状態が継続したとき、保険期間の満了時に重大障害に該当したものとみなして前各
項の規定を適用します。
� 賠償義務者がある場合には、保険金請求権者は、算定額から当該賠償義務者に損害賠償請求すべ
き損害に係る部分（算定額に賠償義務者の過失割合を乗じた金額をいいます。）を除いた金額のみを
請求することができます。

 前項の場合には、一般条項第２６条（代位）第１項の規定にかかわらず、当会社は、被保険者が当
該賠償義務者に対して有する権利については、これを取得しません。
第１９条（人身疾病保険金における他の身体障害の影響）

 被保険者が第１条（保険金を支払う場合）第２項の疾病を被ったときすでに存在していた身体障
害の影響により、または同項の疾病を被った後にその疾病と関係なく発生した身体障害の影響によ
り同項の疾病が重大となった場合は、当会社は、その影響がなかったときに相当する額を損害の額
として決定しこれを支払います。
� 正当な理由がなくて被保険者が治療を怠り、または保険契約者もしくは保険金を受け取るべき者
が治療をさせなかったために第１条（保険金を支払う場合）第２項の疾病が重大となった場合も、
前項と同様の方法で支払います。
� 保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者の故意または重大な過失によって、第１条
（保険金を支払う場合）第２項の疾病が重大となったときも、前２項と同様の方法で支払います。
第２０条（人身疾病保険金請求の手続）

人身疾病保険金の請求は、保険金請求権者全員から委任を受けた代表者を経由して行うものとし
ます。
第２１条（被保険者の適用）

この章の規定は、それぞれの被保険者ごとに個別に適用します。
第２２条（疾病条項における保険期間と支払責任の関係）

 被保険者が疾病を被った時が、保険期間の初日からその日を含めて、保険証券記載の待機期間日
数を経過した日の翌日の午前０時より前であるときは、当会社は、保険金（疾病定額保険金または
人身疾病保険金をいいます。）を支払いません。
� 前項の規定は、疾病介護保険金および疾病介護一時金については適用しません。
第２３条（保険契約が継続された場合の取扱い）

保険契約が継続された場合には、次の各号によって取扱います。
� 第５条（疾病入院保険金の支払）から第１５条（疾病所得補償保険金の支払）まで、第１７条（人
身疾病保険金の支払）および第２２条（疾病条項における保険期間と支払責任の関係）に関しては、
継続前の保険期間と継続後の保険期間とは継続されたものとします。
� 継続前の保険契約において告知義務違反による解除の理由があるときは、当会社は、継続後の
保険契約を解除することができます。

第５章 （略）
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区 分 期 日

第１回保険料 各保険期間のうち最も早く始まるものの初日の属する月の翌月の
払込期日（以下「第１回保険料払込期日」といいます。）

第２回目以降の保険料 � 保険料払込方法が月払の場合
第１回保険料払込期日以降に到来する毎月の払込期日

� 保険料払込方法が年払の場合
第１回保険料払込期日以降に到来する毎年の払込期日

区 分 免責が開始する日

第１回保険料の払込を怠
った場合

各保険期間のうち最も早く始まるものの初日

第２回目以降の保険料の
払込を怠った場合

当該保険料の払込期日の翌日

第６章 一般条項

第１条（保険期間および保険料の払込方法等）
� 第１章財物条項から第５章費用条項までの各担保条項における保険金の支払に関する条項（以下
「支払条項」といいます。）についての当会社の保険責任は、保険証券記載の各保険期間（以下「保
険期間」といいます。）の初日の午後４時（保険証券にこれと異なる時刻が記載されている場合はそ
の時刻）に始まります。
� 保険契約者は、下表に定める期日までに、保険料を払い込まなければなりません。

� 当会社は、保険契約者が当会社の定める方法により所定の保険契約申込書を提出し、当会社がこ
れを受領する前に生じた事故による損害または傷害もしくは保険契約申込書を受領する前に発病し
た疾病に対しては、保険金を支払いません。
� 保険契約者が、払込期日の属する月の翌月末までに、その払込期日に支払うべき保険料の払込を
怠った場合は、当会社は下表に定める日以後に生じた事故による損害または傷害もしくは下表に定
める日以後に発病した疾病に対しては、保険金を支払いません。

� 保険契約者が、事故発生の日または疾病発病の日以前に到来した払込期日に払い込むべき保険料
の払込を怠っていた場合において、最初に払込を怠った払込期日の属する月の翌月末までに当会社
に保険金の支払の請求が行われるときは、当会社は、保険契約者がすでに到来した払込期日に払い
込むべき保険料の全額を支払ったときに限り、当該事故または発病に対する保険金を支払います。
また、保険契約者が払い込むべき保険料の全額を支払う前に当会社が保険金を支払っていた場合は、
当会社は、すでに支払った保険金の全額の返還を請求することができます。
� 事故発生の日または疾病発病の日が第１回保険料払込期日以前であり、保険契約者が、第１回保
険料を第１回保険料払込期日に支払う旨の確約を行った場合で、かつ、当会社が承認したときは、
当会社は、第１回保険料が払い込まれたものとして当該事故または発病に対して保険金を支払いま
す。
	 前項の確約に反して保険契約者が第１回保険料払込期日に第１回保険料の払込を怠り、かつ、第
１回保険料払込期日の属する月の翌月末までにその払込を怠った場合は、当会社は、すでに支払っ
た保険金の全額の返還を請求することができます。

 保険契約者が第４項の保険料の払込を怠ったことについて故意および重大な過失がなかったと当
会社が認めた場合には、当会社は、第５項および前項ならびに第３０条（保険契約の解除）第１項第
１号および同条第１０項の規定中「払込期日の属する月の翌月末」を「払込期日の属する月の翌々月
末」に読み替えてこの章の規定を適用します。この場合において、当会社は保険契約者に対して当
会社が別に定める額をあわせて請求できるものとします。
� 保険契約者は、当会社が承認した場合に限り、保険料払込方法および保険料払込期間を変更する
ことができます。
第２条（保険責任のおよぶ地域）

当会社は、次の各号に掲げる損害または傷害もしくは発病した疾病に対してのみ保険金を支払い
ます。
� 第１章 財物条項（以下「財物条項」といいます。）

日本国内において生じた事故により、保険の目的が日本国内において被った損害
� 第２章 賠償責任条項（以下「賠償責任条項」といいます。）

日本国内において生じた事故により、被保険者が日本国内において被った賠償損害
� 第３章 傷害条項（以下「傷害条項」といいます。）

被保険者が日本国内において被った傷害

 第４章 疾病条項（以下「疾病条項」といいます。）

被保険者が日本国内において発病した疾病
� 第５章 費用条項（以下「費用条項」といいます。）

日本国内において生じた事故または事由により、被保険者が日本国内において被った費用損害
第３条（用語の定義）

この普通保険約款において、次の各号の用語は、各担保条項において、別に定めのない限り、そ
れぞれ次の定義によります。
� 保険契約の保険年度

初年度については、各保険期間のうち最も早く始まるものの初日から１年間、次年度以降につ
いては、各年度の初日応当日から１年間をいいます。
� 支払条項の保険年度

初年度については、保険期間の初日から１年間、次年度以降については、各年度の初日応当日
から１年間をいいます。ただし、次の各号の場合の初年度については、それぞれ次のとおりとし
ます。
イ．保険期間が１年未満の場合

保険期間の初日から末日まで
ロ．保険期間を１年超２年未満とし、かつ、保険期間の末日が保険契約の保険年度の末日と同じ
日である場合
保険期間の初日からその初日が属する保険契約の保険年度の末日まで

� 保険料払込方法
保険証券記載の各支払条項の保険料払込方法をいいます。


 保険料払込期間
保険証券記載の各支払条項の保険料払込期間をいいます。

第４条（保険料払込の免除－その１）
� 被保険者が次の各号のいずれかの障害状態になった場合には、障害状態となった日の属する月の
翌月以降に到来する払込期日に払い込むべき保険料の払込を免除します。
� この保険契約の保険責任が開始したとき（以下「責任開始期」といいます。）以後に生じた事故
による傷害または発病した疾病（以下「責任開始期以後の傷害または疾病」といいます。）を直接
の原因として、保険期間中に別表－１に定める高度障害状態に該当したとき。この場合、責任開
始期前にすでに生じていた障害状態に責任開始期以後の傷害または疾病（責任開始期前にすでに
生じていた障害状態の原因となった傷害または疾病と因果関係のない傷害または疾病に限ります。）
を原因とする障害状態が新たに加わって別表－１に定める高度障害状態に該当したときを含みま
す。
� 責任開始期以後に生じた事故による傷害を直接の原因として、その事故の日からその日を含め
て１８０日以内に別表－２に定める身体障害の状態に該当したとき。この場合、責任開始期前にすで
に生じていた障害状態に、責任開始期以後の傷害を原因とする障害状態が新たに加わって別表－
２に定める身体障害の状態に該当したときを含みます。

� 前項の規定により払込が免除される保険料は当該被保険者に関する次の各号に規定する保険金（前
項の障害状態となった時点において支払責任を有するものに限ります。）に関する保険料とします。
� 傷害条項第５条（傷害死亡保険金の支払）、第６条（傷害後遺障害保険金の支払）、第７条（傷
害入院保険金の支払）、第８条（傷害手術保険金の支払）、第９条（特定傷害診断保険金の支払）、
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第１０条（傷害入院初期保険金の支払）、第１１条（重度傷害保険金の支払）、第１２条（傷害長期入院
保険金の支払）、第１３条（傷害退院療養保険金の支払）、第１４条（傷害通院保険金の支払）、第１５条
（傷害一時金払保険金の支払）および第２０条（人身傷害保険金の支払）
� 疾病条項第５条（疾病入院保険金の支払）、第６条（疾病手術保険金の支払）、第７条（特定疾
病診断保険金の支払）、第８条（疾病入院初期保険金の支払）、第９条（重度疾病保険金の支払）、
第１０条（疾病長期入院保険金の支払）、第１１条（疾病退院療養保険金の支払）、第１２条（疾病通院
保険金の支払）および第１７条（人身疾病保険金の支払）

� 前２項の規定により保険料の払込が免除された場合には、その保険料は以後払込期日ごとに払込
があったものとして取り扱います。
� 第１項および第２項の規定により保険料の払込が免除されるべき保険料のうち、すでに払い込ま
れた保険料がある場合には、当会社は、その保険料を保険契約者に返還します。
� 第１項および第２項の規定により保険料の払込が免除された場合には、保険料払込の免除事由の
発生時以後第２項各号に規定する保険金に関する契約内容の変更はできません。
第５条（保険料の払込を免除しない場合）
� 被保険者が次のいずれかによって前条に定める障害状態になった場合には、前条の規定にかかわ
らず、当会社は、保険料の払込を免除しません。
� 保険契約者または被保険者の故意または重大な過失
� 被保険者の犯罪行為
� 被保険者の精神障害または泥酔の状態を原因とする事故
� 被保険者が法令に定める運転資格を持たないで運転している間に生じた事故
	 被保険者が酒気を帯びて（道路交通法第６５条第１項違反またはこれに相当する状態をいいます。）
運転をしている間に生じた事故

 地震もしくは噴火または津波
� 戦争その他の変乱

� 前項第６号または第７号の原因によって別表－１に定める高度障害状態または別表－２に定める
身体障害の状態に該当した被保険者の数の増加が、この保険の計算の基礎に及ぼす影響が少ないと
認めたときは、当会社は、保険料の払込を免除することがあります。
第６条（保険料払込の免除－その２）
� 当会社は、被保険者が保険金を支払うべき傷害条項または疾病条項に定める要介護状態（以下「要
介護状態」といいます。）となった場合には、傷害介護支払対象期間または疾病介護支払対象期間開
始日の属する月の翌月以降に到来する払込期日に払い込むべき保険料の払込を免除します。
� 前項の規定により払込が免除されるべき保険料は、当該被保険者に関する次の各号に規定する保
険金（前項の要介護状態となった時点において支払責任を有するものに限ります。）に関する保険料
とします。
� 傷害条項第１６条（傷害介護保険金の支払）および第１７条（傷害介護一時保険金の支払）
� 疾病条項第１３条（疾病介護保険金の支払）および第１４条（疾病介護一時保険金の支払）

� 前２項の規定により保険料の払込が免除された場合には、その保険料は以後払込期日ごとに払込
があったものとして取り扱います。
� 第１項および第２項の規定により保険料の払込が免除されるべき保険料のうち、すでに払い込ま
れた保険料がある場合には、当会社は、その保険料を保険契約者に返還します。
� 第１項および第２項の規定により保険料の払込が免除されている期間中は、第２項各号に規定す
る保険金の支払に関する契約内容の変更はできません。
第７条（告知義務）
保険契約締結の際、保険契約者または支払条項の被保険者等（支払条項の被保険者または財物条
項もしくは賠償責任条項の記名運転者をいいます。以下同様とします。）になる者は、保険契約申込
書等の記載事項のうち、告知事項について、事実を当会社の定める方法により正確に告知し、その
他の事項について、当会社の定める方法により正確に記載しなければなりません。この場合におい
て、告知事項とは危険（損害もしくは傷害の発生または疾病の発病の可能性をいいます。以下同様
とします。）に関する重要な事項のうち、保険契約締結の際、保険契約申込書等の記載事項とするこ

とによって、当会社が告知を求めたもの（他の保険契約等に関する事実を含みます。）をいいます。
以下同様とします。
なお、保険契約締結には、支払条項の追加、財物条項における保険の目的の追加、傷害条項およ
び疾病条項における被保険者の追加を含みます。以下同様とします。
第８条（通知義務）
� 保険契約締結の後、次の各号に掲げる事実のいずれかが発生した場合には、保険契約者または支
払条項の被保険者等は、遅滞なく、そのことを当会社に通知しなければなりません。ただし、保険
契約者または支払条項の被保険者等が当会社に通知をする前に、その事実がなくなった場合は、当
会社に通知する必要はありません。
� 財物条項の保険の目的が建物またはその収容動産である場合
イ．保険の目的または保険の目的を収容する建物の構造を変更すること。
ロ．保険の目的または保険の目的を収容する建物の用途を変更（建物内部で行う製造・加工等の
工業上の作業の変更を含みます。）すること。

� 財物条項の保険の目的が運転自動車または被保険自動車である場合および賠償責任条項第１条
（保険金を支払う場合）第３項から第６項までの支払責任の場合
イ．被保険自動車の用途、車種または登録番号（車両番号および標識番号を含みます。）を変更す
ること。
ロ．保険証券記載の使用目的（業務使用、通勤・通学使用または日常・レジャー使用のいずれか
をいいます。）を変更すること。

� 財物条項の保険の目的が建物またはその収容動産である場合に、保険の目的を他の場所に移転
すること。
� 前各号のほか、告知事項（他の保険契約等に関する事実を除きます。）の内容に変更を生ずべき
事実が発生すること。ただし、保険契約締結の際に当会社が交付する書類等においてこの条の適
用がある事項として定めたものに関する事実に限ります。
	 当会社は、前各号の通知を受けた場合には、保険契約者または支払条項の被保険者等に対して、
その通知の内容を書面に記載して提出することを求めることができます。

� 保険契約者が保険証券記載の住所または通知先を変更した場合は、保険契約者は、遅滞なく、そ
の旨を当会社に書面等（書面または当会社の定める通信方法をいいます。以下同様とします。）によ
って通知しなければなりません。
� 保険契約者が前項の規定による通知をしなかった場合において、当会社が保険契約者の住所また
は通知先を確認できなかったときは、当会社の知った最終の住所または通知先に送付した通知は、
通常到達するために要する期間を経過した時に保険契約者に到達したものとみなします。ただし、
保険契約の取消しまたは解除を通知する場合には、この規定は適用しません。
第９条（被保険自動車の譲渡）
� 被保険自動車が譲渡（次の各号のいずれかに該当する者が、所有権留保条項付売買契約に基づく
買主である場合または貸借契約に基づく借主である場合の被保険自動車の返還を含みます。以下こ
の条において同様とします。）された場合であっても、この保険契約に適用される普通保険約款およ
び特約に関する権利および義務（以下「この保険契約の権利および義務」といいます。）は、譲受人
（所有権留保条項付売買契約に基づく売主および貸借契約に基づく貸主を含みます。以下この条に
おいて同様とします。）に移転しません。ただし、保険契約者が、この保険契約の権利および義務を
被保険自動車の譲受人に譲渡することを当会社に書面等により通知して承認の請求を行った場合に
おいて、当会社がこれを承認したときは、この保険契約の権利および義務は、譲受人に移転します。
� 保険契約者
� 保険契約者の配偶者（内縁を含みます。以下同様とします。）
� 保険契約者またはその配偶者の同居の親族
� 当会社は、被保険自動車が譲渡された後（前項のただし書の通知を受領した後を除きます。）に、
被保険自動車について生じた事故による損害に対しては、次の各号に掲げる保険金を支払いません。
� 財物条項第１条（保険金を支払う場合）第２項の保管車両保険金
� 同条第３項のその他車両保険金
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� 同条第２項の保管車両損害または同条第３項のその他車両損害が生じたことに伴う同条第１４項
の積載動産損害保険金
� 費用条項第１節自動車事故・故障時レンタカー費用条項第１条（レンタカー費用保険金を支払
う場合）第２項または第４項のレンタカー費用保険金
� 費用条項第２７節自動車損害時諸費用条項第１条（諸費用保険金を支払う場合）第２項の保管車
両全損時諸費用保険金
� 同条第３項のその他車両全損時諸費用保険金
� 同条第５項の保管車両修理時諸費用保険金
� 同条第６項のその他車両修理時諸費用保険金

第１０条（保険の目的となる建物もしくはその収容動産の譲渡または相続等に関する通知義務）
� 保険契約締結の後、被保険者が保険の目的となる建物またはその収容動産を譲渡する場合におい
て、この保険契約の権利および義務を保険の目的の譲受人に譲渡しようとするときは、保険契約者
は、あらかじめ、書面等をもってその事実を当会社に通知して承認の請求を行わなければなりませ
ん。
� 保険契約締結の後、被保険者が保険の目的を譲渡する場合において、前項に該当しないときは、
保険契約者は、遅滞なく、書面等をもって、保険の目的の譲渡の事実を当会社に通知しなければな
りません。
	 保険契約締結の後、被保険者について相続、合併その他の包括承継があった場合は、保険契約者
（被保険者と同一である場合は、保険契約者の法定相続人その他の包括承継人をいいます。）は、遅
滞なく、書面等をもってその事実を当会社に通知しなければなりません。
第１１条（被保険自動車の入替）
� 次の各号のいずれかに該当する者が、被保険自動車と同一の用途および車種（別表－３に掲げる
用途および車種をいいます。）の自動車を新たに取得（所有権留保条項付売買契約に基づく購入を含
みます。以下この条において同様とします。）し、または１年以上を期間とする貸借契約により借り
入れた場合（以下この条において「自動車の新規取得」といいます。）は、新たに取得しまたは借り
入れた自動車（以下この条において「新規取得自動車」といいます。）について、この保険契約を適
用します。ただし、保険契約者が書面等をもってその事実を当会社に通知し、その新規取得自動車
と被保険自動車の入替の承認の請求を行い、当会社がこれを承認したときに限ります。

 被保険自動車の所有者
� 保険契約者
� 保険契約者の配偶者
� 保険契約者またはその配偶者の同居の親族

� 前項の所有者とは次の各号のいずれかに該当する者をいいます。

 被保険自動車が所有権留保条項付売買契約により売買されている場合は、その買主
� 被保険自動車が貸借契約により貸借されている場合は、その借主
� 前２号以外の場合は、被保険自動車を所有する者

	 当会社は、自動車の新規取得があった後に、第１項のただし書に規定する通知を受けるまでの間
に新規取得自動車について生じた事故による損害に対しては、当会社は、この保険契約による保険
金を支払いません。
第１２条（保険金額の調整）
� 保険契約締結の際、保険金額（建物・収容動産支払限度額を含みます。以下この条において同様
とします。）が保険の目的の価額（保険の目的が被保険自動車である場合には、被保険自動車と車種、
年式、損耗度が同一の自動車の市場販売価格相当額をいいます。以下同様とします。）を超過したこ
とについて、保険契約者および支払条項の被保険者等が善意で、かつ、重大な過失がなかった場合
には、保険契約者は、当会社にそのことを通知し、その超過していた部分について、この保険契約
を取り消すことができます。
� 保険契約締結の後、保険の目的の価額が著しく減少した場合は、保険契約者は、当会社にそのこ
とを通知し、将来に向かって、保険金額について、減少後の保険の目的の価額に至るまでの減額を
請求することができます。

	 当会社は、前各項の通知を受けた場合には、保険契約者に対して、その通知の内容を書面に記載
して提出することを求めることができます。
第１３条（被保険者による保険契約の解除請求）
� 傷害条項（人身傷害保険金を除きます。）または疾病条項（人身疾病保険金を除きます。）におい
ては、被保険者が保険契約者以外の者である場合において、次の各号のいずれかに該当するときは、
その被保険者は、保険契約者に対し、この保険契約のその被保険者に対する部分を解除することを
求めることができます。

 この保険契約の被保険者となることについての同意をしていなかった場合
� 保険契約者または保険金を受け取るべき者に、第３０条（保険契約の解除）第１項第６号または
第７号に該当する行為のいずれかがあった場合
� 保険契約者または保険金を受け取るべき者が、第３０条（保険契約の解除）第１項第８号イ．か
らホ．までのいずれかに該当する場合
� 第３０条（保険契約の解除）第１項第１１号に規定する事由が生じた場合
� 前３号のほか、保険契約者または保険金を受け取るべき者が、前３号の場合と同程度に被保険
者のこれらの者に対する信頼を損ない、この保険契約の存続を困難とする重大な事由を生じさせ
た場合
� 保険契約者と被保険者との間の親族関係の終了その他の事由により、この保険契約の被保険者
となることについて同意した事情に著しい変更があった場合

� 傷害条項の人身傷害保険金または疾病条項の人身疾病保険金においては、被保険者が保険契約者
以外の者である場合には、保険契約者との別段の合意があるときを除き、その被保険者は保険契約
者に対し、この保険契約のうち人身傷害保険金または人身疾病保険金のその被保険者に対する部分
を解除することを求めることができます。
	 保険契約者は、第１項各号および第２項のいずれかに該当する場合において、被保険者から前各
項に規定する解除請求があったときは、当会社に対する通知をもって、この保険契約のその被保険
者に対する部分を解除しなければなりません。
� 被保険者は、第１項第１号および第２項に該当する場合は、当会社に対する通知をもって、この
保険契約のその被保険者に対する部分を解除することができます。ただし、健康保険証等、被保険
者であることを証する書類の提出があった場合に限ります。

 前項の規定により保険契約が解除された場合は、当会社は、遅滞なく、保険契約者に対して、そ
のことを書面により通知するものとします。
� 当会社は、第３項または第４項の通知を受けた場合には、第３項の通知のときは保険契約者に対
して、第４項の通知のときは被保険者に対して、その通知の内容を書面に記載して提出することを
求めることができます。
第１４条（損害防止義務および損害防止費用）
� 次の各号のいずれかに該当する者（以下「事故発生時義務者」といいます。）は財物条項、賠償責
任条項および費用条項に規定する事故が生じたときまたは傷害条項に規定する傷害が発生したとき
もしくは疾病条項に規定する疾病が発病したときは、損害の発生および拡大の防止に努め、または
運転者その他の者に対しても損害の発生および拡大の防止に努めさせなければなりません。

 保険契約者
� 財物条項、賠償責任条項および費用条項の被保険者
� 財物条項または賠償責任条項の記名運転者および許諾運転者
� 傷害条項または疾病条項の被保険者
� 前項の場合において、保険契約者および財物条項の被保険者が、財物条項第１条（保険金を支払
う場合）第４項から第１３項までの損害の発生および拡大の防止のために必要または有益な費用を支
出した場合において、財物条項第５条（建物・収容動産損害保険金または携行品損害保険金を支払
わない場合）に掲げる事由に該当しないときは、当会社は、次の各号に掲げる費用に限り、これを
負担します。

 消火活動のために費消した消火薬剤等の再取得費用
� 消火活動に使用したことにより損傷した物（消火活動に従事した者の着用物を含みます。）の修
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理費用または再取得費用
� 消火活動のために緊急に投入された人員または器材にかかわる費用（人身事故に関する費用、
損害賠償に要する費用または謝礼に属するものを除きます。）

� 前項の場合において、当会社は、同項の負担金と他の保険金との合計額が財物条項第１１条（建物
・収容動産損害保険金の支払額）第３項に規定する建物・収容動産支払限度額または財物条項第１３
条（携行品損害保険金の支払額）第５項に規定する携行品支払限度額をこえるときでも、負担しま
す。
第１５条（事故発生時の義務）
� 事故発生時義務者は財物条項第１条（保険金を支払う場合）第１項から第１４項、賠償責任条項第
１条（保険金を支払う場合）第１項から第８項まで、傷害条項第１条（保険金を支払う場合）、疾病
条項第１条（保険金を支払う場合）、費用条項の損害について、事故、損害もしくは傷害が発生した
ことまたは被保険者が疾病を発病したことを知ったときは、前条に規定する他に次のことを履行し
なければなりません。
� 事故発生の日時、場所および事故の概要を直ちに当会社に通知すること。
� 次の事項を遅滞なく、書面等で当会社に通知すること。
イ．事故の状況（被害者の住所および氏名または名称を含みます。以下この条において同様とし
ます。）または疾病の状況

ロ．事故発生の日時、場所または事故の状況について証人となる者がある場合は、その者の住所
および氏名または名称
ハ．損害賠償の請求を受けた場合は、その内容
� 財物条項の保険の目的である被保険自動車、積載動産、建物およびその収容動産に盗難による
損害が発生した場合には遅滞なく警察官に届け出ること。
� 財物条項の保険の目的である運転自動車もしくは被保険自動車、積載動産、建物およびその収
容動産を修理する場合には、あらかじめ当会社の承認を得ること。ただし、必要な応急の仮手当
を行う場合を除きます。
� 他人に損害賠償の請求（共同不法行為等の場合における連帯債務者相互間の求償を含みます。
以下この項において同様とします。）をすることができる場合には、その権利の保全または行使に
必要な手続をすること。
� 損害賠償の請求を受けた場合には、あらかじめ当会社の承認を得ないで、その全部または一部
を承認しないこと。ただし、被害者に対する応急手当または護送その他緊急措置を行う場合を除
きます。
	 損害賠償の請求についての訴訟を提起し、または提起された場合は、遅滞なく当会社に通知す
ること。

 他の保険契約等（この保険契約と全部または一部について支払責任が同一である他の保険契約
または共済契約をいいます。また、名称が何であるかによりません。以下同様とします。）の有無
および内容（既に他の保険契約等から保険金または共済金の支払を受けた場合には、その事実を
含みます。）について遅滞なく当会社に通知すること。
� 前各号のほか、当会社が特に必要とする書類または証拠となるものを求めた場合には、遅滞な
く、これを提出し、また当会社が行う損害または傷害もしくは疾病の調査に協力すること。

� 財物条項第１条（保険金を支払う場合）第４項から第１３項までまたは費用条項第５節から第７節
まで、第９節、第１１節から第１２節まで、第１６節もしくは第２８節の損害が生じたときは、当会社が、
事故が生じた保険の目的もしくはその保険の目的が所在する構内を調査することまたはその構内に
所在する財物条項の被保険者の所有物の全部もしくは一部を調査することもしくは一時他に移転す
ることに協力しなければなりません。
第１６条（事故発生時の義務違反）
� 事故発生時義務者が、正当な理由がなくて前条第１項第１号から第４号までまたは第７号から第
９号までの規定に違反した場合は、当会社は、違反したことによって当会社が被った損害額を差し
引いて保険金を支払います。
� 事故発生時義務者が、正当な理由がなくて第１４条（損害防止義務および損害防止費用）第１項、

前条第１項第５号または第６号の規定に違反した場合は、当会社は、次の金額を差し引いて保険金
を支払います。
� 第１４条（損害防止義務および損害防止費用）第１項に違反した場合は、損害の発生または拡大
を防止することができたと認められる損害の額
� 前条第１項第５号に違反した場合は、他人に損害賠償の請求（共同不法行為等の場合における
連帯債務者相互間の求償を含みます。）をすることによって取得することができたと認められる額

� 前条第１項第６号に違反した場合は、損害賠償責任がないと認められる額
� 事故発生時義務者が、正当な理由がなくて前条第１項第２号、第３号もしくは第９号に関する書
類に事実と異なる記載をし、またはその書類もしくは証拠を偽造しもしくは変造した場合には、当
会社は、それによって当会社が被った損害の額を差し引いて保険金を支払います。
第１７条（傷害発生・疾病発病時の義務）
� 次の各号のいずれかに該当する者（以下「傷害発生時等義務者」といいます。）は、保険金の支払
事由または保険料払込の免除事由が生じたときもしくは被保険者が要介護状態または就業不能とな
ったときはその日を含めて３０日以内に、疾病または傷害の内容および程度等の詳細を当会社に通知
しなければなりません。
� 保険契約者
� 傷害条項および疾病条項の被保険者
� 保険金を受け取るべき者
� 傷害発生時等義務者は傷害条項第１条（保険金を支払う場合）第２項に規定する人身傷害事故ま
たは疾病条項第１条（保険金を支払う場合）第２項に規定する人身疾病発病の場合において、傷害
または疾病の治療を受けるに際しては、公的制度の利用等により費用の軽減に努めなければなりま
せん。
� 傷害条項および疾病条項の被保険者は、傷害条項第１条（保険金を支払う場合）に定める傷害を
被った場合および疾病条項第１条（保険金を支払う場合）に定める疾病を被った場合には治療を怠
ってはなりません。また、保険契約者または保険金を受け取るべき者は傷害条項および疾病条項の
被保険者を治療させなければなりません。

 傷害条項第１８条（傷害所得補償保険金の支払）または疾病条項第１５条（疾病所得補償保険金の支
払）に規定する保険金を受け取る場合において就業不能期間が１か月以上継続するときは、被保険
者は１か月ごとに就業不能が継続していることの証明を書面等をもって当会社に通知しなければな
りません。
� 傷害条項第５条（傷害死亡保険金の支払）または傷害条項第６条（傷害後遺障害保険金の支払）
を担保する場合において、被保険者が搭乗している航空機または船舶が行方不明となったときまた
は遭難したときは、傷害発生時等義務者は当該航空機または船舶が行方不明となった日または遭難
した日からその日を含めて３０日以内に行方不明または遭難発生の状況を当会社に書面等により通知
しなければなりません。
第１８条（傷害発生・疾病発病時の義務違反）
� 傷害発生時等義務者が正当な理由がなくて前条第１項、第４項もしくは第５項の規定に違反した
ときは、当会社は、それによって当会社が被った損害額を差し引いて保険金を支払い、または、保
険料払込の免除を行いません。
� 傷害発生時等義務者が正当な理由がなくて前条第３項の規定に違反したことにより保険金の支払
われる原因となった傷害または疾病が悪化した場合は、当会社は、その悪化の影響がなかったとき
に支払われるべき金額を決定してこれを支払います。
第１９条（その他の義務）
� 当会社は、いつでも財物条項における保険の目的またはこれを収容する建物もしくは構内に関し
調査をし、かつ、保険契約者または被保険者に対し必要な説明または証明を求めることができます。
� 保険契約者、支払条項の被保険者等もしくはこれらの者の代理人または運転自動車、所有自動車
または被保険自動車の運行を管理する者は、運転自動車、所有自動車または被保険自動車を常に安
全に運転しうる状態に整備し、かつ、官庁の検査を受けることを怠ってはなりません。
第２０条（保険金等の請求）
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� 当会社に対する保険金請求権および保険料払込免除の請求権は、次の時から、それぞれに発生し、
これを行使することができるものとします。ただし、当会社が特に認め、保険契約者、被保険者ま
たは保険金を受け取るべき者（以下「保険金等請求権者」といいます。）が合意した場合は、次の時
よりも早く保険金請求権または保険料払込の免除の請求権が発生するものとします。
� 財物条項に係る保険金の請求に関しては、事故発生の時
� 賠償責任条項に係る保険金の請求に関しては、被保険者が損害賠償請求権者に対して負担する
法律上の損害賠償責任の額について、被保険者と損害賠償請求権者との間で、判決が確定した時、
または裁判上の和解、調停もしくは書面による合意が成立した時
� 傷害条項および疾病条項に係る保険金の請求および保険料払込の免除の請求に関しては、次の
時
イ．被保険者が死亡した場合には、その死亡の時
ロ．被保険者に後遺障害が生じた場合には、その後遺障害が生じた時または事故の発生の日から
その日を含めて１８０日を経過した時のいずれか早い時
ハ．被保険者が傷害を被った場合または疾病を発病した場合には、被保険者が治療を終了した時
または事故の発生の日からその日を含めて１８０日を経過した時のいずれか早い時。ただし、傷害
手術保険金、特定傷害診断保険金、傷害入院初期保険金、重度傷害保険金、傷害退院療養保険
金、傷害一時金払保険金、疾病手術保険金、特定疾病診断保険金、疾病入院初期保険金、重度
疾病保険金、疾病退院療養保険金、女性医療特約の形成治療保険金、がん特約の診断保険金、
手術保険金、退院後療養保険金もしくは重度一時金、搭乗者傷害特約の傷害保険金（一時金払）
は保険金の支払事由が発生した時
ニ．被保険者が要介護状態となった場合は、その要介護状態が傷害条項に規定する傷害介護支払
対象期間開始日からその日を含めて傷害要介護状態日数を経過した時またはその要介護状態が
疾病条項に規定する疾病介護支払対象期間開始日からその日を含めて疾病要介護状態日数を経
過した時

� 費用条項に係る保険金の請求に関しては、各節に定める損害が発生した時。ただし、第１節に
定めるレンタカー費用保険金の請求に関しては、運転自動車または被保険自動車が修理完了後被
保険者の手元に戻った時、被保険者が代替自動車（運転自動車または被保険自動車の代替として
使用する自動車をいいます。）を新たに取得（所有権留保条項付売買契約に基づき購入する場合お
よび１年以上を期間とする貸借契約に基づき借り入れる場合を含みます。）した時、または承認日
（第１節第３条（支払保険金の計算）第３項に定める承認日をいいます。）からその日を含めて３０
日以上経過した時のいずれか早い時とします。

� 保険金等請求権者が保険金または保険料払込の免除を請求する場合は、次の書類または証拠のう
ち、当会社が求めるものを当会社に提出しなければなりません。
� 保険金または保険料払込免除の請求書
� 損害額を証明する書類（被害が生じたものの価額を確認できる書類、修理等に必要とする費用
の見積書等および被害が生じたものの写真をいいます。以下同様とします。）または傷害もしくは
疾病の程度を証明する書類（死亡診断書もしくは死体検案書等または後遺障害もしくは傷害の程
度を証明する医師の診断書もしくはレントゲン、ＭＲＩ等の各種検査資料等をいいます。）
� 保険金等請求権者または損害賠償請求権者が死亡した場合は、保険金等請求権者または損害賠
償請求権者の除籍および保険金等請求権者または損害賠償請求権者のすべての法定相続人を確認
できる戸籍謄本
� 第２４条（指定代理請求人）に規定する保険金等請求権者として保険金を請求する場合は、保険
金を請求する者が同条第１項各号に規定する者であることを証明する書類
� 公の機関が発行する交通事故証明書（人の死傷をともなう事故または運転自動車、所有自動車
または被保険自動車と他の自動車との衝突もしくは接触による物の損壊をともなう事故の場合に
限ります。以下同様とします。）。ただし、提出できない相当な理由がある場合は提出する必要は
ありません。
� 盗難による損害の場合は、所轄警察署の証明書またはこれに代わるべき書類
	 被保険者が損害賠償請求権者に対して負担する法律上の損害賠償責任の額を示す示談書および

損害賠償金の支払または損害賠償請求権者の承諾があったことを示す書類

 所轄消防署が発行する証明書またはこれに代わるべき書類
� 保険金請求権に質権または譲渡担保権が設定されている場合において、支払条項の被保険者等
に保険金を支払うときは、質権者または譲渡担保権者からの保険金支払指図書
� 公の機関が発行する事故証明書またはこれに代わるべき書類

 その他当会社が次条第１項に規定する確認を行うために欠くことのできない書類または証拠と
して保険契約締結の際に当会社が交付する書面等において定めたもの

� 前項の規定にかかわらず、傷害条項第１６条（傷害介護保険金の支払）に規定する傷害介護保険金
または疾病条項第１３条（疾病介護保険金の支払）に規定する疾病介護保険金の支払を請求する場合
もしくは第６条（保険料払込の免除－その２）に規定する保険料払込の免除を請求する場合は、次
の各号の時から起算して３０日以内または当会社が書面で承認した猶予期間内に、次項に掲げる書類
のうち当会社が求めるものを提出しなければなりません。
� 第１項第３号ニ．に定める保険金の請求権発生の時または保険料払込の免除権発生の時の翌日
以降被保険者が継続して要介護状態にあるときは、第１項に定める保険金等の請求権発生の時の
翌日の６か月ごとの応当日
� 第６条（保険料払込の免除－その２）第１項に規定する支払対象期間の終了日
� 前項の規定により当会社に提出する書類は、次の各号に定めるとおりとします。
� 保険金または保険料払込免除の請求書
� 保険証券
� 当会社の定める要介護状態報告書
� 被保険者または保険金を受け取るべき者の印鑑証明書
� 要介護状態の内容を証明する医師の診断書および診療明細書（当会社の定める様式とします。）
� 被保険者の戸籍抄本
	 当会社が被保険者の症状・治療内容等について医師に照会し説明を求めることについての同意
書

 保険金の請求の委任を証する書類および委任を受けた者の印鑑証明書（保険金の請求を第三者
に委任する場合）

� 当会社は、事故の内容、損害の額、傷害または疾病の程度等に応じ、保険金等請求権者に対して、
第２項および前項に規定するもの以外の書類もしくは証拠の提出または当会社が行う調査への協力
を求めることがあります。この場合には、当会社が求めた書類または証拠を速やかに提出し、必要
な協力をしなければなりません。
� 保険金等請求権者が、正当な理由がなくて前項の規定に違反した場合または第２項、第４項およ
び前項に関する書類に事実と異なる記載をし、もしくはその書類もしくは証拠を偽造しもしくは変
造した場合は、当会社は、それによって当会社が被った損害の額を差し引いて保険金を支払い、ま
たは、保険料の払込の免除を行いません。
第２１条（保険金の支払）
� 当会社は、保険金等請求権者が前条第２項または第３項の手続を完了した日からその日を含めて
３０日以内に、当会社が保険金を支払うために必要な次の各号の確認を終え、保険金を支払います。
� 保険金の支払事由発生の有無の確認に必要な事項として、事故の原因、事故発生の状況、損害
もしくは傷害発生または疾病の発病の有無および支払条項の被保険者等に該当する事実
� 保険金が支払われない事由の有無の確認に必要な事項として、保険金が支払われない事由とし
てこの保険契約において規定する事由に該当する事実の有無
� 保険金を算出するための確認に必要な事項として、損害の額（保険価額を含みます。）または傷
害もしくは疾病の程度、事故と損害または傷害との関係、治療の経過および内容
� 保険契約の効力の有無の確認に必要な事項として、この保険契約において規定する解除、無効、
失効または取消しの事由に該当する事実の有無
� 前各号のほか、他の保険契約等の有無および内容、損害について保険金等請求権者が有する損
害賠償請求権その他の債権およびすでに取得したものの有無および内容等、当会社が支払うべき
保険金の額を確定するために確認が必要な事項
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� 前項に規定する確認をするため、次の各号に規定する照会または調査が不可欠な場合には、前項
の規定にかかわらず、当会社は、保険金等請求権者が前条第２項または第３項の手続を完了した日
からその日を含めて次の各号に規定する日数（複数の事由に該当する場合は、そのうち最長の日数
とします。）を経過する日までに、保険金を支払います。この場合において、当会社は、確認が必要
な事項およびその確認を終えるべき時期を保険金等請求権者に対して通知するものとします。
� 災害救助法が適用された災害の被災地域における前項第１号から第５号までの事項の確認のた
めの調査 ６０日
� 前項第１号から第４号までの事項を確認するための、医療機関、検査機関その他の専門機関に
よる診断、鑑定等の結果の照会 ９０日
� 前項第３号の事項のうち、後遺障害の内容およびその程度を確認するための、医療機関による
診断、後遺障害の認定に係る専門機関による審査等の結果の照会 １２０日
� 前項第１号から第４号までの事項を確認するための、警察、検察、消防その他の公の機関によ
る捜査結果または調査結果の照会（弁護士法に基づく照会その他法令に基づく照会を含みます。）
１８０日

� 前項第１号から第５号までの事項の確認を日本国内において行うための代替的な手段がない場
合の日本国外における調査 １８０日

� 前２項に規定する確認に際し、保険金等請求権者が正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれ
に応じなかった場合（必要な協力を行わなかった場合を含みます。）には、これにより確認が遅延し
た期間については、前２項の期間に算入しないものとします。
� 保険金等請求権者から保険金の内払の請求がある場合で、当会社が承認したときに限り、当会社
の定める方法により保険金の内払を行います。
	 保険金の支払は、保険金等請求権者と当会社があらかじめ合意した場合を除いては、日本国内に
おいて、日本国通貨をもって行うものとします。
第２２条（損害賠償額の請求および支払）

 損害賠償請求権者が賠償責任条項第１０条（損害賠償請求権者の直接請求権）の規定により損害賠
償額の支払を請求する場合は、次の書類または証拠のうち、当会社が求めるものを当会社に提出し
なければなりません。
� 損害賠償額の請求書
� 損害額を証明する書類または傷害の程度を証明する書類（死亡診断書もしくは死体検案書等ま
たは後遺障害もしくは傷害の程度を証明する医師の診断書もしくはレントゲン、ＭＲＩ等の各種
検査資料等をいいます。）

� 死亡に関する損害賠償額の請求の場合は、損害賠償請求権者の戸籍謄本
� 公の機関が発行する交通事故証明書。ただし、提出できない相当な理由がある場合は提出する
必要はありません。
� 支払条項の被保険者等が損害賠償請求権者に対して負担する法律上の損害賠償責任の額を示す
示談書
� 前各号のほか、当会社が第４項に規定する確認を行うために欠くことのできない書類または証
拠として保険契約締結の際に当会社が交付する書面等において定めたもの

� 当会社は、事故の内容、損害の額等に応じ、損害賠償請求権者に対して、前項に規定するもの以
外の書類もしくは証拠の提出または当会社が行う調査への協力を求めることがあります。この場合
には、当会社が求めた書類または証拠を速やかに提出し、必要な協力をしなければなりません。
� 損害賠償請求権者が、正当な理由がなくて前項の規定に違反した場合または前２項の書類に故意
に不実の記載をし、またはその書類もしくは証拠を偽造しもしくは変造した場合には、当会社は、
それによって当会社が被った損害の額を差し引いて損害賠償額を支払います。
� 当会社は、賠償責任条項第１０条（損害賠償請求権者の直接請求権）第２項または同条第７項の各
号のいずれかに該当する場合には、損害賠償請求権者が第１項の手続を完了した日からその日を含
めて３０日以内に、当会社が損害賠償額を支払うために必要な次の各号の事項の確認を終え、損害賠
償額を支払います。
� 損害賠償額の支払事由発生の有無の確認に必要な事項として、事故の原因、事故発生の状況、

損害発生の有無および支払条項の被保険者等に該当する事実
� 損害賠償額が支払われない事由の有無の確認に必要な事項として、損害賠償額が支払われない
事由としてこの保険契約において規定する事由に該当する事実の有無
� 損害賠償額を算出するための確認に必要な事項として、損害の額、事故と損害との関係、治療
の経過および内容
� 保険契約の効力の有無の確認に必要な事項として、この保険契約において規定する解除、無効、
失効または取消しの事由に該当する事実の有無
� 前各号のほか、他の保険契約等の有無および内容、損害について支払条件の被保険者等が有す
る損害賠償請求権その他の債権およびすでに取得したものの有無および内容等、当会社が支払う
べき損害賠償額を確定するために確認が必要な事項

	 前項に規定する確認をするため、次の各号に規定する特別な照会または調査が不可欠な場合には、
前項の規定にかかわらず、当会社は、損害賠償請求権者が第１項の手続を完了した日からその日を
含めて次の各号に規定する日数（複数に該当する場合は、そのうち最長の日数とします。）を経過す
る日までに、損害賠償額を支払います。この場合において、当会社は、確認が必要な事項およびそ
の確認を終えるべき時期を損害賠償請求権者に対して通知するものとします。
� 災害救助法が適用された災害の被災地域における前項各号の事項の確認のための調査 ６０日
� 前項第１号から第４号までの事項を確認するための、医療機関、検査機関その他の専門機関に
よる診断、鑑定等の結果の照会 ９０日

� 前項第３号の事項のうち、後遺障害の内容およびその程度を確認するための、医療機関による
診断、後遺障害の認定に係る専門機関による審査等の結果の照会 １２０日
� 前項第１号から第４号までの事項を確認するための、警察、検察、消防その他の公の機関によ
る捜査結果または調査結果の照会（弁護士法に基づく照会その他法令に基づく照会を含みます。）
１８０日

� 前項各号の事項の確認を日本国内において行うための代替的な手段がない場合の日本国外にお
ける調査 １８０日

� 前２項に規定する確認に際し、損害賠償請求権者が正当な理由なくその確認を妨げ、またはこれ
に応じなかった場合（必要な協力を行わなかった場合を含みます。）には、これにより確認が遅延し
た期間については、前２項の期間に算入しないものとします。
第２３条（保険金の支払を請求できる者が複数の場合の取扱い）

 この保険契約について、保険金の支払を請求できる者が２名以上である場合は、当会社は、代表
者１名を定めることを求めることができます。この場合において、代表者は他の保険金の支払を請
求できる者を代理するものとします。
� 前項の代表者が定まらない場合またはその所在が明らかでない場合には、保険金の支払を請求で
きる者の中の１名に対して行う当会社の行為は、他の保険金の支払を請求できる者に対しても効力
を有するものとします。
第２４条（指定代理請求人）

 保険金等請求権者に保険金を請求できない事情がある場合で、かつ、第２０条（保険金等の請求）
第１項の規定により保険金の支払を受けるべき保険金等請求権者の代理人がいないときは、次の各
号に掲げる者のいずれかが保険金を請求することができます。この場合において、その事情を示す
書類をもってそのことを当会社に申し出て、当会社の承認を得るものとします。
� 保険金等請求権者と同居または生計を共にする配偶者（法律上の配偶者に限ります。以下この
条において同様とします。）

� 前号に規定する者がいない場合または同号に規定する者に保険金を請求できない事情がある場
合には、保険金等請求権者と同居または生計を共にする３親等内の親族
� 前２号に規定する者がいない場合または同号に規定する者に保険金を請求できない事情がある
場合には、第１号以外の配偶者または前号以外の３親等内の親族

� 前項の規定による代理人からの保険金の請求に対して、当会社が保険金を支払った後に、重複し
て保険金の請求を受けたとしても、当会社は、保険金を支払いません。
第２５条（当会社の指定する医師が作成した診断書等の要求）
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� 当会社は、第１７条（傷害発生・疾病発病時の義務）第１項の規定による通知を受けた場合は、傷
害または疾病の程度の認定その他保険金の支払にあたり必要な限度において、当会社の指定する医
師が作成した傷害条項もしくは疾病条項の被保険者の診断書もしくは要介護状態の内容を証明する
診断書または死体検案書の提出を求めることができます。
� 前項の規定による診断または死体の検案（死体について、死亡の事実を医学的に確認することを
いいます。）のために要した費用（収入の喪失を含みません。）は、当会社が負担します。

� 第１項の規定による当会社の求めに対し、正当な理由がなくこれに応じなかったときは、当会社
は、保険料払込の免除は行いません。
第２６条（代 位）
� 損害が生じたことにより保険金等請求権者が損害賠償請求権その他の債権（共同不法行為等の場
合における連帯債務者相互間の求償権を含みます。）を取得した場合において、当会社がその損害に
対して保険金を支払ったときは、その債権は当会社に移転します。ただし、移転するのは、次の各
号に掲げる額を限度とします。
� 当会社が損害の額の全額を保険金として支払った場合は、保険金等請求権者が取得した債権の
全額
� 前号以外の場合は、保険金等請求権者が取得した債権の額から、保険金が支払われていない損
害の額を差し引いた額

� 前項第２号の場合において、当会社に移転せずに被保険者または保険金等請求権者が引き続き有
する債権は、当会社に移転した債権よりも優先して弁済されるものとします。
� 支払条項の被保険者等が取得した債権が車両損害（費用条項第１節に定めるレンタカー費用保険
金を支払うべき損害を含みます。）に関するものである場合は、当会社は、正当な権利により運転自
動車または被保険自動車を使用または管理していた者に対しては、第１項において当会社に移転し
た権利を行使しません。ただし、次の各号のいずれかに該当する損害に対しては、その権利を行使
することができます。
� 正当な権利により運転自動車または被保険自動車を使用または管理していた者の故意または重
大な過失によって生じた損害
� 正当な権利により運転自動車または被保険自動車を使用または管理していた者が法令により定
められた運転資格を持たないで運転自動車または被保険自動車を運転している場合に生じた損害
� 正当な権利により運転自動車または被保険自動車を使用または管理していた者が、麻薬、大麻、
あへん、覚せい剤、シンナー等の影響により正常な運転ができないおそれがある状態で運転自動
車または被保険自動車を運転している場合、または酒気を帯びて（道路交通法第６５条第１項違反
またはこれに相当する状態をいいます。）運転自動車または被保険自動車を運転している場合に生
じた損害
� 自動車修理業、駐車場業、給油業、洗車業、自動車販売業、陸送業、運転代行業等自動車を取
り扱うことを業としている者（これらの者の使用人、およびこれらの者が法人である場合はその
理事、取締役または法人の業務を執行するその他の機関を含みます。）が業務として受託した運転
自動車または被保険自動車を使用または管理している間に生じた損害

第２７条（保険契約の取消し）
保険契約締結の際、保険契約者または支払条項の被保険者等に詐欺または強迫の行為があった場
合は、当会社は、この保険契約の全部または一部を取り消すことができます。この場合の取消しは、
保険契約者に対する書面による通知をもって行います。
第２８条（保険契約の無効）
保険契約締結の際、次の各号のいずれかに該当する事実があった場合は、この保険契約の全部ま
たは一部を無効とします。
� 保険契約締結の際、保険契約者が保険金を不法に取得する目的または第三者に保険金を不法に
取得させる目的をもっていたこと。
� 保険契約者以外の者を被保険者とする保険契約について死亡保険金の受取人指定をする場合に
おいて、その被保険者の同意を得なかったこと。ただし、指定した保険金の受取人が被保険者ま
たは被保険者の法定相続人である場合は、この規定を適用しません。

� 前号にかかわらず、第三者を被保険者とする死亡保険金のみを支払う保険契約について、その
者の同意を得なかったこと。

第２９条（保険契約等の失効）
� 保険契約締結の後、保険の目的の全部が滅失し、かつ、支払条項の被保険者等の全員が死亡した
場合にのみ、その事実が発生した時に保険契約は、その効力を失います。
� 保険契約締結の後、保険の目的となる建物もしくはその収容動産を譲渡した場合は、次の各号に
定めるとおりとします。
� 第１０条（保険の目的となる建物もしくはその収容動産の譲渡または相続等に関する通知義務）
第１項に規定する事実が発生した時に保険契約はその効力を失い、この保険契約の権利および義
務は、譲受人に移転しません。ただし、同項の規定により、保険契約者がこの保険契約の権利お
よび義務を保険の目的の譲受人に譲渡することをあらかじめ書面等をもって当会社に通知し承認
の請求を行った場合において、当会社がこれを承認したときは、保険の目的が譲渡された時に保
険の目的の譲受人に移転します。
� 当会社は、保険の目的が譲渡された後に、保険の目的について生じた事故による損害に対して
は、保険金を支払いません。ただし、前号のただし書に規定する承認をした後は、この規定を適
用しません。

第３０条（保険契約の解除）
� 当会社は、次の各号のいずれかに該当する場合には、保険契約者に対する書面による通知をもっ
て、この保険契約の全部または一部を解除することができます。
� 払込期日の属する月の翌月末までに、その払込期日に払い込まれるべき保険料の払込がない場
合
� 払込期日までに、その払込期日に払い込まれるべき保険料の払込がなく、かつ、その翌月の払
込期日（以下「次回払込期日」といいます。）までに、次回払込期日に払い込まれるべき保険料の
払込がない場合
� 第７条（告知義務）の告知の際に、告知事項について、保険契約者または支払条項の被保険者
等の故意または重大な過失によって、当会社に事実を告知しなかった場合または事実と異なるこ
とを告知した場合
� 第８条（通知義務）第１項の事実の発生によって、告知事項について危険増加が生じた場合に
おいて、保険契約者または支払条項の被保険者等が、故意または重大な過失によって遅滞なく同
条第１項に規定する通知をしなかった場合。この場合において、危険増加とは危険が高くなり、
この保険契約で定められている保険料がその危険を計算の基礎として算出される保険料に不足す
る状態になることをいいます。
� 前号に規定する危険増加が生じ、この保険契約の引受範囲（保険料を増額することにより保険
契約を継続できる範囲として保険契約締結の際に当会社が交付する書類等において定めたものを
いいます。）を超えることとなった場合
	 この保険契約に基づく保険金の請求に関し、保険金等請求権者に詐欺の行為があった場合（未
遂の場合を含みます。）または保険料払込の免除をさせる目的で事故招致をした場合（未遂の場合
を含みます。）


 保険金等請求権者が当会社にこの保険契約に基づく保険金を支払わせることを目的として損害、
傷害または疾病を生じさせた場合（未遂の場合を含みます。）

� 保険契約者が、次のいずれかに該当する場合
イ．反社会的勢力（暴力団、暴力団員（暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者を含み
ます。）、暴力団準構成員、暴力団関係企業その他の反社会的勢力をいいます。以下同様としま
す。）に該当すると認められる場合
ロ．反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与する等の関与をしていると認めら
れる場合
ハ．反社会的勢力を不当に利用していると認められる場合
ニ．法人である場合において、反社会的勢力がその法人の経営を支配し、またはその法人の経営
に実質的に関与していると認められる場合



２３

ホ．その他反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる場合
� 被保険者が、前号イ．からハ．までまたはホ．のいずれかに該当する場合
� 被保険者に生じた損害、傷害または疾病に対して支払う保険金を受け取るべき者が、第８号イ．
からホ．までのいずれかに該当する場合
� 傷害条項および疾病条項においては、他の保険契約等との重複によって、保険金額の合計額が
著しく過大となり、保険制度の目的に反する状態がもたらされるおそれがある場合
� 前６号のほか、保険金等請求権者が、前６号の事由がある場合と同程度に当会社のこれらの者
に対する信頼を損ない、この保険契約の存続を困難とする重大な事由を生じさせた場合
� 第９条（被保険自動車の譲渡）第１項の規定による承認の請求があり、これを承認しなかった
場合。ただし、被保険自動車が譲渡された場合に限ります。この場合において、譲渡には、所有
権留保条項付売買契約に基づく買主または貸借契約に基づく借主を保険契約者または記名被保険
者（この保険契約の普通保険約款において、財物条項以外の条項の適用がない場合は、被保険自
動車の所有者とします。）とする保険契約が締結されている場合の被保険自動車の返還を含みます。
なおこの規定は承認の請求を受けた日からその日を含めて３０日を経過した場合には適用しません。
� 第１１条（被保険自動車の入替）第１項の規定による承認の請求があり、これを承認しなかった
場合。ただし、被保険自動車が廃車、譲渡または返還された場合に限ります。なおこの規定は承
認の請求を受けた日からその日を含めて３０日を経過した場合には適用しません。

� 前項第３号の規定に基づく当会社の解除権は、次の各号のいずれかに該当する場合には適用しま
せん。
� 前項第３号の事実がなくなった場合
	 当会社が保険契約締結の際、前項第３号の事実を知っていた場合、または過失によってこれを
知らなかった場合（当会社のために保険契約締結の代理を行う者が、事実を告げることを妨げた
場合または事実を告げないこともしくは事実と異なることを告げることを勧めた場合を含みます。）

 保険契約者または支払条項の被保険者等が、この保険契約によって保険金を支払うべき事故に
よる損害もしくは傷害または発病した疾病が発生する前に、告知事項について、書面等をもって
訂正を当会社に申し出て、当会社がこれを承認した場合。なお、訂正の申出を受けた場合におい
ては、保険契約締結の際、保険契約者または支払条項の被保険者等がその訂正すべき事実を当会
社に告知していたとしても当会社が保険契約を締結していたと認める場合に限り、当会社は、こ
れを承認するものとします。
� 当会社が前項第３号に規定する解除の原因があることを知った時から１か月を経過した場合、
または保険契約締結の時から５年を経過した場合

� 第１項第４号に基づく当会社の解除権は、当会社が同号に規定する解除の原因があることを知っ
た時から１か月を経過した場合、または同号に規定する危険増加が生じた時から５年を経過した場
合には適用しません。

 保険契約者は、当会社に対する書面等による通知をもってこの保険契約の全部または一部を解除
することができます。ただし、保険金請求権の上に質権または譲渡担保権が設定されている場合は、
この解除権は、質権者または譲渡担保権者の書面等による同意を得た後でなければ行使できません。
� 前各項までの解除の効力は、将来に向かってのみ生じます。ただし、第１項第１号または第２号
による解除の場合は、次の時から、それぞれ将来に向かってのみ生じます。
� 第１項第１号による解除の場合は、当該保険料を払い込むべき払込期日。ただし、当該保険料
が第１回保険料である場合は、各保険期間のうち最も早く始まるものの初日とします。
	 第１項第２号による解除の場合は、次回払込期日

� 前項の規定にかかわらず、第１項第３号から第１２号に基づく解除が行われた場合は、次の各号の
規定に従います。
� 第１項第３号の規定による解除が損害もしくは傷害が発生した後または疾病が発病した後にな
された場合であっても、当会社は、保険金を支払いません。この場合において、すでに保険金を
支払っていたときは、当会社は、保険金の返還を請求することができます。
	 第１項第４号および第５号の規定による解除が損害もしくは傷害が発生した後または疾病が発
病した後になされた場合であっても、当会社は、解除に係る危険増加が生じた時以降に生じた事

故による損害もしくは傷害または発病した疾病に対しては、保険金を支払いません。この場合に
おいて、すでに保険金を支払っていたときは、当会社は、保険金の返還を請求することができま
す。

 第１項第６号から第１２号の規定による解除が損害もしくは傷害が発生した後または疾病が発病
した後になされた場合であっても、第１項第６号から第１２号のいずれかの事由が発生した時以降
に生じた事故による損害もしくは傷害または発病した疾病に対しては、当会社は、保険金（第１
項第１０号の規定による解除がなされた場合には、保険金を受け取るべき者のうち、第１項第８号
イ．からホ．までのいずれかに該当する者の受け取るべき金額に限ります。以下この号において
同様とします。）を支払いません。この場合において、すでに保険金を支払っていたときは、当会
社は、保険金の返還を請求することができます。

� 第５項の規定にかかわらず、第１項第３号から第１２号に基づく解除が行われた場合は、解除の効
力が生じた日までの間に生じた事故による傷害または発病した疾病により保険料の払込を免除して
いたときは、払込を免除した保険料の払込がなかったものとみなして取り扱います。
� 前２項の規定は、保険金の支払事由または保険料の払込免除事由の発生が第１項第３号または第
４号の規定に基づく解除の原因となった事実によらなかった場合には適用しません。
� 第１項第１号および第２号の規定により第１回保険料の払込がないことにより解除された保険契
約について、第１条（保険期間および保険料の払込方法等）第６項の規定により当会社がすでに支
払った保険金がある場合には、当会社は保険契約者に対してこの保険金の全額の返還を請求するこ
とができます。
� 保険契約者が保険料を払込期日の属する月の翌月末までに払い込んだときであっても、保険契約
者がこの保険契約における保険料の払込を免れることを目的として、故意にその翌月の払込期日に
払い込まれるべき保険料の払込を怠ったと当会社が認めるときには、当会社は、第１項第１号の規
定にかかわらず、この保険契約の全部または一部を解除することができます。この場合における解
除の効力は、当該払込期日の前月の払込期日から将来に向かってのみ生じます。
� 前項の場合において、当該保険料を払い込むべき払込期日の前月の払込期日の翌日以降に生じた
事故による損害または傷害もしくは当該保険料を払い込むべき払込期日の前月の払込期日の翌日以
降に発病した疾病に対して、当会社がすでに支払った保険金があるときには、当会社は保険契約者
に対してこの保険金の全額の返還を請求することができます。
第３１条（保険料の返還または請求）
� 当会社は、第８条（通知義務）第１項、第１２条（保険金額の調整）第２項もしくは第１３条（被保
険者による保険契約の解除請求）第３項および第４項の通知を受けた場合または第９条（被保険自
動車の譲渡）第１項、第１１条（被保険自動車の入替）第１項もしくは第３０条（保険契約の解除）第
２項第３号の承認をする場合には、当会社が通知を受けた日または承認した日以降の保険料を保険
契約の条件の変更後の保険料（第８条（通知義務）第１項の場合は、保険契約者または支払条項の
被保険者等の通知に基づき、同条第１項に規定する事実が発生したとき以降の期間に対して、算出
した保険料をいいます。以下この条において同様とします。）に変更します。

� 当会社は、前項のほか、保険契約締結の後、保険契約者が当会社に書面等により通知した保険契
約の条件の変更または支払条項、保険の目的もしくは被保険者の追加を承認する場合において、保
険料を変更する必要があるときは、当会社が通知を受けた日または承認した日以降の保険料を保険
契約の条件の変更後の保険料に変更します。この場合において、保険契約者は、正当な理由があり、
かつ、当会社が認めるときを除いてこの通知を撤回することはできません。
� 保険契約者が前２項に定める変更後の保険料の支払を怠った場合（第８条（通知義務）第１項の
通知を受けた場合または第３０条（保険契約の解除）第２項第３号の承認をする場合は、当会社が保
険契約者に対し変更後の保険料の請求をしたにもかかわらず、相当の期間内にその払込みがなかっ
たときに限ります。）は、変更後の保険料領収前に生じた事故による損害または傷害もしくは発病し
た疾病に対しては、次の各号の規定に従います。
� 第１項の規定に基づき当会社が変更後の保険料を請求した場合は、当会社は、保険金を支払い
ません（第８条（通知義務）第１項または第３０条（保険契約の解除）第２項第３号の場合は、第
３０条（保険契約の解除）第１項第１号または第２号の規定により解除できるときに限ります。）。
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この場合において、すでに保険金を支払っていた場合は、当会社は、保険金の返還を請求するこ
とができます。
� 第２項の規定に基づき当会社が変更後の保険料を請求した場合は、当会社は、保険契約条件の
変更の通知がなかったものとして、この保険契約に適用される普通保険約款および特約に従い、
保険金を支払います。

� 第２７条（保険契約の取消し）に規定する保険契約の取消しの場合は、当会社は、すでに払い込ま
れた保険料は返還しません。
� 第２８条（保険契約の無効）第１号に規定する保険契約の無効の場合、当会社は、すでに払い込ま
れた保険料は返還しません。ただし、同条第２号または第３号に該当する場合、当会社はすでに払
い込まれた保険料の全額を返還します。
� 第２９条（保険契約等の失効）第１項に規定する保険契約の失効の場合、未経過期間に対し日割を
もって計算した保険料を返還します。ただし、未払込保険料がある場合には、返還する保険料と未
払込保険料の差額を返還または請求します。
� 前条第１項第１号から第１２号の規定により当会社が保険契約の全部または一部を解除したときは、
未経過期間に対し日割をもって計算した保険料を返還します。この場合において、領収した保険料
の額が当会社の定める額に満たないときは、当会社は、その差額を請求できます。
� 前条第４項の規定により保険契約者が保険契約を解除したときは、未経過期間に対し日割をもっ
て計算した保険料を返還し、または変更後の保険料を請求できます。
� 前３項の規定にもとづき、傷害条項および疾病条項の保険料を返還する場合において、保険証券
に低返れい割合が記載されている場合は、保険料払込中の保険契約についてはその払込年月数およ
び経過年月数により、それ以外の保険契約についてはその経過年月数により計算した額に保険証券
記載の低返れい割合を乗じた額を返還します。ただし低返れい割合が０％のものについては、未経
過保険料を返還しません。
� 前項の規定は、成人病入院特約、女性医療特約、がん特約、がん特定手術特約、がん女性手術特
約、がん退院後ケア特約、リハビリ費用担保特約、家族介護者支援特約、介護者等転居費用担保特
約および特定損傷特約の保険料を返還する場合にこれを準用します。
第３２条（保険金額の調整における保険契約の一部取消しによる保険料の返還）
第１２条（保険金額の調整）第１項の規定により保険契約者が保険契約の一部を取り消した場合は、

当会社は、すでに払い込まれた保険料のうち、取り消した部分に対応する保険料を返還します。
第３３条（その他の手続等）
	 保険契約締結の後、保険契約者は、当会社の定めるところにより、保険契約の全部または一部に
ついて、この保険契約の権利および義務を第三者に承継させることができます。ただし、保険契約
者がこの保険契約の権利および義務を被保険自動車の譲受人（所有権留保条項付売買契約に基づく
売主および貸借契約に基づく貸主を含みます。）に移転させる場合は第９条（被保険自動車の譲渡）
第１項、被保険者が財物条項の保険の目的（被保険自動車を除きます。）を譲渡する場合は第１０条
（保険の目的となる建物もしくはその収容動産の譲渡または相続等に関する通知義務）第１項の規
定によるものとします。

 前項の規定による承継を行う場合には、保険契約者は書面等をもってその旨を当会社に申し出て、
承認を請求しなければなりません。
� 保険契約締結の後、保険契約者が死亡した場合、この保険契約に適用される普通保険約款および
特約に関する権利および義務は、その死亡した保険契約者の死亡時の法定相続人に移転するものと
します。
� 保険契約者が２名以上である場合は、当会社は、代表者１名を定めることを求めることができま
す。この場合において、代表者は他の保険契約者を代理するものとします。
� 前項の代表者が定まらない場合またはその所在が明らかでない場合には、保険契約者の中の１名
に対して行う当会社の行為は、他の保険契約者に対しても効力を有するものとします。
� 保険契約者が２名以上である場合には、各保険契約者は連帯してこの保険契約に適用される普通
保険約款および特約に関する義務を負うものとします。
第３４条（支払条項の被保険者等の年齢および性別の誤りの処置）

	 支払条項の被保険者等の年齢は保険期間の初日の満年で計算し、１年未満の端数については切り
捨てます。

 保険契約締結後の支払条項の被保険者等の年齢は、前項の契約年齢に年単位の契約応当日ごとに
１歳を加えて計算します。
� 保険契約締結の際に告げられた支払条項の被保険者等の年齢または生年月日に誤りがあった場合
は、次の方法により取り扱います。
� 保険契約の初日における実際の年齢が、当会社の定める年齢の範囲内であった場合は、初めか
ら実際の年齢に基づいて保険契約を締結したものとみなします。
� 保険契約の初日における実際の年齢が、当会社の定める年齢の範囲外であった場合は、その支
払条項を無効としてすでに払い込まれた保険料を保険契約者に払い戻します。ただし、保険契約
の初日においては最低年齢に足りなかったが、その事実が発見された日においてすでに最低年齢
に達していた場合には、最低年齢に達した日から実際の年齢に基づいて保険契約を締結したもの
とみなします。

� 保険契約締結の際に告げられた支払条項の被保険者等の性別に誤りがあった場合には、初めから
実際の性別に基づいて保険契約を締結したものとみなします。
第３５条（時 効）

保険金請求権は、第２０条（保険金等の請求）第１項に規定する時の翌日から起算して３年を経過
した場合は、時効によって消滅します。
第３６条（損害賠償額請求権の行使期限）

賠償責任条項第１０条（損害賠償請求権者の直接請求権）の規定による請求権は、次の各号のいず
れかに該当する場合には、これを行使することはできません。
� 被保険者が損害賠償請求権者に対して負担する法律上の損害賠償責任の額について、被保険者
と損害賠償請求権者との間で、判決が確定し、または裁判上の和解、調停もしくは書面による合
意が成立した時の翌日から起算して３年を経過した場合
� 損害賠償請求権者の被保険者に対する損害賠償請求権が時効によって消滅した場合
第３７条（支払条項の継続）
	 保険期間が満了する場合、当会社または保険契約者のいずれか一方よりその満了の日の属する月
の前月１０日まで（以下「意思表示期限」といいます。）にその支払条項を継続しない旨を通知しない
限り、その支払条項は、新たな保険契約として保険期間満了の日の内容と同一の内容で継続される
ものとし、この日を継続日とします。

 前項の規定にかかわらず、保険料払込期間が保険期間より短い場合はその支払条項は継続されま
せん。
� 第１項の規定にかかわらず、財物条項第３条（保険価額等）第２号の協定保険価額、同条第４号
の協定新価保険価額および同条第５号の修理支払限度額は次のとおりとします。
� 協定保険価額

被保険自動車と同一の用途・車種・車名・型式・仕様・初度登録年月（被保険自動車が自家用
軽四輪乗用車または自家用軽四輪貨物車である場合は、初度検査年月をいいます。）の自動車の市
場販売価格相当額を基準として算定した被保険自動車の価額見積額
� 協定新価保険価額
イ．財物条項第３条（保険価額等）第４号イ．の場合は、被保険自動車と同一の用途・車種・車
名・型式・仕様の新車の市場販売価格相当額
ロ．財物条項第３条（保険価額等）第４号ロ．の場合は、前号の協定保険価額

 修理支払限度額
イ．財物条項第３条（保険価額等）第４号イ．の場合は、前号イ．の協定新価保険価額または第
１号の協定保険価額の１．２倍の額のいずれか低い額（５０万円を下回るときは、５０万円とします。）

ロ．財物条項第３条（保険価額等）第４号ロ．の場合は、第１号の協定保険価額（５０万円を下回
るときは、５０万円とします。）

� 傷害条項または疾病条項の支払条項を継続する場合において、継続後の保険期間満了の日におけ
る被保険者の年齢が当会社の定める範囲を超えるときは、当会社の定めるところにより保険期間を
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変更して継続します。この場合、継続後の保険期間が当会社の定める保険期間に満たないときは、
その支払条項は継続されません。
� 第１項の規定にかかわらず、継続前の保険期間が２年に満たない場合は継続後の保険期間は１年
とします。
� 継続後の保険料は、支払条項ごとに保険価額の変動、無事故実績等を勘案して定めるものとしま
す。
� 当会社が普通保険約款、特約、保険引受に関する制度または保険料率等（以下この項において「制
度または料率等」といいます。）を改定した場合には、継続後の支払条項については継続日における
制度または料率等が適用されるものとします。
� 前各項の規定によって支払条項が継続される場合の告知については、次の各号のとおりとします。
� この保険契約の保険証券等に記載された第７条（告知義務）に定める告知事項に対する告知内
容に変更があったときは、当会社からの求めに応じ、保険契約者または支払条項の被保険者等は、
そのことを意思表示期限までに当会社に告げなければなりません。
� 保険契約者または支払条項の被保険者等が前号の告知を行わなかった場合には、当会社は、保
険契約者および支払条項の被保険者等がこの保険契約の告知と同一内容を継続後の契約について
改めて告知したものとみなして支払条項を継続します。
� 疾病条項において、支払条項が継続される場合には、被保険者の身体障害の発生の有無につい
ては、告知事項とはしません。ただし、継続された場合においても継続前の支払条項において告
知義務違反等による解除の理由があるときは、当会社は、継続後の支払条項を解除することがで
きます。

第３８条（保険料率の変更）
保険期間が１年を超える自動車の補償の保険料について、当会社は主務官庁の認可を得た内容に
従って、無事故実績等を勘案して保険期間の中途において当該保険料を変更することがあります。
第３９条（他の保険契約がある場合の保険金の支払額）
� 財物条項の保険金（運転車両保険金、保管車両保険金、その他車両保険金、建物・収容動産損害
保険金、携行品損害保険金および積載動産損害保険金をいいます。以下この項において「財物保険
金」といいます。）を支払うべき損害に対して保険金を支払うべき他の保険契約等がある場合の財物
保険金の支払額は、次の各号の規定によります。
� この保険契約により他の保険契約等に優先して保険金を支払う場合は、他の保険契約等がない
ものとして算出した当会社の支払うべき財物保険金の額
� 他の保険契約等によってこの保険契約に優先して保険金もしくは共済金が支払われる、または
支払われた場合で、損害の額（他の保険契約等における損害の額が異なる場合は、そのうち最も
高い額とします。以下この条において同様とします。）が他の保険契約等によって支払われる、ま
たは支払われた保険金もしくは共済金の額の合計額を超えるときは、その超過額（他の保険契約
等が無いものとして算出した当会社の支払うべき保険金の額を限度とします。以下この条におい
て同様とします。）。

� 前号の損害の額は、それぞれの保険契約または共済契約に免責金額の適用がある場合は、その
うち最も低い免責金額を差し引いた額とします。
	 第１号の場合において、保険の目的について再取得価額を基準として算出した損害の額に基づ
き保険金または共済金を支払うことを規定した約定のない他の保険契約等があるときには、第１
号の規定にかかわらず第２号の規定に基づいて算出した保険金の額。ただし、保険の目的が建物、
家財、設備・什器等または携行品である場合に限ります。この場合において、他の保険契約等か
ら保険金または共済金が支払われていないときであっても、他の保険契約等から支払われるべき
保険金または共済金の額が支払われたものとみなして、第２号の規定を適用します。


 賠償責任条項の保険金（以下この項において「賠償保険金」といいます。）を支払うべき損害に対
して保険金を支払うべき他の保険契約等がある場合の賠償保険金の支払額は、次の各号の規定によ
ります。
� この保険契約により他の保険契約等に優先して保険金を支払う場合は、他の保険契約等がない
ものとして算出した当会社の支払うべき賠償保険金の額

� 他の保険契約等によってこの保険契約に優先して保険金または共済金が支払われる、または支
払われた場合で、損害の額が、他の保険契約等によって支払われる、または支払われた保険金ま
たは共済金の額の合計額を超えるときは、その超過額
� 前号の損害の額は、それぞれの保険契約または共済契約に免責金額の適用がある場合には、そ
のうち最も低い免責金額を差し引いた額とします。

� 傷害条項の人身傷害保険金（以下この項において「人身傷害保険金」といいます。）を支払うべき
損害に対して保険金を支払うべき他の保険契約等がある場合の人身傷害保険金の支払額は、次の各
号の規定によります。
� この保険契約により他の保険契約等に優先して保険金を支払う場合は、他の保険契約等がない
ものとして算出した当会社の支払うべき人身傷害保険金の額
� 他の保険契約等によってこの保険契約に優先して保険金もしくは共済金が支払われる、または
支払われた場合で、損害の額が他の保険契約等によって支払われる、または支払われた保険金も
しくは共済金の額の合計額を超えるときは、その超過額
� 前号の損害の額は、それぞれの保険契約または共済契約に免責金額の適用がある場合には、そ
のうち最も低い免責金額を差し引いた額とします。

� 疾病条項の人身疾病保険金（以下この項において「人身疾病保険金」といいます。）を支払うべき
損害に対して保険金を支払うべき他の保険契約等がある場合の人身疾病保険金の支払額は、次の各
号の規定によります。
� この保険契約により他の保険契約等に優先して保険金を支払う場合は、他の保険契約等がない
ものとして算出した当会社の支払うべき人身疾病保険金の額
� 他の保険契約等によってこの保険契約に優先して保険金もしくは共済金が支払われる、または
支払われた場合で、損害の額が他の保険契約等によって支払われる、または支払われた保険金も
しくは共済金の額の合計額を超えるときは、その超過額
� 前号の損害の額は、それぞれの保険契約または共済契約に免責金額の適用がある場合には、そ
のうち最も低い免責金額を差し引いた額とします。

� 費用条項のレンタカー費用保険金（以下この項において「費用保険金」といいます。）を支払うべ
き損害に対して保険金を支払うべき他の保険契約等がある場合の費用保険金の支払額は、次の各号
の規定によります。
� この保険契約により他の保険契約等に優先して保険金を支払う場合は、他の保険契約等がない
ものとして算出した当会社の支払うべき費用保険金の額
� 他の保険契約等によってこの保険契約に優先して保険金もしくは共済金が支払われる、または
支払われた場合で、損害の額が他の保険契約等によって支払われる、または支払われた保険金も
しくは共済金の額の合計額を超えるときは、その超過額
� 前号の損害の額は、それぞれの保険契約または共済契約に免責金額の適用がある場合には、そ
のうち最も低い免責金額を差し引いた額とします。

� 費用条項第２６節の各費用保険金および第２７節の各費用保険金（以下この項において「費用保険金」
といいます。）を支払うべき損害に対して保険金を支払うべき他の保険契約等がある場合の費用保険
金の支払額は、次の各号の規定によります。
� この保険契約により他の保険契約等に優先して保険金を支払う場合は、他の保険契約等がない
ものとして算出した当会社の支払うべき費用保険金の額
� 他の保険契約等によってこの保険契約に優先して保険金もしくは共済金が支払われる、または
支払われた場合で、損害の額が他の保険契約等によって支払われる、または支払われた保険金も
しくは共済金の額の合計額を超えるときは、その超過額
� 前号の損害の額は、それぞれの保険契約または共済契約に免責金額の適用がある場合には、そ
のうち最も低い免責金額を差し引いた額とします。

� 費用条項各節の規定による保険金のうち第１号に掲げる保険金（以下この項において「費用保険
金」といいます。）を支払うべき損害に対して保険金を支払うべき他の保険契約（共済契約を含むも
のとします。また、この保険契約において第１号イ．の保険金が支払われるべき場合は、財物条項
の保険の目的（以下この項において「保険の目的」といいます。）である建物、家財または設備・什
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器等と同一の構内に所在する被保険者所有の建物または建物以外のものでこの保険契約の保険の目
的以外のものについて締結された保険契約であってもこれを含むものとします。以下この項におい
て「他の保険契約等」といいます。）がある場合の費用保険金の支払額は、第２号、第３号および第
４号の規定によります。
� 次のイ．およびロ．に掲げる保険金
イ．失火見舞費用保険金、地震火災費用保険金、財物臨時費用保険金、水道管凍結修理費用保険
金
ロ．構内構築物修復費用保険金、共用部分修理費用保険金、犯罪行為再発防止費用保険金、救援
者費用保険金、法律相談費用保険金、弁護士費用保険金、ストーカー対策費用保険金、借家修
理費用保険金、来訪者傷害見舞費用保険金、建物・収容動産損害時諸費用保険金

� この保険契約により他の保険契約等に優先して保険金を支払う場合は、他の保険契約等がない
ものとして算出した当会社の支払うべき費用保険金の額
� 他の保険契約等によってこの保険契約に優先して保険金もしくは共済金が支払われる、または
支払われた場合で、損害の額が他の保険契約等によって支払われる、または支払われた保険金も
しくは共済金の額の合計額を超えるときは、その超過額
� 前号の損害の額は、それぞれの保険契約または共済契約に免責金額の適用がある場合には、そ
のうち最も低い免責金額を差し引いた額とします。

� 費用条項のホールインワン・アルバトロス費用保険金および才能開花祝賀会等費用保険金（以下
この項において「費用保険金」といいます。）を支払うべき損害に対して保険金を支払うべき他の保
険契約等がある場合の費用保険金の支払額は、次の各号の規定によります。
� この保険契約により他の保険契約等に優先して保険金を支払う場合は、他の保険契約等がない
ものとして算出した当会社の支払うべき費用保険金の額
� 他の保険契約等によってこの保険契約に優先して保険金もしくは共済金が支払われる、または
支払われた場合で、損害の額が他の保険契約等によって支払われる、または支払われた保険金も
しくは共済金の額の合計額を超えるときは、その超過額
� 前号の損害の額は、それぞれの保険契約または共済契約に免責金額の適用がある場合には、そ
のうち最も低い免責金額を差し引いた額とします。

� 費用条項のキャンセル費用保険金（以下この項において「費用保険金」といいます。）を支払うべ
き損害に対して保険金を支払うべき他の保険契約等がある場合の費用保険金の支払額は、次の各号
の規定によります。
� この保険契約により他の保険契約等に優先して保険金を支払う場合は、他の保険契約等がない
ものとして算出した当会社の支払うべき費用保険金の額
� 他の保険契約等によってこの保険契約に優先して保険金もしくは共済金が支払われる、または
支払われた場合で、損害の額が他の保険契約等によって支払われる、または支払われた保険金も
しくは共済金の額の合計額を超えるときは、その超過額
� 前号の損害の額は、それぞれの保険契約または共済契約に免責金額の適用がある場合には、そ
のうち最も低い免責金額を差し引いた額とします。

第４０条（情報の利用）
当会社は、保険契約者または支払条項の被保険者等について、保険契約の内容、申込書記載事項
その他の知り得た情報を、業務上必要な範囲で利用し、または業務上必要な範囲で東京海上日動あ
んしん生命保険株式会社その他関連会社に提供し利用させることがあります。
第４１条（訴訟の提起）
この保険契約に関する訴訟については、日本国内における裁判所に提起するものとします。

第４２条（準拠法）
この約款に規定のない事項については、日本国の法令によります。

第４３条（契約内容の登録）
� 当会社は、この保険契約の締結または支払条項の追加の際、傷害条項または疾病条項もしくはこ
れらに付帯する特約に関して、次の事項を一般社団法人日本損害保険協会（以下「協会」といいま
す。）に登録することができるものとします。

� 保険契約者の氏名、住所および生年月日
� 支払条項の被保険者の氏名、住所、生年月日および性別
� 死亡保険金受取人の氏名
� 保険証券記載の保険金額等および被保険者の同意の有無
� 保険契約または支払条項の保険期間
	 当会社名

 各損害保険会社は、前項の規定により登録された支払条項の被保険者について、この保険契約に
よって保険金を支払うべき生じた事故による損害もしくは傷害または発病した疾病に対して保険金
を支払うべき他の保険契約等の内容を調査するため、同項の規定により登録された契約内容を協会
に照会し、その結果を保険契約の全部または一部の解除または保険金の支払について判断する際の
参考にすることができるものとします。
� 各損害保険会社は、前項の規定により照会した結果を、同項に規定する保険契約の全部または一
部の解除または保険金の支払について判断する際の参考にすること以外に用いないものとします。
� 協会および各損害保険会社は、第１項の登録内容または第２項の規定による照会結果を、第１項
の規定により登録された支払条項の被保険者に係る保険契約の締結または支払条項の追加に関する
権限を当該損害保険会社が与えた損害保険代理店および犯罪捜査等にあたる公的機関から当該損害
保険会社が公開要請を受けた場合の当該公的機関以外に公開しないものとします。

 保険契約者または支払条項の被保険者は、当該本人に係る第１項の登録内容または第２項の規定
による照会結果について、当会社または協会に照会することができます。
第４４条（保険金等の受取人による保険契約の存続）
� 傷害条項または疾病条項においては、債権者等（保険契約者以外の者で保険契約の解除をするこ
とができる者をいいます。以下同様とします。）による保険契約（付加された特約を含みます。以下
この条において同様とします。）の解除は、解除の通知が当会社に到達した時から１か月を経過した
日に効力を生じます。

 前項の解除が通知された場合でも、通知の時において次の各号の規定を満たす保険金等（名称が
いかなる場合であっても、この保険契約において、被保険者の生存、死亡、傷害または疾病に関し、
一定の事由が生じたことを条件として保険給付することを定めた金銭をいいます。ただし、この項
および第３項においては、被保険者の生存を支払事由とする金銭を除きます。以下この条において
同様とします。）の受取人が、保険契約者の同意を得て、前項の期間が経過するまでの間に、その解
除の通知が当会社に到達した日に解除の効力が生じたとすれば当会社が債権者等に支払うべき金額
を債権者等に支払い、かつ、当会社にその旨を通知したときは、前項の解除はその効力を生じませ
ん。
� 保険契約者もしくは被保険者の親族または被保険者本人であること。
� 保険契約者でないこと。
� 前項の規定により、第１項の効力を生じさせないこととするときは、保険金等の受取人は、次の
各号に規定する書類のうち当会社が求めるものを提出しなければなりません。
� 当会社所定の請求書
� 保険契約者および請求者である保険金の受取人の印鑑証明書
� 債権者等に支払うべき金額の支払いを証する書類
� 第１項の解除の通知が当会社に到達した日以後、その解除の効力が生じるまでまたは第２項の規
定により効力が生じなくなるまでに、次の各号のいずれかを満たす保険金等の支払事由が生じ、当
会社が保険金等を支払うべきときは、その支払うべき金額を限度として、第２項の金額を債権者等
に支払います。この場合、その支払うべき金額から債権者等に支払った金額を差し引いた残額を、
保険金等の受取人に支払います。
� 被保険者の死亡を支払事由とする保険金等であること。ただし、死亡の原因を一定の傷害や疾
病に限定している保険金等は除きます。
� その支払により、この保険契約が消滅する保険金等であること。
� その支払により、解除の効力が生じたときに当会社が債権者等に支払うべき金額が減少するこ
ととなる保険金等であること。



２７

等 級 介 護 を 要 す る 後 遺 障 害
保 険 金
支払割合

第１級
� 神経系統の機能または精神に著しい障害を残し、常に介護を要す
るもの
� 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、常に介護を要するもの

１００％

第２級
� 神経系統の機能または精神に著しい障害を残し、随時介護を要す
るもの
� 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、随時介護を要するもの

８９％

等 級 後 遺 障 害
保 険 金
支払割合

第１級

� 両眼が失明したもの
� 咀しゃくおよび言語の機能を廃したもの
� 両上肢をひじ関節以上で失ったもの
� 両上肢の用を全廃したもの
� 両下肢をひざ関節以上で失ったもの
� 両下肢の用を全廃したもの

１００％

第２級

� １眼が失明し、他眼の矯正視力（視力の測定は万国式試視力表に
よるものとします。以下同様とします。）が０．０２以下になったもの
� 両眼の矯正視力が０．０２以下になったもの
� 両上肢を手関節以上で失ったもの
� 両下肢を足関節以上で失ったもの

８９％

第３級

� １眼が失明し、他眼の矯正視力が０．０６以下になったもの
� 咀しゃくまたは言語の機能を廃したもの
� 神経系統の機能または精神に著しい障害を残し、終身労務に服す
ることができないもの
� 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、終身労務に服することが
できないもの
� 両手の手指の全部を失ったもの（手指を失ったものとは、おや指
は指節間関節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったものを
いいます。以下同様とします。）

７８％

第４級

� 両眼の矯正視力が０．０６以下になったもの
� 咀しゃくおよび言語の機能に著しい障害を残すもの
� 両耳の聴力を全く失ったもの
� １上肢をひじ関節以上で失ったもの
� １下肢をひざ関節以上で失ったもの
� 両手の手指の全部の用を廃したもの（手指の用を廃したものとは、
手指の末節骨の半分以上を失い、または中手指節関節もしくは近位
指節間関節に著しい運動障害を残すものをいいます。この場合にお
いて、おや指にあっては近位指節間関節を指節間関節とします。以
下同様とします。）
� 両足をリスフラン関節以上で失ったもの

６９％

� 前各項の規定は、保険法施行日以後に到達した債権者等による解除の通知に対し効力を生じます。
第４５条（保険証券等の不発行の特則）
当会社は、保険契約者の申出により、保険証券、保険契約継続証またはこれらに代わる書面の発
行を行わないことがあります。この場合において、この保険契約の内容として電磁的方法で提供し
た事項を、保険証券の記載事項とみなして、この保険契約の普通保険約款および特約の規定を適用
します。

別表 傷－１

１．介護を要する後遺障害

２．１．以外の後遺障害



２８

等 級 後 遺 障 害
保 険 金
支払割合

第５級

� １眼が失明し、他眼の矯正視力が０．１以下になったもの
� 神経系統の機能または精神に著しい障害を残し、特に軽易な労務
以外の労務に服することができないもの

� 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、特に軽易な労務以外の労
務に服することができないもの

� １上肢を手関節以上で失ったもの
� １下肢を足関節以上で失ったもの
� １上肢の用を全廃したもの
� １下肢の用を全廃したもの
� 両足の足指の全部を失ったもの（足指を失ったものとは、その全
部を失ったものをいいます。以下同様とします。）

５９％

第６級

� 両眼の矯正視力が０．１以下になったもの
� 咀しゃくまたは言語の機能に著しい障害を残すもの
� 両耳の聴力が耳に接しなければ大声を解することができない程度
になったもの

� １耳の聴力を全く失い、他耳の聴力が４０センチメートル以上の距
離では普通の話声を解することができない程度になったもの

� 脊柱に著しい変形または運動障害を残すもの
� １上肢の３大関節中の２関節の用を廃したもの
� １下肢の３大関節中の２関節の用を廃したもの
� １手の５の手指またはおや指を含み４の手指を失ったもの

５０％

第７級

� １眼が失明し、他眼の矯正視力が０．６以下になったもの
� 両耳の聴力が４０センチメートル以上の距離では普通の話声を解す
ることができない程度になったもの

� １耳の聴力を全く失い、他耳の聴力が１メートル以上の距離では
普通の話声を解することができない程度になったもの

� 神経系統の機能または精神に障害を残し、軽易な労務以外の労務
に服することができないもの

� 胸腹部臓器の機能に障害を残し、軽易な労務以外の労務に服する
ことができないもの

� １手のおや指を含み３の手指を失ったものまたはおや指以外の４
の手指を失ったもの

� １手の５の手指またはおや指を含み４の手指の用を廃したもの
� １足をリスフラン関節以上で失ったもの
	 １上肢に偽関節を残し、著しい運動障害を残すもの

 １下肢に偽関節を残し、著しい運動障害を残すもの
� 両足の足指の全部の用を廃したもの（足指の用を廃したものとは、
第１の足指は末節骨の半分以上、その他の足指は遠位指節間関節以
上を失ったものまたは中足指節関節もしくは近位指節間関節に著し
い運動障害を残すものをいいます。この場合において、第１の足指
にあっては近位指節間関節を指節間関節とします。以下同様としま
す。）

� 外貌に著しい醜状を残すもの

 両側の睾丸を失ったもの

４２％

等 級 後 遺 障 害
保 険 金
支払割合

第８級

� １眼が失明し、または１眼の矯正視力が０．０２以下になったもの
� 脊柱に運動障害を残すもの
� １手のおや指を含み２の手指を失ったものまたはおや指以外の３
の手指を失ったもの
� １手のおや指を含み３の手指の用を廃したものまたはおや指以外
の４の手指の用を廃したもの
� １下肢を５センチメートル以上短縮したもの
� １上肢の３大関節中の１関節の用を廃したもの
� １下肢の３大関節中の１関節の用を廃したもの
� １上肢に偽関節を残すもの
	 １下肢に偽関節を残すもの

 １足の足指の全部を失ったもの

３４％

第９級

� 両眼の矯正視力が０．６以下になったもの
� １眼の矯正視力が０．０６以下になったもの
� 両眼に半盲症、視野狭窄または視野変状を残すもの
� 両眼のまぶたに著しい欠損を残すもの
� 鼻を欠損し、その機能に著しい障害を残すもの
� 咀しゃくおよび言語の機能に障害を残すもの
� 両耳の聴力が１メートル以上の距離では普通の話声を解すること
ができない程度になったもの
� １耳の聴力が耳に接しなければ大声を解することができない程度
になり、他耳の聴力が１メートル以上の距離では普通の話声を解す
ることが困難である程度になったもの
	 １耳の聴力を全く失ったもの

 神経系統の機能または精神に障害を残し、服することができる労
務が相当な程度に制限されるもの
� 胸腹部臓器の機能に障害を残し、服することができる労務が相当
な程度に制限されるもの
� １手のおや指またはおや指以外の２の手指を失ったもの

 １手のおや指を含み２の手指の用を廃したものまたはおや指以外
の３の手指の用を廃したもの
� １足の第１の足指を含み２以上の足指を失ったもの
� １足の足指の全部の用を廃したもの
� 外貌に相当程度の醜状を残すもの
� 生殖器に著しい障害を残すもの

２６％



２９

等 級 後 遺 障 害
保 険 金
支払割合

第１０級

� １眼の矯正視力が０．１以下になったもの
� 正面を見た場合に複視の症状を残すもの
� 咀しゃくまたは言語の機能に障害を残すもの
� １４歯以上に対し歯科補綴を加えたもの
� 両耳の聴力が１メートル以上の距離では普通の話声を解すること
が困難である程度になったもの

� １耳の聴力が耳に接しなければ大声を解することができない程度
になったもの

� １手のおや指またはおや指以外の２の手指の用を廃したもの
� １下肢を３センチメートル以上短縮したもの
	 １足の第１の足指または他の４の足指を失ったもの

 １上肢の３大関節中の１関節の機能に著しい障害を残すもの
� １下肢の３大関節中の１関節の機能に著しい障害を残すもの

２０％

第１１級

� 両眼の眼球に著しい調節機能障害または運動障害を残すもの
� 両眼のまぶたに著しい運動障害を残すもの
� １眼のまぶたに著しい欠損を残すもの
� １０歯以上に対し歯科補綴を加えたもの
� 両耳の聴力が１メートル以上の距離では小声を解することができ
ない程度になったもの

� １耳の聴力が４０センチメートル以上の距離では普通の話声を解す
ることができない程度になったもの

� 脊柱に変形を残すもの
� １手のひとさし指、なか指またはくすり指を失ったもの
	 １足の第１の足指を含み２以上の足指の用を廃したもの

 胸腹部臓器の機能に障害を残し、労務の遂行に相当な程度の支障
があるもの

１５％

等 級 後 遺 障 害
保 険 金
支払割合

第１２級

� １眼の眼球に著しい調節機能障害または運動障害を残すもの
� １眼のまぶたに著しい運動障害を残すもの
� ７歯以上に対し歯科補綴を加えたもの
� １耳の耳殻の大部分を欠損したもの
� 鎖骨、胸骨、ろく骨、けんこう骨または骨盤骨に著しい変形を残
すもの
� １上肢の３大関節中の１関節の機能に障害を残すもの
� １下肢の３大関節中の１関節の機能に障害を残すもの
� 長管骨に変形を残すもの
	 １手のこ指を失ったもの

 １手のひとさし指、なか指またはくすり指の用を廃したもの
� １足の第２の足指を失ったもの、第２の足指を含み２の足指を失
ったものまたは第３の足指以下の３の足指を失ったもの
� １足の第１の足指または他の４の足指の用を廃したもの

 局部に頑固な神経症状を残すもの
� 外貌に醜状を残すもの

１０％

第１３級

� １眼の矯正視力が０．６以下になったもの
� 正面以外を見た場合に複視の症状を残すもの
� １眼に半盲症、視野狭窄または視野変状を残すもの
� 両眼のまぶたの一部に欠損を残しまたはまつげはげを残すもの
� ５歯以上に対し歯科補綴を加えたもの
� １手のこ指の用を廃したもの
� １手のおや指の指骨の一部を失ったもの
� １下肢を１センチメートル以上短縮したもの
	 １足の第３の足指以下の１または２の足指を失ったもの

 １足の第２の足指の用を廃したもの、第２の足指を含み２の足指
の用を廃したものまたは第３の足指以下の３の足指の用を廃したも
の
� 胸腹部臓器の機能に障害を残すもの

７％



３０
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等 級 後 遺 障 害
保 険 金
支払割合

第１４級

� １眼のまぶたの一部に欠損を残しまたはまつげはげを残すもの
� ３歯以上に対し歯科補綴を加えたもの
� １耳の聴力が１メートル以上の距離では小声を解することができ
ない程度になったもの

� 上肢の露出面に手のひらの大きさの醜いあとを残すもの
� 下肢の露出面に手のひらの大きさの醜いあとを残すもの
� １手のおや指以外の指骨の一部を失ったもの
� １手のおや指以外の手指の遠位指節間関節を屈伸することができ
なくなったもの

� １足の第３の足指以下の１または２の足指の用を廃したもの
	 局部に神経症状を残すもの

４％

各等級の後遺障害に該当しない後遺障害であって、各等級の後遺障害に相当するものは、当該
等級の後遺障害とする。

（注１） 上肢、下肢、手指および足指の障害の規定中「以上」とは当該関節より心臓に近い部分を
いいます。

（注２） 関節などの説明図

項目 全面的介助状態 部分的介助状態

１．入浴

次のいずれかに該当する。

一般家庭用浴槽に出入りする際に、
介護者に抱えられたり、リフト等の
機器を用いることが必要である。
�洗身（浴室内でスポンジや手拭い等
に石鹸等を付けて全身を洗うこと）
を全て介護者が行っている。

次のいずれかに該当する。

一般家庭用浴槽に出入りする際に、
介護者が支えたり手を貸したりする
ことが必要である。
�洗身の際に、介護者が石鹸等をつけ
て体の一部を洗ったりすることが必
要である。

２．排せつ

次のいずれかに該当する。

おむつ等を使用している。
�身体の汚れた部分を拭くことを含め、
排せつにかかわる全ての介助を介護
者が行っている。

次のいずれかに該当する。

排せつ後、自分では身体の汚れた部
分の拭き取りができないか、できて
も不充分なため介護者が拭き取る等
の援助を行っている。
�排せつ時に介護者が紙の用意をした
り、便器まわりを汚した場合に掃除
を行う等の援助を行っている。

３．身の回り

次のいずれかに該当する。

歯磨き等を自分では全くできない。
�洗顔を自分では全くできない。
�整髪を自分では全くできない。

つめ切りを自分では全くできない。

次のいずれかに該当する。

歯磨き等を行う際に、介護者が歯ブ
ラシやうがい用の水を用意する、歯
磨き粉を歯ブラシにつける等の介助
が必要である。
�洗顔を行う際に、介護者がタオルを
用意する等の介助が必要である。
�整髪を行う際に、介護者がくしやブ
ラシを用意する等の介助が必要であ
る。

つめ切りを行う際に、介護者がつめ
切りを用意する、一部のつめは切る
等の介助が必要である。

４．衣類着脱

次のいずれかに該当する。

ボタンのかけはずしを自分では全く
できない。
�上衣の着脱を自分では全くできない。
�ズボン、パンツ等の着脱を自分では
全くできない。

靴下の着脱を自分では全くできない。

次のいずれかに該当する。

ボタンのかけはずしの一部は自分で
できるが、何らかの介助が必要であ
る。
�上衣の着脱の一部は自分でできるが、
介護者が常に上衣を持っている、麻
痺側の腕のみ着せる等の介助が必要
である。
�ズボン、パンツ等の着脱の途中まで
は自分でできるが、最後に介護者が
上まで上げる等の介助が必要である。

靴下の着脱の一部は自分でできるが、
介護者が靴下を丸める、つま先だけ
はかせる等の介助が必要である。

別表 傷－２



３１

問 題 行 動

１．ひどい物忘れがある。

２．まわりのことに関心を示さないことがある。

３．実際は盗られていないものを盗られたという等、被害的になることがある。

４．作り話を周囲に言いふらすことがある。

５．実際にないものが見えたり、聞こえることがある。

６．泣いたり、笑ったりして感情が不安定になることがある。

７．夜間不眠あるいは昼夜の逆転がある。

８．暴言や暴行のいずれかあるいは両方が現れることがある。

９．しつこく同じ話をしたり、周囲に不快な音をたてることがある。

１０．周囲に迷惑となるような大声を出すことがある。

１１．介護者の助言や介護に抵抗することがある。

１２．目的もなく動き回ることがある。

１３．自分がどこにいるかわからず、「家に帰る」等と言い落ち着きがなくなることがある。

１４．外出すると自室や自宅に戻れなくなることがある。

１５．１人で外に出たがり目が離せないことがある。

１６．いろいろなものを集めたり、無断で持ってくることがある。

１７．火の始末や火元の管理ができないことがある。

１８．物や衣類を壊したり、破いたりすることがある。

１９．排せつ物を意図的に弄んだり、尿を撒き散らすことがある。

２０．食べられないものを口に入れることがある。

２１．周囲が迷惑している性的行動がある。

別表 傷－３

別表 傷－４
第３章傷害条項第４条（保険金を支払わない場合－その２）第１号の運動等とは、次に掲げるも
のをいいます。
山岳登はん（ピッケル、アイゼン、ザイル、ハンマー等の登山用具を使用するもの）、リュージュ、

ボブスレー、スケルトン、航空機（グライダーおよび飛行船を除きます。）操縦（ただし、職務とし
て操縦する場合を除きます。）、スカイダイビング、ハンググライダー搭乗、超軽量動力機（モータ
ーハンググライダー、マイクロライト機、ウルトラライト機等をいい、パラシュート型超軽量動力
機を除きます。この場合において、パラシュート型超軽量動力機とはパラプレーン等をいいます。）
搭乗、ジャイロプレーン搭乗その他これらに類する危険な運動

別表 傷－５
第３章傷害条項第４条（保険金を支払わない場合－その２）第２号の職業とは、次に掲げるもの
をいいます。
オートテスター（テストライダー）、オートバイ競争選手、自動車競争選手、自転車競争選手、モ
ーターボート競争選手、猛獣取扱者（動物園の飼育係を含みます。）、プロボクサー、プロレスラー、
ローラーゲーム選手（レフリーを含みます。）、力士その他これらと同程度またはそれ以上の危険を
有する職業

別表 傷－６
１． 両眼の矯正視力が０．０６以下になっていること
２． 咀しゃくまたは言語の機能を失っていること
３． 両耳の聴力を失っていること
４． 両上肢の手関節以上のすべての関節の機能を失っていること
５． １下肢の機能を失っていること
６． 胸腹部臓器の障害のため身体の自由が主に摂食、洗面等の起居動作に限られていること
７． 神経系統または精神の障害のため身体の自由が主に摂食、洗面等の起居動作に限られているこ
と

８． その他上記部位の合併障害等のため身体の自由が主に摂食、洗面等の起居動作に限られている
こと。

（注１） 第４号の規定中「手関節」および「関節」については別表 傷－１（注２）の関節の説明
図によります。

（注２） 第４号の規定中「以上」とは当該関節より心臓に近い部分をいいます。
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手術番号 手 術 の 種 類 給付倍率

§皮膚・乳房の手術
１．植皮術（２５�未満は除く。）
２．乳房切断術

§筋骨の手術（抜釘術は除く。）
３．骨移植術
４．骨髄炎・骨結核手術（膿瘍の単なる切開は除く。）
５．頭蓋骨観血手術（鼻骨・鼻中隔を除く。）
６．鼻骨観血手術（鼻中隔弯曲症手術を除く。）
７．上顎骨・下顎骨・顎関節観血手術（歯・歯肉の処置に伴うものを除く。）
８．脊椎・骨盤観血手術
９．鎖骨・肩胛骨・肋骨・胸骨観血手術
１０．四肢切断術（手指・足指を除く。）
１１．切断四肢再接合術（骨・関節の離断に伴うもの。）
１２．四肢骨・四肢関節観血手術（手指・足指を除く。）
１３．筋・腱・靱帯観血手術（手指・足指を除く。筋炎・結節腫・粘液腫手術

は除く。）

§呼吸器・胸部の手術
１４．慢性副鼻腔炎根本手術
１５．喉頭全摘除術
１６．気管・気管支・肺・胸膜手術（開胸術を伴うもの。）
１７．胸郭形成術
１８．縦隔腫瘍摘出術

§循環器・脾の手術
１９．観血的血管形成術（血液透析用外シャント形成術を除く。）
２０．静脈瘤根本手術
２１．大動脈・大静脈・肺動脈・冠動脈手術（開胸・開腹術を伴うもの。）
２２．心膜切開・縫合術
２３．直視下心臓内手術
２４．体内用ペースメーカー埋込術
２５．脾摘除術

§消化器の手術
２６．耳下腺腫瘍摘出術
２７．顎下腺腫瘍摘出術
２８．食道離断術
２９．胃切除術
３０．その他の胃・食道手術（開胸・開腹術を伴うもの。）
３１．腹膜炎手術
３２．肝臓・胆嚢・胆道・膵臓観血手術
３３．ヘルニア根本手術

２０
２０

２０
２０
２０
１０
２０
２０
１０
２０
２０
１０
１０

１０
２０
２０
２０
４０

２０
１０
４０
２０
４０
２０
２０

２０
１０
４０
４０
２０
２０
２０
１０

手術番号 手 術 の 種 類 給付倍率

３４．虫垂切除術・盲腸縫縮術
３５．直腸脱根本手術
３６．その他の腸・腸間膜手術（開腹術を伴うもの。）
３７．痔瘻・脱肛・痔核根本手術（根治を目的としたもので、処置・単なる痔

核のみの手術は除く。）

§尿・性器の手術
３８．腎移植手術（受容者に限る。）
３９．腎臓・腎盂・尿管・膀胱・観血手術（経尿道的操作は除く。）
４０．尿道狭窄観血手術（経尿道的操作は除く。）
４１．尿瘻閉鎖観血手術（経尿道的操作は除く。）
４２．陰茎切断術
４３．睾丸・副睾丸・精管・精索・精嚢・前立腺手術
４４．陰嚢水腫根本手術
４５．子宮広汎全摘除術（単純子宮全摘などの子宮全摘除術は除く。）
４６．子宮頸管形成術・子宮頸管縫縮術
４７．帝王切開娩出術
４８．子宮外妊娠手術
４９．子宮脱・膣脱手術
５０．その他の子宮手術（子宮頸管ポリープ切除術・人工妊娠中絶術を除く。）
５１．卵管・卵巣観血手術（経膣的操作は除く。）
５２．その他の卵管・卵巣手術

§内分泌器の手術
５３．下垂体腫瘍摘除術
５４．甲状腺手術
５５．副腎全摘除術

§神経の手術
５６．頭蓋内観血手術
５７．神経観血手術（形成術・移植術・切除術・減圧術・開放術・捻除術。）
５８．観血的脊髄腫瘍摘出手術
５９．脊髄硬膜内外観血手術

§感覚器・視器の手術
６０．眼瞼下垂症手術
６１．涙小管形成術
６２．涙嚢鼻腔吻合術
６３．結膜嚢形成術
６４．角膜移植術
６５．観血的前房・虹彩・硝子体・眼窩内異物除去術
６６．虹彩前後癒着剥離術
６７．緑内障観血手術
６８．白内障・水晶体観血手術
６９．硝子体観血手術

１０
２０
２０
１０

４０
２０
２０
２０
４０
２０
１０
４０
１０
１０
２０
２０
２０
２０
１０

４０
２０
２０

４０
２０
４０
２０

１０
１０
１０
１０
１０
１０
１０
２０
２０
１０

別表 傷－７
「手術」とは、治療を直接の目的として、器具を用い、生体に切断、摘除などの操作を加えるこ
とをいい、下表の手術番号１～８８を指します。吸引、穿刺などの処置および神経ブロックは除きます。
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手術番号 手 術 の 種 類 給付倍率

７０．網膜剥離症手術
７１．レーザー・冷凍凝固による眼球手術（施術の開始日から６０日の間に１回

の給付を限度とする。）
７２．眼球摘除術・組織充填術
７３．眼窩腫瘍摘出術
７４．眼筋移植術

§感覚器・聴器の手術
７５．観血的鼓膜・鼓室形成術
７６．乳様洞削開術
７７．中耳根本手術
７８．内耳観血手術
７９．聴神経腫瘍摘出術

§悪性新生物の手術
８０．悪性新生物根治手術
８１．悪性新生物温熱療法（施術の開始日から６０日の間に１回の給付を限度と

する。）
８２．その他の悪性新生物手術

§上記以外の手術
８３．上記以外の開頭術
８４．上記以外の開胸術
８５．上記以外の開腹術
８６．衝撃波による体内結石破砕術（施術の開始日から６０日の間に１回の給付

を限度とする。）
８７．ファイバースコープまたは血管・バスケットカテーテルによる脳・喉頭

・胸・腹部臓器手術（検査・処置は含まない。施術の開始日から６０日の
間に１回の給付を限度とする。）

§新生物根治放射線照射
８８．新生物根治放射線照射（５，０００ラド以上の照射で、施術の開始日から６０日

の間に１回の給付を限度とする。）

１０
１０

２０
２０
１０

２０
１０
２０
２０
４０

４０
１０

２０

２０
２０
１０
２０

１０

１０

傷 害 名 傷 害 の 定 義

１．脳挫傷 頭部に加えられた衝撃によって脳が器質的損傷を負った傷害（ただし、その治
療を直接の目的として開頭術を伴う手術を行なったものに限り、慢性硬膜下血腫
は除く）とし、かつ、平成６年１０月１２日総務庁告示第７５号に基づく厚生労働省大
臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－１０（２００３年版）
準拠」に記載された分類項目中、下記の基本分類コードに規定される内容による
ものをいいます。
頭部損傷（Ｓ００～Ｓ０９）のうち、
・頭蓋骨および顔面骨の骨折…基本分類コード Ｓ０２のうち、
・頭蓋穹隆部骨折 Ｓ０２．０
・頭蓋底骨折 Ｓ０２．１
・頭蓋骨および顔面骨を含む多発骨折 Ｓ０２．７
・頭蓋骨および顔面骨の骨折、部位不明 Ｓ０２．９
・頭蓋内損傷…基本分類コード Ｓ０６
・頭部の挫滅損傷…基本分類コード Ｓ０７のうち、
・頭蓋の挫滅損傷 Ｓ０７．１
・頭部のその他の部位の挫滅損傷 Ｓ０７．８
・頭部の挫滅損傷、部位不明 Ｓ０７．９
・頭部のその他および詳細不明の損傷…基本分類コード Ｓ０９のうち、
・頭部の詳細不明の損傷 Ｓ０９．９

２．脊髄損傷 脊椎（背骨）に加えられた衝撃によって脊椎（背骨）の脱臼または骨折が生じ、
受傷直後の神経症状がFrankel分類のＡ、ＢまたはＣに該当した傷害とし、かつ、
平成６年１０月１２日総務庁告示第７５号に基づく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾
病、傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－１０（２００３年版）準拠」に記載された分
類項目中、下記の基本分類コードに規定される内容によるものをいいます。
ア．頚部損傷（Ｓ１０～Ｓ１９）のうち、
・頚部の骨折…基本分類コード Ｓ１２のうち、
・第１頚椎骨折 Ｓ１２．０
・第２頚椎骨折 Ｓ１２．１
・その他の明示された頚椎骨折 Ｓ１２．２
・頚椎の多発骨折 Ｓ１２．７
・頚部の骨折、部位不明 Ｓ１２．９

・頚部の神経および脊髄の損傷…基本分類コード Ｓ１４
イ．胸部＜郭＞損傷（Ｓ２０～Ｓ２９）のうち、
・肋骨、胸骨および胸椎骨折…基本分類コード Ｓ２２のうち、
・胸椎骨折 Ｓ２２．０
・胸椎の多発骨折 Ｓ２２．１
・胸部＜郭＞の神経および脊髄の損傷…基本分類コード Ｓ２４

ウ．腹部、下背部、腰椎および骨盤部の損傷（Ｓ３０～Ｓ３９）のうち、
・腰椎および骨盤の骨折…基本分類コード Ｓ３２のうち、
・腰椎骨折 Ｓ３２．０
・仙骨骨折 Ｓ３２．１
・尾骨骨折 Ｓ３２．２
・腰椎および骨盤の多発骨折 Ｓ３２．７
・腰椎および骨盤のその他および部位不明の骨折 Ｓ３２．８

別表 傷－８
対象となる脳挫傷、脊髄損傷、内臓損傷とは、下表によって定義づけられる傷害とします。
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傷 害 名 傷 害 の 定 義

・腹部、下背部および骨盤部の神経および脊髄の損傷…基本分類コード
Ｓ３４

エ．肩および上腕の損傷（Ｓ４０～Ｓ４９）のうち、
・肩および上腕の神経損傷…基本分類コード Ｓ４４

３．内臓損傷 身体外部から加えられた衝撃等によって内臓（心臓、肺、胃、腸、肝臓、膵臓、
脾臓、腎臓、膀胱）が器質的損傷を受けた傷害（ただし、その治療を直接の目的
として開胸・開腹術を伴う手術を行なったものに限る）とし、かつ、平成６年１０
月１２日総務庁告示第７５号に基づく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害
および死因統計分類提要ＩＣＤ－１０（２００３年版）準拠」に記載された分類項目中、
下記の基本分類コードに規定される内容によるものをいいます。
ア．胸部＜郭＞損傷（Ｓ２０～Ｓ２９）のうち、
・心臓損傷…基本分類コード Ｓ２６のうち、
・心臓のその他の損傷 Ｓ２６．８
・心臓損傷、詳細不明 Ｓ２６．９
・その他および詳細不明の胸腔内臓器の損傷…基本分類コード Ｓ２７のう
ち、
・その他の肺損傷 Ｓ２７．３
・気管支損傷 Ｓ２７．４
・胸部＜郭＞の気管損傷Ｓ２７．５
・胸膜損傷 Ｓ２７．６
・胸腔内臓器の多発性損傷 Ｓ２７．７
・その他の明示された胸腔内臓器の損傷 Ｓ２７．８
・詳細不明の胸腔内臓器の損傷 Ｓ２７．９

・胸部＜郭＞の挫滅損傷および外傷性切断…基本分類コード Ｓ２８
・胸部＜郭＞のその他および詳細不明の損傷…基本分類コードＳ２９のうち、
・胸部＜郭＞の多発性損傷 Ｓ２９．７

イ．腹部、下背部、腰椎および骨盤部の損傷（Ｓ３０～Ｓ３９）のうち、
・腹腔内臓器の損傷…基本分類コードＳ３６
・腎尿路生殖器および骨盤臓器の損傷…基本分類コード Ｓ３７
・腹部、下背部および骨盤部のその他および詳細不明の損傷…基本分類コ
ード Ｓ３９

�ア 両上肢のおや指およびひとさし指または中指を欠くもの
�イ 一上肢のすべての指を欠くもの
�ウ 両下肢のすべての指を欠くもの
�エ 一下肢を足関節以上で欠くもの
�オ 両眼の視力の和が０．０８以下のもの
�カ 両耳の聴力レベルが９０デシベル以上のもの
�キ 平衡機能に著しい障害を有するもの
�ク そしゃくの機能を欠くもの
�ケ 音声または言語機能に著しい障害を有するもの
�コ 両上肢のおや指およびひとさし指または中指の機能に著しい障害を有するもの
�サ 一上肢の機能に著しい障害を有するもの
�シ 一上肢のすべての指の機能に著しい障害を有するもの
�ス 一下肢の機能に著しい障害を有するもの
�セ 体幹の機能に歩くことのできない程度の障害を有するもの
�ソ 前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害または長期にわたる安静を必要とする病状
が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生活が著しい制限を受けるか、また
は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの
�タ 精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの
�チ 身体の機能の障害もしくは病状または精神の障害が重複する場合であって、その状態が前
各号と同程度以上と認められる程度のもの

別表 傷－９
特定障害状態とは、別表 傷－８に掲げる傷害を原因として、国民年金法施行令第４条６別表の
障害等級１級または２級に定める程度の障害の状態（下表）をいいます。

注
１．眼の障害（視力障害）
� 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
� 「両眼の視力の和」とは、それぞれの視力を別々に測定した数値を合算したものをいいます。
� 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

２．聴力の障害
� 聴力の測定は、日本工業規格（昭和５７年８月１４日改定）に準拠したオージオ・メーターで行い
ます。
� 聴力レベルのデシベル値は、周波数５００、１，０００、２，０００ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、
ｂ、ｃデシベルとしたとき、
１
４
（ａ＋２ｂ＋ｃ）

の値をいいます。

３．平衡機能の障害
「平衡機能に著しい障害を有するもの」とは、四肢体幹に器質的異常がない場合に、閉眼で起立
不能、または、開眼で直線を歩行中に１０メートル以内に転倒あるいは著しくよろめいて歩行を中
断せざるを得ない程度のものをいいます。

４．そしゃく機能（嚥下機能を含む）の障害
「そしゃくの機能を欠くもの」とは、口腔内で食物をかみくだくことが不可能であるため、流動
食以外は摂取できないもの、食餌が口からこぼれ出るため常に手、器物等でそれを防がなければ
ならないもの、または、そしゃく機能の障害もしくは嚥下困難のため、一日の大半を食事に費や
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さなければならない程度のものをいいます。

５．言語機能の障害
「音声または言語機能に著しい障害を有するもの」とは、次のいずれかに該当する程度のものを
いいます。
� 音声または言語を喪失するか、または音声もしくは言語機能障害のため意思を伝達するため
に身ぶりや書字等の補助動作を必要とするもの。

� 口唇音、歯音、口蓋音、舌音の４種のうち３種以上が発音不能、または極めて不明瞭なため、
日常会話が誰が聞いても理解できないもの。

６．上肢の障害
� 「上肢の指を欠くもの」とは、基節骨の基部から欠き、その有効長が０のものをいいます。
� 「両上肢のおや指およびひとさし指または中指の機能に著しい障害を有するもの」とは、両上
肢のおや指に加え、両上肢のひとさし指または中指の用を全く廃した程度の障害があり、そのた
め両手とも指間に物をはさむことはできても、一指を他指に対立させて物をつまむことができな
い程度の障害をいいます。
� 「一上肢の機能に著しい障害を有するもの」とは、一上肢の３大関節中いずれか２関節以上が、
次のいずれかに該当する程度のものをいいます。
� 関節の最大他動可動範囲が正常可動範囲の２分の１以下に制限され、かつ、筋力が半減以下

のもの。
� 筋力が著減、または消失しているもの。

� 「上肢のすべての指の機能に著しい障害を有するもの」とは、指の著しい変形、麻痺による高
度の脱力等により、指があってもそれがないのとほとんど同程度の機能障害があるものをいい
ます。

７．下肢の障害
� 「両下肢のすべての指を欠くもの」とは、両下肢の１０趾を中足趾節関節以上で欠くものをいいま
す。
� 「一下肢の機能に著しい障害を有するもの」とは、一下肢の３大関節中いずれか２関節以上が次
のいずれかに該当するものをいいます。
� 関節の最大他動可動範囲が正常可動範囲の２分の１以下に制限され、かつ、筋力が半減以下
のもの。

� 筋力が著減、または消失しているもの。
� 「一下肢を足関節以上で欠くもの」とは、リスフラン関節以上で欠くものをいいます。

８．体幹の障害
「体幹の機能に歩くことができない程度の障害を有するもの」とは、室内においては杖、松葉杖、
その他の補助用具を必要とせず、起立移動が可能であるが、屋外ではこれらに補助用具の助けを
かりる必要がある程度の障害をいいます。

９．日常生活が著しい制限を受けるか、または日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度
の身体の機能の障害
「身体の機能の障害が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生活が著しい制限を
受けるか、または日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの」とは、次のいず
れかに該当する程度のものをいいます。
� 両耳の平均聴力レベルが８０デシベル以上で、かつ、次の式により算出した語音明瞭度の最も
高い値（最良語音明瞭度）が３０％以下のもの。

語音明瞭度＝
正答語音数
検査語数

×１００（％）

� 両上肢または両下肢の機能に相当程度の障害を残すもの、または、一上肢および一下肢の機
能に相当程度の障害を残すもの。「機能に相当程度の障害を残すもの」とは、日常動作のほと
んどが一人でできてもうまくできない場合、または一人でできてもうまくできない場合の状
態をいいます。

� 四肢の機能に障害を残すもの。「機能に障害を残すもの」とは、日常動作の一部が一人で全く
できない場合、または、一人でできてもうまくできない場合の状態をいいます。

� 人工肛門を造設し、かつ、人工膀胱の造設または尿路変更術を行ったもの、または、人工肛
門を造設し、かつ、完全尿失禁状態にあるものまたはカテーテル留置もしくは自己導尿の常
時施行を必要とするもの。

１０．精神の障害
「精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められている程度のもの」とは、器質精神病ま
たは症状精神病で、認知症、人格崩壊、その他の精神神経症状がある程度のものをいいます。
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等 級 重 大 障 害

第１級

� 両眼が失明したもの
� 咀しゃくおよび言語の機能を廃したもの
� 神経系統の機能または精神に著しい障害を残し、常に介護を要するもの
� 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、常に介護を要するもの
� 両上肢をひじ関節以上で失ったもの
� 両上肢の用を全廃したもの
� 両下肢をひざ関節以上で失ったもの
� 両下肢の用を全廃したもの

第２級

� １眼が失明し、他眼の矯正視力（視力の測定は万国式試視力表によるものと
します。以下同様とします。）が０．０２以下になったもの
� 両眼の矯正視力が０．０２以下になったもの
� 神経系統の機能または精神に著しい障害を残し、随時介護を要するもの
� 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、随時介護を要するもの
� 両上肢を手関節以上で失ったもの
� 両下肢を足関節以上で失ったもの

第３級

� １眼が失明し、他眼の矯正視力が０．０６以下になったもの
� 咀しゃくまたは言語の機能を廃したもの
� 神経系統の機能または精神に著しい障害を残し、終身労務に服することがで
きないもの
� 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、終身労務に服することができないも
の
� 両手の手指の全部を失ったもの（手指を失ったものとは、おや指は指節間関
節、その他の手指は近位指節間関節以上を失ったものをいいます。以下同様と
します。）

第４級

� 両眼の矯正視力が０．０６以下になったもの
� 咀しゃくおよび言語の機能に著しい障害を残すもの
� 両耳の聴力を全く失ったもの
� １上肢をひじ関節以上で失ったもの
� １下肢をひざ関節以上で失ったもの
� 両手の手指の全部の用を廃したもの（手指の用を廃したものとは、手指の末
節骨の半分以上を失い、または中手指関節もしくは近位指節間関節に著しい運
動障害を残すものをいいます。この場合において、おや指にあっては近位指節
間関節を指節間関節とします。以下同様とします。）
� 両足をリスフラン関節以上で失ったもの

第５級

� １眼が失明し、他眼の矯正視力が０．１以下になったもの
� 神経系統の機能または精神に著しい障害を残し、特に軽易な労務以外の労務
に服することができないもの
� 胸腹部臓器の機能に著しい障害を残し、特に軽易な労務以外の労務に服する
ことができないもの
� １上肢を手関節以上で失ったもの
� １下肢を足関節以上で失ったもの
� １上肢の用を全廃したもの
� １下肢の用を全廃したもの
� 両足の足指の全部を失ったもの（足指を失ったものとは、その全部を失った
ものをいいます。以下同様とします。）

別表 傷－１０
保険金支払額基準

以下の給付金の規定に従い、傷害一時金払保険金として支払います。

１ 傷害治療給付金
医師の治療を要した場合で、病院または診療所に入院または通院した治療日数（通院した治療日
数には、医師による往診日数を含みます。以下「治療日数」といいます。）の合計が１日以上５日未
満となったときに、傷害治療給付金として１回の事故につき１万円を支払います。
２ 傷害入通院給付金

治療日数の合計が５日以上（５日目の入院または通院の日が事故の発生の日からその日を含めて
１８０日以内の場合に限ります。）となった場合に、傷害入通院給付金として１回の事故につき１０万円
を支払います。ただし、被保険者が被った傷害が次の各号に該当する症状の場合は、傷害入通院給
付金の額を各号に定められた額とします。
� 手指・足指を除く部位の骨折・脱臼・神経損傷・神経断裂、上肢・下肢（手指・足指を除く）
の腱・筋・靭帯の損傷・断裂………………………………………………………………………３０万円
� 上肢・下肢（手指・足指を除く）の欠損・切断、眼球の内出血・血腫・破裂……………５０万円
� 脳挫傷・脳挫創等の脳損傷、頭蓋内血腫（頭蓋内出血を含む）、頸髄損傷、脊髄損傷、胸腹部臓
器等の破裂・損傷 …………………………………………………………………………………１００万円

別表 傷－１１
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等 級 重 大 障 害

第６級

� 両眼の矯正視力が０．１以下になったもの
� 咀しゃくまたは言語の機能に著しい障害を残すもの
� 両耳の聴力が耳に接しなければ大声を解することができない程度になったも
の

� １耳の聴力を全く失い、他耳の聴力が４０センチメートル以上の距離では普通
の話声を解する事ができない程度になったもの

� 脊柱に著しい変形または運動障害を残すもの
� １上肢の３大関節中の２関節の用を廃したもの
� １下肢の３大関節中の２関節の用を廃したもの
� １手の５の手指またはおや指を含み４の手指を失ったもの

第７級

� １眼が失明し、他眼の矯正視力が０．６以下になったもの
� 両耳の聴力が４０センチメートル以上の距離では普通の話声を解することがで
きない程度になったもの

� １耳の聴力を全く失い、他耳の聴力が１メートル以上の距離では普通の話声
を解することができない程度になったもの

� 神経系統の機能または精神に障害を残し、軽易な労務以外の労務に服するこ
とができないもの

� 胸腹部臓器の機能に障害を残し、軽易な労務以外の労務に服することができ
ないもの

� １手のおや指を含み３の手指を失ったものまたはおや指以外の４の手指を失
ったもの

� １手の５の手指またはおや指を含み４の手指の用を廃したもの
� １足をリスフラン関節以上で失ったもの
	 １上肢に偽関節を残し、著しい運動障害を残すもの

 １下肢に偽関節を残し、著しい運動障害を残すもの
� 両足の足指の全部の用を廃したもの（足指の用を廃したものとは、第１の足
指は末節骨の半分以上、その他の足指は遠位指節間関節以上を失ったものまた
は中足指関節もしくは近位指節間関節に著しい運動障害を残すものをいいます。
この場合において、第１の足指にあっては、近位指節間関節を指節間関節とし
ます。以下同様とします。）

� 外貌に著しい醜状を残すもの

 両側の睾丸を失ったもの

第８級

� １眼が失明し、または１眼の矯正視力が０．０２以下になったもの
� 脊柱に運動障害を残すもの
� １手のおや指を含み２の手指を失ったものまたはおや指以外の３の手指を失
ったもの

� １手のおや指を含み３の手指の用を廃したものまたはおや指以外の４の手指
の用を廃したもの

� １下肢を５センチメートル以上短縮したもの
� １上肢の３大関節中の１関節の用を廃したもの
� １下肢の３大関節中の１関節の用を廃したもの
� １上肢に偽関節を残すもの
	 １下肢に偽関節を残すもの

 １足の足指の全部を失ったもの

等 級 重 大 障 害

第９級

� 両眼の矯正視力が０．６以下になったもの
� １眼の矯正視力が０．０６以下になったもの
� 両眼に半盲症、視野狭窄または視野変状を残すもの
� 両眼のまぶたに著しい欠損を残すもの
� 鼻を欠損し、その機能に著しい障害を残すもの
� 咀しゃくおよび言語の機能に障害を残すもの
� 両耳の聴力が１メートル以上の距離では普通の話声を解することができない
程度になったもの
� １耳の聴力が耳に接しなければ大声を解することができない程度になり、他
耳の聴力が１メートル以上の距離では普通の話声を解することが困難である程
度になったもの
	 １耳の聴力を全く失ったもの

 神経系統の機能または精神に障害を残し、服することができる労務が相当な
程度に制限されるもの
� 胸腹部臓器の機能に障害を残し、服することができる労務が相当な程度に制
限されるもの
� １手のおや指またはおや指以外の２の手指を失ったもの

 １手のおや指を含み２の手指の用を廃したものまたはおや指以外の３の手指
の用を廃したもの
� １足の第１の足指を含み２以上の足指を失ったもの
� １足の足指の全部の用を廃したもの
� 外貌に相当程度の醜状を残すもの
� 生殖器に著しい障害を残すもの

第１０級

� １眼の矯正視力が０．１以下になったもの
� 正面を見た場合に複視の症状を残すもの
� 咀しゃくまたは言語の機能に障害を残すもの
� １４歯以上に対し歯科補綴を加えたもの
� 両耳の聴力が１メートル以上の距離では普通の話声を解することが困難であ
る程度になったもの
� １耳の聴力が耳に接しなければ大声を解することができない程度になったも
の
� １手のおや指またはおや指以外の２の手指の用を廃したもの
� １下肢を３センチメートル以上短縮したもの
	 １足の第１の足指または他の４の足指を失ったもの

 １上肢の３大関節中の１関節の機能に著しい障害を残すもの
� １下肢の３大関節中の１関節の機能に著しい障害を残すもの
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等 級 重 大 障 害

第１１級

� 両眼の眼球に著しい調節機能障害または運動障害を残すもの
� 両眼のまぶたに著しい運動障害を残すもの
� １眼のまぶたに著しい欠損を残すもの
� １０歯以上に対し歯科補綴を加えたもの
� 両耳の聴力が１メートル以上の距離では小声を解することができない程度に
なったもの

� １耳の聴力が４０センチメートル以上の距離では普通の話声を解することがで
きない程度になったもの

� 脊柱に変形を残すもの
� １手のひとさし指、なか指またはくすり指を失ったもの
	 １足の第１の足指を含み２以上の足指の用を廃したもの

 胸腹部臓器の機能に障害を残し、労務の遂行に相当な程度の支障があるもの

第１２級

� １眼の眼球に著しい調節機能障害または運動障害を残すもの
� １眼のまぶたに著しい運動障害を残すもの
� ７歯以上に対し歯科補綴を加えたもの
� １耳の耳殻の大部分を欠損したもの
� 鎖骨、胸骨、ろく骨、けんこう骨または骨盤骨に著しい変形を残すもの
� １上肢の３大関節中の１関節の機能に障害を残すもの
� １下肢の３大関節中の１関節の機能に障害を残すもの
� 長管骨に変形を残すもの
	 １手のこ指を失ったもの

 １手のひとさし指、なか指またはくすり指の用を廃したもの
� １足の第２の足指を失ったもの、第２の足指を含み２の足指を失ったものま
たは第３の足指以下の３の足指を失ったもの

� １足の第１の足指または他の４の足指の用を廃したもの

 局部に頑固な神経症状を残すもの
� 外貌に醜状を残すもの

第１３級

� １眼の矯正視力が０．６以下になったもの
� 正面以外を見た場合に複視の症状を残すもの
� １眼に半盲症、視野狭窄または視野変状を残すもの
� 両眼のまぶたの一部に欠損を残しまたはまつげはげを残すもの
� ５歯以上に対し歯科補綴を加えたもの
� １手のこ指の用を廃したもの
� １手のおや指の指骨の一部を失ったもの
� １下肢を１センチメートル以上短縮したもの
	 １足の第３の足指以下の１または２の足指を失ったもの

 １足の第２の足指の用を廃したもの、第２の足指を含み２の足指の用を廃し
たものまたは第３の足指以下の３の足指の用を廃したもの

� 胸腹部臓器の機能に障害を残すもの

等 級 重 大 障 害

第１４級

� １眼のまぶたの一部に欠損を残しまたはまつげはげを残すもの
� ３歯以上に対し歯科補綴を加えたもの
� １耳の聴力が１メートル以上の距離では小声を解することができない程度に
なつたもの
� 上肢の露出面に手のひらの大きさの醜いあとを残すもの
� 下肢の露出面に手のひらの大きさの醜いあとを残すもの
� １手のおや指以外の手指の指骨の一部を失ったもの
� １手のおや指以外の手指の遠位指節間関節を屈伸することができなくなった
もの
� １足の第３の足指以下の１または２の足指の用を廃したもの
	 局部に神経症状を残すもの

ひざ関節 

足関節 

股関節 

骨盤骨 

手関節 

ひじ関節 

長管骨 

胸　骨 
鎖　骨 

肩関節 

脊 柱 
せき 

ろく骨 
けんこう骨 上

肢
の
３
大
関
節 

下
肢
の
３
大
関
節 

し 

し 

ひとさし指 

末節骨 
おや指 
末節骨 

指節間関節 
中手指節関節 

なか骨 
くすり指 
こ　指 
遠位指節間関節 
近位指節間関節 
中手指節関節 

第３の足指 第２の足指 
第１の足指 
末節骨 

指節間関節 

リスフラン関節 中足指節関節 

遠位指節間関節 
近位指節間関節 

手 

足 

各等級の重大障害に該当しない重大障害であって、各等級の重大障害に相当するものは、当該
等級の重大障害とする。

注 関節などの説明図
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別表 傷－１２
人身傷害保険金損害額基準

第１ 傷害による損害

傷害による損害は、傷害が治癒もしくは症状固定（治療による症状の改善がみられなくなった状態
をいいます。以下同様とします。）するまでの間に被保険者が被った積極損害（救助捜索費、治療関係
費、その他の費用）、休業損害および精神的損害とする。
なお、「臓器の移植に関する法律」第６条の規定によって、同条第４項に定める医師により「脳死し

た者の身体」との判定を受けた後、当該身体への処置がされた場合であって、当該処置が同法附則第
１１条に定める医療給付関係各法の規定に基づく医療の給付としてされたものとみなされる処置（医療
給付関係各法の適用がない場合は、医療給付関係各法の適用があれば、医療の給付としてされたもの
とみなされる処置を含む。）であるときには、当該処置に伴い生じた損害を含む。

１．積極損害
� 救助捜索費
社会通念上必要かつ妥当な実費とする。

� 治療関係費
ａ 応急手当費
緊急欠くことのできない必要かつ妥当な実費とする。

ｂ 護送費
事故発生場所から医療機関までの護送のために必要かつ妥当な実費とする。

ｃ 診察料
初診料、再診料、往診料にかかる必要かつ妥当な実費とする。

ｄ 入院料
入院料は、原則としてその地域における普通病室への入院に必要かつ妥当な実費とする。ただし、
被害者の傷害の態様等から医師が必要と認めた場合には、上記以外の病室への入院に必要かつ妥当
な実費とする。
ｅ 投薬料・手術料・処置費用等
治療のために必要かつ妥当な実費とする。

ｆ 通院費・転院費・入院費または退院費
社会通念上必要かつ妥当な実費とする。

ｇ 看護料
� 入院中の看護料

原則として１２歳以下の子供に近親者等が付き添った場合に１日につき４，１００円とする。
１２歳以下の子供以外の者に近親者等が付き添った場合については、医師の要看護証明がある場
合等医療機関の実状、傷害の態様等からやむを得ない理由がある場合に限り１日につき４，１００円と
する。
� 自宅看護料または通院看護料

医師が看護の必要性を認めた場合に次の通りとする。ただし、１２歳以下の子供の通院等に近親
者が付き添った場合には医師の証明は要しない。
イ 厚生労働大臣の許可を得た有料職業紹介所の紹介による者

立証資料等により必要かつ妥当な実費とする。
ロ 近親者等
１日につき２，０５０円とする。

ｈ 入院中の諸雑費
療養に直接必要のある諸物品の購入費または使用料、医師の指示により摂取した栄養物の購入費、
通信費等とし、入院１日につき１，１００円とする。

ｉ 柔道整復師等の費用
免許を有する柔道整復師、あんま・マッサージ・指圧師、はり師、きゅう師が行う施術費用は、
必要かつ妥当な実費とする。
ｊ 義肢等の費用

傷害を被った結果、医師が義肢、義歯、義眼、眼鏡（コンタクトレンズを含む）、補聴器、松葉杖、
その他身体の機能を補完するための用具を必要と認めた場合に限り、必要かつ妥当な実費とする。
ｋ 診断書等の費用

必要かつ妥当な実費とする。

� 文書料
交通事故証明書等の発行に必要かつ妥当な実費とする。

� その他の費用
上記�から�以外の損害については、事故との相当因果関係の範囲内で、社会通念上必要かつ妥

当な実費とする。

２．休業損害
受傷により収入（専ら被保険者本人の労働の対価として得ているもの）の減少が生じた場合、減
収額に応じて支払うものとし、原則として下記の算式による。なお、被保険者が所属または勤務す
る企業等の損害は対象とならない。
� 有職者の場合

下記の算定方法による。ただし、１日あたりの収入額が５，７００円を下回る場合およびその額の立証
が困難な場合は、１日につき５，７００円とする。
対象休業日数は、実休業日数を基準とし、被保険者の傷害の態様、実治療日数等を勘案して治療
期間の範囲内で決定する。
ａ 給与所得者（原則として雇用主に対して労務を提供し、その対価として賃金等を得ている者をい
います。）
事故直前３か月間の月例給与等

９０日
×対象休業日数

� 事故直前３か月間の月例給与等は雇用主が作成した休業損害証明書における３か月の月例給与の
合計額（本給及び付加給）とする。ただし、事故前年度の源泉徴収票に記載された年収額から確認
される３か月相当分の額を限度とする。
� 賞与等について、現実に生じた収入の減少があればその額を含める。
� 本給の一部が支給されている場合については、上記金額から対象休業日数に対応する期間に対し
て現に支給された額を差し引く。
� 役員報酬は、原則として対象としない。ただし、専ら被保険者本人の労働の対価として得ている
給与と同一視しうるものは給与に含める。
ｂ 商・工・鉱業者・農林漁業者等事業所得者（原則として白色申告事業者または青色申告事業者を
いいます。）および家業従事者
事故前１か年間の収入額－必要経費

３６５日
×寄与率×対象休業日数

とする。
� 過去１年間の収入額および必要経費は、被保険者本人についての事故前１か年間の収入額および
必要経費とし、確定申告書または市町村による課税証明等の公的な税務資料により確認された額と
する。ただし、公的な税務資料による確認が困難である場合には、収入を証明するその他の資料に
基づき、付表	に定める年齢別平均給与額の年相当額を上限として決定する。
� 寄与率は、被保険者の収入が事業収入、同一事業に従事する家族総収入等として計上されている
場合には、総収入に対する本人の寄与している割合とする。
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ｃ 自由業者（報酬、料金または謝金により生計を営む者であって、開業医、弁護士、プロスポーツ
選手、芸能人、芸術家、保険代理店主、歩合制の外交員、著述業者、その他これに類する職種の者
をいう。）
事故前１か年間の収入額
（固定給を除く）

－必要経費

×対象休業日数
３６５日

とする。
過去１か年間の収入額、必要経費については、「ｂ商・工・鉱業者・農林漁業者等事業所得者（原
則として白色申告事業者または青色申告事業者をいいます。）および家業従事者」に準ずる。
ｄ アルバイト・パートタイマー
事故直前３か月間の月例給与等

９０日
×対象休業日数

とする。
� 就労日数が極めて少ない場合には、雇用契約書等の立証書類に基づき決定する。
� 休業日数が特定できない場合には、次の方法で対象休業日数を算出する。
事故直前３か月間の就労日数

９０日
×休業した期間の延べ日数

� 家業の手伝いを行っているが、上記ｂの家業従事者に該当する収入がない場合には、支払対象と
ならない。

� 家事従事者（年齢、性別を問わず、家事を専業にする者をいいます。以下同様とします。）の場合
現実に家事に従事できなかった日数に対して、１日につき５，７００円とする。

� 無職者、金利生活者、地主、家主、恩給、年金生活者、幼児、学生または生活保護法の被保険者
等の現実に労働の対価としての収入のない者の場合は支払対象とならない。

３．精神的損害
対象日数 入院１日につき８，４００円、通院１日につき４，２００円
入院対象日数は実際に入院治療を受けた日数とする。
通院対象日数は各期間区分ごとの総日数から入院対象日数を差し引いた日数の範囲内で、実治療
日数の２倍を上限として決定する。
ただし、各期間区分ごとの入院対象日数および通院対象日数にそれぞれ以下の割合を乗じて計算
する。なお、実治療日数には、被保険者が通院しない場合であっても、骨折の傷害を被った部位を
固定するために医師の治療により次のいずれかに該当するギプス等を常時装着したときは、その日
数を含みます。
ａ 長管骨（上腕骨、橈骨、尺骨、大腿骨、脛骨および腓骨をいいます。以下同様とします。）の骨折
または脊柱の骨折によるギプス等
ｂ 長管骨に接続する三大関節部分の骨折で長管骨部分も含めたギプス等

事故から３か月超６か月までの期間 ：７５％
事故から６か月超９か月までの期間 ：４５％
事故から９か月超１３か月までの期間 ：２５％
事故から１３か月超の期間 ：１５％

第２ 重大障害による損害

重大障害による損害は、逸失利益、精神的損害、将来の介護料およびその他の損害とする。なお、
重大障害の等級は別表傷－１１、年齢別平均給与額は付表Ⅲによる。

１．逸失利益

被保険者に重大障害が残存したことによって、労働能力を喪失した結果生じた得べかりし経済的
利益の損失とし、原則として、下記の�、�および�に従い次の算式で計算する。

収入額×労働能力喪失率×労働能力喪失期間に対応するライプニッツ係数

� 被保険者区分別逸失利益計算方法
ａ 家事従事者以外の有職者
下記のいずれか高い額とする。
� 現実収入額×労働能力喪失率×労働能力喪失期間に対応するライプニッツ係数
� 年齢別平均給与額の年相当額×労働能力喪失率×労働能力喪失期間に対応するライプニッツ係数

ただし、年齢別平均給与額が全年齢平均給与額を下回る場合で、労働能力喪失期間中の各年の年
齢別平均給与額のうち全年齢平均給与額を上回るものがあるときには、年齢別平均給与額の年相当
額に替えて全年齢平均給与額の年相当額とする。
ｂ 家事従事者および１８歳以上の学生
年齢別平均給与額の年相当額×労働能力喪失率×労働能力喪失期間に対応するライプニッツ係数
ただし、年齢別平均給与額が全年齢平均給与額を下回る場合で、労働能力喪失期間中の各年の年
齢別平均給与額のうち全年齢平均給与額を上回るものがあるときには、年齢別平均給与額の年相当
額に替えて全年齢平均給与額の年相当額とする。
ｃ 幼児および１８歳未満の学生
１８歳平均給与額の年相当額×労働能力喪失率×労働能力喪失期間に対応するライプニッツ係数
ただし、労働能力喪失期間中の各年の年齢別平均給与額のうち全年齢平均給与額を上回るものが
ある場合は、１８歳平均給与額の年相当額に替えて全年齢平均給与額の年相当額とする。
ｄ 身体・精神に特別異常がなく十分働く意思と能力を有している無職者
下記のいずれか高い額とする。
� １８歳平均給与額の年相当額×労働能力喪失率×労働能力喪失期間に対応するライプニッツ係数
� 年齢別平均給与額の年相当額の５０％×労働能力喪失率×労働能力喪失期間に対応するライプニッ
ツ係数

� 支払方法
下記ａの方法とする。ただし、下記「３．将来の介護料」の�において「�定期金による支払」の

規定に従い介護料を定期金として支払う場合にはｂの方法とすることができる。
ａ 一時金による支払

上記�の算式で算出した額を一時金として支払う。
ｂ 定期金による支払

重大障害の症状固定日から６ケ月毎に常に介護を要する状態が継続する限り、収入額に労働能力
喪失率を乗じた額を定期金として労働能力喪失期間支払う。なお、収入額は上記�のａからｄの被
保険者区分に従い決定する。
ただし、定期金の支払開始後に重大障害者が死亡した場合は、その死亡時の年齢をもとに次の算
式で算出した額を一時金として支払う。この場合、収入額は被保険者の重大障害の症状固定日時点
での上記�のａからｄの被保険者区分に従い、また、労働能力喪失期間は症状固定日時点での状況
等により決定する。

収入額×労働能力喪失期間から症状固定日以降生存していた期間を控除した期間に対応するライプニ
ッツ係数

� 収入額、労働能力喪失率・喪失期間、中間利息控除方法
上記�および�の算式における収入額、労働能力喪失率、労働能力喪失期間およびライプニッツ

係数は、下記のとおりとする。
ａ 収入額
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� 「現実収入額」は、事故前１か年間または重大障害確定前１か年間に労働の対価として得た収入
額のいずれか高い額とし、確定申告書または市町村による課税証明等の公的な税務資料により確認
された額とする。
なお、定年退職等の理由で将来の収入が現実収入を下回ると認められる場合には、収入減少後の
年収についてはその時点の年齢別平均給与額の年相当額または全年齢平均給与額の年相当額のうち
いずれか低い額によるものとする。
� 「年齢別平均給与額」、「１８歳平均給与額」および「全年齢平均給与額」は、付表Ⅲによる。
「年齢別平均給与額」は特段の断りがない限り、被保険者の症状固定時の年齢による。

ｂ 労働能力喪失率
障害の部位・程度、被保険者の年齢、現実の減収額、将来の収入の蓋然性等を勘案して決定する。
ただし、付表Ⅰに定める各等級に対応する喪失率を上限とする。
ｃ 労働能力喪失期間
障害の部位・程度、被保険者の年齢、現実の減収額、将来の収入の蓋然性等を勘案して決定する。
ただし、付表Ⅳに定める就労可能年数の範囲内とする。
ｄ ライプニッツ係数
労働能力喪失期間（年数）に対応するライプニッツ係数は、付表Ⅱによる。

２．精神的損害
重大障害等級別に下記の金額とする。
第１級 １，６００万円 第８級 ４００万円
第２級 １，３００万円 第９級 ３００万円
第３級 １，１００万円 第１０級 ２００万円
第４級 ９００万円 第１１級 １５０万円
第５級 ７５０万円 第１２級 １００万円
第６級 ６００万円 第１３級 ６０万円
第７級 ５００万円 第１４級 ４０万円

ただし、第１級、第２級および第３級に該当する者で、父母、配偶者、子のいずれかがいる場合
は、第１級２，０００万円、第２級１，５００万円、第３級１，２５０万円とする。

３．将来の介護料
将来の介護料は重大障害の症状固定後に生ずる看護または監視にかかわる費用とし、下記のとお
り算定する。
� 重大障害別等級第１級３号または４号に該当する重大障害者で、かつ、終日寝たきり、四肢の麻
痺または知的機能の低下により、常に介護を要すると認められる場合
ａ 介護料
１か月につき１６万円とする。

ｂ 支払方法
原則として下記�による。ただし、障害の態様、医師の診断等に照らし、当会社が一時金による
支払が妥当と認める場合には、�による。
� 定期金による支払
重大障害の症状固定日から６か月毎に、常に介護を要する状態が継続する限り、介護料を定期
金として支払う。
� 一時金による支払
介護料に介護期間に対応するライプニッツ係数を乗じて算出した額を一時金として支払う。

ｃ 介護期間
障害の態様、医師の診断等を勘案し、付表�に定める平均余命の範囲内で決定する。

ｄ ライプニッツ係数
介護期間に対応するライプニッツ係数は、付表�による。

� 重大障害別等級第１級、第２級、第３級３号または４号に該当する重大障害者で、かつ、随時介
護を要すると認められる場合
ａ 介護料

１か月につき、８万円とする。
ｂ 支払方法

介護料に介護期間に対応するライプニッツ係数を乗じて算出した額を一時金として支払う。
ｃ 介護期間

障害の態様、医師の診断等を勘案し、付表Ⅴに定める平均余命の範囲内で決定する。
ｄ ライプニッツ係数

介護期間に対応するライプニッツ係数は、付表Ⅱによる。

４．その他の損害
上記１．から３．以外の重大障害による損害は、社会通念上必要かつ妥当な実費とし、５００万円を
限度とする。

第３ 死亡による損害

死亡による損害は、葬祭費、逸失利益、精神的損害およびその他の損害とする。

１．葬祭費
６０万円とする。ただし、立証資料等により６０万円を超えることが明らかな場合は、１００万円を限度
に、実費とする。

２．逸失利益
被保険者が死亡したことによって、労働能力を喪失した結果生じた得べかりし経済的利益の損失
（年金および恩給を除く）とし、下記の�および�に従い次の算式で計算する。
（収入額－生活費）×就労可能年数に対応するライプニッツ係数
� 被保険者区分別逸失利益計算方法
ａ 家事従事者以外の有職者

下記のいずれか高い額とする。
� （現実収入額－生活費）×就労可能年数に対応するライプニッツ係数
� （年齢別平均給与額の年相当額－生活費）×就労可能年数に対応するライプニッツ係数

ただし、年齢別平均給与額が全年齢平均給与額を下回る場合で、労働能力喪失期間中の各年の年
齢別平均給与額のうち全年齢平均給与額を上回るものがあるときには、年齢別平均給与額の年相当
額に替えて全年齢平均給与額の年相当額とする。
ｂ 家事従事者および１８歳以上の学生

（年齢別平均給与額の年相当額－生活費）× 就労可能年数に対応するライプニッツ係数

ただし、年齢別平均給与額が全年齢平均給与額を下回る場合で、労働能力喪失期間中の各年の年
齢別平均給与額のうち全年齢平均給与額を上回るものがあるときには、年齢別平均給与額の年相当
額に替えて全年齢平均給与額の年相当額とする。
ｃ 幼児および１８歳未満の学生

（全年齢平均給与額の年相当額－生活費）× 就労可能年数に対応するライプニッツ係数

ｄ 上記ａ、ｂ、ｃ以外の者で身体および精神に特別異常がなく十分働く意思と能力を有している無
職者
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障 害 等 級 労働能力喪失率

第１級
第２級
第３級
第４級
第５級
第６級
第７級
第８級
第９級
第１０級
第１１級
第１２級
第１３級
第１４級

１００／１００
１００／１００
１００／１００
９２／１００
７９／１００
６７／１００
５６／１００
４５／１００
３５／１００
２７／１００
２０／１００
１４／１００
９／１００
５／１００

下記のいずれか高い額とする。
� （１８歳平均給与額の年相当額－生活費）×就労可能年数に対応するライプニッツ係数

� （年齢別平均給与額の年相当額の５０％－生活費）×就労可能年数に対応するライプニッツ係数

� 収入額、生活費、就労可能年数、中間利息控除方法
上記�の算式における収入額、生活費、就労可能年数、ライプニッツ係数は、下記のとおりとす
る。
ａ 収入額
� 「現実収入額」は、事故前１か年間に労働の対価として得た収入額とし、確定申告書または市町
村による課税証明等の公的な税務資料により確認された額とする。
なお、定年退職等の理由で将来の収入が現実収入を下回ると認められる場合には、収入減少後の
年収についてはその時点の年齢別平均給与額の年相当額または全年齢平均給与額の年相当額のうち
いずれか低い額によるものとする。
� 「年齢別平均給与額」、「１８歳平均給与額」および「全年齢平均給与額」は付表Ⅲによる。
「年齢別平均給与額」は特段の断りがない限り、被保険者の症状固定時の年齢による。

ｂ 生活費
生活費は、被扶養者の人数に応じて、収入額に対する下記の割合の額とする。

� 被扶養者がない場合 ５０％
� 被扶養者が１人の場合 ４０％
� 被扶養者が２人の場合 ３５％
� 被扶養者が３人以上の場合 ３０％
「被扶養者」とは被保険者に現実に扶養されていた者をいう。

ｃ 就労可能年数
就労可能年数は、付表Ⅳによる。

ｄ ライプニッツ係数
就労可能年数に対応するライプニッツ係数は、付表Ⅳによる。

３．精神的損害
被保険者の属性別に下記の金額とする。
被保険者が一家の支柱である場合 ２，０００万円
被保険者が６５歳以上の者である場合 １，５００万円
被保険者が上記以外の場合 １，６００万円

４．その他の損害
上記１．から３．以外の死亡による損害は、社会通念上必要かつ妥当な実費とする。

付表� 労働能力喪失率表
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期 間 ライプニッツ係数 期 間 ライプニッツ係数

年
１
２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２
１３
１４
１５
１６
１７
１８
１９
２０
２１
２２
２３
２４
２５
２６
２７
２８
２９
３０
３１
３２
３３
３４
３５
３６
３７
３８
３９
４０
４１
４２
４３
４４
４５

０．９５２
１．８５９
２．７２３
３．５４６
４．３２９
５．０７６
５．７８６
６．４６３
７．１０８
７．７２２
８．３０６
８．８６３
９．３９４
９．８９９
１０．３８０
１０．８３８
１１．２７４
１１．６９０
１２．０８５
１２．４６２
１２．８２１
１３．１６３
１３．４８９
１３．７９９
１４．０９４
１４．３７５
１４．６４３
１４．８９８
１５．１４１
１５．３７２
１５．５９３
１５．８０３
１６．００３
１６．１９３
１６．３７４
１６．５４７
１６．７１１
１６．８６８
１７．０１７
１７．１５９
１７．２９４
１７．４２３
１７．５４６
１７．６６３
１７．７７４

年
４６
４７
４８
４９
５０
５１
５２
５３
５４
５５
５６
５７
５８
５９
６０
６１
６２
６３
６４
６５
６６
６７
６８
６９
７０
７１
７２
７３
７４
７５
７６
７７
７８
７９
８０
８１
８２
８３
８４
８５
８６
８７
８８
８９
９０

１７．８８０
１７．９８１
１８．０７７
１８．１６９
１８．２５６
１８．３３９
１８．４１８
１８．４９３
１８．５６５
１８．６３３
１８．６９９
１８．７６１
１８．８２０
１８．８７６
１８．９２９
１８．９８０
１９．０２９
１９．０７５
１９．１１９
１９．１６１
１９．２０１
１９．２３９
１９．２７５
１９．３１０
１９．３４３
１９．３７４
１９．４０４
１９．４３２
１９．４５９
１９．４８５
１９．５０９
１９．５３３
１９．５５５
１９．５７６
１９．５９６
１９．６１６
１９．６３４
１９．６５１
１９．６６８
１９．６８４
１９．６９９
１９．７１３
１９．７２７
１９．７４０
１９．７５２

年 齢 男 子 女 子 年 齢 男 子 女 子

歳

全年齢
１８
１９
２０
２１
２２
２３
２４
２５
２６
２７
２８
２９
３０
３１
３２
３３
３４
３５
３６
３７
３８
３９
４０
４１
４２

円

４１５，４００
１８７，４００
１９９，８００
２１９，８００
２３９，８００
２５９，８００
２７２，８００
２８５，９００
２９８，９００
３１２，０００
３２５，０００
３３７，３００
３４９，６００
３６１，８００
３７４，１００
３８６，４００
３９８，０００
４０９，６００
４２１，３００
４３２，９００
４４４，５００
４５０，５００
４５６，６００
４６２，６００
４６８，６００
４７４，７００

円

２７５，１００
１６９，６００
１７５，８００
１９３，８００
２１１，９００
２３０，０００
２３８，７００
２４７，４００
２５６，０００
２６４，７００
２７３，４００
２７８，８００
２８４，１００
２８９，４００
２９４，７００
３００，１００
３０１，９００
３０３，７００
３０５，５００
３０７，３００
３０９，１００
３０７，９００
３０６，８００
３０５，６００
３０４，５００
３０３，３００

歳

４３
４４
４５
４６
４７
４８
４９
５０
５１
５２
５３
５４
５５
５６
５７
５８
５９
６０
６１
６２
６３
６４
６５
６６
６７
６８～

円

４７８，３００
４８２，０００
４８５，６００
４８９，３００
４９２，９００
４９５，５００
４９８，１００
５００，７００
５０３，３００
５０５，８００
５００，７００
４９５，５００
４９０，３００
４８５，２００
４８０，０００
４５５，４００
４３０，９００
４０６，３００
３８１，７００
３５７，２００
３５０，１００
３４３，０００
３３６，０００
３２８，９００
３２１，８００
３１４，８００

円

３０１，０００
２９８，８００
２９６，５００
２９４，３００
２９２，０００
２９１，８００
２９１，７００
２９１，６００
２９１，４００
２９１，３００
２８８，５００
２８５，６００
２８２，８００
２８０，０００
２７７，２００
２６９，０００
２６０，９００
２５２，７００
２４４，５００
２３６，４００
２３６，４００
２３６，４００
２３６，５００
２３６，５００
２３６，５００
２３６，６００

付表Ⅱ ライプニッツ係数表

（注）幼児および１８歳未満の学生・無職者の重大障害による逸失利益を算定するに当たり，労働能力
喪失期間の終期が１８歳を超える場合の係数は，終期までの年数に対応する係数から就労の始期
（１８歳）までの年数に対応する係数を差し引いて算出する。
（例）１０歳，労働能力喪失期間（年数）２０年の場合

１２．４６２（２０年の係数）－６．４６３（８年の係数）＝５．９９９

付表� 年齢別平均給与額・全年齢平均給与額表（平均月額）
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年 齢
幼児・学生・働く意思と能力を有する者 有 職 者

就労可能年数 ライプニッツ係数 就労可能年数 ライプニッツ係数

歳
０
１
２
３
４
５
６
７
８
９
１０
１１
１２
１３
１４
１５
１６
１７

年
４９
４９
４９
４９
４９
４９
４９
４９
４９
４９
４９
４９
４９
４９
４９
４９
４９
４９

７．５４９
７．９２７
８．３２３
８．７３９
９．１７６
９．６３５
１０．１１７
１０．６２３
１１．１５４
１１．７１２
１２．２９７
１２．９１２
１３．５５８
１４．２３６
１４．９４７
１５．６９５
１６．４８０
１７．３０４

年
６７
６６
６５
６４
６３
６２
６１
６０
５９
５８
５７
５６
５５
５４
５３
５２
５１
５０

１９．２３９
１９．２０１
１９．１６１
１９．１１９
１９．０７５
１９．０２９
１８．９８０
１８．９２９
１８．８７６
１８．８２０
１８．７６１
１８．６９９
１８．６３３
１８．５６５
１８．４９３
１８．４１８
１８．３３９
１８．２５６

年齢 就労可能年数 ライプニッツ係数 年齢 就労可能年数 ライプニッツ係数

歳
１８
１９
２０
２１
２２
２３
２４
２５
２６
２７
２８
２９
３０
３１
３２
３３
３４
３５
３６
３７
３８
３９
４０
４１
４２
４３
４４
４５
４６
４７
４８
４９
５０
５１
５２
５３
５４
５５
５６
５７

年
４９
４８
４７
４６
４５
４４
４３
４２
４１
４０
３９
３８
３７
３６
３５
３４
３３
３２
３１
３０
２９
２８
２７
２６
２５
２４
２３
２２
２１
２０
１９
１８
１７
１６
１５
１４
１３
１３
１２
１２

１８．１６９
１８．０７７
１７．９８１
１７．８８０
１７．７７４
１７．６６３
１７．５４６
１７．４２３
１７．２９４
１７．１５９
１７．０１７
１６．８６８
１６．７１１
１６．５４７
１６．３７４
１６．１９３
１６．００３
１５．８０３
１５．５９３
１５．３７２
１５．１４１
１４．８９８
１４．６４３
１４．３７５
１４．０９４
１３．７９９
１３．４８９
１３．１６３
１２．８２１
１２．４６２
１２．０８５
１１．６９０
１１．２７４
１０．８３８
１０．３８０
９．８９９
９．３９４
９．３９４
８．８６３
８．８６３

歳
５８
５９
６０
６１
６２
６３
６４
６５
６６
６７
６８
６９
７０
７１
７２
７３
７４
７５
７６
７７
７８
７９
８０
８１
８２
８３
８４
８５
８６
８７
８８
８９
９０
９１
９２
９３
９４
９５
９６
９７～

年
１１
１１
１１
１０
１０
９
９
９
８
８
８
７
７
７
６
６
６
５
５
５
５
４
４
４
４
３
３
３
３
３
３
２
２
２
２
２
２
２
２
２

８．３０６
８．３０６
８．３０６
７．７２２
７．７２２
７．１０８
７．１０８
７．１０８
６．４６３
６．４６３
６．４６３
５．７８６
５．７８６
５．７８６
５．０７６
５．０７６
５．０７６
４．３２９
４．３２９
４．３２９
４．３２９
３．５４６
３．５４６
３．５４６
３．５４６
２．７２３
２．７２３
２．７２３
２．７２３
２．７２３
２．７２３
１．８５９
１．８５９
１．８５９
１．８５９
１．８５９
１．８５９
１．８５９
１．８５９
１．８５９

付表� 死亡時の年齢別就労可能年数およびライプニッツ係数表

〔１〕１８歳未満の者に適用する表

（注）幼児・１８歳未満の学生および働く意思と能力を有する者（有職者・家事従事者、１８歳以上の学生
以外）の場合の就労可能年数およびライプニッツ係数は、下記（例）に準じて算出する。

（例）３歳の幼児
� 就労の終期（６７歳）までの年数６４年（６７年－３年）に対応する係数 １９．１１９
� 就労の始期（１８歳）までの年数１５年（１８年－３年）に対応する係数 １０．３８０
� 就労可能年数４９年（６４年－１５年）
� 適用する係数 ８．７３９ （１９．１１９－１０．３８０）

〔２〕１８歳以上の者に適用する表



４５

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 ６歳 ７歳 ８歳 ９歳

男 ７６．３８ ７５．７３ ７４．７８ ７３．８２ ７２．８５ ７１．８７ ７０．８８ ６９．９０ ６８．９２ ６７．９３

女 ８２．８５ ８２．１７ ８１．２１ ８０．２５ ７９．２７ ７８．２９ ７７．３０ ７６．３１ ７５．３３ ７４．３４

１０歳 １１歳 １２歳 １３歳 １４歳 １５歳 １６歳 １７歳 １８歳 １９歳

男 ６６．９４ ６５．９５ ６４．９７ ６３．９８ ６２．９９ ６２．００ ６１．０２ ６０．０５ ５９．０８ ５８．１２

女 ７３．３４ ７２．３５ ７１．３６ ７０．３７ ６９．３８ ６８．３９ ６７．４０ ６６．４２ ６５．４３ ６４．４５

２０歳 ２１歳 ２２歳 ２３歳 ２４歳 ２５歳 ２６歳 ２７歳 ２８歳 ２９歳

男 ５７．１６ ５６．２１ ５５．２５ ５４．２９ ５３．３３ ５２．３７ ５１．４０ ５０．４４ ４９．４８ ４８．５１

女 ６３．４６ ６２．４８ ６１．５０ ６０．５２ ５９．５４ ５８．５６ ５７．５７ ５６．５９ ５５．６１ ５４．６３

３０歳 ３１歳 ３２歳 ３３歳 ３４歳 ３５歳 ３６歳 ３７歳 ３８歳 ３９歳

男 ４７．５５ ４６．５９ ４５．６２ ４４．６６ ４３．７０ ４２．７４ ４１．７８ ４０．８２ ３９．８７ ３８．９１

女 ５３．６５ ５２．６７ ５１．６９ ５０．７２ ４９．７４ ４８．７７ ４７．７９ ４６．８２ ４５．８５ ４４．８８

４０歳 ４１歳 ４２歳 ４３歳 ４４歳 ４５歳 ４６歳 ４７歳 ４８歳 ４９歳

男 ３７．９６ ３７．０２ ３６．０８ ３５．１４ ３４．２１ ３３．２８ ３２．３６ ３１．４５ ３０．５５ ２９．６５

女 ４３．９１ ４２．９５ ４１．９９ ４１．０３ ４０．０７ ３９．１２ ３８．１８ ３７．２３ ３６．３０ ３５．３６

５０歳 ５１歳 ５２歳 ５３歳 ５４歳 ５５歳 ５６歳 ５７歳 ５８歳 ５９歳

男 ２８．７５ ２７．８７ ２６．９９ ２６．１２ ２５．２６ ２４．４１ ２３．５６ ２２．７２ ２１．８９ ２１．０８

女 ３４．４３ ３３．５０ ３２．５８ ３１．６５ ３０．７４ ２９．８２ ２８．９１ ２８．００ ２７．１０ ２６．２０

６０歳 ６１歳 ６２歳 ６３歳 ６４歳 ６５歳 ６６歳 ６７歳 ６８歳 ６９歳

男 ２０．２８ １９．４９ １８．７２ １７．９６ １７．２１ １６．４８ １５．７６ １５．０４ １４．３４ １３．６５

女 ２５．３１ ２４．４２ ２３．５４ ２２．６７ ２１．８０ ２０．９４ ２０．０９ １９．２４ １８．４０ １７．５８

７０歳 ７１歳 ７２歳 ７３歳 ７４歳 ７５歳 ７６歳 ７７歳 ７８歳 ７９歳

男 １２．９７ １２．３０ １１．６５ １１．０２ １０．４０ ９．８１ ９．２３ ８．６７ ８．１４ ７．６２

女 １６．７６ １５．９５ １５．１６ １４．３８ １３．６２ １２．８８ １２．１６ １１．４５ １０．７７ １０．１１

８０歳 ８１歳 ８２歳 ８３歳 ８４歳 ８５歳 ８６歳 ８７歳 ８８歳 ８９歳

男 ７．１３ ６．６７ ６．２３ ５．８１ ５．４２ ５．０５ ４．７１ ４．４０ ４．１１ ３．８４

女 ９．４７ ８．８６ ８．２７ ７．７１ ７．１７ ６．６７ ６．２０ ５．７７ ５．３６ ４．９９

９０歳 ９１歳 ９２歳 ９３歳 ９４歳 ９５歳 ９６歳 ９７歳 ９８歳 ９９歳

男 ３．５８ ３．３５ ３．１４ ２．９５ ２．７７ ２．６０ ２．４４ ２．３０ ２．１６ ２．０４

女 ４．６４ ４．３３ ４．０４ ３．７８ ３．５４ ３．３３ ３．１４ ２．９６ ２．８０ ２．６５

１００歳 １０１歳 １０２歳 １０３歳 １０４歳 １０５歳 １０６歳 １０７歳 １０８歳 １０９歳

男 １．９２ １．８１ １．７１ １．６１ １．５２ １．４４ １．３６ １．２８ １．２１ １．１５

女 ２．５１ ２．３８ ２．２６ ２．１６ ２．０５ １．９６ １．８７ １．７９ １．７１ １．６４

１１０歳 １１１歳 １１２歳 １１３歳 １１４歳 １１５歳

男 １．０９ ― ― ― ― ―

女 １．５７ １．５０ １．４４ １．３９ １．３３ １．２８

付表Ⅴ 第１８回生命表による平均余命
（単位：年）

別表 傷－１３
保険金支払額基準

以下の給付金の規定に従い、傷害一時金払保険金として支払います。

１ 傷害治療給付金
医師の治療を要した場合で、病院または診療所に入院または通院した治療日数（通院した治療日
数には、医師による往診日数を含みます。以下「治療日数」といいます。）の合計が１日以上５日未
満となったときに、傷害治療給付金として１回の事故につき１万円を支払います。
２ 傷害入通院給付金

治療日数の合計が５日以上（５日目の入院または通院の日が事故の発生の日からその日を含めて
１８０日以内の場合に限ります。）となった場合に、傷害入通院給付金として１回の事故につき５万円
を支払います。ただし、被保険者が被った傷害が次の各号に該当する症状の場合は、傷害入通院給
付金の額を各号に定められた額とします。
� 手指・足指を除く部位の骨折・脱臼・神経損傷・神経断裂、上肢・下肢（手指・足指を除く）
の腱・筋・靭帯の損傷・断裂………………………………………………………………………１５万円
� 上肢・下肢（手指・足指を除く）の欠損・切断、眼球の内出血・血腫・破裂……………２５万円
� 脳挫傷・脳挫創等の脳損傷、頭蓋内血腫（頭蓋内出血を含む）、頸髄損傷、脊髄損傷、胸腹部臓
器等の破裂・損傷……………………………………………………………………………………５０万円



４６

項目 全面的介助状態 部分的介助状態

１．入浴

次のいずれかに該当する。
�一般家庭用浴槽に出入りする際に、
介護者に抱えられたり、リフト等の
機器を用いることが必要である。

�洗身（浴室内でスポンジや手拭い等
に石鹸等を付けて全身を洗うこと）
を全て介護者が行っている。

次のいずれかに該当する。
�一般家庭用浴槽に出入りする際に、
介護者が支えたり手を貸したりする
ことが必要である。

�洗身の際に、介護者が石鹸等をつけ
て体の一部を洗ったりすることが必
要である。

２．排せつ

次のいずれかに該当する。
�おむつ等を使用している。
�身体の汚れた部分を拭くことを含め、
排せつにかかわる全ての介助を介護
者が行っている。

次のいずれかに該当する。
�排せつ後、自分では身体の汚れた部
分の拭き取りができないか、できて
も不充分なため介護者が拭き取る等
の援助を行っている。

�排せつ時に介護者が紙の用意をした
り、便器まわりを汚した場合に掃除
を行う等の援助を行っている。

３．身の回り

次のいずれかに該当する。
�歯磨き等を自分では全くできない。
�洗顔を自分では全くできない。
�整髪を自分では全くできない。
�つめ切りを自分では全くできない。

次のいずれかに該当する。
�歯磨き等を行う際に、介護者が歯ブ
ラシやうがい用の水を用意する、歯
磨き粉を歯ブラシにつける等の介助
が必要である。

�洗顔を行う際に、介護者がタオルを
用意する等の介助が必要である。

�整髪を行う際に、介護者がくしやブ
ラシを用意する等の介助が必要であ
る。

�つめ切りを行う際に、介護者がつめ
切りを用意する、一部のつめは切る
等の介助が必要である。

４．衣類着脱

次のいずれかに該当する。
�ボタンのかけはずしを自分では全く
できない。

�上衣の着脱を自分では全くできない。
�ズボン、パンツ等の着脱を自分では
全くできない。

�靴下の着脱を自分では全くできない。

次のいずれかに該当する。
�ボタンのかけはずしの一部は自分で
できるが、何らかの介助が必要であ
る。

�上衣の着脱の一部は自分でできるが、
介護者が常に上衣を持っている、麻
痺側の腕のみ着せる等の介助が必要
である。

�ズボン、パンツ等の着脱の途中まで
は自分でできるが、最後に介護者が
上まで上げる等の介助が必要である。

�靴下の着脱の一部は自分でできるが、
介護者が靴下を丸める、つま先だけ
はかせる等の介助が必要である。

問 題 行 動

１．ひどい物忘れがある。

２．まわりのことに関心を示さないことがある。

３．実際は盗られていないものを盗られたという等、被害的になることがある。

４．作り話を周囲に言いふらすことがある。

５．実際にないものが見えたり、聞こえることがある。

６．泣いたり、笑ったりして感情が不安定になることがある。

７．夜間不眠あるいは昼夜の逆転がある。

８．暴言や暴行のいずれかあるいは両方が現れることがある。

９．しつこく同じ話をしたり、周囲に不快な音をたてることがある。

１０．周囲に迷惑となるような大声を出すことがある。

１１．介護者の助言や介護に抵抗することがある。

１２．目的もなく動き回ることがある。

１３．自分がどこにいるかわからず、「家に帰る」等と言い落ち着きがなくなることがある。

１４．外出すると自室や自宅に戻れなくなることがある。

１５．１人で外に出たがり目が離せないことがある。

１６．いろいろなものを集めたり、無断で持ってくることがある。

１７．火の始末や火元の管理ができないことがある。

１８．物や衣類を壊したり、破いたりすることがある。

１９．排せつ物を意図的に弄んだり、尿を撒き散らすことがある。

２０．食べられないものを口に入れることがある。

２１．周囲が迷惑している性的行動がある。

別表 疾－１ 別表 疾－２

別表 疾－３
第４章疾病条項第４条（保険金を支払わない場合－その２）第１号の運動等とは、次に掲げるもの
をいいます。
山岳登はん（ピッケル、アイゼン、ザイル、ハンマー等の登山用具を使用するもの）、リュージュ、

ボブスレー、スケルトン、航空機（グライダーおよび飛行船を除きます。）操縦（ただし、職務として
操縦する場合を除きます。）、スカイダイビング、ハンググライダー搭乗、超軽量動力機（モーターハ
ンググライダー、マイクロライト機、ウルトラライト機等をいい、パラシュート型超軽量動力機を除
きます。この場合において、パラシュート型超軽量動力機とはパラプレーン等をいいます。）搭乗、ジ
ャイロプレーン搭乗その他これらに類する危険な運動

別表 疾－４
第４章疾病条項第４条（保険金を支払わない場合－その２）第２号の職業とは、次に掲げるものを
いいます。
オートテスター（テストライダー）、オートバイ競争選手、自動車競争選手、自転車競争選手、モー
ターボート競争選手、猛獣取扱者（動物園の飼育係を含みます。）、プロボクサー、プロレスラー、ロ
ーラーゲーム選手（レフリーを含みます。）、力士その他これらと同程度またはそれ以上の危険を有す
る職業



４７

手術番号 手 術 の 種 類 給付倍率

§皮膚・乳房の手術
１．植皮術（２５�未満は除く。）
２．乳房切断術

§筋骨の手術（抜釘術は除く。）
３．骨移植術
４．骨髄炎・骨結核手術（膿瘍の単なる切開は除く。）
５．頭蓋骨観血手術（鼻骨・鼻中隔を除く。）
６．鼻骨観血手術（鼻中隔弯曲症手術を除く。）
７．上顎骨・下顎骨・顎関節観血手術（歯・歯肉の処置に伴うものを除く。）
８．脊椎・骨盤観血手術
９．鎖骨・肩胛骨・肋骨・胸骨観血手術
１０．四肢切断術（手指・足指を除く。）
１１．切断四肢再接合術（骨・関節の離断に伴うもの。）
１２．四肢骨・四肢関節観血手術（手指・足指を除く。）
１３．筋・腱・靱帯観血手術（手指・足指を除く。筋炎・結節腫・粘液腫手術

は除く。）

§呼吸器・胸部の手術
１４．慢性副鼻腔炎根本手術
１５．喉頭全摘除術
１６．気管・気管支・肺・胸膜手術（開胸術を伴うもの。）
１７．胸郭形成術
１８．縦隔腫瘍摘出術

§循環器・脾の手術
１９．観血的血管形成術（血液透析用外シャント形成術を除く。）
２０．静脈瘤根本手術
２１．大動脈・大静脈・肺動脈・冠動脈手術（開胸・開腹術を伴うもの。）
２２．心膜切開・縫合術
２３．直視下心臓内手術
２４．体内用ペースメーカー埋込術
２５．脾摘除術

§消化器の手術
２６．耳下腺腫瘍摘出術
２７．顎下腺腫瘍摘出術
２８．食道離断術
２９．胃切除術
３０．その他の胃・食道手術（開胸・開腹術を伴うもの。）
３１．腹膜炎手術
３２．肝臓・胆嚢・胆道・膵臓観血手術
３３．ヘルニア根本手術

２０
２０

２０
２０
２０
１０
２０
２０
１０
２０
２０
１０
１０

１０
２０
２０
２０
４０

２０
１０
４０
２０
４０
２０
２０

２０
１０
４０
４０
２０
２０
２０
１０

手術番号 手 術 の 種 類 給付倍率

３４．虫垂切除術・盲腸縫縮術
３５．直腸脱根本手術
３６．その他の腸・腸間膜手術（開腹術を伴うもの。）
３７．痔瘻・脱肛・痔核根本手術（根治を目的としたもので、処置・単なる痔

核のみの手術は除く。）

§尿・性器の手術
３８．腎移植手術（受容者に限る。）
３９．腎臓・腎盂・尿管・膀胱・観血手術（経尿道的操作は除く。）
４０．尿道狭窄観血手術（経尿道的操作は除く。）
４１．尿瘻閉鎖観血手術（経尿道的操作は除く。）
４２．陰茎切断術
４３．睾丸・副睾丸・精管・精索・精嚢・前立腺手術
４４．陰嚢水腫根本手術
４５．子宮広汎全摘除術（単純子宮全摘などの子宮全摘除術は除く。）
４６．子宮頸管形成術・子宮頸管縫縮術
４７．帝王切開娩出術
４８．子宮外妊娠手術
４９．子宮脱・膣脱手術
５０．その他の子宮手術（子宮頸管ポリープ切除術・人工妊娠中絶術を除く。）
５１．卵管・卵巣観血手術（経膣的操作は除く。）
５２．その他の卵管・卵巣手術

§内分泌器の手術
５３．下垂体腫瘍摘除術
５４．甲状腺手術
５５．副腎全摘除術

§神経の手術
５６．頭蓋内観血手術
５７．神経観血手術（形成術・移植術・切除術・減圧術・開放術・捻除術。）
５８．観血的脊髄腫瘍摘出手術
５９．脊髄硬膜内外観血手術

§感覚器・視器の手術
６０．眼瞼下垂症手術
６１．涙小管形成術
６２．涙嚢鼻腔吻合術
６３．結膜嚢形成術
６４．角膜移植術
６５．観血的前房・虹彩・硝子体・眼窩内異物除去術
６６．虹彩前後癒着剥離術
６７．緑内障観血手術
６８．白内障・水晶体観血手術
６９．硝子体観血手術

１０
２０
２０
１０

４０
２０
２０
２０
４０
２０
１０
４０
１０
１０
２０
２０
２０
２０
１０

４０
２０
２０

４０
２０
４０
２０

１０
１０
１０
１０
１０
１０
１０
２０
２０
１０

別表 疾－５
「手術」とは、治療を直接の目的として、器具を用い、生体に切断、摘除などの操作を加えること
をいい、下表の手術番号１～８８を指します。吸引、穿刺などの処置および神経ブロックは除きます。
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手術番号 手 術 の 種 類 給付倍率

７０．網膜剥離症手術
７１．レーザー・冷凍凝固による眼球手術（施術の開始日から６０日の間に１回

の給付を限度とする。）
７２．眼球摘除術・組織充填術
７３．眼窩腫瘍摘出術
７４．眼筋移植術

§感覚器・聴器の手術
７５．観血的鼓膜・鼓室形成術
７６．乳様洞削開術
７７．中耳根本手術
７８．内耳観血手術
７９．聴神経腫瘍摘出術

§悪性新生物の手術
８０．悪性新生物根治手術
８１．悪性新生物温熱療法（施術の開始日から６０日の間に１回の給付を限度と

する。）
８２．その他の悪性新生物手術

§上記以外の手術
８３．上記以外の開頭術
８４．上記以外の開胸術
８５．上記以外の開腹術
８６．衝撃波による体内結石破砕術（施術の開始日から６０日の間に１回の給付

を限度とする。）
８７．ファイバースコープまたは血管・バスケットカテーテルによる脳・喉頭

・胸・腹部臓器手術（検査・処置は含まない。施術の開始日から６０日の
間に１回の給付を限度とする。）

§新生物根治放射線照射
８８．新生物根治放射線照射（５，０００ラド以上の照射で、施術の開始日から６０日

の間に１回の給付を限度とする。）

１０
１０

２０
２０
１０

２０
１０
２０
２０
４０

４０
１０

２０

２０
２０
１０
２０

１０

１０

疾 病 名 疾 病 の 定 義

１．悪性新生
物

悪性腫瘍細胞の存在、組織の無制限かつ浸潤破壊的増殖で特徴付けられる疾病
（ただし、上皮内癌、および皮膚の悪性黒色腫以外の皮膚癌を除く）とし、かつ、
平成６年１０月１２日総務庁告示第７５号に基づく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾
病、傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－１０（２００３年版）準拠」に記載された分
類項目中、下記の基本分類コードに規定される内容によるものをいいます。
ア．口唇、口腔および咽頭の悪性新生物…基本分類コードＣ００～Ｃ１４
イ．消化器の悪性新生物…基本分類コードＣ１５～Ｃ２６
ウ．呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物…基本分類コードＣ３０～Ｃ３９
エ．骨および関節軟骨の悪性新生物…基本分類コードＣ４０～Ｃ４１
オ．皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物（Ｃ４３～Ｃ４４）のうち、
・皮膚の悪性黒色腫…基本分類コード Ｃ４３

カ．中皮および軟部組織の悪性新生物…基本分類コードＣ４５～Ｃ４９
キ．乳房の悪性新生物…基本分類コードＣ５０
ク．女性生殖器の悪性新生物…基本分類コードＣ５１～Ｃ５８
ケ．男性生殖器の悪性新生物…基本分類コードＣ６０～Ｃ６３
コ．腎尿路の悪性新生物…基本分類コードＣ６４～Ｃ６８
サ．眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物…基本分類コードＣ
６９～Ｃ７２
シ．甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物…基本分類コードＣ７３～Ｃ７５
ス．部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物…基本分類コードＣ７６
～Ｃ８０
セ．リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物…基本分類コードＣ８１
～Ｃ９６
ソ．独立した（原発性）多部位の悪性新生物…基本分類コードＣ９７

２．急性心筋
梗塞

冠状動脈の閉塞または急激な血液供給の減少により、その関連部分の心筋が壊
死に陥った疾病であり、原則として以下の３項目を満たす疾病とし、かつ、平成
６年１０月１２日総務庁告示第７５号に基づく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、
傷害および死因統計分類提要ＩＣＤ－１０（２００３年版）準拠」に記載された分類項
目中、虚血性心疾患（Ｉ２０～Ｉ２５）のうち「急性心筋梗塞…基本分類コード Ｉ
２１」および「再発性心筋梗塞…基本分類コード Ｉ２２」に規定される内容による
ものをいいます。
ア．典型的な胸部痛の病歴
イ．新たに生じた典型的な心電図の梗塞性変化
ウ．心筋細胞逸脱酵素の一時的上昇

３．脳卒中 脳血管の異常（脳組織の梗塞、出血、ならびに頭蓋外部からの塞栓が含まれる）
により血管の循環が急激に障害されることによって、２４時間以上持続する中枢神
経系の脱落症状を引き起こした疾病とし、かつ、平成６年１０月１２日総務庁告示第
７５号に基づく厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計分類
提要ＩＣＤ－１０（２００３年版）準拠」に記載された分類項目中、下記の基本分類コ
ードに規定される内容によるものをいいます。
脳血管疾患（Ｉ６０～Ｉ６９）のうち、
・くも膜下出血…基本分類コード Ｉ６０
・脳内出血…基本分類コード Ｉ６１
・脳梗塞…基本分類コード Ｉ６３

別表 疾－６
対象となる悪性新生物、急性心筋梗塞、脳卒中とは、下表によって定義づけられる疾病とします。
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新生物の性状を表す第５桁コード

悪性新生物

コード番号
／３ 悪性、原発部位
／６ 悪性、転移部位

悪性、続発部位
／９ 悪性、原発部位又は転移部位の別不詳

対象とする疾病の範囲は、平成６年１０月１２日総務庁告示第７５号に定められた分類項目中下記の
ものとし、分類項目の内容については、「厚生省大臣官房統計情報部編、疾病、傷害および死因
統計分類提要、ＩＣＤ‐１０準拠」によるものとします。

疾 病 名 分 類 項 目 基本分類コード

� 脳血管疾患 脳血管疾患 Ｉ６０～Ｉ６９

� 心疾患 慢性リウマチ性心疾患
虚血性心疾患
肺性心疾患および肺循環疾患
その他の型の心疾患

Ｉ０５～Ｉ０９
Ｉ２０～Ｉ２５
Ｉ２６～Ｉ２８
Ｉ３０～Ｉ５２

� 腎疾患 糸球体疾患
腎尿細管間質性疾患
腎不全
尿路結石症
腎および尿管のその他の障害

Ｎ００～Ｎ０８
Ｎ１０～Ｎ１６
Ｎ１７～Ｎ１９
Ｎ２０～Ｎ２３
Ｎ２５～Ｎ２９

� 肝疾患 ウィルス肝炎
肝疾患

Ｂ１５～Ｂ１９
Ｋ７０～Ｋ７７

� 糖尿病 糖尿病 Ｅ１０～Ｅ１４

� 悪性新生物 口唇、口腔および咽頭の悪性新生物
消化器の悪性新生物
呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物
骨および関節軟骨の悪性新生物
皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物
中皮および軟部組織の悪性新生物
乳房の悪性新生物
女性性器の悪性新生物
男性性器の悪性新生物
尿路の悪性新生物
眼、脳および中枢神経系のその他の部位の悪性新生物
甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物
部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物
リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物
独立した（原発性）多部位の悪性新生物

Ｃ００～Ｃ１４
Ｃ１５～Ｃ２６
Ｃ３０～Ｃ３９
Ｃ４０～Ｃ４１
Ｃ４３～Ｃ４４
Ｃ４５～Ｃ４９
Ｃ５０

Ｃ５１～Ｃ５８
Ｃ６０～Ｃ６３
Ｃ６４～Ｃ６８
Ｃ６９～Ｃ７２
Ｃ７３～Ｃ７５
Ｃ７６～Ｃ８０
Ｃ８１～Ｃ９６
Ｃ９７

� 高血圧性疾患 高血圧性疾患 Ｉ１０～Ｉ１５

注 上表において、「悪性新生物」とは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類－腫瘍学
第３版」により、新生物の性状を表す第５桁コードとして次のコード番号が付されたものである
ことを必要とします。

別表 疾－７
重度疾病保険金の支払の対象とする疾病および疾病分類
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精神作用物質の有害な使用および依存症候群とは、平成６年１０月１２日総務庁告示第７５号に定め
られた分類項目中下記のものとし、分類項目の内容については、「厚生省大臣官房統計情報部編、
疾病、傷害および死因統計分類提要、ＩＣＤ－１０準拠」によるものとします。

分 類 項 目 基本分類コード

精神作用物質の
有害な使用およ
び依存症候群

� アヘン類使用による精神および行動の障害（Ｆ１１）
中の
・有害な使用
・依存症候群

� 大麻類使用による精神および行動の障害（Ｆ１２）中
の
・有害な使用
・依存症候群

� 鎮静薬または催眠薬使用による精神および行動の障
害（Ｆ１３）中の
・有害な使用
・依存症候群

� コカイン使用による精神および行動の障害（Ｆ１４）
中の
・有害な使用
・依存症候群

� カフェインを含むその他の精神刺激薬使用による精
神および行動の障害（Ｆ１５）中の
・有害な使用
・依存症候群

� 幻覚薬使用による精神および行動の障害（Ｆ１６）中
の
・有害な使用
・依存症候群

� 揮発性溶剤使用による精神および行動の障害（Ｆ１８）
中の
・有害な使用
・依存症候群

� 多剤使用およびその他の精神作用物質使用による精
神および行動の障害（Ｆ１９）中の
・有害な使用
・依存症候群

Ｆ１１．１
Ｆ１１．２

Ｆ１２．１
Ｆ１２．２

Ｆ１３．１
Ｆ１３．２

Ｆ１４．１
Ｆ１４．２

Ｆ１５．１
Ｆ１５．２

Ｆ１６．１
Ｆ１６．２

Ｆ１８．１
Ｆ１８．２

Ｆ１９．１
Ｆ１９．２

	ア 両上肢のおや指およびひとさし指または中指を欠くもの
	イ 一上肢のすべての指を欠くもの
	ウ 両下肢のすべての指を欠くもの
	エ 一下肢を足関節以上で欠くもの
	オ 両眼の視力の和が０．０８以下のもの
	カ 両耳の聴力レベルが９０デシベル以上のもの
	キ 平衡機能に著しい障害を有するもの
	ク そしゃくの機能を欠くもの
	ケ 音声または言語機能に著しい障害を有するもの
	コ 両上肢のおや指およびひとさし指または中指の機能に著しい障害を有するもの
	サ 一上肢の機能に著しい障害を有するもの
	シ 一上肢のすべての指の機能に著しい障害を有するもの
	ス 一下肢の機能に著しい障害を有するもの
	セ 体幹の機能に歩くことのできない程度の障害を有するもの
	ソ 前各号に掲げるもののほか、身体の機能の障害または長期にわたる安静を必要とする病状
が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生活が著しい制限を受けるか、また
は日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの
	タ 精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められる程度のもの
	チ 身体の機能の障害もしくは病状または精神の障害が重複する場合であって、その状態が前
各号と同程度以上と認められる程度のもの

別表 疾－８
精神作用物質の有害な使用および依存症候群

別表 疾－９
特定障害状態

特定障害状態とは、別表 疾－７に掲げる疾病を原因として、国民年金法施行令第４条６別表の障
害等級１級または２級に定める程度の障害の状態（下表）をいいます。

注
１．眼の障害（視力障害）
� 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
� 「両眼の視力の和」とは、それぞれの視力を別々に測定した数値を合算したものをいいます。
� 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は、視力を失ったものとはみなしません。

２．聴力の障害
� 聴力の測定は、日本工業規格（昭和５７年８月１４日改定）に準拠したオージオ・メーターで行い
ます。
� 聴力レベルのデシベル値は、周波数５００、１，０００、２，０００ヘルツにおける聴力レベルをそれぞれａ、
ｂ、ｃデシベルとしたとき、
１
４
（ａ＋２ｂ＋ｃ）

の値をいいます。

３．平衡機能の障害
「平衡機能に著しい障害を有するもの」とは、四肢体幹に器質的異常がない場合に、閉眼で起立
不能、または、開眼で直線を歩行中に１０メートル以内に転倒あるいは著しくよろめいて歩行を中
断せざるを得ない程度のものをいいます。

４．そしゃく機能（嚥下機能を含む）の障害
「そしゃくの機能を欠くもの」とは、口腔内で食物をかみくだくことが不可能であるため、流動
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食以外は摂取できないもの、食餌が口からこぼれ出るため常に手、器物等でそれを防がなければ
ならないもの、または、そしゃく機能の障害もしくは嚥下困難のため、一日の大半を食事に費や
さなければならない程度のものをいいます。

５．言語機能の障害
「音声または言語機能に著しい障害を有するもの」とは、次のいずれかに該当する程度のものを
いいます。
� 音声または言語を喪失するか、または音声もしくは言語機能障害のため意思を伝達するため
に身ぶりや書字等の補助動作を必要とするもの。

� 口唇音、歯音、口蓋音、舌音の４種のうち３種以上が発音不能、または極めて不明瞭なため、
日常会話が誰が聞いても理解できないもの。

６．上肢の障害
� 「上肢の指を欠くもの」とは、基節骨の基部から欠き、その有効長が０のものをいいます。
� 「両上肢のおや指およびひとさし指または中指の機能に著しい障害を有するもの」とは、両上
肢のおや指に加え、両上肢のひとさし指または中指の用を全く廃した程度の障害があり、そのた
め両手とも指間に物をはさむことはできても、一指を他指に対立させて物をつまむことができな
い程度の障害をいいます。
� 「一上肢の機能に著しい障害を有するもの」とは、一上肢の３大関節中いずれか２関節以上が、
次のいずれかに該当する程度のものをいいます。
� 関節の最大他動可動範囲が正常可動範囲の２分の１以下に制限され、かつ、筋力が半減以下

のもの。
� 筋力が著減、または消失しているもの。

� 「上肢のすべての指の機能に著しい障害を有するもの」とは、指の著しい変形、麻痺による高
度の脱力等により、指があってもそれがないのとほとんど同程度の機能障害があるものをいいま
す。

７．下肢の障害
� 「両下肢のすべての指を欠くもの」とは、両下肢の１０趾を中足趾節関節以上で欠くものをいい
ます。
� 「一下肢の機能に著しい障害を有するもの」とは、一下肢の３大関節中いずれか２関節以上が
次のいずれかに該当するものをいいます。
� 関節の最大他動可動範囲が正常可動範囲の２分の１以下に制限され、かつ、筋力が半減以下

のもの。
� 筋力が著減、または消失しているもの。

� 「一下肢を足関節以上で欠くもの」とは、リスフラン関節以上で欠くものをいいます。

８．体幹の障害
「体幹の機能に歩くことができない程度の障害を有するもの」とは、室内においては杖、松葉杖、
その他の補助用具を必要とせず、起立移動が可能であるが、屋外ではこれらに補助用具の助けを
かりる必要がある程度の障害をいいます。

９．日常生活が著しい制限を受けるか、または日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度
の身体の機能の障害
「身体の機能の障害が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生活が著しい制限を
受けるか、または日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの」とは、次のいず
れかに該当する程度のものをいいます。
� 両耳の平均聴力レベルが８０デシベル以上で、かつ、次の式により算出した語音明瞭度の最も

高い値（最良語音明瞭度）が３０％以下のもの。

語音明瞭度＝
正答語音数
検査語数

×１００（％）

� 両上肢または両下肢の機能に相当程度の障害を残すもの、または、一上肢および一下肢の機能
に相当程度の障害を残すもの。「機能に相当程度の障害を残すもの」とは、日常動作のほとんど
が一人でできてもうまくできない場合、または一人でできてもうまくできない場合の状態をい
います。

� 四肢の機能に障害を残すもの。「機能に障害を残すもの」とは、日常動作の一部が一人で全くで
きない場合、または、一人でできてもうまくできない場合の状態をいいます。

� 人工肛門を造設し、かつ、人工膀胱の造設または尿路変更術を行ったもの、または、人工肛門
を造設し、かつ、完全尿失禁状態にあるものまたはカテーテル留置もしくは自己導尿の常時施
行を必要とするもの。

１０．日常生活が著しい制限を受けるか、または日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度
の病状
「長期にわたる安静が必要な症状が前各号と同程度以上と認められる状態であって、日常生活が
著しい制限を受けるか、または日常生活に著しい制限を加えることを必要とする程度のもの」と
は、以下に疾患別に例示する程度のものをいいます。
なお、以下の「�腎疾患、�肝疾患、�悪性新生物、	高血圧性疾患」における「一般状態区分」
とは、次のものをいいます。

一般状態区分

ａ．無症状で社会活動ができ、制限を受けることなく、発病前と同等にふるまえる
ｂ．軽度の症状があり、肉体労働は制限を受けるが、歩行、軽労働や坐業はできる。例えば、
軽い家事、事務など
ｃ．歩行や身のまわりのことはできるが、時に少し介助のいることもある。軽労働はできない
が、日中の５０％以上は起居している

ｄ．身のまわりのある程度のことはできるが、しばしば介助がいり、日中の５０％以上は就床し
ている
ｅ．身のまわりのこともできず、常に介助がいり、終日就床を必要としている

� 心疾患
浮腫、呼吸困難等の臨床症状があり、下記のＡ．心臓疾患重症度区分のｃ、ｄまたはｅに該当
し、かつ、下記のＢ．心臓疾患検査所見区分等のうちいずれか１つ以上の所見等があるもの。

Ａ．心臓疾患重症度区分

ａ．心臓病はあるが、身体活動を制限する必要のないもの。日常生活における普通の活動では、
心不全症状または狭心症症状がおこらないもの

ｂ．身体活動をいくらか制限する必要のある心臓病患者。家庭内の普通の活動では何でもない
が、それ以上の活動では心不全症状または狭心症症状がおこるもの

ｃ．身体活動を制限する必要のある心臓病患者。家庭内の極めて温和な活動では何でもないが、
それ以上の活動では心不全症状または狭心症症状がおこるもの

ｄ．身体活動を極度に制限する必要のある心臓病患者。身のまわりのことはかろうじてできる
が、それ以上の活動では心不全症状または狭心症症状がおこるもの

ｅ．安静時にも心不全症状または狭心症症状がおこり、安静からはずすと訴えが増強するもの

Ｂ．心臓疾患検査所見区分等
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系列 検 査 項 目 単位 異 常 高度異常

ア アルブミン（電気泳動法）
γ‐グロブリン（電気泳動法）
ＺＴＴ（Kunkel法）

ｇ／dl
ｇ／dl
単位

２．８以上３．８未満
１．８以上２．５未満
１４以上 ２０未満

２．８未満
２．５以上
２０以上

イ ＩＣＧ（１５分値）
血清総ビリルビン
黄疸指数（Meulengrachtn法）

％
�／dl
－

１０以上 ３０未満
１．０以上５．０未満
１０以上 ３０未満

３０以上
５．０以上
３０以上

ウ ＧＯＴ（Karmen法）
ＧＰＴ（Karmen法）

単位
単位

５０以上２００未満
５０以上２００未満

２００以上
２００以上

エ アルカリフォスファターゼ（Bessey法）
アルカリフォスファターゼ（Kind-King法）

単位
単位

３．５以上 １０未満
１２以上 ３０未満

１０以上
３０以上

ａ．明らかな器質的雑音が認められるもの
ｂ．Ｘ線フィルムによる計測（心胸廓係数）で６０％以上のもの
ｃ．胸部Ｘ線所見で、肺野に高度うっ血所見のあるもの
ｄ．心電図で、陳旧性心筋梗塞所見のあるもの
ｅ．心電図で、脚ブロック所見のあるもの
ｆ．心電図で、完全房室ブロック所見のあるもの
ｇ．心電図で、第２以上の不完全房室ブロック所見のあるもの
ｈ．心電図で、心房細動または粗動所見があり、心拍数に対する脈拍数の欠損が１０以上のもの
ｉ．心電図で、ＳＴの低下が０．２ｍＶ以上の所見があるもの
ｊ．心電図で、第�誘導およびＶ１以外の誘導のＴが逆転した所見があるもの
ｋ．心臓ペースメーカーを装着したもの
ｌ．人工弁を装着したもの

� 腎疾患
下記のＡ．腎疾患臨床所見区分のうち、いずれか２つ以上の所見があり、かつ、下記のＢ．腎疾
患検査所見区分のうち、いずれか１つ以上に該当し、かつ、一般状態区分のｃ、ｄまたはｅに該
当するもの。

Ａ．腎疾患臨床所見区分

ａ．腎不全に基づく末梢神経症
ｂ．腎不全に基づく消化器症状
ｃ．水分電解質異常
ｄ．腎不全に基づく精神異常
ｅ．Ｘ線上における骨異栄養症
ｆ．腎性貧血
ｇ．代謝性アチドージス
ｈ．重篤な高血圧性疾患
ｉ．腎疾患に直接関連するその他の症状

Ｂ．腎疾患検査所見区分

ａ．内因性クレアチニンクリアランス値
２０（ml／分）未満

ｂ．血清クレアチニン濃度
５（�／dl）以上

ｃ．血液尿素窒素
４０（�／dl）以上

（注）人工透析療法施行中の者にかかる腎機能検査成績は、当該療法実施前の成績によります。

� 肝疾患
� 下記のＡ．肝疾患臨床所見区分のうち、いずれか１つ以上の所見があり、かつ、下記のＢ．肝

機能異常度指表のうち、いずれか１系列以上の検査成績が異常を示し、かつ、一般状態区分の
ｃ、ｄまたはｅに該当するもの。

� 下記のＢ．肝機能異常度指表のうち、いずれか１系列以上の検査成績が高度異常を示し、安静
を必要とし、かつ一般状態区分のｃ、ｄまたはｅに該当するもの。

Ａ．肝疾患臨床所見区分

ａ．腹水が１か月以上存続するもの
ｂ．明らかな食道静脈瘤が証明されるもの
ｃ．高度の腹壁静脈怒張のあるもの

Ｂ．肝機能異常度指表

� 悪性新生物
� 悪性新生物による消化吸収機能障害、局所臓器の機能障害または悪液質のため体重が健康時

の７０％未満になり、かつ、下記のＡ．悪性新生物検査区分のすべてに該当するもの。
� 下記のＢ．造血器腫瘍群臨床所見区分のうち、いずれか１つ以上の所見があり、かつ、Ｃ．

造血器腫瘍群検査所見区分のうち、いずれか１つ以上の所見があり、かつ、一般状態区分の
ｃ、ｄまたはｅに該当するもの。

Ａ．悪性新生物検査区分

ａ．赤血球数 ３５０（万／�） 未満
ｂ．血色素量 １０（ｇ／dl） 未満
ｃ．ヘマトクリット ２５（％） 未満
ｄ．総蛋白 ５（ｇ／dl） 未満

Ｂ．造血器腫瘍群臨床所見区分

ａ．発熱、骨・間接痛、るい痩、貧血、出血傾向、リンパ節腫張、易感染性、肝脾腫等のある
もの

ｂ．輸血を時々必要とするもの
ｃ．容易に治療に反応せず、増悪をきたしやすいもの

Ｃ．造血器腫瘍群検査所見区分

ａ．病的細胞が出現しているもの
ｂ．白血球数が正常化し難いもの
ｃ．末梢血液中の赤血球数が３００万／�未満のもの
ｄ．末梢血液中の血小板数が５万／�未満のもの
ｅ．末梢血液中の正常顆粒球数が１，０００／�未満のもの
ｆ．末梢血液中の正常リンパ球数が６００／�未満のもの
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� 高血圧性疾患
１年内の一過性脳虚血発作、動脈硬化の所見のほかに出血、白斑を伴う高血圧性網膜症を有し、
かつ、一般状態区分のｃ、ｄまたはｅに該当するもの。（単に高血圧のみでは障害の状態とは評
価しません。）

１１．精神の障害
「精神の障害であって、前各号と同程度以上と認められている程度のもの」とは、器質精神病ま
たは症状精神病で、認知症、人格崩壊、その他の精神神経症状がある程度のものをいいます。

別表 疾－１０
人身疾病保険金 損害額基準

第１ 疾病による損害

疾病による損害は、被保険者の被った積極損害（治療関係費、その他の費用）、休業損害および精神
的損害とする。
なお、「臓器の移植に関する法律」第６条の規定によって、同条第４項に定める医師により「脳死し

た者の身体」との判定を受けた後、当該身体への処置がされた場合であって、当該処置が同法附則第
１１条に定める医療給付関係各法の規定に基づく医療の給付としてされたものとみなされる処置（医療
給付関係各法の適用がない場合は、医療給付関係各法の適用があれば、医療の給付としてされたもの
とみなされる処置を含む。）であるときには、当該処置に伴い生じた損害を含む。

１．積極損害
� 治療関係費
ａ 応急手当費

緊急欠くことのできない必要かつ妥当な実費とする。
ｂ 護送費

疾病発病場所から医療機関までの護送のために必要かつ妥当な実費とする。
ｃ 診察料

初診料，再診料，往診料にかかる必要かつ妥当な実費とする。
ｄ 入院料

入院料は，原則としてその地域における普通病室への入院に必要かつ妥当な実費とする。ただ
し，被害者の疾病の態様等から医師が必要と認めた場合には，上記以外の病室への入院に必要か
つ妥当な実費とする。
ｅ 投薬料・手術料・処置費用等

治療のために必要かつ妥当な実費とする。
ｆ 通院費・転院費・入院費または退院費

社会通念上必要かつ妥当な実費とする。
ｇ 看護料
� 入院中の看護料
原則として１２歳以下の子供に近親者等が付き添った場合に１日につき４，１００円とする。
１２歳以下の子供以外の者に近親者等が付き添った場合については，医師の要看護証明がある場
合等医療機関の実状，疾病の態様等からやむを得ない理由がある場合に限り１日につき４，１００円と
する。
� 自宅看護料または通院看護料
医師が看護の必要性を認めた場合に次の通りとする。ただし，１２歳以下の子供の通院等に近親者

が付き添った場合には医師の証明は要しない。
イ 厚生労働大臣の許可を得た有料職業紹介所の紹介による者
立証資料等により必要かつ妥当な実費とする。
ロ 近親者等
１日につき２，０５０円とする。

ｈ 入院中の諸雑費
療養に直接必要のある諸物品の購入費または使用料、医師の指示により摂取した栄養物の購入
費、通信費等とし、入院１日につき１，１００円とする。
ｉ 義肢等の費用

疾病を発病した結果、医師が義肢、義歯、義眼、眼鏡（コンタクトレンズを含む）、補聴器、松
葉杖、その他身体の機能を補完するための用具を必要と認めた場合に限り、必要かつ妥当な実費
とする。
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ｊ 診断書等の費用
必要かつ妥当な実費とする。

� 文書料
印鑑証明書等の発行に必要かつ妥当な実費とする。

� その他の費用
上記�および�以外の損害については、疾病との相当因果関係の範囲内で、社会通念上必要かつ
妥当な実費とする。

２．休業損害
発病により収入（専ら被保険者本人の労働の対価として得ているもの）の減少が生じた場合、減
収額に応じて支払うものとし、原則として下記の算式による。なお、被保険者が所属または勤務す
る企業等の損害は対象とならない。
� 有職者の場合
下記の算定方法による。ただし、１日あたりの収入額が５，７００円を下回る場合およびその額の立証

が困難な場合は、１日につき５，７００円とする。
対象休業日数は、実休業日数を基準とし、被保険者の疾病の態様、実治療日数等を勘案して治療
期間の範囲内で決定する。
ａ 給与所得者

入院直前３か月間の月例給与等
９０日

× 対象休業日数

� 入院直前３か月間の月例給与等は雇用主が作成した休業損害証明書における３か月の月例給
与の合計額（本給及び付加給）とする。ただし、発病前年度の源泉徴収票に記載された年収額
から確認される３か月相当分の額を限度とする。
� 賞与等について、現実に生じた収入の減少があればその額を含める。
� 本給の一部が支給されている場合については、上記金額から対象休業日数に対応する期間に
対して現に支給された額を差し引く。
� 役員報酬は、原則として対象としない。ただし、専ら被保険者本人の労働の対価として得て
いる給与と同一視しうるものは給与に含める。

ｂ 商・工・鉱業者・農林漁業者等事業所得者および家業従事者

入院前１か年間の収入額－必要経費
３６５日

× 寄与率 × 対象休業日数

とする。
� 過去１年間の収入額および必要経費は、被保険者本人についての入院前１か年間の収入額お
よび必要経費とし、確定申告書または市町村による課税証明等の公的な税務資料により確認さ
れた額とする。ただし、公的な税務資料による確認が困難である場合には、収入を証明するそ
の他の資料に基づき、別表傷－１２付表�に定める年齢別平均給与額の年相当額を上限として決
定する。
� 寄与率は、被保険者の収入が事業収入、同一事業に従事する家族総収入等として計上されて
いる場合には、総収入に対する本人の寄与している割合とする。

ｃ 自由業者（報酬、料金または謝金により生計を営む者であって、開業医、弁護士、プロスポー
ツ選手、芸能人、芸術家、保険代理店主、歩合制の外交員、著述業者、その他これに類する職種
の者をいう。）

入院前１か年間の収入額
（固定給を除く） －必要経費

３６５日
× 対象休業日数

とする。

過去１か年間の収入額、必要経費については、
「ｂ商・工・鉱業者・農林漁業者等事業所得者および家業従事者」に準ずる。

ｄ アルバイト・パートタイマー

入院直前３か月間の月例給与等
９０日

× 対象休業日数

とする。
� 就労日数が極めて少ない場合には、雇用契約書等の立証書類に基づき決定する。
� 休業日数が特定できない場合には、次の方法で対象休業日数を算出する。

入院直前３か月間の就労日数
９０日

× 休業した期間の延べ日数

� 家業の手伝いを行っているが、上記ｂの家業従事者に該当する収入がない場合には、支払対
象とならない。

� 家事従事者の場合
現実に家事に従事できなかった日数に対して、１日につき５，７００円とする。

� 無職者、金利生活者、地主、家主、恩給、年金生活者、幼児、学生または生活保護法の被保険者
等の現実に労働の対価としての収入のない者の場合は支払対象とならない。

３．精神的損害
対象日数 入院１日につき８，４００円、通院１日につき４，２００円
入院対象日数は実際に入院治療を受けた日数とする。
通院対象日数は各期間区分ごとの総日数から入院対象日数を差し引いた日数の範囲内で、実治療
日数の２倍を上限として決定する。
ただし、各期間区分ごとの入院対象日数および通院対象日数にそれぞれ以下の割合を乗じて計算
する。

入院から３か月超６か月までの期間 ：７５％
入院から６か月超９か月までの期間 ：４５％
入院から９か月超１３か月までの期間 ：２５％
入院から１３か月超の期間 ：０％

第２ 重大障害による損害

重大障害による損害は、逸失利益、精神的損害、将来の介護料およびその他の損害とする。なお、
重大障害の等級は別表疾－１１、年齢別平均給与額は別表傷－１２付表�による。

１．逸失利益
被保険者に重大障害が残存したことによって、労働能力を喪失した結果生じた得べかりし経済的
利益の損失とし、原則として、下記の�、�および�に従い次の算式で計算する。

収入額×労働能力喪失率×労働能力喪失期間に対応するライプニッツ係数

� 被保険者区分別逸失利益計算方法
ａ 家事従事者以外の有職者
下記のいずれか高い額とする。
� 現実収入額×労働能力喪失率×労働能力喪失期間に対応するライプニッツ係数
� 年齢別平均給与額の年相当額×労働能力喪失率×労働能力喪失期間に対応するライプニッツ
係数
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ただし、年齢別平均給与額が全年齢平均給与額を下回る場合で、労働能力喪失期間中の各年の
年齢別平均給与額のうち全年齢平均給与額を上回るものがあるときには、年齢別平均給与額の年
相当額に替えて全年齢平均給与額の年相当額とする。
ｂ 家事従事者および１８歳以上の学生

年齢別平均給与額の年相当額×労働能力喪失率×労働能力喪失期間に対応するライプニッツ係数

ただし、年齢別平均給与額が全年齢平均給与額を下回る場合で、労働能力喪失期間中の各年の
年齢別平均給与額のうち全年齢平均給与額を上回るものがあるときには、年齢別平均給与額の年
相当額に替えて全年齢平均給与額の年相当額とする。
ｃ 幼児および１８歳未満の学生

１８歳平均給与額の年相当額×労働能力喪失率×労働能力喪失期間に対応するライプニッツ係数

ただし、労働能力喪失期間中の各年の年齢別平均給与額のうち全年齢平均給与額を上回るもの
がある場合は、１８歳平均給与額の年相当額に替えて全年齢平均給与額の年相当額とする。
ｄ 身体・精神に特別異常がなく十分働く意思と能力を有している無職者
下記のいずれか高い額とする。
� １８歳平均給与額の年相当額×労働能力喪失率×労働能力喪失期間に対応するライプニッツ係
数
� 年齢別平均給与額の年相当額の５０％×労働能力喪失率×労働能力喪失期間に対応するライプ
ニッツ係数

� 支払方法
下記ａの方法とする。ただし、下記「３．将来の介護料」の�において「�定期金による支払」の

規定に従い介護料を定期金として支払う場合にはｂの方法とすることができる。
ａ 一時金による支払
上記�の算式で算出した額を一時金として支払う。

ｂ 定期金による支払
重大障害の症状決定日から６か月毎に常に介護を要する状態が継続する限り、収入額に労働能
力喪失率を乗じた額を定期金として労働能力喪失期間支払う。なお、収入額は上記�のａからｄ
の被保険者区分に従い決定する。
ただし、定期金の支払開始後に重大障害者が死亡した場合は、その死亡時の年齢をもとに次の
算式で算出した額を一時金として支払う。この場合、収入額は被保険者の重大障害の症状決定日
時点での上記�のａからｄの被保険者区分に従い、また、労働能力喪失期間は症状決定日時点で
の状況等により決定する。

収入額×労働能力喪失期間から症状決定日以降生存していた期間を控除した期間に対応するラ
イプニッツ係数

（注） 人身疾病発病による継続入院が人身疾病基準日数を経過した日からその日を含めて１８０日
を超え、なお医師による症状固定（治療による症状の改善がみられなくなった状態をいい
ます。以下同様とします。）の診断がなされていない場合は、１８０日を超える前日における
身体障害の症状に基づき重大障害の等級を決定します。この日を症状決定日といいます。

� 収入額、労働能力喪失率・喪失期間、中間利息控除方法
上記�および�の算式における収入額、労働能力喪失率、労働能力喪失期間およびライプニッツ
係数は、下記のとおりとする。
ａ 収入額

� 「現実収入額」は、入院前１か年間または重大障害確定前１か年間に労働の対価として得た
収入額のいずれか高い額とし、確定申告書または市町村による課税証明等の公的な税務資料に
より確認された額とする。
なお，定年退職等の理由で将来の収入が現実収入を下回ると認められる場合には，収入減少
後の年収についてはその時点の年齢別平均給与額の年相当額または全年齢平均給与額の年相当
額のうちいずれか低い額によるものとする。
� 「年齢別平均給与額」、「１８歳平均給与額」および「全年齢平均給与額」は、別表傷－１２付表
�による。
「年齢別平均給与額」は特段の断りがない限り、被保険者の症状決定時の年齢による。

ｂ 労働能力喪失率
障害の部位・程度、被保険者の年齢、現実の減収額、将来の収入の蓋然性等を勘案して決定す
る。ただし、別表傷－１２付表�に定める各等級に対応する喪失率を上限とする。

ｃ 労働能力喪失期間
障害の部位・程度、被保険者の年齢、現実の減収額、将来の収入の蓋然性等を勘案して決定す
る。ただし、別表傷－１２付表�に定める就労可能年数の範囲内とする。

ｄ ライプニッツ係数
労働能力喪失期間（年数）に対応するライプニッツ係数は、別表傷－１２付表	による。

２．精神的損害
重大障害等級別に下記の金額とする。

第１級 １，６００万円 第８級 ４００万円
第２級 １，３００万円 第９級 ３００万円
第３級 １，１００万円 第１０級 ２００万円
第４級 ９００万円 第１１級 １５０万円
第５級 ７５０万円 第１２級 １００万円
第６級 ６００万円 第１３級 ６０万円
第７級 ５００万円 第１４級 ４０万円

ただし、第１級、第２級および第３級に該当する者で、父母、配偶者、子のいずれかがいる場合
は、第１級２，０００万円、第２級１，５００万円、第３級１，２５０万円とする。

３．将来の介護料
将来の介護料は重大障害の症状決定後に生ずる看護または監視にかかわる費用とし、下記のとお
り算定する。
� 重大障害別等級第１級３号または４号に該当する重大障害者で、かつ、終日寝たきり、四肢の麻
痺または知的機能の低下により、常に介護を要すると認められる場合
ａ 介護料

１か月につき１６万円とする。
ｂ 支払方法

原則として下記�による。ただし、障害の態様、医師の診断等に照らし、当会社が一時金によ
る支払が妥当と認める場合には，�による。
� 定期金による支払

重大障害の症状決定日から６か月毎に、常に介護を要する状態が継続する限り、介護料を定
期金として支払う。
� 一時金による支払

介護料に介護期間に対応するライプニッツ係数を乗じて算出した額を一時金として支払う。
ｃ 介護期間

障害の態様、医師の診断等を勘案し、別表傷－１２付表
に定める平均余命の範囲内で決定する。
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等 級 重 大 障 害

第１級

� 両眼が失明したもの
� 咀しゃくおよび言語の機能を廃したもの
� 神経系統の機能または精神に著しい障害を残し，常に介護を要するもの
� 胸腹部臓器の機能に著しい障害（別表 疾－１１－�）を残し，別表 疾－１１
－�に該当するもの

� 両上肢をひじ関節以上で失ったもの
� 両上肢の用を全廃したもの
	 両下肢をひざ関節以上で失ったもの

 両下肢の用を全廃したもの

第２級

� １眼が失明し，他眼の矯正視力（視力の測定は万国式試視力表によるものと
します。以下同様とします。）が０．０２以下になったもの
� 両眼の矯正視力が０．０２以下になったもの
� 神経系統の機能または精神に著しい障害を残し，随時介護を要するもの
� 胸腹部臓器の機能に著しい障害（別表 疾－１１－�）を残し，別表 疾－１１
－�に該当するもの

� 両上肢を腕関節以上で失ったもの
� 両下肢を足関節以上で失ったもの

第３級

� １眼が失明し，他眼の矯正視力が０．０６以下になったもの
� 咀しゃくまたは言語の機能を廃したもの
� 神経系統の機能または精神に著しい障害を残し，終身労務に服することがで
きないもの
� 胸腹部臓器の機能に著しい障害（別表 疾－１１－�）を残し，別表 疾－１１
－�に該当するもの

� 両手の手指の全部を失ったもの（手指を失ったものとは，おや指は指関節，
その他の手指は第１指関節以上を失ったものをいいます。以下同様とします。）

第４級

� 両眼の矯正視力が０．０６以下になったもの
� 咀しゃくおよび言語の機能に著しい障害を残すもの
� 両耳の聴力を全く失ったもの
� １上肢をひじ関節以上で失ったもの
� １下肢をひざ関節以上で失ったもの
� 両手の手指の全部の用を廃したもの（手指の用を廃したものとは，手指の末
節の半分以上を失い，または中手指関節もしくは第１指関節に著しい運動障害
を残すものをいいます。この場合において、おや指にあっては第１指関節を指
関節とします。以下同様とします。）
	 両足をリスフラン関節以上で失ったもの

第５級

� １眼が失明し，他眼の矯正視力が０．１以下になったもの
� 神経系統の機能または精神に著しい障害を残すもの
� 胸腹部臓器の機能に著しい障害（別表 疾－１１－�）を残すもの
� １上肢を腕関節以上で失ったもの
� １下肢を足関節以上で失ったもの
� １上肢の用を全廃したもの
	 １下肢の用を全廃したもの

 両足の足指の全部を失ったもの（足指を失ったものとは，その全部を失った
ものをいいます。以下同様とします。）

ｄ ライプニッツ係数
介護期間に対応するライプニッツ係数は、別表傷－１２付表
による。

� 重大障害別等級第１級、第２級、第３級３号または４号に該当する重大障害者で、かつ、随時介
護を要すると認められる場合
ａ 介護料

１か月につき、８万円とする。
ｂ 支払方法
介護料に介護期間に対応するライプニッツ係数を乗じて算出した額を一時金として支払う。

ｃ 介護期間
障害の態様、医師の診断等を勘案し、別表傷－１２付表�に定める平均余命の範囲内で決定する。

ｄ ライプニッツ係数
介護期間に対応するライプニッツ係数は、別表傷－１２付表
による。

４．その他の損害
上記１．から３．以外の重大障害による損害は、社会通念上必要かつ妥当な実費とし、５００万円を限度

とする。

別表 疾－１１
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等 級 重 大 障 害

第６級

� 両眼の矯正視力が０．１以下になったもの
� 咀しゃくまたは言語の機能に著しい障害を残すもの
� 両耳の聴力が耳に接しなければ大声を解することができない程度になったも
の

� １耳の聴力を全く失い，他耳の聴力が４０センチメートル以上の距離では普通
の話声を解する事ができない程度になったもの

� 脊柱に著しい奇形または運動障害を残すもの
� １上肢の３大関節中の２関節の用を廃したもの
� １下肢の３大関節中の２関節の用を廃したもの
� １手の５の手指またはおや指およびひとさし指を含み４の手指を失ったもの

第７級

� １眼が失明し，他眼の矯正視力が０．６以下になったもの
� 両耳の聴力が４０センチメートル以上の距離では普通の話声を解することがで
きない程度になったもの

� １耳の聴力を全く失い，他耳の聴力が１メートル以上の距離では普通の話声
を解することができない程度になったもの

� 神経系統の機能または精神に障害を残し，軽易な労務以外の労務に服するこ
とができないもの

� １手のおや指およびひとさし指を失ったものまたはおや指もしくはひとさし
指を含み３以上の手指を失ったもの

� １手の５の手指またはおや指およびひとさし指を含み４の手指の用を廃した
もの

� １足をリスフラン関節以上で失ったもの
� １上肢に仮関節を残し，著しい運動障害を残すもの
	 １下肢に仮関節を残し，著しい運動障害を残すもの

 両足の足指の全部の用を廃したもの（足指の用を廃したものとは，第１の足
指は末節の半分以上，その他の足指は末関節以上を失ったものまたは中足指関
節もしくは第１指関節に著しい運動障害を残すものをいいます。この場合にお
いて，第１の足指にあっては，第１指関節を指関節とします。以下同様としま
す。）

� 外貌に著しい醜状を残すもの
� 両側の睾丸を失ったもの

第８級

� １眼が失明し，または１眼の矯正視力が０．０２以下になったもの
� 脊柱に運動障害を残すもの
� １手のおや指を含み２の手指を失ったもの
� １手のおや指およびひとさし指またはおや指もしくはひとさし指を含み３以
上の手指の用を廃したもの

� １下肢を５センチメートル以上短縮したもの
� １上肢の３大関節中の１関節の用を廃したもの
� １下肢の３大関節中の１関節の用を廃したもの
� １上肢に仮関節を残すもの
	 １下肢に仮関節を残すもの

 １足の足指の全部を失ったもの
� 脾臓または１側の腎臓を失ったもの

等 級 重 大 障 害

第９級

� 両眼の矯正視力が０．６以下になったもの
� １眼の矯正視力が０．０６以下になったもの
� 両眼に半盲症，視野狭窄または視野変状を残すもの
� 両眼のまぶたに著しい欠損を残すもの
� 鼻を欠損し，その機能に著しい障害を残すもの
� 咀しゃくおよび言語の機能に障害を残すもの
� 両耳の聴力が１メートル以上の距離では普通の話声を解することができない
程度になったもの
� １耳の聴力が耳に接しなければ大声を解することができない程度になり，他
耳の聴力が１メートル以上の距離では普通の話声を解することが困難である程
度になったもの
	 １耳の聴力を全く失ったもの

 神経系統の機能または精神に障害を残し，服することができる労務が相当な
程度に制限されるもの
� １手のおや指を失ったもの，ひとさし指を含み２の手指を失ったものまたは
おや指およびひとさし指以外の３の手指を失ったもの
� １手のおや指を含み２の手指の用を廃したもの

 １足の第１の足指を含み２以上の足指を失ったもの
� １足の足指の全部の用を廃したもの
� 外貌に相当程度の醜状を残すもの
� 生殖器に著しい障害を残すもの

第１０級

� １眼の矯正視力が０．１以下になったもの
� 咀しゃくまたは言語の機能に障害を残すもの
� １４歯以上に対し歯科補綴を加えたもの
� 両耳の聴力が１メートル以上の距離では普通の話声を解することが困難であ
る程度になったもの
� １耳の聴力が耳に接しなければ大声を解することができない程度になったも
の
� １手のひとさし指を失ったものまたはおや指およびひとさし指以外の２の手
指を失ったもの
� １手のおや指の用を廃したもの，ひとさし指を含み２の手指の用を廃したも
のまたはおや指およびひとさし指以外の３の手指の用を廃したもの
� １下肢を３センチメートル以上短縮したもの
	 １足の第１の足指または他の４の足指を失ったもの

 １上肢の３大関節中の１関節の機能に著しい障害を残すもの
� １下肢の３大関節中の１関節の機能に著しい障害を残すもの



５８

等 級 重 大 障 害

第１１級

� 両眼の眼球に著しい調節機能障害または運動障害を残すもの
� 両眼のまぶたに著しい運動障害を残すもの
� １眼のまぶたに著しい欠損を残すもの
� １０歯以上に対し歯科補綴を加えたもの
� 両耳の聴力が１メートル以上の距離では小声を解することができない程度に
なったもの

� １耳の聴力が４０センチメートル以上の距離では普通の話声を解することがで
きない程度になったもの

� 脊柱に奇形を残すもの
� １手のなか指またはくすり指を失ったもの
	 １手のひとさし指の用を廃したものまたはおや指およびひとさし指以外の２
の手指の用を廃したもの


 １足の第１の足指を含み２以上の足指の用を廃したもの

第１２級

� １眼の眼球に著しい調節機能障害または運動障害を残すもの
� １眼のまぶたに著しい運動障害を残すもの
� ７歯以上に対し歯科補綴を加えたもの
� １耳の耳殻の大部分を欠損したもの
� 鎖骨，胸骨，ろく骨，けんこう骨または骨盤骨に著しい奇形を残すもの
� １上肢の３大関節中の１関節の機能に障害を残すもの
� １下肢の３大関節中の１関節の機能に障害を残すもの
� 長管骨に奇形を残すもの
	 １手のなか指またはくすり指の用を廃したもの

 １足の第２の足指を失ったもの，第２の足指を含み２の足指を失ったものま
たは第３の足指以下の３の足指を失ったもの

� １足の第１の足指または他の４の足指の用を廃したもの
� 局部に頑固な神経症状を残すもの

 外貌に醜状を残すもの

第１３級

� １眼の矯正視力が０．６以下になったもの
� １眼に半盲症，視野狭窄または視野変状を残すもの
� 両眼のまぶたの一部に欠損を残しまたはまつげはげを残すもの
� ５歯以上に対し歯科補綴を加えたもの
� １手のこ指を失ったもの
� １手のおや指の指骨の一部を失ったもの
� １手のひとさし指の指骨の一部を失ったもの
� １手のひとさし指の末関節を屈伸することができなくなったもの
	 １下肢を１センチメートル以上短縮したもの

 １足の第３の足指以下の１または２の足指を失ったもの
� １足の第２の足指の用を廃したもの，第２の足指を含み２の足指の用を廃し
たものまたは第３の足指以下の３の足指の用を廃したもの

等 級 重 大 障 害

第１４級

� １眼のまぶたの一部に欠損を残しまたはまつげはげを残すもの
� ３歯以上に対し歯科補綴を加えたもの
� １耳の聴力が１メートル以上の距離では小声を解することができない程度に
なったもの
� 上肢の露出面に手のひらの大きさの醜いあとを残すもの
� 下肢の露出面に手のひらの大きさの醜いあとを残すもの
� １手のこ指の用を廃したもの
� １手のおや指およびひとさし指以外の手指の指骨の一部を失ったもの
� １手のおや指およびひとさし指以外の手指の末関節を屈伸することができな
くなったもの
	 １足の第３の足指以下の１または２の足指の用を廃したもの

 局部に神経症状を残すもの

各等級の重大障害に該当しない重大障害であって、各等級の重大障害に相当するものは、当該等
級の重大障害とする。

注 関節などの説明図
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分 類 内 容

心臓機能の障害 以下のいずれかに該当し、かつ身体活動を制限する必要のあるもの
○恒久的心臓ペースメーカーを装着したもの
○心臓に人工弁を置換したもの

腎臓機能の障害 以下をともに満たすもの
○腎臓の機能を全く永久に失ったもの
○人工透析療法または腎移植を受けたもの

呼吸器機能の障害 呼吸器の機能に著しい障害を永久に残し、かつ酸素療法を受けたもの

膀胱または直腸機能
の障害

以下のいずれかを満たすもの
○膀胱を全摘出し、かつ、人工膀胱を造設したもの
○膀胱を全摘出し、かつ、尿路変更術を受けたもの
○直腸を切断し、かつ、人工肛門を造設したもの

代謝機能の障害 インスリン治療を受け、かつ、代謝の障害による合併症を原因とする所
定の状態に該当したもの

肝臓機能の障害 以下のいずれかを満たすもの
○肝臓の機能に著しい障害を永久に残し、かつ腹水穿刺排液を受けたも
の

○肝移植術を受けたもの

消化器機能の障害 以下をともに満たすもの
○栄養維持が困難となるため栄養所要量の４０％以上を常時中心静脈栄養
法で行なう必要があり、回復の見込みがないこと

○小腸を切除したことにより、残存空・回腸が手術時１５０�未満となるか、
または小腸機能の一部または全部を永久に失ったもの

血液・造血器疾患 血液・造血器の疾患により骨髄移植を受けたものまたはこれに準ずるも
の
ただし、放射線障害や固形腫瘍に対する抗がん剤治療に伴う骨髄移植は
除く

別表 疾－１１－�
胸腹部臓器の機能の著しい障害

備考
１．心臓機能の障害
� 「身体活動を制限する必要のあるもの」とは家庭内の極めて温和な活動では何でもないが、そ
れ以上の活動では心不全症状または狭心症症状がおこるものをいいます。
� 「恒久的心臓ペースメーカーの装着」には、次の場合を除きます。
� 心臓ペースメーカーを一時的に装着した場合
� 既に装着した恒久的心臓ペースメーカーまたはその付属品を交換する場合

� 「人工弁を置換したもの」には、生体弁の移植を含みます。ただし、次の場合を除きます。
� 人工弁を再置換する場合
� 人工弁を置換した部位とは異なる部位に人工弁を置換する場合

２．腎臓機能の障害
� 「腎臓の機能を全く永久に失ったもの」とは、腎機能検査において次のいずれかに該当した場
合で、回復の見込みのないものをいいます。
� 内因性クレアチニンクリアランス値が５０ｍｌ／分未満の場合
� 血清クレアチニン濃度が３．０ｍｇ／ｄｌ以上の場合
� 「人工透析療法」とは、血液透析法または腹膜灌流法により血液浄化を行なう療法をいいます。

ただし、一時的な人工透析療法および腎移植後の人工透析療法を除きます。
� 「腎移植」とは、自家腎移植および再移植を除きます。
３．呼吸器機能の障害
� 「呼吸器の機能に著しい障害を永久に残すもの」とは、次のいずれかに該当した場合で、歩行
動作が著しく制限され、回復の見込みがないものをいいます。
� 予測肺活量１秒率が３０％以下の場合
� 動脈血酸素分圧が５５Torr以下の場合

� 「酸素療法を受けたもの」とは、日常的かつ継続的に行なうことが必要と医師が認める酸素療
法を１８０日以上継続して受けたものをいいます。

４．膀胱または直腸機能の障害
� 「人工膀胱」とは、空置した腸管に尿管を吻合して、膀胱の蓄尿を代行して、その腸管を体外
に開放し、尿を体外に排出するものをいいます。
� 「直腸の切断」とは、直腸および肛門を一塊として摘出した場合をいいます。
� 「人工肛門」とは、腸管を体外に開放し、その腸管より腸内容を体外に排出するものをいいま
す。

５．代謝機能の障害
� 「インスリン治療を受ける」とは、血糖値上昇を抑制するため、医師の指示によるインスリン
治療を、その開始日から起算して、１８０日以上継続して受けたものをいいます。ただし、経口血糖
降下剤によっては血糖値コントロールができない場合に限ります。
� 「所定の状態」とは、次のいずれかに該当する場合をいいます。
� 増殖性糖尿病網膜症に該当する場合
� 神経または血行の障害により手指または足指が次のいずれかの状態に該当した場合
� １手の第１指（母指）および第２指（示指）を失ったかまたは第１指（母指）および第２

指（示指）のうち少なくとも１手指を含んで３手指以上を失ったもの
� １手の５手指の用を全く永久に失ったかまたは第１指（母指）および第２指（示指）を含

んで３手指以上の用を全く永久に失ったもの
	 １０足指を失ったかまたは１０足指の用を全く永久に失ったもの
・手指の障害については、５手指をもって１手として取り扱います。
・「手指を失ったもの」とは第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指
節間関節以上を失ったものをいいます。
・「手指の用を全く永久に失ったもの」とは手指の末節の２分の１以上を失った場合、また
は手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）
の運動範囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込みのない場合をいいます。
・「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。
・「足指の用を全く永久に失ったもの」とは、第１指（母指）は末節の２分の１以上、その
他の足指は遠位指節間関節以上を失った場合または中足指節関節もしくは近位指節間関節
（第１指（母指）にあっては指節間関節）が強直し、その回復の見込みのない場合をいい
ます。

６．肝臓機能の障害
� 「肝臓の機能に著しい障害を永久に残す」とは、ＩＣＧ試験において１５分値が１５％以上で回復
の見込みがないものをいいます。
� 「肝移植術を受けたもの」には、再移植は含みません。
７．消化器機能の障害

「栄養所要量」とは、平成元年９月厚生省公衆衛生審議会答申「日本人の栄養所要量」に示さ
れているエネルギー量をいいます。

８．血液・造血器疾患
� 「血液・造血器疾患」とは、平成６年１０月１２日総務庁告示第７５号に基づく厚生省大臣官房統計
情報部編「疾病、傷害および死因統計分類堤要ＩＣＤ－１０準拠」に記載された分類のうち次のも
のをいいます。



６０

・Ｃ９０ 多発性骨髄腫および悪性形質細胞腫瘍
・Ｃ９１ リンパ性白血病
・Ｃ９２ 骨髄性白血病
・Ｃ９３ 単球性白血病
・Ｃ９４ その他の細胞型の明示された白血病
・Ｃ９５ 細胞型不明の白血病
・Ｄ４５ 真性赤血球増加症
・Ｄ４６ 骨髄異形成症候群
・Ｄ５０～８９ 血液および造血器の疾患ならびに免疫機構の障害

� 「これに準ずるもの」とは骨髄移植が必要で骨髄バンクに申請しているもので、次のいずれに
も該当するものをいいます。

・末梢血液中の赤血球像で、血色素量が９．０ｇ／�未満または赤血球数が３００万／�未満
・末梢血液中の血小板数が５万／�未満
・「骨髄バンク」とは、財団法人骨髄移植推進財団が行なう骨髄バンク事業によるものをい
います。

別表 疾－１１－�

胸腹部臓器の機能障害により介護が必要な状態であり、かつ以下の各号のすべてに該当する状態
をいいます。
イ．別表 疾－１に定める項目のうち１．入浴、３．身の回りおよび４．衣類着脱についてすべてが全
面的介助状態に該当すること。
ロ．別表 疾－１に定める項目のうち２．排せつについて部分的介助状態または全面的介助状態で
あること。
�イ 寝返り（身体の上にふとん等をかけない状態で横たわったまま左右のどちらかに向きを変
えることをいいます。）の際に、ベッド柵、ひも、バー、サイドレール等何かにつかまっても
他人の介助なしでは寝返りができない状態であること。
�ロ 歩行（歩幅や速度を問わず立った状態から５ｍ以上歩くことをいいます。）の際に、杖や歩
行器を使用したり、壁で手を支えたりしても歩行ができない状態であること。

別表 疾－１１－�

胸腹部臓器の機能障害により介護が必要な状態であり、別表 疾－１に定める項目について全面
的介助状態または部分的介助状態に合計で３項目以上該当し、そのうち全面的介助状態が１項目以
上含まれていること、かつ、次のいずれかまたは双方に該当することをいいます。ただし、別表
疾－１１－�に該当する場合を除きます。
イ．寝返り（身体の上にふとん等をかけない状態で横たわったまま左右のどちらかに向きを変え
ることをいいます。）の際に、ベッド柵、ひも、バー、サイドレール等何かにつかまらなければ
１人で寝返りができない状態または同程度以上の介助を必要とする状態であること。
ロ．歩行（歩幅や速度を問わず立った状態から５ｍ以上歩くことをいいます。）の際に、杖や歩行
器を使用したり、壁で手を支えたりしなければ歩行ができない状態または同程度以上の介助を
必要とする状態であること。

別表 疾－１１－�

胸腹部臓器の機能障害により介護が必要な状態であり、別表 疾－１に定める項目について全面

的介助状態または部分的介助状態に該当する状態をいいます。ただし、別表 疾－１１－�または別
表 疾－１１－�に該当する場合を除きます。

別表－１
対象となる高度障害状態

対象となる高度障害状態とは、次のいずれかの状態をいいます。
� 両眼の視力を全く永久に失ったもの
� 言語またはそしゃくの機能を全く永久に失ったもの
� 中枢神経系・精神または胸腹部臓器に著しい障害を残し、終身常に介護を要するもの
	 両上肢とも、手関節以上で失ったかまたはその用を全く永久に失ったもの

 両下肢とも、足関節以上で失ったかまたはその用を全く永久に失ったもの
� １上肢を手関節以上で失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったかまたはその用を全く永久に

失ったもの
� １上肢の用を全く永久に失い、かつ、１下肢を足関節以上で失ったもの

別表－２
対象となる身体障害の状態

対象となる身体障害の状態とは、次のいずれかの状態をいいます。
� １眼の視力を全く永久に失ったもの
� 両耳の聴力を全く永久に失ったもの
� 脊柱に著しい奇形または著しい運動障害を永久に残すもの
	 １上肢を手関節以上で失ったかまたは１上肢の用もしくは１上肢の３大関節中の２関節の用を

全く永久に失ったもの

 １下肢を足関節以上で失ったかまたは１下肢の用もしくは１下肢の３大関節中の２関節の用を

全く永久に失ったもの
� １手の５手指を失ったかまたは第１指（母指）および第２指（示指）を含んで４手指を失った

もの
� １０手指の用を全く永久に失ったもの

 １０足指を失ったもの



６１

１
（ａ＋２ｂ＋ｃ）
４

自家用普通乗用車 自家用普通乗用車
自家用小型乗用車 自家用小型乗用車
自家用軽四輪乗用車 自家用軽四輪乗用車
自家用普通貨物車 自家用普通貨物車
（最大積載量０．５トン超２トン以下） （最大積載量０．５トン超２トン以下）
自家用普通貨物車 自家用普通貨物車
（最大積載量０．５トン以下） （最大積載量０．５トン以下）
自家用小型貨物車 自家用小型貨物車
自家用軽四輪貨物車 自家用軽四輪貨物車
特種用途自動車 特種用途自動車
（キャンピング車） （キャンピング車）

新たに取得し、または１年以上を期間とす
る貸借契約により借り入れる自動車

被保険自動車

備 考【別表－１、別表－２】

１．眼の障害（視力障害）
� 視力の測定は、万国式試視力表により、１眼ずつ、きょう正視力について測定します。
� 「視力を全く永久に失ったもの」とは、視力が０．０２以下になって回復の見込のない場合をいい
ます。
� 視野狭さくおよび眼瞼下垂による視力障害は視力を失ったものとはみなしません。
２．言語またはそしゃくの障害
� 「言語の機能を全く永久に失ったもの」とは、次の３つの場合をいいます。
� 語音構成機能障害で、口唇音、歯舌音、口蓋音、こう頭音の４種のうち、３種以上の発音が
不能となり、その回復の見込がない場合
� 脳言語中枢の損傷による失語症で、音声言語による意志の疎通が不可能となり、その回復の
見込がない場合
� 声帯全部のてき出により発音が不能な場合
� 「そしゃくの機能を全く永久に失ったもの」とは、流動食以外のものは摂取できない状態で、
その回復の見込のない場合をいいます。

３．常に介護を要するもの
「常に介護を要するもの」とは、食物の摂取、排便・排尿・その後始末、および衣服着脱・起居
・歩行・入浴のいずれもが自分ではできず、常に他人の介護を要する状態をいいます。
４．上・下肢の障害
� 「上・下肢の用を全く永久に失ったもの」とは、完全にその運動機能を失ったものをいい、上
・下肢の完全運動麻ひ、または上・下肢においてそれぞれ３大関節（上肢においては肩関節、ひ
じ関節および手関節、下肢においてはまた関節、ひざ関節および足関節）の完全強直で、回復の
見込のない場合をいいます。
� 「関節の用を全く永久に失ったもの」とは、関節の完全強直で回復の見込のない場合、または
人工骨頭もしくは人工関節をそう入置換した場合をいいます。

５．耳の障害（聴力障害）
� 聴力の測定は、日本工業規格（昭和５７年８月１４日改定）に準拠したオージオメータで行ないま
す。
� 「聴力を全く永久に失ったもの」とは、周波数 ５００・１，０００・２，０００ ヘルツにおける聴力レベ
ルをそれぞれａ・ｂ・ｃデシベルとしたとき、

の値が９０デシベル以上（耳介に接しても大声語を理解しえないもの）で回復の見込のない場合を
いいます。

６．脊柱の障害
� 「脊柱の著しい奇形」とは、脊柱の奇形が通常の衣服を着用しても外部から見て明らかにわか
る程度以上のものをいいます。
� 「脊柱の著しい運動障害」とは、頸椎における完全強直の場合、または胸椎以下における前後
屈、左右屈および左右回旋の３種の運動のうち、２種以上の運動が生理的範囲の２分の１以下に
制限された場合をいいます。

７．手指の障害
� 「手指を失ったもの」とは、第１指（母指）においては指節間関節、その他の手指は近位指節
間関節以上を失ったものをいいます。
� 「手指の用を全く永久に失ったもの」とは、手指の末節の２分の１以上を失った場合、または
手指の中手指節関節もしくは近位指節間関節（第１指（母指）においては指節間関節）の運動範
囲が生理的運動範囲の２分の１以下で回復の見込のない場合をいいます。

８．足指の障害
「足指を失ったもの」とは、足指全部を失ったものをいいます。

別表－３
被保険自動車の入替ができる用途・車種区分表

注．特種用途自動車（キャンピング車）とは、自動車検査証に記載の用途が特種用途であり、かつ、
車体の形状がキャンピング車である特種用途自動車をいいます。



地震危険等上乗せ担保特約

第１条（この特約の支払責任）
当会社は、この特約により、保険証券記載のこの特約の保険の目的（以下「保険の目的」といい
ます。）について、この保険契約に付帯されている地震保険普通保険約款（これに付帯されている特
約を含みます。以下この特約において「地震保険普通約款」といいます。）の規定により保険金が支
払われる場合に、地震危険等上乗せ保険金を支払います。
第２条（地震危険等上乗せ保険金の支払額）

当会社が前条の地震危険等上乗せ保険金として支払う額は、地震保険普通約款の規定により支払
われる額と同額とします。ただし、地震保険普通約款の規定により支払われる額とこの地震危険等
上乗せ保険金の合計額が保険の目的の保険価額（損害が生じた地および時における保険契約の目的
の価額をいいます。）を超える場合には、次の算式によって算出された額とします。

地震危険等上乗せ保険金の支払額
＝保険の目的の保険価額－地震保険普通約款の規定により支払われる額

第３条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、普通保険約款および地
震保険普通約款の規定を準用します。

傷害補償の範囲の限定に関する特約

第１条（範囲の限定）
当会社は、この特約の規定により、普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）第３章傷害条

項（以下「傷害条項」といいます。）の被保険者（以下「被保険者」といいます。）が保険証券記載
の行為の間に傷害条項第１条（保険金を支払う場合）の傷害を被った場合にかぎり、傷害条項の規
定により支払われる保険金のうちこの特約の適用対象として保険証券に記載された保険金（以下「保
険金」といいます。）を支払います。ただし、次条第６号の行為については、傷害条項第３条（保険
金を支払わない場合－その１）第１項第８号および同号の事由に随伴して生じた事故または同号に
伴う秩序の混乱に基づいて生じた事故にかかわらず、保険金を支払います。
第２条（範囲限定の特則）

前条において、保険証券に記載されている行為として、ゴルフ、テニス、スキー、スケート、狩
猟またはつりと記載されている場合、前条の行為は、それぞれ次の定義によります。
� ゴルフ

被保険者がゴルフ場構内において、ゴルフ（ケイマンゴルフ、ターゲット・バード・ゴルフ、
パターゴルフ等ゴルフ類似のスポーツを除きます。）の練習、競技または指導（これらに付随して
ゴルフ場構内で通常行われる更衣、休憩、食事、入浴等の行為を含みます。）中

� テニス
被保険者がテニス施設内おいて、テニスの練習、競技または指導（これらに伴う更衣、休憩を
含みます。）中
� スキー

被保険者が雪上滑走スポーツの目的をもって住居を出発した時から帰着する時までの行程中
� スケート

被保険者がスケート場におけるアイススケートの練習、競技または指導（これらに伴う更衣、
休憩を含みます。）中
� 狩猟

被保険者が狩猟または射撃場における射撃の目的をもって住居を出発した時から帰着する時ま
での行程中
� つり

被保険者が、釣魚の目的をもって住居を出発した時から住居に帰着する時までの行程中
第３条（用語の定義）
この特約において、次の各号の用語はそれぞれ次の定義によります。
� ゴルフの練習

ゴルフの練習とは、ゴルフの技術の維持・向上を目標に、ゴルフクラブまたはゴルフ練習用に
特に考案され市販されている器具（以下「クラブ等」といいます。）を使用して繰り返しスイング
を行うこと（場所のいかんを問いません。）をいい、これに付随してその場所で通常行われる準備、
整理等の行為を含みます。
� ゴルフの競技

ゴルフの競技とは、ゴルフ場においてゴルフをプレーすることをいいます。
� ゴルフの指導

ゴルフの指導とは、他人が行うゴルフの練習または競技に対し、指示、助言、監督等を行うこ
とをいいます。
� スイング

スイングとは、クラブ等を動かす意思でクラブ等を前後方向へ動かすことをいいます。
� ゴルフ場

ゴルフ場とは、ゴルフの練習または競技を行う施設で、かつ、名目のいかんを問わず、施設の
利用について料金を徴するものをいいます。
� ゴルフ場構内
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ゴルフ場構内とは、ゴルフ場として区画された構内をいい、駐車場および更衣室等の付属施設
を含みます。ただし、宿泊のために使用される部分を除きます。
� テニス施設
もっぱらテニスの用に供するテニスコート、テニス練習場および更衣室等それらの付属施設を
いいます。
� 雪上滑走スポーツ
スキー、モノスキー、スノーボード等、当該スポーツ用に設計された板またはボードを使用し、
雪（人工雪を含みます。）上を動力を用いずに滑走することを主な目的とするスポーツをいいます。
ただし、そり（そりに類似するものを含みます。）、ボブスレーおよびリュージュを除きます。

� スケート場
アイススケートを行う場所をいい、更衣室等の付属施設を含むものとします。

� 釣魚
海、河川、湖沼、池等において釣糸を用いて魚を漁獲することをいいます。ただし、次に掲げ
るものを除きます。
イ．つり堀における漁獲
ロ．職業的漁獲

第４条（保険金を支払わない場合）
� 当会社は、次の各号に掲げる傷害または損害に対しては保険金を支払いません。
� 第２条（範囲限定の特則）第３号および第４号の行為については、大気汚染、水質汚濁の環境
汚染（環境汚染の発生が不測かつ突発的事故による場合は除きます。）によって生じた傷害または
損害
� 第２条（範囲限定の特則）第５号の行為については、次の事由のいずれかによって生じた傷害
または損害
イ．被保険者が狩猟免許を受けないで狩猟を行っている間または法令により定められた狩猟期間
または捕獲時間外に狩猟を行っている間
ロ．被保険者が許可なく所持している銃器によって被った傷害または法令で禁止されている場所
において銃器を使用している間
ハ．交通乗用具に搭乗中
ニ．交通乗用具との衝突、接触等
� 第２条（範囲限定の特則）第６号の行為については、被保険者が故意または重大な過失によっ
て法令上禁止されている区域内または期間中に釣魚（禁漁の対象となっている魚に限ります。）を
行っている間に生じた傷害または損害

	 前項第２号にいう交通乗用具とは次に掲げるものをいいます。
汽車、電車、気動車、モノレール、ケーブルカー（ロープウェーを含みます。）、リフト、自動車、

原動機付自転車、トロリーバス、航空機および船舶（狩猟に使用する船を除きます。）
第５条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、普通約款およびこれに
付帯される他の特約の規定を準用します。

天災危険担保特約

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、この特約の規定により、普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）第３章傷害条
項（以下「傷害条項」といいます。）第３条（保険金を支払わない場合－その１）第１項第８号およ
び第１２号の規定にかかわらず、傷害条項の被保険者が次の各号に掲げる事由のいずれかによって生
じた傷害を被ったときは、傷害条項の規定により支払われる保険金のうちこの特約の適用対象とし
て保険証券に記載された保険金を支払います。
� 地震もしくは噴火またはこれらによる津波
� 前号の事由に随伴して生じた事故またはこれらに伴う秩序の混乱に基づいて生じた事故
第２条（保険金の支払時期）

当会社は、普通約款第６章一般条項第２１条（保険金の支払）第２項第５号の次に、第６号として
次のとおり追加して適用します。
「

 災害対策基本法に基づき設置された中央防災会議の専門調査会によって被害想定が報告され
た首都直下地震、東海地震、東南海・南海地震またはこれらと同規模以上の損害が発生するも
のと見込まれる地震等による災害の被災地域における前項第１号から第４号までの事項の確認
のための調査 ３６５日

」
第３条（準用規定）

この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、普通約款およびこれに
付帯される他の特約の規定を準用します。
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特定感染症危険担保特約

第１条（保険金を支払う場合）
� 当会社は、普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）第３章傷害条項（以下「傷害条項」と
いいます。）の被保険者（以下「被保険者」といいます。）が保険期間中に感染症の予防及び感染症
の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第６条第２項から第４項までに規定する
一類感染症、二類感染症または三類感染症（以下「特定感染症」といいます。）を発病したときは、
この特約および傷害条項の規定に従い、傷害条項の規定によって支払われる保険金のうち傷害後遺
障害保険金、傷害入院保険金、傷害手術保険金、傷害入院初期保険金、傷害通院保険金、人身傷害
保険金を支払います。
� 当会社は、被保険者が保険期間中に特定感染症を発病し、その直接の結果として発病の日からそ
の日を含めて１８０日以内に死亡したことにより保険契約者または被保険者の親族が負担した葬祭費用
に対して、保険証券記載の保険金額を限度としてその費用の負担者に葬祭費用保険金（以下、前項
の保険金とあわせて「保険金」といいます。）を支払います。

� 前２項の発病の認定は、医師（被保険者が医師である場合は、被保険者以外の医師をいいます。
以下同様とします。）の診断によります。
第２条（保険金を支払わない場合－その１）
� 当会社は、次の各号に掲げる事由のいずれかによって発病した特定感染症に対しては、保険金を
支払いません。
� 被保険者の故意または重大な過失（事故の直接の原因となりうる過失であって、通常の不注意
等では説明のできない行為または不作為を伴うものをいいます。）。ただし、保険金を支払わない
のはその被保険者の被った傷害または損害に限ります。
� 保険金を受け取るべき者（保険金を受け取るべき者が法人であるときは、その理事、取締役ま
たは法人の業務を執行するその他の機関）の故意または重大な過失。ただし、その者が保険金の
一部の受取人である場合には、保険金を支払わないのはその者が受け取るべき金額に限ります。
� 被保険者の自殺行為、犯罪行為または闘争行為。ただし、保険金を支払わないのはその被保険
者の被った傷害または損害に限ります。
� 被保険者に対する刑の執行
� 地震もしくは噴火またはこれらによる津波
	 戦争、外国の武力行使、革命、政権奪取、内乱、武装反乱その他これらに類似の事変または暴
動（群衆または多数の者の集団の行動によって、全国または一部の地区において著しく平穏が害
され、治安維持上重大な事態と認められる状態をいいます。）

 核燃料物質（使用済燃料を含みます。以下この号において同様とします。）もしくは核燃料物質
によって汚染された物（原子核分裂生成物を含みます。）の放射性、爆発性その他有害な特性の作
用またはこれらの特性に起因する事故
� 前号以外の放射線照射または放射能汚染
� 前４号の事由に随伴して生じた事故またはこれらに伴う秩序の混乱に基づいて生じた事故

� 当会社は、普通約款の規定に従い保険金を支払うべき傷害に起因する特定感染症に対しては、保
険金を支払いません。
第３条（保険金を支払わない場合－その２）
� 当会社は、保険責任開始日からその日を含めて１０日以内に発病した特定感染症に対しては、保険
金を支払いません。
� 前項の規定は、この特約が付帯された支払条項が継続されたものである場合には、適用しません。
第４条（発病の通知）
� 被保険者が特定感染症を発病したときは、保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者
は、当該特定感染症を発病した日からその日を含めて３０日以内に当該特定感染症の発病の状況およ
び経過を当会社に通知しなければなりません。この場合において、当会社が書面による通知もしく
は説明を求めたときまたは被保険者の診断書もしくは死体検案書の提出を求めたときは、これに応

じなければなりません。
� 保険契約者、被保険者または保険金を受け取るべき者が正当な理由がなく前項の規定に違反した
とき、またはその通知もしくは説明について知っている事実を告げなかったときもしくは事実と異
なることを告げたときは、当会社は、それによって当会社が被った損害の額を差し引いて保険金を
支払います。
第５条（保険金の請求）
� 被保険者または保険金を受け取るべき者が保険金の支払を受けようとするときは、保険金請求書、
保険証券および次の各号に掲げる書類のうち当会社が求めるものを提出しなければなりません。
� 保険期間中に特定感染症を発病したこと、当該特定感染症の程度または当該特定感染症による
後遺障害の程度を証明する医師の診断書
� 入院日数または通院日数を記載した病院または診療所の証明書類
� 死亡診断書または死体検案書
� 被保険者の戸籍謄本
� 被保険者の印鑑証明書
	 葬祭費用の支出を証明する書類

 保険金の請求の委任を証する書類および委任を受けた者の印鑑証明書（保険金の請求を第三者
に委任する場合）
� その他当会社が普通約款第６章一般条項（以下「一般条項」といいます。）第２１条（保険金の支
払）第１項に定める必要な事項の確認を行うために欠くことのできない書類または証拠として保
険契約締結の際に当会社が交付する書面等において定めたもの

� 当会社は、事故の内容、費用の額または特定感染症の程度等に応じ、保険契約者、被保険者また
は保険金を受け取るべき者に対して、前項に掲げるもの以外の書類もしくは証拠の提出または当会
社が行う調査への協力を求めることがあります。この場合には、当会社が求めた書類または証拠を
速やかに提出し、必要な協力をしなければなりません。
� 被保険者または保険金を受け取るべき者が正当な理由がなく前項の規定に違反した場合または前
２項の書類に事実と異なる記載をし、もしくはその書類もしくは証拠を偽造しもしくは変造したと
きは、当会社は、それによって当会社が被った損害の額を差し引いて保険金を支払います。
第６条（当会社の指定する医師が作成した診断書等の要求）
� 当会社は、第４条（発病の通知）の規定による通知または前条の規定による請求を受けた場合は、
特定感染症の程度または費用の額の認定その他保険金の支払にあたり必要な限度において、保険契
約者、被保険者または保険金を受け取るべき者に対し当会社の指定する医師が作成した被保険者の
診断書または死体検案書の提出を求めることができます。
� 前項の規定による診断または死体の検案（死体について、死亡の事実を医学的に確認することを
いいます。）のために要した費用（収入の喪失を含みません。）は、当会社が負担します。
第７条（代 位）
� 当会社が保険金を支払った場合でも、被保険者またはその相続人がその発病した特定感染症につ
いて第三者に対して有する損害賠償請求権は、当会社に移転しません。
� 前項の規定にかかわらず、当会社が葬祭費用保険金を支払うべき第１条（保険金を支払う場合）
第２項の費用について、保険契約者または被保険者の親族が損害賠償請求権その他債権（共同不法
行為等の場合における連帯債務者相互間の求償権を含みます。）を取得した場合において、当会社が
その費用に対して保険金を支払ったときは、その債権は当会社に移転します。ただし、移転するの
は、次の各号の額を限度とします。
� 当会社が、保険契約者または被保険者の親族が負担した第１条（保険金を支払う場合）第２項
の費用全額を保険金として支払った場合は、保険契約者または被保険者の親族が取得した債権の
全額
� 前号以外の場合は、保険契約者または被保険者の親族が取得した債権の額から、保険金が支払
われていない保険契約者または被保険者の親族が負担した第１条（保険金を支払う場合）第２項
の費用の額を差し引いた額

� 前項第２号において、当会社に移転せずに保険契約者または被保険者の親族が引き続き有する債
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権は、当会社に移転した債権よりも優先して弁済されるものとします。
� 保険契約者および保険金を受け取るべき者は、当会社が取得する前２項の債権の保全および行使
ならびにそのために当会社が必要とする証拠および書類の入手に協力しなければなりません。この
ために必要な費用は、当会社の負担とします。
第８条（普通約款の適用除外）
この特約の規定が適用される場合には、傷害条項第３条（保険金を支払わない場合－その１）、第

４条（保険金を支払わない場合－その２）、第２６条（死亡の推定）、一般条項第２１条（保険金の支払）、
第２５条（当会社の指定する医師が作成した診断書等の要求）ならびに第２６条（代位）第１項および
第２項の規定は適用しません。
第９条（普通約款の読み替え）

この特約については、普通約款を次のとおり読み替えて適用します。
� 傷害条項第１９条（傷害定額保険金における他の身体障害の影響）第２項の規定中「第１条（保
険金を支払う場合）第１項の傷害の程度が重大となったとき」とあるのは「特定感染症が重大と
なったとき」
� 傷害条項第２３条（人身傷害保険金における他の身体傷害の影響）第１項の規定中「被保険者が
第１条（保険金を支払う場合）第２項の傷害を被った」および「同項の傷害を被った」とあるの
は「特定感染症の発病の」、「事故」とあるのは「特定感染症」、「同項の傷害が重大となった場合」
とあるのは「特定感染症が重大となった場合」、同条第２項の規定中「第１条（保険金を支払う場
合）第２項の傷害が重大となった場合」とあるのは「特定感染症が重大となった場合」
� 一般条項第１条（保険期間および保険料の払込方法等）第３項の規定中「傷害」とあるのは「発
病した特定感染症」
� 一般条項第３０条（保険契約の解除）第２項第３号の規定中「この保険契約によって保険金を支
払うべき事故による損害もしくは傷害または発病した疾病が発生する前に」とあるのは「特定感
染症の発病の前に」、同条第６項第１号、第２号および第３号の規定中「損害もしくは傷害が発生
した後または疾病が発病した後に」とあるのは「特定感染症が発病した後に」、同条第６項第２号
および第３号の規定中「生じた事故による損害もしくは傷害または発病した疾病」とあるのは「発
病した特定感染症」
� 一般条項第３１条（保険料の返還または請求）第３項の規定中「変更後の保険料領収前に生じた
事故による損害または傷害もしくは発病した疾病」とあるのは「変更後の保険料の領収前に発病
した特定感染症」

第１０条（交通事故傷害危険のみ担保特約が付帯された場合の取扱）
この特約が付帯される保険契約に交通事故傷害危険のみ担保特約が付帯された場合には、同特約
第３条（保険金を支払わない場合）の規定は適用しません。
第１１条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、普通約款およびこれに
付帯される他の特約の規定を準用します。

第三者加害行為倍額支払特約

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）第３章傷害条項（以下「傷害条項」と

いいます。）の被保険者が次の各号に掲げる事由のいずれかによって傷害条項第１条（保険金を支払
う場合）の傷害を被った場合は、傷害条項の規定により支払われる保険金のうちこの特約の適用対
象として保険証券に記載された保険金を２倍にして支払います。
� 第三者（被保険者以外の者をいいます。以下この条において同様とします。）の故意による加害
行為。ただし、その傷害が第三者の加害行為によって生じたものであることを保険契約者、被保
険者または保険金を受け取るべき者が警察署に届け出た場合に限ります。
� ひき逃げ（道路上における被保険者と自動車もしくは原動機付自転車またはこれらに積載され
ているものとの衝突・接触等の交通事故であって、当該事故の加害者である第三者がその被保険
者の救護その他の必要な措置を行わず逃走し、加害者が当該事故の日からその日を含めて６０日を
経過してもなお特定できないものをいいます。）

第２条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、普通約款およびこれに
付帯される他の特約の規定を準用します。
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支払事由に該当した時
までの経過期間

削 減 期 間

１年 ２年 ３年 ４年 ５年

１ 年 以 内 ５０％ ３０％ ２５％ ２０％ １５％

１ 年 超 ２ 年 以 内 ６０％ ５０％ ４０％ ３０％

２ 年 超 ３ 年 以 内 ７５％ ６０％ ４５％

３ 年 超 ４ 年 以 内 ８０％ ６０％

４ 年 超 ５ 年 以 内 ８０％

顔面傷害による倍額支払特約

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）第３章傷害条項（以下「傷害条項」と
いいます。）の被保険者が傷害条項第１条（保険金を支払う場合）の傷害を被り、傷害を被った部位

けい

またはその一部が顔面、頭部または頸部であって、その部分の治療について切開、縫合、補てつな
どの外科手術または歯科手術を受けたときは、傷害条項の規定により支払われる保険金のうちこの
特約の適用対象として保険証券に記載された保険金を２倍にして支払います。
第２条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、普通約款およびこれに
付帯される他の特約の規定を準用します。

特別条件付保険特約

第１条（特別条件の適用）
普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）第４章疾病条項の被保険者となるにあたって、当
該被保険者の健康状態その他が当会社の定めた基準に適合しないときは、疾病入院保険金、疾病手
術保険金、疾病入院初期保険金、疾病通院保険金、人身疾病保険金（以下「保険金」といいます。）
については、普通約款またはこれに付帯される特約の規定のほか、この特約の規定を適用します。
第２条（特別条件）

この特約によりこの保険契約に適用する特別条件は、その危険の程度に応じて、つぎの各号のう
ちいずれか１つまたは２つ以上の方法によります。
� 保険金削減支払法

当該保険金にかかる保険期間の始期から起算して当会社の定める保険金削減期間内に、被保険
者が、保険金の支払事由に該当したときは、適用日（この特約において、この特約が付帯された
日をいいます。）から起算して保険金の支払事由に該当した時までの経過期間に応じ、つぎの割合
を乗じて得た金額を基準として、保険金を支払います。ただし、当該保険金にかかる保険料が払
込済である場合は、支払うべき保険金の額からその支払事由に該当した時における当該支払条項
の責任準備金を控除した金額につぎの割合を乗じて得た金額と、その時における当該支払条項の
責任準備金とを合算した金額を支払います。

� 特別保険料領収法
�ア この特約がないものとして計算された保険料に当会社の定める特別保険料を加算した金額を、
払い込むべき保険料とします。
�イ 普通約款またはこれに付帯される特約の規定によって保険料の払込が免除された場合は、同
時に特別保険料の払込を免除します。

� 特定疾病・部位不担保法
当該保険金にかかる保険期間の始期から起算して保険証券記載の不担保期間内に生じた保険証
券記載の保険金の支払事由に該当したとき、または保険料払込の免除事由に該当したときは、保
険金を支払わず、または保険料の払込を免除しません。

第３条（普通約款および特約の規定の適用除外）
� この特約に定める特別条件を適用した場合、次の各号の取扱は行いません。ただし、保険金削減

支払法の場合で保険金削減期間経過後のとき、または特定疾病・部位不担保法のときはこの規定
は適用しません。
� 当該保険金にかかる保険期間の変更
� 当該保険金にかかる保険料払込期間の変更
� この特約に定める特別条件を適用した場合、特別条件を適用した保険金にかかる保険期間の変更
または保険料払込期間の変更をともなう保険期間もしくは保険料払込期間の変更、特約の付帯は行
いません。ただし、保険金削減支払法の場合で保険金削減期間経過後のとき、または特定疾病・部
位不担保法のときはこの規定は適用しません。
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分 類 交 通 乗 用 具

軌道上を走行する陸上の乗
用具

汽車、電車、気動車、モノレール、ケーブルカー、ロープウェー、
いす付リフト

（注） ジェットコースター、メリーゴーラウンド等遊園地等でもっ
ぱら遊戯施設として使用されるもの、ロープトウ、ティーバー
リフト等座席装置のないリフト等は除きます。

軌道を有しない陸上の乗用
具

自動車（スノーモービルを含みます。）、原動機付自転車、自転車、
トロリーバス、人もしくは動物の力または他の車両により牽引され
る車、そり、身体障害者用車いす、乳母車、ベビーカー、歩行補助
車（原動機を用い、かつ、搭乗装置のあるものに限ります。）

（注） 作業機械としてのみ使用されている間の工作用自動車、遊園
地等でもっぱら遊戯用に使用されるゴーカート等、一輪車、三
輪以上の幼児用車両、遊戯用のそり、スケートボード、キック
ボード（原動機を用いるものを含みます。）等は除きます。

分 類 交 通 乗 用 具

空の乗用具

航空機（飛行機、ヘリコプター、グライダー、飛行船、超軽量動
力機、ジャイロプレーン。この場合において、超軽量動力機とはモ
ーターハンググライダー、マイクロライト機、ウルトラライト機等
をいいます。）

（注） ハンググライダー、気球、パラシュート等は除きます。

水上の乗用具

船舶（ヨット、モーターボート、水上オートバイおよびボートを
含みます。）

（注） 幼児用のゴムボート、セーリングボード、サーフボード等は
除きます。

その他の乗用具

エレベーター、エスカレーター、動く歩道

（注） 立体駐車場のリフト等もっぱら物品輸送用に設置された装置
等は除きます。

交通事故傷害危険のみ担保特約

第１条（保険金を支払う場合）
� 当会社は、この特約の規定により、普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）第３章傷害条
項（以下「傷害条項」といいます。）の被保険者（以下「被保険者」といいます。）が次の各号に掲
げるいずれかの事故によって、傷害条項第１条（保険金を支払う場合）の傷害を被った場合にかぎ
り、傷害条項の規定により支払われる保険金のうちこの特約の適用対象として保険証券に記載され
た保険金（以下「保険金」といいます。）を支払います。
� 運行中の交通乗用具に搭乗していない被保険者が、運行中の交通乗用具（これに積載されてい
るものを含みます。以下この項において同様とします。）との衝突・接触等の交通事故または運行
中の交通乗用具の衝突・接触・火災・爆発等の交通事故
� 運行中の交通乗用具の正規の搭乗装置または当該装置のある室内（隔壁等により通行できない
ように仕切られている場所を除きます。）に搭乗している間（極めて異常かつ危険な方法で搭乗し
ている間を除きます。）の急激かつ偶然な外来の事故

� 乗客（入場客を含みます。）として改札口を有する交通乗用具の乗降場構内（改札口の内側をい
います。）での急激かつ偶然な外来の事故
� 道路通行中の次に掲げるいずれかの事故
イ．建造物・工作物等の倒壊または建造物・工作物等からのものの落下
ロ．崖崩れ、土砂崩れまたは岩石等の落下
ハ．火災または破裂・爆発
ニ．作業機械としてのみ使用されている工作用自動車との衝突・接触等または作業機械としての
み使用されている工作用自動車の衝突・接触・火災・爆発等

� 建物または交通乗用具の火災
� 前項各号の傷害には、身体外部から有毒ガスまたは有毒物質を偶然かつ一時に吸入、吸収または
摂取したときに急激に生じる中毒症状（継続的に吸入、吸収または摂取した結果生ずる中毒症状を
除きます。）を含みます。ただし、細菌性食中毒およびウイルス性食中毒は含みません。
第２条（用語の定義）
この特約において、次の各号の用語はそれぞれ次の定義によります。
� 交通乗用具
下表のいずれかに該当するものをいいます。

� 工作用自動車
構造物の建築または破壊、土木工事、農耕等の作業の用途をもつもので、各種クレーン車、パ
ワーショベル、フォークリフト、ショベルローダー、ブルドーザー、コンクリートミキサートラ
ック、耕運機、トラクター等をいいます。
� 運行中
交通乗用具が通常の目的に従って使用されている間をいいます。

第３条（保険金を支払わない場合）
� 当会社は被保険者が次の各号のいずれかに該当する間に生じた事故によって被った傷害に対して
は、傷害条項の規定により支払われる保険金を支払いません。
� 被保険者が交通乗用具による競技、競争、興行（いずれもそのための練習を含みます。）、訓練
（自動車または原動機付自転車の運転資格を取得するための訓練を除きます。）もしくは性能試験
を目的とする運転もしくは操縦である試運転（以下この号においてこれらを「競技等」といいま
す。）をしている間または競技等を行うことを目的とする場所において、競技等に準ずる方法・態
様により交通乗用具を使用している間。ただし、前条第１号の軌道を有しない陸上の乗用具を用
いて道路上でこれらのことを行っている間（法令による許可を受けて、一般の通行を制限し、道
路を占有して行っている間を除きます。）については、保険金を支払います。
� 船舶乗組員、漁業従事者その他の船舶に搭乗することを職務とする者またはこれらの者の養成
所の職員もしくは生徒である被保険者が、職務または実習のために船舶に搭乗している間
� 航空運送事業者が路線を定めて運行する航空機（定期便であると不定期便であるとを問いませ
ん。）以外の航空機を被保険者が操縦している間または当該航空機に搭乗することを職務とする被
保険者が職務上搭乗している間
� 被保険者が次に掲げる航空機のいずれかに搭乗している間
イ．グライダー
ロ．飛行船
ハ．超軽量動力機
ニ．ジャイロプレーン

� 当会社は、被保険者が職務として次の各号に掲げる作業のいずれかに従事中に当該作業に直接起
因する事故によって被った傷害に対しては、傷害条項の規定により支払われる保険金を支払いませ
ん。
� 交通乗用具への荷物、貨物等（以下この号において「荷物等」といいます。）の積込み作業、交
通乗用具からの荷物等の積卸し作業または交通乗用具上での荷物等の整理作業
� 交通乗用具の修理、点検、整備、清掃の作業

６７



第４条（普通約款の適用除外）
傷害条項第４条（保険金を支払わない場合－その２）の規定は適用しません。

第５条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、普通約款およびこれに
付帯される他の特約の規定を準用します。

自動車傷害調整特約（人身傷害補償特約用）

第１条（保険金を支払う場合）
当会社は、この特約により、第３章傷害条項（以下この特約において「傷害条項」といいます。）

の被保険者が、次の各号のいずれかに該当する急激かつ偶然な外来の事故によりその身体に被った
傷害（ガス中毒を含みます。以下この特約において同様とします。）に対しては、傷害条項または特
定損傷特約の規定により支払われる保険金のうちこの特約の適用対象として保険証券に記載された
傷害死亡保険金、傷害後遺障害保険金、傷害入院保険金、傷害手術保険金、傷害通院保険金、傷害
一時金払保険金、人身傷害保険金または特定損傷保険金を支払いません。
� 自動車の運行に起因する事故
� 自動車の運行中の、飛来中もしくは落下中の他物との衝突、火災、爆発または自動車の落下
２ 前項における被保険者とは、この保険契約に付帯される人身傷害補償特約（以下この特約におい
て「人身傷害補償特約」といいます。）の被保険者である間に限ります。

３ 第１項の規定は、同項に規定する傷害について、人身傷害補償特約の規定により保険金が支払わ
れる場合にかぎり、適用されます。
第２条（この特約の効力）

人身傷害補償特約が終了したとき、または人身傷害補償特約の所有自動車が存在しなくなったと
きに、この特約も同時に効力を失います。
第３条（新総合保険に移行した場合の特則）

当会社は、この特約が付帯された保険契約が新総合保険に移行した場合は、次の各号のとおり取
り扱います。
� 第１条（保険金を支払う場合）各号の規定中「自動車」とあるのは「自動車（原動機付自転車
を含みます。）」と読み替えます。

� 同条第２項の規定を以下のとおり読み替えます。
「２ 前項における被保険者とは、保険証券記載の総合自動車補償条項人身傷害条項（これらに

付帯される他の特約を含みます。以下この特約においてこれらを総称して、「自動車人身傷害
条項」といいます。）の被保険者である間に限ります。」

� 同条第３項の規定を以下のとおり読み替えます。
「３ 第１項の規定は、同項に規定する傷害について、自動車人身傷害条項の規定により保険金

が支払われる場合にかぎり、適用されます。」
� 前条の規定中「人身傷害補償特約が終了したとき、または人身傷害補償特約の所有自動車が存
在しなくなったとき」とあるのは「自動車人身傷害条項が失効した時または解除された時」と読
み替えます。
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保険料払込免除特約

第１条（保険料払込の免除）
� 当会社は、この特約の規定により、この特約の適用対象として保険証券に記載された保険金（以
下「保険金」といいます。）の被保険者（以下「被保険者」といいます。）が、次の各号のいずれか
の事由に該当したときは、その事由に該当した日の属する月の翌月以降に到来する払込期日に払い
込むべき保険料（当該被保険者に関する保険金に対応する保険料に限ります。）の払込を免除します。
ただし、総合保険普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）第６章一般条項（以下「一般条項」
といいます。）に定める保険料払込の免除事由に該当したときを除きます。
� 被保険者がこの特約の責任開始期以後、この特約の保険期間中に、普通約款別表 疾－６に定
める悪性新生物（以下この条において「悪性新生物」といいます。）に罹患し、医師（被保険者が
医師である場合は被保険者以外の医師をいいます。以下同様とします。）により病理組織学的所見
（生検）によって診断確定（病理組織学的所見が得られないときは、他の所見による診断確定も
認めることがあります。以下「診断確定」といいます。）され、その治療を直接の目的として普通
約款第３章傷害条項（以下「傷害条項」といいます。）第２条（用語の定義）第１号または第４章
疾病条項（以下「疾病条項」といいます。）第２条（用語の定義）第３号に定める病院または診療
所（以下この条において「病院または診療所」といいます。）において傷害条項第２条（用語の定
義）第２号または疾病条項第２条（用語の定義）第４号に定める入院（以下この条において「入
院」といいます。）を開始したとき。

� 被保険者がこの特約の責任開始期以後に発病した疾病を原因として、この特約の保険期間中に
普通約款別表 疾－６に定める急性心筋梗塞を発病し、冠動脈に狭窄あるいは閉塞があることが、
心臓カテーテル検査によって医師により診断され、その治療を直接の目的として病院または診療
所において入院を開始したとき。
� 被保険者がこの特約の責任開始期以後に発病した疾病を原因として、この特約の保険期間中に
普通約款別表 疾－６に定める脳卒中を発病し、その疾病により言語障害、運動失調、麻痺等の
他覚的な神経学的症状が急激に発生し、かつ、ＣＴ（コンピュータ断層撮影法）またはＭＲＩ（磁
気共鳴映像法）によってその責任病巣が医師により確認され、その治療を直接の目的として病院
または診療所において入院を開始したとき。
� 被保険者がこの特約の責任開始期以後に発生した事故により傷害条項第１条（保険金を支払う
場合）の傷害を被り、この特約の保険期間中に普通約款別表 傷－８に定める脳挫傷と医師によ
り診断され、その治療を直接の目的として事故の日からその日を含めて１８０日以内に病院または診
療所において入院を開始したとき。
� 被保険者がこの特約の責任開始期以後に発生した事故により傷害条項第１条（保険金を支払う
場合）の傷害を被り、この特約の保険期間中に普通約款別表 傷－８に定める脊髄損傷と医師に
より診断され、その治療を直接の目的として事故の日からその日を含めて１８０日以内に病院または
診療所において入院を開始したとき。
� 被保険者がこの特約の責任開始期以後に発生した事故により傷害条項第１条（保険金を支払う
場合）の傷害を被り、この特約の保険期間中に普通約款別表 傷－８に定める内臓損傷と医師に
より診断され、その治療を直接の目的として事故の日からその日を含めて１８０日以内に病院または
診療所において入院を開始したとき。

� 前項第１号の事由に該当した場合でも、この特約の保険期間の開始日から起算して９０日以内に普
通約款疾－６の表中に定める基本分類コードＣ５０の乳房の悪性新生物（以下「乳房の悪性新生物」
といいます。）に罹患し、医師により診断確定されたときは、保険料の払込を免除しません。ただし、
その後（乳房の悪性新生物についてはこの特約の保険期間の開始日から起算して９０日経過後）、特約
の保険期間中に、被保険者が新たに悪性新生物に罹患し、医師により診断確定され、入院を開始し
たときは、保険料の払込を免除します。
	 被保険者が責任開始期の前日までに悪性新生物と診断確定（被保険者が医師である場合は、この
項においては、被保険者自身による診断確定を含みます。）されていた場合は、第１項および第２項

の規定にかかわらず、保険料の払込を免除しません。ただし、被保険者が第１項第２号から第６号
までに定める事由に該当した場合は、保険料の払込を免除します。
第２条（保険料の払込を免除しない場合）

被保険者が傷害条項第３条（保険金を支払わない場合－その１）第１項および傷害条項第４条（保
険金を支払わない場合－その２）のいずれかによって前条第１項第４号から第６号に該当した場合
には、当会社は、保険料の払込を免除しません。
第３条（保険料払込免除の請求）
� 保険契約者が保険料払込の免除を受けようとするときは、普通約款第６章一般条項第２０条（保険
金等の請求）第２項に掲げる書類を提出しなければなりません。
� 一般条項に定める保険料払込の免除に関する規定はこの特約による保険料払込の免除の場合に準
用します。
第４条（特約の責任開始期）

この特約による当会社の保険責任は、この特約を付帯した支払条項の保険責任と同時に始まりま
す。
第５条（保険料率）

この特約が適用される場合、傷害条項および疾病条項ならびにこれらに付帯されるその他の特約
には、この特約が付帯される場合の保険料率を適用します。
第６条（特約の失効）

この特約を付帯した支払条項が効力を失った場合には、この特約も同時に将来に向って効力を失
います。
第７条（特約の解約返れい金）

この特約に対する解約返れい金はありません。
第８条（特約の継続）
� この特約を付帯した支払条項の保険証券記載の保険期間が終身以外の場合には、支払条項が普通
約款の規定により継続されるときは、保険契約者が特に反対の意思を通知しない限り、この特約は
支払条項と同時に継続されます。
� 普通約款およびこれに適用される他の特約の規定にかかわらず、この特約に規定する保険料払込
の免除事由により継続前契約の保険料の払込が免除されている場合には、当会社は傷害条項および
疾病条項ならびにこれらに付帯されるその他の特約の継続は行いません。
	 前項の規定にかかわらず、当会社は傷害条項および疾病条項ならびにこれらに付帯されるその他
の特約を継続することがあります。この場合、保険契約者は継続後契約の保険料を、払い込まなけ
ればなりません。

 継続時に当会社がこの特約の締結を取り扱っていないときは、当会社はこの特約の継続を行いま
せん。ただし、当会社が承認した場合には、当会社所定の特約により継続されることがあります。
第９条（準用規定）

この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、普通約款およびこれに
付帯される他の特約の規定を準用します。
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保険金
の種類

支払額 保険金を支払う場合（以下「支払事由」といいます。）

成人病
入院
保険金

入院１回につき、保
険証券に記載された
成人病入院保険金日
額×入院日数

被保険者が、責任開始期（この特約の保険期間の初日からその
日を含めて、保険証券記載の待機期間日数を経過した日の翌日の
午前０時。以下同様とします。）以後に発病（医師の診断によるも
のをいいます。この場合において、被保険者が医師である場合は、
被保険者以外の医師をいいます。以下同様とします。）した別表に
定める疾病（以下「成人病」といいます。）を直接の原因として、
医師の治療を要し、かつ、保険期間中に次の条件のすべてを満た
す入院をしたとき。
� 成人病の治療を直接の目的とすること。
� 入院日数が成人病の治療を直接の目的として、この特約の保
険期間中に継続して２日以上となったこと。

� 病院または診療所における入院であること。

成人病入院特約

第１条（保険金の支払）
この特約において当会社が普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）第４章疾病条項の被保

険者（以下「被保険者」といいます。）に支払う保険金は、次のとおりとします。

第２条（保険金の支払に関する補則）
� 前条の規定にかかわらず、この保険契約による被保険者の成人病入院保険金の支払限度は、次の
とおりとします。
� １回の入院についての支払限度は、保険証券記載の成人病入院支払限度日数（成人病入院保険
金を支払う日数。以下同様とします。）とします。
� 通算支払限度は、成人病入院支払日数を通算して保険証券記載の成人病入院保険金通算限度日
数を限度とします。

� 前条に規定する保険金の支払額の計算にあたって、成人病入院保険金日額の変更があった場合に
は、各日現在の成人病入院保険金日額を基準とします。
� 被保険者が成人病以外の原因による入院中に、成人病を併発し、成人病の治療を開始した場合に
は、その日からその成人病の治療を直接の目的とする入院を開始したものとして前条およびこの条
の規定を適用します。
� 被保険者が転入院または再入院をした場合、転入院または再入院を証する書類があり、かつ、当
会社がこれを認めたときは、継続した１回の入院とみなします。
� 被保険者が同一の成人病（病名を異にする場合でも、別表中同一の成人病の種類に属する疾病お
よび成人病の種類を異にしても医学上重要な関係があると当会社が認めた疾病は、同一の成人病と
して取り扱います。以下同様とします。）の治療を目的として、前条に規定する２日以上の入院を２
回以上した場合には、１回の入院とみなし、各入院について日数を合算して同条の規定を適用しま
す。ただし、同一の成人病による入院でも、成人病入院保険金の支払われることとなった最終の入
院の退院日の翌日からその日を含めて１８０日を経過して開始した入院については、新たな成人病によ
る入院として同条の規定を適用します。
	 当会社は、被保険者が、前条に規定する入院を開始したときに、異なる成人病を併発していた場
合またはその入院中に異なる成人病を併発した場合には、その入院開始の直接の原因となった成人
病により継続して入院したものとみなします。

 被保険者の入院中にこの特約の保険期間が満了したときに継続している入院は、この特約の有効
中の入院とみなして、前条の規定を適用し、成人病入院保険金を支払います。
第３条（特約保険料払込の免除）
当会社は、普通約款第６章一般条項第４条（保険料払込の免除－その１）および第５条（保険料

の払込を免除しない場合）の規定によって、この特約が付帯された保険契約の保険料の全部または
一部の払込が免除されるべき場合には、この特約の保険料の払込を免除します。
第４条（特約の締結）

保険契約者は、当会社の定めるところにより、被保険者の同意および当会社の承認を得て、この
特約を締結することができます。
第５条（準用規定）

この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、普通約款およびこれに
付帯される他の特約の規定を準用します。
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対象とする成人病の範囲は、平成６年１０月１２日総務庁告示第７５号に定められた分類項目中下記の
ものとし、分類項目の内容については、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死
因統計分類提要ＩＣＤ－１０（２００３年版）準拠」によるものとします。

成人病の種類 分 類 項 目 基本分類コード

� 悪性新生物 口唇、口腔および咽頭の悪性新生物
消化器の悪性新生物
呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物
骨および関節軟骨の悪性新生物
皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物
中皮および軟部組織の悪性新生物
乳房の悪性新生物
女性生殖器の悪性新生物
男性生殖器の悪性新生物
腎尿路の悪性新生物
眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物
甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物
部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物
リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物
独立した（原発性）多部位の悪性新生物
上皮内新生物

Ｃ００～Ｃ１４
Ｃ１５～Ｃ２６
Ｃ３０～Ｃ３９
Ｃ４０～Ｃ４１
Ｃ４３～Ｃ４４
Ｃ４５～Ｃ４９
Ｃ５０

Ｃ５１～Ｃ５８
Ｃ６０～Ｃ６３
Ｃ６４～Ｃ６８
Ｃ６９～Ｃ７２
Ｃ７３～Ｃ７５
Ｃ７６～Ｃ８０
Ｃ８１～Ｃ９６
Ｃ９７

Ｄ００～Ｄ０７、Ｄ０９

� 糖尿病 糖尿病 Ｅ１０～Ｅ１４

� 心疾患 慢性リウマチ性心疾患
虚血性心疾患
肺性心疾患および肺循環疾患
その他の型の心疾患

Ｉ０５～Ｉ０９
Ｉ２０～Ｉ２５
Ｉ２６～Ｉ２８
Ｉ３０～Ｉ５２

� 高血圧性疾患 高血圧性疾患 Ｉ１０～Ｉ１５

� 脳血管疾患 脳血管疾患 Ｉ６０～Ｉ６９

新生物の性状を表す第５桁コード

悪性新生物

コード番号
／３ 悪性、原発部位
／６ 悪性、転移部位

悪性、続発部位
／９ 悪性、原発部位又は転移部位の別不詳

上皮内新生物

／２ 上皮内癌
上皮内
非浸潤性
非浸襲性

別表

１．成人病入院保険金給付金の支払いの対象とする疾病および疾病分類

注 上表において、「悪性新生物」および「上皮内新生物」とは、厚生労働省大臣官房統計情報部編
「国際疾病分類－腫瘍学 第３版」により、新生物の性状を表す第５桁コードとしてそれぞれ次
のコード番号が付されたものであることを必要とします。

２．同一の成人病
１の�、�、�、�または�に属する疾病は、それぞれ病名が異なる場合であってもこれを同一

の成人病として取り扱います。また、異なる分類項目に属する疾病であっても医学上密接な関係に
ある一連の疾病は、これを同一の成人病として取り扱います。例えば、高血圧性疾患とこれに起因
する脳血管疾患等をいいます。
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保険金の
種類

支払額 保険金を支払う場合（以下「支払事由」といいます。）

女性入院
保険金

入院１回につき、
保険証券に記載さ
れた女性入院保険
金日額×入院日数

被保険者が、責任開始期（この特約の保険期間の初日からその
日を含めて、保険証券記載の待機期間日数を経過した日の翌日の
午前０時。以下同様とします。）以後に発病（医師の診断によるも
のをいいます。この場合において、被保険者が医師である場合は、
被保険者以外の医師をいいます。以下同様とします。）した別表１
に定める疾病（以下「女性特定疾病」といいます。）を直接の原因
として、医師の治療を要し、かつ、保険期間中に次の条件のすべ
てを満たす入院をしたとき。
� 女性特定疾病の治療を直接の目的とすること。
� 入院日数が女性特定疾病の治療を直接の目的として、継続し
て２日以上であること。

� 病院または診療所における入院であること。

形成治療
保険金

手術１回につき、
保険証券に記載さ
れた女性入院保険
金日額に手術の種
類に応じて別表２
に定める給付倍率
を乗じた金額

被保険者が、この特約の保険期間中に病院または診療所におい
て、治療を目的とした次の手術（以下「手術」といいます。）のい
ずれかを受けたとき。
� この特約の責任開始期以後に生じた原因による別表３に定め
る瘢痕に対する別表２に定める植皮術または瘢痕形成術

� この特約の責任開始期以後に初めて診断された別表３に定め
る足ゆびの後天性変形に対する別表２に定める形成術

� この特約の責任開始期以後に生じた原因による別表２に定め
る乳房切除術

女性医療特約

第１条（保険金の支払）
① この特約において当会社が普通保険約款（以下「普通保険約款」といいます。）第４章疾病条項の
被保険者（以下「被保険者」といいます。）に支払う保険金は、次のとおりとします。

� 前項の規定にかかわらず、この特約の保険期間の開始日から起算して９０日以内の乳房の悪性新生
物（別表１中、基本分類コードＣ５０の悪性新生物。以下同様とします。）を原因として形成治療保険
金の支払事由に該当したときは、当会社は、形成治療保険金を支払いません。
第２条（保険金の支払に関する補則）
� 前条の規定にかかわらず、この保険契約による被保険者の女性入院保険金の支払限度は、次のと
おりとします。
� １回の入院についての支払限度は、保険証券記載の女性入院支払限度日数（女性入院保険金を
支払う日数。以下同様とします。）とします。
� 通算支払限度は、女性入院支払日数を通算して保険証券記載の女性入院保険金通算限度日数と
します。

� 前条に規定する女性入院保険金の支払額の計算にあたって、女性入院保険金日額の変更があった
場合には、各日現在の女性入院保険金日額を基準とします。
� 被保険者が女性特定疾病以外の原因による入院中に、女性特定疾病を併発し、その女性特定疾病
の治療を開始した場合には、その日からその女性特定疾病の治療を直接の目的とする入院を開始し
たものとして前条およびこの条の規定を適用します。
� 被保険者が転入院または再入院をした場合、転入院または再入院を証する書類があり、かつ、当
会社がこれを認めたときは、継続した１回の入院とみなします。
� 被保険者が同一の女性特定疾病（病名を異にする場合でも、医学上重要な関係があると当会社が
認めた特定疾病は、同一の女性特定疾病として取り扱います。以下同様とします。）の治療を目的と

して、前条に規定する２日以上の入院を２回以上した場合には、１回の入院とみなし、各入院につ
いて日数を合算して同条の規定を適用します。ただし、同一の女性特定疾病による入院でも、女性
入院保険金の支払われることになった最終の入院の退院日の翌日からその日を含めて１８０日を経過し
て開始した入院については、新たな女性特定疾病による入院として前条および第１項の規定を適用
します。
	 当会社は、被保険者が、前条に規定する入院を開始したときに、異なる女性特定疾病を併発して
いた場合、またはその入院中に異なる女性特定疾病を併発した場合には、その入院開始の直接の原
因となった女性特定疾病により継続して入院したものとみなします。

 被保険者の入院中にこの特約の保険期間が満了した場合には、その満了日を含んで継続している
入院は、この特約の有効中の入院とみなして、前条および第２項の規定を適用します。
� 当会社は、被保険者が時期を同じくして形成治療保険金の支払事由に該当する２種類以上の手術
を受けた場合には、前条の規定にかかわらず、給付倍率の高いいずれか１種類の手術についてのみ
形成治療保険金を支払います。
� 被保険者が前条に定める形成術を受けたのち、同一の足ゆびについて足ゆびの後天性変形と診断
されたときは、形成治療保険金の支払事由第２号に定める診断として取り扱います。

 被保険者が前条に定める足ゆびの後天性変形と診断されたのち、異なる足ゆびについて初めて足
ゆびの後天性変形と診断されたときは、形成治療保険金の支払事由第２号に定める診断として取り
扱います。
第３条（特約保険料払込の免除）

当会社は、普通約款第６章一般条項第４条（保険料払込の免除－その１）および第５条（保険料
の払込を免除しない場合）の規定によって、この特約が付帯された保険契約の保険料の全部または
一部の払込が免除されるべき場合には、この特約の保険料の払込を免除します。
第４条（特約の締結）

保険契約者は、当会社の定めるところにより、被保険者の同意および当会社の承認を得て、この
特約を締結することができます。
第５条（準用規定）

この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、普通約款およびこれに
付帯される他の特約の規定を準用します。
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特定疾病の
種類

分 類 項 目
基本分類
コード

新生物

○口唇、口腔および咽頭の悪性新生物
○消化器の悪性新生物
○呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物
○骨および関節軟骨の悪性新生物
○皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物
○中皮および軟部組織の悪性新生物
○乳房の悪性新生物
○女性生殖器の悪性新生物
○腎尿路の悪性新生物
○眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物
○甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物
○部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物
○リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物
○独立した（原発性）多部位の悪性新生物
○上皮内新生物（Ｄ００～Ｄ０９）中の
・口腔、食道および胃の上皮内癌
・その他および部位不明の消化器の上皮内癌
・中耳および呼吸器系の上皮内癌
・上皮内黒色腫
・皮膚の上皮内癌
・乳房の上皮内癌
・子宮頚（部）の上皮内癌
・その他および部位不明の生殖器の上皮内癌（Ｄ０７）中の
・子宮内膜
・外陰部
・膣
・その他および部位不明の女性生殖器

・その他および部位不明の上皮内癌
○良性新生物（Ｄ１０～Ｄ３６）中の
・乳房の良性新生物
・子宮平滑筋腫
・子宮のその他の良性新生物
・卵巣の良性新生物
・その他および部位不明の女性生殖器の良性新生物
・腎尿路の良性新生物
・甲状腺の良性新生物

○性状不詳または不明の新生物（Ｄ３７～Ｄ４８）中の
・女性生殖器の性状不詳または不明の新生物
・腎尿路の性状不詳または不明の新生物
・その他および部位不明の性状不詳または不明の新生物（Ｄ４８）中
の
・乳房

Ｃ００～Ｃ１４
Ｃ１５～Ｃ２６
Ｃ３０～Ｃ３９
Ｃ４０～Ｃ４１
Ｃ４３～Ｃ４４
Ｃ４５～Ｃ４９
Ｃ５０

Ｃ５１～Ｃ５８
Ｃ６４～Ｃ６８
Ｃ６９～Ｃ７２
Ｃ７３～Ｃ７５
Ｃ７６～Ｃ８０
Ｃ８１～Ｃ９６
Ｃ９７

Ｄ００
Ｄ０１
Ｄ０２
Ｄ０３
Ｄ０４
Ｄ０５
Ｄ０６

Ｄ０７．０
Ｄ０７．１
Ｄ０７．２
Ｄ０７．３
Ｄ０９

Ｄ２４
Ｄ２５
Ｄ２６
Ｄ２７
Ｄ２８
Ｄ３０
Ｄ３４

Ｄ３９
Ｄ４１

Ｄ４８．６

特定疾病の
種類

分 類 項 目
基本分類
コード

内分泌、栄養
および代謝疾
患

○甲状腺障害（Ｅ００～Ｅ０７）中の
・ヨード欠乏による甲状腺障害および類縁病態
・無症候性ヨード欠乏性甲状腺機能低下症
・その他の甲状腺機能低下症
・その他の非中毒性甲状腺腫
・甲状腺中毒症［甲状腺機能亢進症］
・甲状腺炎
・その他の甲状腺障害
○その他の内分泌腺障害（Ｅ２０～Ｅ３５）中の
・クッシング＜Cushing＞症候群
・卵巣機能障害

Ｅ０１
Ｅ０２
Ｅ０３
Ｅ０４
Ｅ０５
Ｅ０６
Ｅ０７

Ｅ２４
Ｅ２８

糖尿病

○糖尿病（Ｅ１０～Ｅ１４）中の
・インスリン依存性糖尿病＜IDDM＞
・インスリン非依存性糖尿病＜NIDDM＞
・栄養障害に関連する糖尿病
・その他の明示された糖尿病
・詳細不明の糖尿病

Ｅ１０
Ｅ１１
Ｅ１２
Ｅ１３
Ｅ１４

血液および造
血器の疾患な
らびに免疫機
構の障害

○栄養性貧血（Ｄ５０～Ｄ５３）中の
・鉄欠乏性貧血
・ビタミンＢ１２欠乏性貧血
・葉酸欠乏性貧血
・その他の栄養性貧血
○溶血性貧血（Ｄ５５～Ｄ５９）中の
・後天性溶血性貧血
○無形成性貧血およびその他の貧血（Ｄ６０～Ｄ６４）中の
・後天性赤芽球ろう＜癆＞［赤芽球減少症］
・その他の無形成性貧血
・急性出血後貧血
・他に分類される慢性疾患における貧血
・その他の貧血
○凝固障害、紫斑病およびその他の出血性病態（Ｄ６５～Ｄ６９）中の
・紫斑病およびその他の出血性病態（Ｄ６９）中の
・アレルギー性紫斑病
・血小板機能異常症
・その他の血小板非減少性紫斑病
・特発性血小板減少性紫斑病
・その他の原発性血小板減少症
・続発性血小板減少症
・血小板減少症、詳細不明

Ｄ５０
Ｄ５１
Ｄ５２
Ｄ５３

Ｄ５９

Ｄ６０
Ｄ６１
Ｄ６２
Ｄ６３
Ｄ６４

Ｄ６９．０
Ｄ６９．１
Ｄ６９．２
Ｄ６９．３
Ｄ６９．４
Ｄ６９．５
Ｄ６９．６

心疾患

○慢性リウマチ性心疾患
○虚血性心疾患
○肺性心疾患および肺循環疾患
○その他の型の心疾患

Ｉ０５～Ｉ０９
Ｉ２０～Ｉ２５
Ｉ２６～Ｉ２８
Ｉ３０～Ｉ５２

別表１
対象とする女性特定疾病の範囲は、平成６年１０月１２日総務庁告示第７５号に定められた分類項目中

下記のものとし、分類項目の内容については、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害およ
び死因統計分類提要ＩＣＤ－１０（２００３年版）準拠」によるものとします。
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特定疾病の
種類

分 類 項 目
基本分類
コード

高血圧性疾患 ○高血圧性疾患 Ｉ１０－Ｉ１５

脳血管疾患 ○脳血管疾患 Ｉ６０－Ｉ６９

循環器系の疾
患

○静脈、リンパ管およびリンパ節の疾患、他に分類されないもの（Ｉ
８０～Ｉ８９）中の
・下肢の静脈瘤
・その他の部位の静脈瘤（Ｉ８６）中の
・外陰静脈瘤

○循環器系のその他および詳細不明の障害（Ｉ９５～Ｉ９９）中の
・循環器系の処置後障害、他に分類されないもの（Ｉ９７）中の
・乳房切断後リンパ浮腫症候群

・低血圧（症）
○全身性結合組織障害（Ｍ３０～Ｍ３６）中の
・その他のえ＜壊＞死性血管障害（Ｍ３１）中の
・大動脈弓症候群［高安病］

Ｉ８３

Ｉ８６．３

Ｉ９７．２
Ｉ９５

Ｍ３１．４

消化器系の疾
患

○胆のう＜嚢＞、胆管および膵の障害（Ｋ８０～Ｋ８７）中の
・胆石症
・胆のう＜嚢＞炎
・胆のう＜嚢＞のその他の疾患
・胆道のその他の疾患

Ｋ８０
Ｋ８１
Ｋ８２
Ｋ８３

腎尿路生殖器
系の疾患

○糸球体疾患（Ｎ００～Ｎ０８）中の
・急性腎炎症候群
・急速進行性腎炎症候群
・反復性および持続性血尿
・慢性腎炎症候群
・ネフローゼ症候群
・詳細不明の腎炎症候群
・明示された形態学的病変を伴う単独たんぱく＜蛋白＞尿
・遺伝性腎症＜ネフロパシー＞、他に分類されないもの
・他に分類される疾患における糸球体障害

○腎尿細管間質性疾患（Ｎ１０～Ｎ１６）中の
・急性尿細管間質性腎炎
・慢性尿細管間質性腎炎
・尿細管間質性腎炎、急性または慢性と明示されないもの
・閉塞性尿路疾患および逆流性尿路疾患
・薬物および重金属により誘発された尿細管間質および尿細管の病
態

・その他の腎尿細管間質性疾患
・他に分類される疾患における腎尿細管間質性障害

○腎不全（Ｎ１７～Ｎ１９）中の
・慢性腎不全

○尿路結石症（Ｎ２０～Ｎ２３）中の
・腎結石および尿管結石
・下部尿路結石
・他に分類される疾患における尿路結石

○腎および尿管のその他の障害（Ｎ２５～Ｎ２９）中の

Ｎ００
Ｎ０１
Ｎ０２
Ｎ０３
Ｎ０４
Ｎ０５
Ｎ０６
Ｎ０７
Ｎ０８

Ｎ１０
Ｎ１１
Ｎ１２
Ｎ１３
Ｎ１４

Ｎ１５
Ｎ１６

Ｎ１８

Ｎ２０
Ｎ２１
Ｎ２２

特定疾病の
種類

分 類 項 目
基本分類
コード

・腎および尿管のその他の障害、他に分類されないもの
・他に分類される疾患における腎および尿管のその他の障害
○尿路系のその他の疾患（Ｎ３０～Ｎ３９）中の
・膀胱炎
・神経因性膀胱（機能障害）、他に分類されないもの
・その他の膀胱障害
・他に分類される疾患における膀胱障害
・尿道炎および尿道症候群
・尿道狭窄
・尿道のその他の障害
・他に分類される疾患における尿道の障害
・尿路系のその他の障害
○乳房の障害
○女性骨盤臓器の炎症性疾患
○女性生殖器の非炎症性障害
○腎尿路生殖器系の処置後障害、他に分類されないもの

Ｎ２８
Ｎ２９

Ｎ３０
Ｎ３１
Ｎ３２
Ｎ３３
Ｎ３４
Ｎ３５
Ｎ３６
Ｎ３７
Ｎ３９

Ｎ６０～Ｎ６４
Ｎ７０～Ｎ７７
Ｎ８０～Ｎ９８
Ｎ９９

妊娠、分娩お
よび産じょく
＜褥＞

○流産に終わった妊娠
○妊娠、分娩および産じょく＜褥＞における浮腫、たんぱく＜蛋白＞
尿および高血圧性障害
○主として妊娠に関連するその他の母体障害
○胎児および羊膜腔に関連する母体ケアならびに予想される分娩の諸
問題
○分娩の合併症
○分娩（単胎自然分娩（Ｏ８０）は除く）
○主として産じょく＜褥＞に関連する合併症
○その他の産科的病態、他に分類されないもの

Ｏ００～Ｏ０８
Ｏ１０～Ｏ１６

Ｏ２０～Ｏ２９
Ｏ３０～Ｏ４８

Ｏ６０～Ｏ７５
Ｏ８１～Ｏ８４
Ｏ８５～Ｏ９２
Ｏ９４～Ｏ９９

筋骨格系およ
び結合組織の
疾患

○炎症性多発性関節障害（Ｍ０５～Ｍ１４）中の
・血清反応陽性関節リウマチ
・その他の関節リウマチ
・若年性関節炎
・他に分類される疾患における若年性関節炎
○全身性結合組織障害（Ｍ３０～Ｍ３６）中の
・全身性エリテマトーデス＜紅斑性狼瘡＞＜SLE＞
・皮膚（多発性）筋炎
・全身性硬化症
・その他の全身性結合組織疾患（Ｍ３５）中の
・乾燥症候群［シェーグレン＜Sjogren＞症候群］
・その他の重複症候群
・リウマチ性多発筋痛症
・その他の明示された全身性結合組織疾患
・全身性結合組織疾患、詳細不明

Ｍ０５
Ｍ０６
Ｍ０８
Ｍ０９

Ｍ３２
Ｍ３３
Ｍ３４

Ｍ３５．０
Ｍ３５．１
Ｍ３５．３
Ｍ３５．８
Ｍ３５．９

注 上表において、「悪性新生物」、「上皮内新生物」、「良性新生物」および「性状不詳または不明の
新生物」とは、厚生労働省大臣官房統計情報部編「国際疾病分類－腫瘍学 第３版」により、新
生物の性状を表す第５桁コードとしてそれぞれ次のコード番号が付されたものであることを必要
とします。
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新生物の性状を表す第５桁コード

悪性新生物

コード番号
／３ 悪性、原発部位
／６ 悪性、転移部位

悪性、続発部位
／９ 悪性、原発部位又は転移部位の別不詳

上皮内新生物

／２ 上皮内癌
上皮内
非浸潤性
非浸襲性

良性新生物 ／０ 良性

性状不詳または
不明の新生物

／１ 良性又は悪性の別不詳
境界悪性
低悪性度
悪性度不明

手術の種類 給 付 倍 率

植皮術
１．顔面部に対する植皮術
２．その他の部位に対する植皮術（直径２�未満は除く）

瘢痕形成術（非観血手術を除く）
３．顔面部に対する瘢痕形成術
４．その他の部位に対する瘢痕形成術（瘢痕の長さが３�未満は除く）

足ゆびの後天性変形に対する形成術（非観血手術を除く）
５．足趾骨の切除あるいは切断を伴う矯正術または関節の形成術

乳房切除術（生検を除く）
６．乳房の皮膚全層および皮下組織をあわせて切除する手術

２０
２０

２０
２０

２０

４０

分 類 項 目 基本分類コード

外反母趾（後天性）
強剛母趾
母趾のその他の変形（後天性）
その他のつち＜槌＞（状）趾＜足ゆび＞（後天性）
趾＜足ゆび＞のその他の変形（後天性）
趾＜足ゆび＞の後天性変形、詳細不明

Ｍ２０．１
Ｍ２０．２
Ｍ２０．３
Ｍ２０．４
Ｍ２０．５
Ｍ２０．６

別表２

注 １．「顔面部」とは、いわゆる顔といわれている部分で、その範囲は、下顎の骨の稜線と通常髪
の毛の生えている部分の生えぎわ（上縁は眉毛の上５�程度とします。）で囲まれた部分をい
います。

２．顔面部およびその他の部位にまたがる植皮術・瘢痕形成術は、顔面部における植皮術・瘢
痕形成術とみなします。

別表３

１．瘢痕
「瘢痕」とは、皮膚組織が損傷を受け、その真皮乳頭層より深部まで障害されたことにより生じた
欠損部分が結合組織で置換された状態をいいます。
２．足ゆびの後天性変形

対象とする足ゆびの後天性変形は、平成６年１０月１２日総務庁告示第７５号に定められた分類項目中
下記のものとし、分類項目の内容については、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害およ
び死因統計分類提要ＩＣＤ－１０（２００３年版）準拠」によるものとします。
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保険金の
種類

支 払 額
保険金を支払う場合（以下「支払事由」
といいます。）

診断
保険金

（保険証券記載の保険金支払額の型（以
下「保険金支払額の型」といいます。）が
�型の場合）保険証券記載の診断保険金
額（以下「診断保険金額」といいます。）

（保険金支払額の型が�型の場合）
� 被保険者が満６５歳のこの特約の保険
年度の初日前に支払事由に該当したとき。
診断保険金額

� 被保険者が満６５歳のこの特約の保険
年度の初日以後に支払事由に該当したと
き。
診断保険金額×１／２

被保険者が責任開始期（この特約の保
険期間の初日からその日を含めて、保険
証券記載の待機期間日数を経過した日の
翌日の午前０時。以下同様とします。）以
後の保険期間中に次のいずれかに該当し
たとき。
� 初めてがんと診断確定されたとき。
� すでに診断確定されたがん（以下「原
発がん」といいます。）を治療したこと
により、がんが認められない状態（以
下「治癒または寛解状態」といいます。）
となり、その後初めてがんが再発した
と診断確定されたとき。

� 原発がんが、他の臓器（同一の種類
の臓器が複数ある場合、それらは同じ
臓器とみなします。）に転移したと診断
確定されたとき。ただし、当該転移の
以前においてその臓器にすでにがんが
生じていた場合を除きます。

� 原発がんとは関係なく、がんが新た
に生じたと診断確定されたとき。

入院
保険金

保険証券記載の入院保険金日額×入院日
数

被保険者が責任開始期以後の保険期間
中に次の条件のすべてを満たす入院をし
たとき。
� 責任開始期以後にがんと診断確定さ
れたこと。

� 診断確定されたがんの治療を直接の
目的とする入院であること。

� 病院または診療所における入院であ
ること。

長期
入院
保険金

１回の入院につき保険証券記載の長期入
院保険金日額に入院保険金が支払われる
入院日数が長期入院保険金日数に該当し
た日以降（その日を含みます。）に同保険

被保険者が入院保険金の支払事由に該当
する入院をし、入院日数が保険証券記載
の長期入院保険金日数以上となる継続し
た入院をしたとき。

保険金の
種類

支 払 額
保険金を支払う場合（以下「支払事由」
といいます。）

長期
入院
保険金

金が支払われる入院日数を乗じて得た金
額

手術
保険金

手術１回につき、入院保険金日額に手術
の種類に応じて別表２に定める給付倍率
を乗じた金額

被保険者が責任開始期以後の保険期間
中に次の条件のすべてを満たす手術を受
けたとき。
� 責任開始期以後に診断確定されたが
んの治療を直接の目的とする手術であ
ること。
� 別表２に定めるいずれかの種類の手
術であること。
� 病院または診療所における手術であ
ること。

退院後
療養
保険金

１退院につき、保険証券記載の退院後療
養保険金額

被保険者が入院保険金の支払事由に該
当する入院で、その入院保険金の支払わ
れる入院日数が保険証券記載の退院療養
保険金日数以上となる継続した入院をし
た後、生存して退院したとき。

通院
保険金

（保険金支払額の型がⅠ型の場合）
保険証券記載の通院保険金日額（以下

「通院保険金日額」といいます。）×通院
日数

（保険金支払額の型がⅡ型の場合）
� 被保険者が満６５歳のこの特約の保険
年度の初日前に通院したとき。
通院保険金日額×通院日数

� 被保険者が満６５歳のこの特約の保険
年度の初日以後に通院したとき。
通院保険金日額×通院日数×１／２

被保険者が責任開始期以後に診断確定
されたがんを直接の原因として、医師の
治療を要し、かつ、責任開始期以後の保
険期間中に次の条件のすべてを満たす通
院をしたとき。
� 入院保険金の支払事由に該当する入
院で、その入院保険金の支払われる入
院日数が２０日以上となる継続した入院
（以下この条において「支払事由とな
る２０日以上の入院」といいます。）をし
たこと。
� 上記�に定める入院保険金の支払わ
れる原因となったがんの治療を受ける
ことを直接の目的とした通院（往診を
含みます。以下同様とします。）である
こと。
� 次の期間内に行われた通院であるこ
と
イ．支払事由となる２０日以上の入院の
入院日の前日からその日を含めて遡
及して６０日以内の期間（以下「入院
前通院期間」といいます。）
ロ．支払事由となる２０日以上の入院の
退院日の翌日からその日を含めて１８０
日以内の期間（以下「退院後通院期
間」といいます。）

がん特約

第１条（がんの定義および診断確定）
� この特約において「がん」とは、別表１に定める悪性新生物をいいます。
� がんの診断確定は、日本の医師または歯科医師（被保険者が医師または歯科医師である場合は、
被保険者以外の医師または歯科医師をいいます。以下同様とします。）の資格を持つ者により、病理
組織学的所見（生検を含みます。以下同様とします。）によって診断確定（病理組織学的所見が得ら
れないときは、他の所見による診断確定も認めることがあります。以下「診断確定」といいます。）
されることを要します。
第２条（保険金の支払）
� この特約において当会社が被保険者に支払う保険金は、次のとおりとします。
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保険金の
種類

支 払 額 支 払 事 由

重度
一時金

（保険金支払額の型が�型の場合）
保険証券記載の重度一時金額（以下「重
度一時金額」といいます。）

（保険金支払額の型が�型の場合）
� 被保険者が満６５歳のこの特約の保険
年度の初日前に重度状態になったとき。

重度一時金額
� 被保険者が満６５歳のこの特約の保険
年度の初日以後に重度状態になったとき。

重度一時金額×１／２

被保険者が責任開始期以後の保険期間
中に、がんと診断確定され、保険期間中
にその病状が別表３に定める重度状態に
なったとき。

� 保険金支払額の型は変更することができません。
� 当会社は、第１項の保険金の種類のうち、保険証券に記載されたものについてのみ支払責任を負
うものとします。
第３条（保険金の支払に関する補則）
① 前条に規定する保険金の支払額の計算にあたって、保険金額（診断保険金額、入院保険金日額、
長期入院保険金日額、退院後療養保険金額、通院保険金日額および重度一時金額をいいます。以下
同様とします。）の変更があった場合には、各日現在の保険金額を基準とします。
② 被保険者が診断保険金の支払事由に該当して診断保険金が支払われた場合において、その診断保
険金の支払事由に該当した最終の日（以下この条において「前回の診断保険金支払事由該当日」と
いいます。）からその日を含めて２年以内に診断保険金の支払事由に該当した場合には、前条の規定
にかかわらず、診断保険金を支払いません。
③ 被保険者が前回の診断保険金支払事由該当日からその日を含めて２年以内に診断保険金の支払事
由に新たに該当した後、次の各号のいずれかに該当した場合（該当したその日において被保険者が
治癒または寛解状態でない場合に限ります。）には、該当したその日に新たな診断保険金の支払事由
に該当したものとみなして、前条およびこの条の規定を適用して診断保険金を支払います。
� 前回の診断保険金支払事由該当日からその日を含めて２年を経過した日（以下この項において
「２年経過日」といいます。）の翌日に、がんの治療を直接の目的とした病院または診療所におけ
る入院をしているとき。
� ２年経過日の翌日以後の保険期間中に、がんの治療を直接の目的とした病院または診療所にお
ける入院（２年経過日の翌日以後における最初の入院に限ります。）を開始したとき。

� ２年経過日の翌日以後の保険期間中に、がんの治療を直接の目的とした病院または診療所にお
ける通院（２年経過日の翌日以後における最初の通院に限ります。）をしたとき。

④ 被保険者ががん以外の原因による入院中にがんの治療を開始したときは、その治療を開始した日
にがんの治療を直接の目的とする入院を開始したものとみなして前条およびこの条の規定を適用し
ます。
⑤ 被保険者の入院中にこの特約の保険期間が満了したときに継続している入院およびその継続して
いる入院の退院は、この特約の有効中の入院および退院とみなして、前条の規定を適用し、入院保
険金、長期入院保険金および退院後療養保険金を支払います。
⑥ 当会社は、被保険者が、時期を同じくして手術保険金の支払事由に該当する２種類以上の手術を
受けた場合には、前条の規定にかかわらず、別表２に定める給付倍率の高いいずれか１種類の手術
についてのみ手術保険金を支払います。
⑦ 被保険者が、転入院または再入院をした場合、転入院または再入院を証する書類があり、かつ、
当会社がこれを認めたときは、継続した１回の入院とみなして前条の規定を適用します。
⑧ 前条の規定にかかわらず、退院後療養保険金が支払われることとなった退院の日からその日を含
めて３０日以内に開始した入院について、その後退院後療養保険金の支払事由に該当しても、当会社

は、退院後療養保険金を支払いません。
⑨ 被保険者が、同一の日に２回以上前条に定める通院をしたときは、１回の通院とみなして取り扱
い、通院保険金は重複して支払いません。この場合、支払わないこととなる通院については、通院
した日数には含めません。
⑩ 被保険者が前条の入院保険金の支払事由に該当する入院期間中に、同条に定める通院をした場合
については、通院保険金を支払いません。
⑪ 被保険者が、退院後通院期間中に入院することにより新たに入院前通院期間が定められる場合は、
すでに定められた退院後通院期間はその入院した日の前日に終了するものとし、その入院に対して
は入院前通院期間はないものとします。
⑫ 被保険者が、退院後通院期間が終了した後に入院することにより新たに入院前通院期間が定めら
れる場合で、すでに定められた退院後通院期間と新たに定められる入院前通院期間に重複する期間
がある場合には、すでに定められた退院後通院期間が終了した日の翌日から新たに定められる入院
前通院期間が開始するものとします。
⑬ 退院後通院期間中に、この特約の保険期間が満了したときは、この特約の有効中の通院とみなし
て、前条の規定を適用します。
⑭ 入院前通院期間中に被保険者が満６５歳のこの特約の保険年度の初日をむかえたときは、その日を
含んだ入院前通院期間中の通院は、満６５歳のこの特約の保険年度の初日前に通院したものとみなし
て前条の規定を適用します。
⑮ 退院後通院期間中に被保険者が満６５歳のこの特約の保険年度の初日をむかえたときは、その日を
含んだ退院後通院期間中の通院は、満６５歳のこの特約の保険年度の初日前に通院したものとみなし
て前条の規定を適用します。
⑯ 前条および前７項の規定にかかわらず、この特約による通院保険金の支払限度は、次のとおりと
します。
� １回の入院のその通院についての支払限度は、保険証券記載の通院支払限度日数（通院保険金
を支払う日数。以下同様とします。）とします。
� 通算支払限度は、支払日数を通算して保険証券記載の通院保険金通算限度日数を限度とします。
⑰ 被保険者が治療を終了した時以降の通院に対しては、当会社は、通院保険金を支払いません。
� 前条に規定する重度一時金の支払は、保険期間開始前に重度一時金の支払がない場合に限り、か
つ、保険期間を通じて１回限りとします。
	 正当な理由がなく被保険者が治療を怠ったことまたは保険契約者もしくは保険金を受け取るべき
者が治療をさせなかったことにより前条に定める保険金の支払われる原因となったがんが悪化した
場合は、当会社は、その悪化の影響がなかったときに支払われるべき金額を決定してこれを支払い
ます。
第４条（特約保険料払込の免除）

当会社は、普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）第６章一般条項（以下「一般条項」と
いいます。）第４条（保険料払込の免除－その１）および第５条（保険料の払込を免除しない場合）
の規定によって、この特約が付帯された保険契約の保険料の全部または一部の払込が免除されるべ
き場合には、この特約の保険料の払込を免除します。
第５条（特約の締結）

保険契約者は、当会社の定めるところにより、被保険者の同意および会社の承諾を得て、この特
約を締結することができます。
第６条（責任開始期前のがん診断確定による無効）

 被保険者が告知前または告知の時から責任開始期の前日までにがんと診断確定（被保険者が医師
または歯科医師である場合は、この条においては、被保険者自身による診断確定を含みます。）され
ていた場合は、保険契約者、被保険者または保険金受取人の、その事実の知、不知にかかわらず特
約は無効とします。
� 前項の場合、すでに払い込まれた保険料は次のように取り扱います。
� 告知前に、被保険者ががんと診断確定されていた事実を、保険契約者、被保険者および保険金
受取人のすべてが知らなかった場合には、保険契約者に払い戻します。
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分 類 項 目 基本分類コード

口唇、口腔および咽頭の悪性新生物
消化器の悪性新生物
呼吸器および胸腔内臓器の悪性新生物
骨および関節軟骨の悪性新生物
皮膚の黒色腫およびその他の悪性新生物
中皮および軟部組織の悪性新生物
乳房の悪性新生物
女性生殖器の悪性新生物
男性生殖器の悪性新生物
腎尿路の悪性新生物
眼、脳およびその他の中枢神経系の部位の悪性新生物
甲状腺およびその他の内分泌腺の悪性新生物
部位不明確、続発部位および部位不明の悪性新生物
リンパ組織、造血組織および関連組織の悪性新生物
独立した（原発性）多部位の悪性新生物
上皮内新生物

Ｃ００～Ｃ１４
Ｃ１５～Ｃ２６
Ｃ３０～Ｃ３９
Ｃ４０～Ｃ４１
Ｃ４３～Ｃ４４
Ｃ４５～Ｃ４９
Ｃ５０

Ｃ５１～Ｃ５８
Ｃ６０～Ｃ６３
Ｃ６４～Ｃ６８
Ｃ６９～Ｃ７２
Ｃ７３～Ｃ７５
Ｃ７６～Ｃ８０
Ｃ８１～Ｃ９６
Ｃ９７

Ｄ００～Ｄ０７、Ｄ０９

新生物の性状を表す第５桁コード

悪性新生物

コード番号
／３ 悪性、原発部位
／６ 悪性、転移部位

悪性、続発部位
／９ 悪性、原発部位又は転移部位の別不詳

上皮内新生物

／２ 上皮内癌
上皮内
非浸潤性
非浸襲性

� 告知前に、被保険者ががんと診断確定されていた事実を、保険契約者、被保険者または保険金
受取人のいずれか一人でも知っていたときは、払い戻しません。
� 告知の時から責任開始期の前日までに被保険者ががんと診断確定されていた場合には、保険契
約者に払い戻します。

� この条の適用がある場合は、一般条項第７条（告知義務）、第８条（通知義務）および第３０条（保
険契約の解除）の規定は適用しません。
第７条（準用規定）

この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しない限り、普通約款およびこれに
付帯される他の特約の規定を準用します。

別表１ 対象となる悪性新生物

対象となる悪性新生物とは、平成６年１０月１２日総務庁告示第７５号に定められた分類項目中下記のも
のとし、分類項目の内容については、厚生労働省大臣官房統計情報部編「疾病、傷害および死因統計
分類提要ＩＣＤ－１０（２００３年版）準拠」によるものとします。

注 上表において、「悪性新生物」および「上皮内新生物」とは、厚生労働省大臣官房統計情報部編
「国際疾病分類－腫瘍学 第３版」により、新生物の性状を表す第５桁コードとしてそれぞれ次
のコード番号が付されたものであることを必要とします。

７８



手術の種類 給付倍率

１．悪性新生物根治手術（ファイバースコー
プまたは血管・バスケットカテーテルによ
る手術を除く。）

２．悪性新生物温熱療法（施術の開始日から
６０日の間に１回の給付を限度とする。）
３．ファイバースコープまたは血管・バスケ
ットカテーテルによる悪性新生物手術（検
査・処置は含まない。施術の開始日から６０
日の間に１回の給付を限度とする。）

４．その他の悪性新生物手術（ファイバース
コープまたは血管・バスケットカテーテル
による手術を除く。）
５．悪性新生物根治放射線照射（悪性新生物
の治療を目的とした５，０００ラド以上の照射で、
施術の開始日から６０日の間に１回の給付を
限度とする。）

４０

１０

１０

２０

１０

別表２

注１ 手術
「手術」とは器機、器具を用いて、生体に切開、切断、結紮、摘除、郭清、縫合などの操作を
加えることをいい、ドレナージ、穿刺および神経ブロックは除きます。
２ 治療を直接の目的とした手術
「治療を直接の目的とした手術」には、診断・検査（生検、腹腔鏡検査など）のための手術な
どは該当しません。

別表３

対象となる重度状態
国際対がん連合（ＵＩＣＣ）の定めるＴＮＭ分類（内容が改定された場合は、改定後のものをい
います。）または同分類に準じてもしくはこれとは別に公的に定められたものとして当会社が認めた
病期（ステージ）分類において、がんの進行度がステージ�（これと同等の病状にあると当会社が
認めた場合を含みます。）に該当すると日本の医師または歯科医師の資格を持つ者により診断確定さ
れた状態をいいます。

注 重度状態の診断確定
� 重度状態の診断確定は、病理組織学的分類に基づいて日本の医師または歯科医師の資格を持
つ者によってなされることを要します。ただし、病理組織学的分類に基づいて診断することが
適当でないと当会社が認めた場合は、臨床分類に基づいてなされることを要します。
� 重度状態ではないと診断された後に病状が悪化した場合の重度状態の診断確定は、病理組織
学的分類を準用して日本の医師または歯科医師の資格を持つ者によってなされることを要しま
す。ただし、病理組織学的分類を準用して診断することが適当でないと当会社が認めた場合は、
臨床分類を準用してなされることを要します。

始期前発病不担保の期間に関する特約条項

当会社は、普通保険約款第４章疾病条項（以下「疾病条項」といいます。）またはこれに付帯された
他の特約の保険金支払事由の原因となった身体障害を被った時が、責任開始期（疾病条項の保険責任
が開始した時をいいます。以下同様とします。）より前である場合であっても、責任開始期の属する日
からその日を含めて２年を経過した後に保険金支払事由が生じたときは、その保険金支払事由は責任
開始期より後に被った身体障害を原因とするものとみなして取り扱います。
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告知義務違反による解除の期間に関する特約

当会社は、普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）またはこれに付帯された他の特約の告知
義務の規定により、この保険契約の全部または一部を解除することができる場合であっても、責任開
始期（普通約款第４章疾病条項（以下「疾病条項」といいます。）の保険責任が開始した時をいいます。）
の属する日からその日を含めて２年以内に、保険金の支払事由または保険料の払込免除事由が生じな
かったときには、疾病条項またはこれに付帯された他の特約の解除を行いません。ただし、疾病条項
またはこれに付帯された他の特約により支払われる保険金と全部または一部について支払責任が同一
である他の保険契約または特約の告知について保険契約者または被保険者に故意または重大な過失が
あり、かつ、当会社が、これらの者に保険金を詐取する目的の疑いのあることを示したときは、この
限りではありません。

積立型基本特約（精算型）

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、次の各号に定めるところによります。
� 積立期間

この特約が付帯された日以降保険証券記載の積立期間満了日までの期間をいいます。
� 補償保険料

この特約を付帯した総合保険の保険料（積立特約保険料を除きます。）をいいます。
� 積立特約保険料

この特約の保険料をいいます。
� 積立ファンド

積立特約保険料の累計額（運用益を含みます。）から、この特約の規定に基づき加算または減算
した額をいいます。

第２条（保険料の払込）
� 保険契約者は、積立特約保険料を任意に払い込むことができます。ただし、当会社は契約者が払
い込む積立特約保険料の額を別途制限する場合があります。
� 前項に規定する積立特約保険料は、当会社または当会社の指定した場所に払い込まれた時に、当
会社に払い込まれたものとします。
第３条（積立ファンドの増額・減額）
� 普通保険約款第６章一般条項第３１条（保険料の返還または請求）第１項の規定またはこの保険契
約に適用される他の特約の規定に基づき補償保険料を返還する場合には、当会社は、保険契約者か
らあらかじめ反対の申出がない限り、積立ファンドを増額することにより、補償保険料の返還にか
えることとします。
� 当会社は、保険契約者からあらかじめ反対の申出がない限り、普通保険約款第６章一般条項第１
条（保険期間および保険料の払込方法等）第２項に規定する保険料について、当会社の定める方法
により積立ファンドを減額することで当該保険料の払込にかえることとします。
� 当会社は、前項の規定を保険証券記載の他の保険契約または特約の保険料の払込について準用し
ます。この場合において、保険証券記載の他の保険契約または特約が、保険契約者が他の保険会社
との間で締結した保険契約または特約であったときは、当会社の定める方法により積立ファンドを
減額し当該保険契約または特約の保険料の送金に充てることとします。
� 第２項または第３項の払込もしくは第３項の送金は、払い込む金額または送金する金額が第４条
（返れい金の支払－契約の取消し・無効・失効の場合）第２項に規定する別表１により計算した返
れい金をこえない場合に限り行います。
第４条（返れい金の支払－契約の取消し・無効・失効の場合）
� 普通保険約款第６章一般条項第２７条（保険契約の取消し）の規定により、当会社が保険契約を取
り消した場合には、当会社は保険料を返れいしません。
� 保険契約が無効の場合には、当会社は、すでに払い込まれた積立特約保険料の全額を保険契約者
に返れいします。ただし、普通保険約款第６章一般条項第２８条（保険契約の無効）第１号の規定に
より保険契約が無効となる場合は、当会社は保険料を返れいしません。
� 保険契約が失効の場合には、当会社は、別表１により計算した返れい金を保険契約者に支払いま
す。ただし、第７条（保険金支払による特約の終了）の規定による特約の終了と同時に保険契約が
失効する場合についてはこの規定は適用しません。
� 返れい金の支払は、保険契約者からその支払方法についての指定があり当会社がこれを承認した
場合を除いて当会社の本店または支店で行うものとし、返れい金支払事由が生じた日または第６項
の請求書類が当会社に到着した日のいずれか遅い日の翌日から起算して２０日以内に行います。

	 前項の規定による返れい金の支払は、当会社があらかじめ承認した場合を除いては、日本国内に
おいて、日本国通貨をもって行います。

 保険契約者が返れい金の支払を受けようとするときは、別表２に掲げる書類のうち当会社が求め
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るものを提出しなければなりません。
� 保険契約者が、提出書類に知っている事実を記載しなかった場合または事実と異なる記載をした
場合は、当会社は、事実を記載した書類が提出されるまで返れい金を支払いません。
第５条（保険契約者からの契約または特約解除）
� 保険契約者は、当会社に対する書面等による通知をもってこの保険契約またはこの特約を解除す
ることができます。ただし、普通保険約款第２章賠償責任条項を担保し、保険金請求権、積立期間
満了時返れい金請求権、契約者配当金請求権または保険契約の取消し・無効・失効・解除の場合の
返れい金請求権の上に質権が設定されている場合は、この解除権は質権者の書面等による同意を得
た後でなければ行使できません。
� 当会社は、前項のただし書の規定を第３条（積立ファンドの増額・減額）第４項の払込および送
金について準用します。
� 第１項の解除は、当会社が通知を受けた日の翌月の応当日（応当日がない場合は翌月の末日とし
ます。）の午後４時から将来に向かってのみその効力を生じます。
� 前項の規定にかかわらず、保険契約者が第１項に定める通知を行った場合において、当会社が承
認するときは、同項の解除は保険契約者が指定した解除の時から将来に向かってのみその効力を生
じます。
第６条（返れい金の支払－保険会社からの契約または特約解除の場合）
� 保険契約が解除された場合またはこの特約が解除された場合は、当会社は、別表１により計算し
た返れい金を保険契約者に支払います。
� 当会社が前項の規定により返れい金を支払う場合には、第４条（返れい金の支払－契約の無効・
失効の場合）第４項から第７項までの規定を適用します。
第７条（保険金支払による特約の終了）
� 普通保険約款第２章賠償責任条項第１条（保険金を支払う場合）第３項または同条第４項の保険
金の支払を担保する場合、この特約は、当会社の支払う普通保険約款第２章賠償責任条項第７条（保
険金の支払額）第２項第１号、同条同項第２号の保険金の額が、保険証券記載の保険金額に相当す
る額（保険金額を無制限と定めた場合は２億円とします。）となったときは、その保険金支払の原因
となった損害が発生した時に終了します。
� 普通保険約款第２章賠償責任条項第１条（保険金を支払う場合）第３項および同条第４項に規定
する保険金の支払を担保せず、普通保険約款第１章財物条項第１条（保険金を支払う場合）第４項
から第１２項までに規定する建物・収容動産損害保険金の支払を担保する場合、この特約は、普通保
険約款第１章財物条項第１条（保険金を支払う場合）第４項から第７項までの建物・収容動産損害
保険金として、それぞれ１回の事故につき、保険金額（保険金額が保険価額をこえるときは、保険
価額とします。）の１００％に相当する額を支払ったときは、その保険金支払の原因となった損害が発
生した時に終了します。
� 普通保険約款第２章賠償責任条項第１条（保険金を支払う場合）第３項、同条第４項に規定する
保険金および普通保険約款第１章財物条項第１条（保険金を支払う場合）第４項から第１２項までに
規定する建物・収容動産損害保険金の支払を担保せず、普通保険約款第３章傷害条項第１条（保険
金を支払う場合）第１項に規定する傷害死亡保険金、傷害後遺障害保険金の支払を担保する場合、
この特約は、普通保険約款第３章傷害条項の被保険者全員について、次の各号に掲げるいずれかの
保険金を支払ったときは、その保険金支払の原因となった傷害を被った時に終了します。
� 同章第５条（傷害死亡保険金の支払）の傷害死亡保険金
� 同章第６条（傷害後遺障害保険金の支払）の傷害後遺障害保険金の支払額の合計が、保険証券
に記載された傷害被保険者の傷害死亡後遺障害保険金額に相当する額となる後遺障害保険金

� 普通保険約款第２章賠償責任条項第１条（保険金を支払う場合）第３項、同条第４項に規定する
保険金、普通保険約款第１章財物条項第１条（保険金を支払う場合）第４項から第１２項までに規定
する建物・収容動産損害保険金および普通保険約款第３章傷害条項第１条（保険金を支払う場合）
第１項に規定する傷害死亡保険金、傷害後遺障害保険金の支払を担保せず、普通保険約款第３章傷
害条項第１条（保険金を支払う場合）第１項に規定する傷害所得補償保険金または普通保険約款第
４章疾病条項第１条（保険金を支払う場合）第１項に規定する疾病所得補償保険金の支払を担保す

る場合、この特約は、次の各号に該当する場合には、保険金支払の原因となった傷害または疾病に
よる就業不能が開始した時（普通保険約款第３章傷害条項または第４章疾病条項の被保険者が複数
の場合は、最も後に次の各号のいずれかに該当する被保険者の就業不能が発生した時）に終了しま
す。
� 普通保険約款第３章傷害条項の被保険者全員に関して普通保険約款第３章傷害条項第１８条（傷
害所得補償保険金の支払）の規定により傷害所得補償保険金が傷害所得補償てん補日数まで支払
われたとき。
� 普通保険約款第４章疾病条項の被保険者全員に関して普通保険約款第４章疾病条項第１５条（疾
病所得補償保険金の支払）の規定により疾病所得補償保険金が疾病所得補償てん補日数まで支払
われたとき。

� 普通保険約款第２章賠償責任条項第１条（保険金を支払う場合）第３項、同条第４項に規定する
保険金、普通保険約款第１章財物条項第１条（保険金を支払う場合）第４項から第１２項までに規定
する建物・収容動産損害保険金、普通保険約款第３章傷害条項第１条（保険金を支払う場合）第１
項に規定する傷害死亡保険金、傷害後遺障害保険金、普通保険約款第３章傷害条項第１条（保険金
を支払う場合）第１項に規定する傷害所得補償保険金および普通保険約款第４章疾病条項第１条（保
険金を支払う場合）第１項に規定する疾病所得補償保険金の支払を担保せず、普通保険約款第３章
傷害条項第１条（保険金を支払う場合）第１項に規定する傷害介護保険金または普通保険約款第４
章疾病条項第１条（保険金を支払う場合）第１項に規定する疾病介護保険金の支払を担保する場合、
この特約は、次の各号のいずれかに該当する場合には、保険金支払の原因となった傷害または疾病
による要介護状態（普通保険約款第３章傷害条項または普通保険約款第４章疾病条項に定める要介
護状態をいいます。以下同様とします。）が開始した時（普通保険約款第３章傷害条項または第４章
疾病条項の被保険者が複数の場合は、最も後に次の各号のいずれかに該当する被保険者の要介護状
態が発生した時）に終了します。
� 普通保険約款第３章傷害条項の被保険者全員に関して普通保険約款第３章傷害条項第１６条（傷
害介護保険金の支払）の規定により傷害介護保険金が傷害介護てん補日数（傷害介護てん補日数
を終身と定めた場合は３，６００日とします。）まで支払われたとき。
� 普通保険約款第４章疾病条項の被保険者全員に関して普通保険約款第４章疾病条項第１３条（疾
病介護保険金の支払）の規定により疾病介護保険金が疾病介護てん補日数（疾病介護てん補日数
を終身と定めた場合は３，６００日とします。）まで支払われたとき。

第８条（積立期間満了時返れい金の支払）
� 当会社は、積立期間が満了した場合において、払い込まれた積立特約保険料、積立期間および経
過年月数に応じて計算した積立期間満了時返れい金（以下「積立期間満了時返れい金」といいます。）
を保険契約者に支払います。
� 積立期間満了時返れい金の支払は、保険契約者からその支払方法についての指定があり当会社が
これを承認した場合を除いて当会社の本店または支店で行うものとし、積立期間が満了した日（第
４項の積立期間満了時返れい金の請求書類が当会社に到着するのが保険期間が満了した日以後とな
る場合には、当該書類が到着した日）の翌日から起算して２０日以内に行います。

� 前項の規定による積立期間満了時返れい金の支払は、当会社があらかじめ承認した場合を除いて
は、日本国内において、日本国通貨をもって行います。
� 保険契約者が積立期間満了時返れい金の支払を受けようとするときは、別表２に掲げる書類のう
ち当会杜が求めるものを提出しなければなりません。
� 保険契約者が、提出書類に知っている事実を記載しなかった場合または事実と異なる記載をした
場合は、当会社は、事実を記載した書類が提出されるまで積立期間満了時返れい金を支払いません。
	 積立期間満了時返れい金請求権は、積立期間満了日の翌日から起算して３年を経過した時に消滅
します。
第９条（契約者配当）
� 当会社は、毎事業年度末において積立保険料の運用益が当会社の予定利率に基づく運用益をこえ
た場合、そのこえた部分の運用益のうち、積立期間および払込方法に応じて計算された金額を契約
者配当準備金として積み立てます。
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� 当会社は、前項の契約者配当準備金を、積立期間が満了した契約に対して、積立期間満了時返れ
い金の額、積立期間および払込方法に応じて計算し、契約者配当金として支払います。
� 契約者配当金は、積立期間満了時返れい金と同時に保険契約者に支払います。
� 当会社は、積立期間の満了以前に失効した契約、解除された契約またはこの特約が解除された契
約に対しては、契約者配当金は支払いません。
� 契約者配当金の請求方法等については、前条第２項から第５項までの規定を準用します。
� 契約者配当金請求権は、積立期間満了日の翌日から起算して３年を経過した時に消滅します。
第１０条（この特約が付帯された保険契約との関係）
� この特約が付帯された保険契約が無効のときは、この特約もまた無効とします。
� この特約が付帯された保険契約が積立期間の中途において終了したときは、この特約もまた同時
に終了するものとします。
第１１条（補償保険料払込猶予期間延長時の取扱い）
普通保険約款第６章一般条項第１条（保険期間および保険料の払込方法等）第８項の規定により
この保険契約の補償保険料が払込期日の属する月の翌々月に払い込まれるべき場合は、当該月にお
ける積立特約保険料の払込は口座振替の方法によらないものとします。
第１２条（準用規定）
この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しないかぎり、普通保険約款および
この保険契約に適用される他の特約の規定を準用します。
第１３条（新総合保険に移行した場合の特則）
当会社は、この特約が付帯された保険契約が新総合保険に移行した場合は、次の各号のとおり取
り扱います。
� 第１条（用語の定義）第２号の規定中「総合保険の保険料」とあるのは「新総合保険の保険料」
と読み替えます。
� 第３条（積立ファンドの増額・減額）第２項の規定中「普通保険約款第６章一般条項第１条（保
険期間および保険料の払込方法等）第２項に規定する保険料」とあるのは「補償保険料」と読み
替えます。
	 第７条（保険金支払による特約の終了）各項の規定を以下のとおり読み替えます。
「� 普通保険約款第２章賠償責任条項第１条（保険金を支払う場合）第３項または同条第４項
の保険金（自動車賠償責任条項の保険金を含みます。）の支払を担保する場合、この特約は、
当会社の支払う普通保険約款第２章賠償責任条項第７条（保険金の支払額）第２項第１号、
同条同項第２号の保険金（自動車賠償責任条項の保険金を含みます。）の額が、保険証券記載
の保険金額に相当する額（保険金額を無制限と定めた場合は２億円とします。）となったとき
は、その保険金支払の原因となった損害が発生した時に終了します。この場合において自動
車賠償責任条項の保険金とは、普通保険約款第２章賠償責任条項第１条（保険金を支払う場
合）第３項または同条第４項の保険金と支払責任を同一とする総合自動車補償条項賠償責任
条項の保険金をいいます。以下、同様とします。
� 普通保険約款第２章賠償責任条項第１条（保険金を支払う場合）第３項および同条第４項
に規定する保険金（自動車賠償責任条項の保険金を含みます。）の支払を担保せず、普通保険
約款第１章財物条項第１条（保険金を支払う場合）第４項から第１２項までに規定する建物・
収容動産損害保険金（住まい条項の保険金を含みます。）の支払を担保する場合、この特約は、
普通保険約款第１章財物条項第１条（保険金を支払う場合）第４項から第７項までの建物・
収容動産損害保険金（住まい条項の保険金を含みます。）として、それぞれ１回の事故につき、
保険金額（保険金額が保険価額をこえるときは、保険価額とします。）の１００％に相当する額
を支払ったときは、その保険金支払の原因となった損害が発生した時に終了します。この場
合において「住まい条項の保険金」とは、普通保険約款第１章財物条項第１条（保険金を支
払う場合）第４項から第１２項までに規定する建物・収容動産損害保険金と支払責任を同一と
する住まい条項の保険金をいいます。以下、同様とします。
� 普通保険約款第２章賠償責任条項第１条（保険金を支払う場合）第３項、同条第４項に規
定する保険金（自動車賠償責任条項の保険金を含みます。）および普通保険約款第１章財物条

項第１条（保険金を支払う場合）第４項から第１２項までに規定する建物・収容動産損害保険
金（住まい条項の保険金を含みます。）の支払を担保せず、普通保険約款第３章傷害条項第１
条（保険金を支払う場合）第１項に規定する傷害死亡保険金、傷害後遺障害保険金（傷害定
額条項の保険金を含みます。）の支払を担保する場合、この特約は、普通保険約款第３章傷害
条項（傷害総合補償条項第１章傷害定額条項を含みます。）の被保険者全員について、次の各
号に掲げるいずれかの保険金（傷害定額条項の保険金を含みます。）を支払ったときは、その
保険金支払の原因となった傷害を被った時に終了します。この場合において「傷害定額条項
の保険金」とは、普通保険約款第３章傷害条項第１条（保険金を支払う場合）第１項に規定
する傷害死亡保険金、傷害後遺障害保険金と支払責任を同一とする傷害総合補償条項第１章
傷害定額条項の保険金をいいます。以下、同様とします。
� 同章第５条（傷害死亡保険金の支払）の傷害死亡保険金
� 同章第６条（傷害後遺障害保険金の支払）の傷害後遺障害保険金の支払額の合計が、保
険証券に記載された傷害被保険者の傷害死亡後遺障害保険金額に相当する額となる後遺障
害保険金

� 普通保険約款第２章賠償責任条項第１条（保険金を支払う場合）第３項、同条第４項に規
定する保険金（自動車賠償責任条項の保険金を含みます。）、普通保険約款第１章財物条項第
１条（保険金を支払う場合）第４項から第１２項までに規定する建物・収容動産損害保険金（住
まい条項の保険金を含みます。）および普通保険約款第３章傷害条項第１条（保険金を支払う
場合）第１項に規定する傷害死亡保険金、傷害後遺障害保険金（傷害定額条項の保険金を含
みます。）の支払を担保せず、普通保険約款第３章傷害条項第１条（保険金を支払う場合）第
１項に規定する傷害所得補償保険金（所得補償条項の保険金を含みます。）または普通保険約
款第４章疾病条項第１条（保険金を支払う場合）第１項に規定する疾病所得補償保険金（所
得補償条項の保険金を含みます。）の支払を担保する場合、この特約は、次の各号に該当する
場合には、保険金支払の原因となった傷害または疾病による就業不能が開始した時（普通保
険約款第３章傷害条項、第４章疾病条項または傷害総合補償条項第２章所得補償条項の被保
険者が複数の場合は、最も後に次の各号のいずれかに該当する被保険者の就業不能が発生し
た時）に終了します。この場合において、「所得補償条項の保険金」とは普通保険約款第３章
傷害条項第１条（保険金を支払う場合）第１項に規定する傷害所得補償保険金および普通保
険約款第４章疾病条項第１条（保険金を支払う場合）第１項に規定する疾病所得補償保険金
と支払責任を同一とする傷害総合補償条項第２章所得補償条項の保険金をいいます。以下、
同様とします。
� 普通保険約款第３章傷害条項（傷害総合補償条項第１章傷害定額条項を含みます。）の被
保険者全員に関して普通保険約款第３章傷害条項第１８条（傷害所得補償保険金の支払）の
規定（傷害総合補償条項第２章所得補償条項第５条（お支払いする保険金）の規定を含み
ます。）により傷害所得補償保険金（所得補償条項の保険金を含みます。）が傷害所得補償
てん補日数（所得補償てん補日数を含みます。）まで支払われたとき。

� 普通保険約款第４章疾病条項の被保険者全員に関して普通保険約款第４章疾病条項第１５
条（疾病所得補償保険金の支払）の規定（傷害総合補償条項第２章所得補償条項第５条の
規定を含みます。）により疾病所得補償保険金（所得補償条項の保険金を含みます。）が疾
病所得補償てん補日数（所得補償てん補日数を含みます。）まで支払われたとき。

� 普通保険約款第２章賠償責任条項第１条（保険金を支払う場合）第３項、同条第４項に規
定する保険金（自動車賠償責任条項の保険金を含みます。）、普通保険約款第１章財物条項第
１条（保険金を支払う場合）第４項から第１２項までに規定する建物・収容動産損害保険金（住
まい条項の保険金を含みます。）、普通保険約款第３章傷害条項第１条（保険金を支払う場合）
第１項に規定する傷害死亡保険金、傷害後遺障害保険金（傷害定額条項の保険金を含みます。）、
普通保険約款第３章傷害条項第１条（保険金を支払う場合）第１項に規定する傷害所得補償
保険金（所得補償条項の保険金を含みます。）および普通保険約款第４章疾病条項第１条（保
険金を支払う場合）第１項に規定する疾病所得補償保険金（所得補償条項の保険金を含みま
す。）の支払を担保せず、普通保険約款第３章傷害条項第１条（保険金を支払う場合）第１項
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経過期間

１ヶ月経過
２ヶ月経過

：

金額については
弊社までご照会
ください。

�当会社の定める請求書
�保険証券
�保険契約者の印鑑証明書

に規定する傷害介護保険金または普通保険約款第４章疾病条項第１条（保険金を支払う場合）
第１項に規定する疾病介護保険金の支払を担保する場合、この特約は、次の各号のいずれか
に該当する場合には、保険金支払の原因となった傷害または疾病による要介護状態（普通保
険約款第３章傷害条項、または普通保険約款第４章疾病条項に定める要介護状態をいいます。
以下同様とします。）が開始した時（普通保険約款第３章傷害条項、または第４章疾病条項の
被保険者が複数の場合は、最も後に次の各号のいずれかに該当する被保険者の要介護状態が
発生した時）に終了します。
� 普通保険約款第３章傷害条項の被保険者全員に関して普通保険約款第３章傷害条項第１６
条（傷害介護保険金の支払）の規定により傷害介護保険金が傷害介護てん補日数（傷害介
護てん補日数を終身と定めた場合は３，６００日とします。）まで支払われたとき。
� 普通保険約款第４章疾病条項の被保険者全員に関して普通保険約款第４章疾病条項第１３
条（疾病介護保険金の支払）の規定により疾病介護保険金が疾病介護てん補日数（疾病介
護てん補日数を終身と定めた場合は３，６００日とします。）まで支払われたとき。」

別表１（第４条、第６条関係）

失効・解約返れい金表
（積立特約保険料１０万円を毎月支払う場合）
積立期間３年の場合

１．返れい金の計算にあたっては、次に該当する日を基準日とします。
� 第４条（返れい金の支払－契約の取消し・無効・失効の場合）第３項においては、この保険契
約が失効した日
� 第６条（返れい金の支払－契約または特約解除の場合）第１項においては、この保険契約が解
除された日

２．上記以外の積立保険料、積立期間、経過月の場合には上記に準じて当会社の定める方法によって
計算した額を返れいします。

別表２（第４条、第６条、第８条、第９条関係）

失効・解除の場合の返れい金および積立期間満了時返れい金等の請求書類
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積立型基本特約（定期型）

第１条（用語の定義）
この特約において、次の用語の意味は、次の各号に定めるところによります。
� 積立期間

この特約が付帯された日以降保険証券記載の積立期間満了日までの期間をいいます。
� 補償保険料
この特約を付帯した総合保険の保険料（積立特約保険料を除きます。）をいいます。

� 積立特約保険料
この特約の保険料をいいます。

� 積立ファンド
積立特約保険料の累計額（運用益を含みます。）から、この特約の規定に基づき加算または減算
した額をいいます。

第２条（保険料の払込）
� 保険契約者は、積立特約保険料を任意に払い込むことができます。ただし、当会社は契約者が払
い込む積立特約保険料の額を別途制限する場合があります。
� 前項に規定する積立特約保険料は、当会社または当会社の指定した場所に払い込まれた時に、当
会社に払い込まれたものとします。
第３条（積立ファンドの減額）
� 補償保険料が普通保険約款第６章一般条項第１条（保険期間および保険料の払込方法等）第２項
に規定する払込期日の属する月の翌月末（この項において「払込猶予期間満了日」といいます。）ま
でに払い込まれず積立型基本特約（精算型）第３条（積立ファンドの増額・減額）第２項の規定に
基づく保険料の払込が行われなかった場合には、当会社は、保険契約者からあらかじめ反対の申出
がない限り、払込猶予期間満了日時点で払込期日を迎えている総合保険の保険料に相当する額につ
いて払込猶予期間満了日に当会社の定める方法により積立ファンドを減額することで当該保険料の
払込にかえることとします。
� 当会社は、前項の規定を保険証券記載の他の保険契約または特約の保険料の払込について準用し
ます。
� 前２項以外に契約者は積立ファンドを当会社の定める方法により減額し、積立ファンドの一部を
払い出すことができます。
� 第１項または第２項の払込もしくは第３項の払出は、払い込む金額または払い出す金額が第４条
（返れい金の支払－契約の取消し・無効・失効の場合）第３項に規定する別表１Ｂ表により計算し
た返れい金をこえない場合に限ります。
第４条（返れい金の支払－契約の取消し・無効・失効の場合）
� 普通保険約款第６章一般条項第２７条（保険契約の取消し）の規定により、当会社が保険契約を取
り消した場合には、当会社は保険料を返れいしません。
� 保険契約が無効の場合には、当会社は、すでに払い込まれた積立特約保険料の全額を保険契約者
に返れいします。ただし、普通保険約款第６章一般条項第２８条（保険契約の無効）第１号の規定に
より保険契約が無効となる場合は、当会社は保険料を返れいしません。
� 保険契約が失効の場合には、当会社は、別表１Ａ表または１Ｂ表により計算した返れい金を保険
契約者に支払います。ただし、第７条（保険金支払による特約の終了）の規定による特約の終了と
同時に保険契約が失効する場合についてはこの規定は適用しません。
� 返れい金の支払は、保険契約者からその支払方法についての指定があり当会社がこれを承認した
場合を除いて当会社の本店または支店で行うものとし、返れい金支払事由が生じた日または第６項
の請求書類が当会社に到着した日のいずれか遅い日の翌日から起算して２０日以内に行います。
	 前項の規定による返れい金の支払は、日本国内において、日本国通貨をもって行います。

 保険契約者が返れい金の支払を受けようとするときは、別表２に掲げる書類のうち当会社が求め
るものを提出しなければなりません。

� 保険契約者が、提出書類に知っている事実を記載しなかった場合または事実と異なる記載をした
場合は、当会社は、事実を記載した書類が提出されるまで返れい金を支払いません。
第５条（保険契約者からの契約または特約解除）
� 保険契約者は、当会社に対する書面による通知をもってこの保険契約またはこの特約を解除する
ことができます。ただし、普通保険約款第２章賠償責任条項を担保し、保険金請求権、積立期間満
了時返れい金請求権、契約者配当金請求権または保険契約の取消し・無効・失効・解除の場合の返
れい金請求権の上に質権が設定されている場合は、この解除権は質権者の書面による同意を得た後
でなければ行使できません。
� 当会社は、前項のただし書の規定を第３条（積立ファンドの減額）第４項の払込および払出につ
いて準用します。
� 第１項の解除は、当会社が通知を受けた日の翌月の応当日（応当日がない場合は翌月の末日とし
ます。）の午後４時から将来に向かってのみその効力を生じます。
� 前項の規定にかかわらず、保険契約者が第１項に定める通知を行った場合において、当会社が承
認するときは、同項の解除は保険契約者が指定した解除の時から将来に向かってのみその効力を生
じます。
第６条（返れい金の支払－保険会社からの契約または特約解除の場合）
� 保険契約が解除された場合またはこの特約が解除された場合は、当会社は、別表１Ａ表または１
Ｂ表により計算した返れい金を保険契約者に支払います。
� 当会社が前項の規定により返れい金を支払う場合には、第４条（返れい金の支払－契約の取消し
・無効・失効の場合）第４項から第７項までの規定を適用します。
第７条（保険金支払による特約の終了）
� 普通保険約款第２章賠償責任条項第１条（保険金を支払う場合）第３項または同条第４項の保険
金の支払を担保する場合、この特約は、当会社の支払う普通保険約款第２章賠償責任条項第７条（保
険金の支払額）第２項第１号、同条同項第２号の保険金の額が、保険証券記載の保険金額に相当す
る額（保険金額を無制限と定めた場合は２億円とします。）となったときは、その保険金支払の原因
となった損害が発生した時に終了します。
� 普通保険約款第２章賠償責任条項第１条（保険金を支払う場合）第３項および同条第４項に規定
する保険金の支払を担保せず、普通保険約款第１章財物条項第１条（保険金を支払う場合）第４項
から第１２項までに規定する建物・収容動産損害保険金の支払を担保する場合、この特約は、普通保
険約款第１章財物条項第１条（保険金を支払う場合）第４項から第７項までの建物・収容動産損害
保険金として、それぞれ１回の事故につき、保険金額（保険金額が保険価額をこえるときは、保険
価額とします。）の１００％に相当する額を支払ったときは、その保険金支払の原因となった損害が発
生した時に終了します。
� 普通保険約款第２章賠償責任条項第１条（保険金を支払う場合）第３項、同条第４項に規定する
保険金および普通保険約款第１章財物条項第１条（保険金を支払う場合）第４項から第１２項までに
規定する建物・収容動産損害保険金の支払を担保せず、普通保険約款第３章傷害条項第１条（保険
金を支払う場合）第１項に規定する傷害死亡保険金、傷害後遺障害保険金の支払を担保する場合、
この特約は、普通保険約款第３章傷害条項の被保険者全員について、次の各号に掲げるいずれかの
保険金を支払ったときは、その保険金支払の原因となった傷害を被った時に終了します。
� 同章第５条（傷害死亡保険金の支払）の傷害死亡保険金
� 同章第６条（傷害後遺障害保険金の支払）の傷害後遺障害保険金の支払額の合計が、保険証券
に記載された傷害被保険者の傷害死亡後遺障害保険金額に相当する額となる後遺障害保険金

� 普通保険約款第２章賠償責任条項第１条（保険金を支払う場合）第３項、同条第４項に規定する
保険金、普通保険約款第１章財物条項第１条（保険金を支払う場合）第４項から第１２項までに規定
する建物・収容動産損害保険金および普通保険約款第３章傷害条項第１条（保険金を支払う場合）
第１項に規定する傷害死亡保険金、傷害後遺障害保険金の支払を担保せず、普通保険約款第３章傷
害条項第１条（保険金を支払う場合）第１項に規定する傷害所得補償保険金または普通保険約款第
４章疾病条項第１条（保険金を支払う場合）第１項に規定する疾病所得補償保険金の支払を担保す
る場合、この特約は、次の各号に該当する場合には、保険金支払の原因となった傷害または疾病に
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よる就業不能が開始した時（普通保険約款第３章傷害条項または第４章疾病条項の被保険者が複数
の場合は、最も後に次の各号のいずれかに該当する被保険者の就業不能が発生した時）に終了しま
す。
� 普通保険約款第３章傷害条項の被保険者全員に関して普通保険約款第３章傷害条項第１８条（傷
害所得補償保険金の支払）の規定により傷害所得補償保険金が傷害所得補償てん補日数まで支払
われたとき。
� 普通保険約款第４章疾病条項の被保険者全員に関して普通保険約款第４章疾病条項第１５条（疾
病所得補償保険金の支払）の規定により疾病所得補償保険金が疾病所得補償てん補日数まで支払
われたとき。

� 普通保険約款第２章賠償責任条項第１条（保険金を支払う場合）第３項、同条第４項に規定する
保険金、普通保険約款第１章財物条項第１条（保険金を支払う場合）第４項から第１２項までに規定
する建物・収容動産損害保険金、普通保険約款第３章傷害条項第１条（保険金を支払う場合）第１
項に規定する傷害死亡保険金、傷害後遺障害保険金、普通保険約款第３章傷害条項第１条（保険金
を支払う場合）第１項に規定する傷害所得補償保険金および普通保険約款第４章疾病条項第１条（保
険金を支払う場合）第１項に規定する疾病所得補償保険金の支払を担保せず、普通保険約款第３章
傷害条項第１条（保険金を支払う場合）第１項に規定する傷害介護保険金または普通保険約款第４
章疾病条項第１条（保険金を支払う場合）第１項に規定する疾病介護保険金の支払を担保する場合、
この特約は、次の各号のいずれかに該当する場合には、保険金支払の原因となった傷害または疾病
による要介護状態（普通保険約款第３章傷害条項または普通保険約款第４章疾病条項に定める要介
護状態をいいます。以下同様とします。）が開始した時（普通保険約款第３章傷害条項または第４章
疾病条項の被保険者が複数の場合は、最も後に次の各号のいずれかに該当する被保険者の要介護状
態が発生した時）に終了します。
� 普通保険約款第３章傷害条項の被保険者全員に関して普通保険約款第３章傷害条項第１６条（傷
害介護保険金の支払）の規定により傷害介護保険金が傷害介護てん補日数（傷害介護てん補日数
を終身と定めた場合は３，６００日とします。）まで支払われたとき。

� 普通保険約款第４章疾病条項の被保険者全員に関して普通保険約款第４章疾病条項第１３条（疾
病介護保険金の支払）の規定により疾病介護保険金が疾病介護てん補日数（疾病介護てん補日数
を終身と定めた場合は３，６００日とします。）まで支払われたとき。

第８条（積立期間満了時返れい金の支払）
� 当会社は、積立期間が満了した場合において、払い込まれた積立特約保険料、積立期間および経
過年月数に応じて計算した積立期間満了時返れい金（以下「積立期間満了時返れい金」といいます。）
を保険契約者に支払います。
� 積立期間満了時返れい金の支払は、保険契約者からその支払方法についての指定があり当会社が
これを承認した場合を除いて当会社の本店または支店で行うものとし、積立期間が満了した日（第
４項の積立期間満了時返れい金の請求書類が当会社に到着するのが保険期間が満了した日以後とな
る場合には、当該書類が到着した日）の翌日から起算して２０日以内に行います。

� 前項の規定による積立期間満了時返れい金の支払は、当会社があらかじめ承認した場合を除いて
は、日本国内において、日本国通貨をもって行います。
� 保険契約者が積立期間満了時返れい金の支払を受けようとするときは、別表２に掲げる書類のう
ち当会社が求めるものを提出しなければなりません。
� 保険契約者が提出書類に知っている事実を記載しなかった場合または事実と異なる記載をした場
合は、当会社は、事実を記載した書類が提出されるまで積立期間満了時返れい金を支払いません。
� 積立期間満了時返れい金請求権は、積立期間満了日の翌日から起算して３年を経過した時に消滅
します。
第９条（契約者配当）
� 当会社は、毎事業年度末において積立保険料の運用益が当会社の予定利率に基づく運用益をこえ
た場合、そのこえた部分の運用益のうち、積立期間および払込方法に応じて計算された金額を契約
者配当準備金として積み立てます。
� 当会社は、前項の契約者配当準備金を、積立期間が満了した契約に対して、積立期間満了時返れ

い金の額および積立期間に応じて計算し、契約者配当金として支払います。
� 契約者配当金は、積立期間満了時返れい金と同時に保険契約者に支払います。
� 当会社は、積立期間の満了以前に失効した契約、解除された契約またはこの特約が解除された契
約に対しては、契約者配当金は支払いません。
� 契約者配当金の請求方法等については、前条第２項から第５項までの規定を準用します。
� 契約者配当金請求権は、積立期間満了日の翌日から起算して３年を経過した時に消滅します。
第１０条（この特約が付帯された保険契約との関係）
� この特約が付帯された保険契約が無効のときは、この特約もまた無効とします。
� この特約が付帯された保険契約が積立期間の中途において終了したときは、この特約もまた同時
に終了するものとします。
第１１条（準用規定）

この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しないかぎり、普通保険約款および
この保険契約に適用される他の特約の規定を準用します。
第１２条（新総合保険に移行した場合の特則）

当会社は、この特約が付帯された保険契約が新総合保険に移行した場合は、次の各号のとおり取
り扱います。
� 第１条（用語の定義）第２号および第３条（積立ファンドの減額）第１項の規定中「総合保険
の保険料」とあるのは「新総合保険の保険料」と読み替えます。
� 第７条（保険金支払による特約の終了）各項の規定を以下のとおり読み替えます。
「� 普通保険約款第２章賠償責任条項第１条（保険金を支払う場合）第３項または同条第４項

の保険金（自動車賠償責任条項の保険金を含みます。）の支払を担保する場合、この特約は、
当会社の支払う普通保険約款第２章賠償責任条項第７条（保険金の支払額）第２項第１号、
同条同項第２号の保険金（自動車賠償責任条項の保険金を含みます。）の額が、保険証券記載
の保険金額に相当する額（保険金額を無制限と定めた場合は２億円とします。）となったとき
は、その保険金支払の原因となった損害が発生した時に終了します。この場合において「自
動車賠償責任条項の保険金」とは、普通保険約款第２章賠償責任条項第１条（保険金を支払
う場合）第３項または同条第４項の保険金と支払責任を同一とする総合自動車補償条項賠償
責任条項の保険金をいいます。以下、同様とします。
� 普通保険約款第２章賠償責任条項第１条（保険金を支払う場合）第３項および同条第４項
に規定する保険金（自動車賠償責任条項の保険金を含みます。）の支払を担保せず、普通保険
約款第１章財物条項第１条（保険金を支払う場合）第４項から第１２項までに規定する建物・
収容動産損害保険金（住まい条項の保険金を含みます。）の支払を担保する場合、この特約は、
普通保険約款第１章財物条項第１条（保険金を支払う場合）第４項から第７項までの建物・
収容動産損害保険金（住まい条項の保険金を含みます。）として、それぞれ１回の事故につき、
保険金額（保険金額が保険価額をこえるときは、保険価額とします。）の１００％に相当する額
を支払ったときは、その保険金支払の原因となった損害が発生した時に終了します。この場
合において「住まい条項の保険金」とは、普通保険約款第１章財物条項第１条（保険金を支
払う場合）第４項から第１２項までに規定する建物・収容動産損害保険金と支払責任を同一と
する住まい条項の保険金をいいます。以下、同様とします。
� 普通保険約款第２章賠償責任条項第１条（保険金を支払う場合）第３項、同条第４項に規
定する保険金（自動車賠償責任条項の保険金を含みます。）および普通保険約款第１章財物条
項第１条（保険金を支払う場合）第４項から第１２項までに規定する建物・収容動産損害保険
金（住まい条項の保険金を含みます。）の支払を担保せず、普通保険約款第３章傷害条項第１
条（保険金を支払う場合）第１項に規定する傷害死亡保険金、傷害後遺障害保険金（傷害定
額条項の保険金を含みます。）の支払を担保する場合、この特約は、普通保険約款第３章傷害
条項（傷害総合補償条項第１章傷害定額条項を含みます。）の被保険者全員について、次の各
号に掲げるいずれかの保険金（傷害定額条項の保険金を含みます。）を支払ったときは、その
保険金支払の原因となった傷害を被った時に終了します。この場合において「傷害定額条項
の保険金」とは、普通保険約款第３章傷害条項第１条（保険金を支払う場合）第１項に規定
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する傷害死亡保険金、傷害後遺障害保険金と支払責任を同一とする傷害総合補償条項第１章
傷害定額条項の保険金をいいます。以下、同様とします。
� 同章第５条（傷害死亡保険金の支払）の傷害死亡保険金
� 同章第６条（傷害後遺障害保険金の支払）の傷害後遺障害保険金の支払額の合計が、保
険証券に記載された傷害被保険者の傷害死亡後遺障害保険金額に相当する額となる後遺障
害保険金

� 普通保険約款第２章賠償責任条項第１条（保険金を支払う場合）第３項、同条第４項に規定
する保険金（自動車賠償責任条項の保険金を含みます。）、普通保険約款第１章財物条項第１
条（保険金を支払う場合）第４項から第１２項までに規定する建物・収容動産損害保険金（住
まい条項の保険金を含みます。）および普通保険約款第３章傷害条項第１条（保険金を支払う
場合）第１項に規定する傷害死亡保険金、傷害後遺障害保険金（傷害定額条項の保険金を含
みます。）の支払を担保せず、普通保険約款第３章傷害条項第１条（保険金を支払う場合）第
１項に規定する傷害所得補償保険金（所得補償条項の保険金を含みます。）または普通保険約
款第４章疾病条項第１条（保険金を支払う場合）第１項に規定する疾病所得補償保険金（所
得補償条項の保険金を含みます。）の支払を担保する場合、この特約は、次の各号に該当する
場合には、保険金支払の原因となった傷害または疾病による就業不能が開始した時（普通保
険約款第３章傷害条項、第４章疾病条項または傷害総合補償条項第２章所得補償条項の被保
険者が複数の場合は、最も後に次の各号のいずれかに該当する被保険者の就業不能が発生し
た時）に終了します。この場合において、「所得補償条項の保険金」とは普通保険約款第３章
傷害条項第１条（保険金を支払う場合）第１項に規定する傷害所得補償保険金および普通保
険約款第４章疾病条項第１条（保険金を支払う場合）第１項に規定する疾病所得補償保険金
と支払責任を同一とする傷害総合補償条項第２章所得補償条項の保険金をいいます。以下、
同様とします。
� 普通保険約款第３章傷害条項（傷害総合補償条項第１章傷害定額条項を含みます。）の被
保険者全員に関して普通保険約款第３章傷害条項第１８条（傷害所得補償保険金の支払）の
規定（傷害総合補償条項第２章所得補償条項第５条（お支払いする保険金）の規定を含み
ます。）により傷害所得補償保険金（所得補償条項の保険金を含みます。）が傷害所得補償
てん補日数（所得補償てん補日数を含みます。）まで支払われたとき。
� 普通保険約款第４章疾病条項の被保険者全員に関して普通保険約款第４章疾病条項第１５
条（疾病所得補償保険金の支払）の規定（傷害総合補償条項第２章所得補償条項第５条の
規定を含みます。）により疾病所得補償保険金（所得補償条項の保険金を含みます。）が疾
病所得補償てん補日数（所得補償てん補日数を含みます。）まで支払われたとき。

� 普通保険約款第２章賠償責任条項第１条（保険金を支払う場合）第３項、同条第４項に規定
する保険金（自動車賠償責任条項の保険金を含みます。）、普通保険約款第１章財物条項第１
条（保険金を支払う場合）第４項から第１２項までに規定する建物・収容動産損害保険金（住
まい条項の保険金を含みます。）、普通保険約款第３章傷害条項第１条（保険金を支払う場合）
第１項に規定する傷害死亡保険金、傷害後遺障害保険金（傷害定額条項の保険金を含みます。）、
普通保険約款第３章傷害条項第１条（保険金を支払う場合）第１項に規定する傷害所得補償
保険金（所得補償条項の保険金を含みます。）および普通保険約款第４章疾病条項第１条（保
険金を支払う場合）第１項に規定する疾病所得補償保険金（所得補償条項の保険金を含みま
す。）の支払を担保せず、普通保険約款第３章傷害条項第１条（保険金を支払う場合）第１項
に規定する傷害介護保険金または普通保険約款第４章疾病条項第１条（保険金を支払う場合）
第１項に規定する疾病介護保険金の支払を担保する場合、この特約は、次の各号のいずれか
に該当する場合には、保険金支払の原因となった傷害または疾病による要介護状態（普通保
険約款第３章傷害条項、または普通保険約款第４章疾病条項に定める要介護状態をいいます。
以下同様とします。）が開始した時（普通保険約款第３章傷害条項、または第４章疾病条項の
被保険者が複数の場合は、最も後に次の各号のいずれかに該当する被保険者の要介護状態が
発生した時）に終了します。
� 普通保険約款第３章傷害条項の被保険者全員に関して普通保険約款第３章傷害条項第１６

条（傷害介護保険金の支払）の規定により傷害介護保険金が傷害介護てん補日数（傷害介
護てん補日数を終身と定めた場合は３，６００日とします。）まで支払われたとき。
� 普通保険約款第４章疾病条項の被保険者全員に関して普通保険約款第４章疾病条項第１３
条（疾病介護保険金の支払）の規定により疾病介護保険金が疾病介護てん補日数（疾病介
護てん補日数を終身と定めた場合は３，６００日とします。）まで支払われたとき。」
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経過期間 Ａ表 Ｂ表

１ヶ月経過
２ヶ月経過
：

金額については弊社までご照会
ください。

�当会社の定める請求書
�保険証券
�保険契約者の印鑑証明書

別表１（第４条、第６条関係）

失効・解約返れい金表
（積立特約保険料１０万円を毎月支払う場合）
積立期間３年の場合

１．返れい金の計算にあたっては、次に該当する日を基準日とします。
� 第４条（返れい金の支払－契約の取消し・無効・失効の場合）第３項においては、この保険契
約が失効した日
� 第６条（返れい金の支払－契約または特約解除の場合）第１項においては、この保険契約が解
除された日

２．上記以外の積立特約保険料、積立期間、経過月の場合には上記に準じて当会社の定める方法によ
って計算した額を返れいします。
３．Ａ表およびＢ表については、その適用区分を次のとおりとします。
� Ａ表を適用する場合
ａ．普通保険約款第６章一般条項第２９条（保険契約の失効）の規定により保険契約が失効したと
き。（第７条（保険金支払による特約の終了）の規定による特約の終了と同時に保険契約が失効
する場合を除きます。）
ｂ．災害救助法発動等の場合に当会社が特別措置を定めた場合。
ｃ．普通保険約款第６章一般条項第３０条（保険契約の解除）第１項第４号の規定により当会社が
保険契約を解除した場合。
ｄ．その他、当会社または保険契約者が保険契約を解除する場合において、当会社が定めた場合。
� Ｂ表を適用する場合
ａ．保険契約者から保険契約またはこの特約の解除の申し出があったとき。
ｂ．第３条（積立ファンドの減額）の規定により積立ファンドを減額したとき。
ｃ．上記�ｃまたはｄ以外の事由により当会社が保険契約またはこの特約を解除した場合。

別表２（第４条、第６条、第８条、第９条関係）

失効・解除の場合の返れい金および積立期間満了時返れい金等の請求書類

保険責任のおよぶ地域の拡大に関する特約

第１条（保険責任のおよぶ地域の拡大）
� 当会社は、この特約に従い、別表中１．に掲げる保険金のうちこの保険契約の支払対象となるもの
について、普通保険約款（以下「普通約款」といいます。）第６章一般条項第２条（保険責任のおよ
ぶ地域）の規定にかかわらず、別表中２に規定する損害、傷害または疾病に対して、保険金を支払
います。
� 前項の場合において、この特約に従い、普通約款第５章費用条項第１８節救援者費用条項第３条（費
用の範囲）第５号の規定を、次のとおり読み替えて適用します。
「�諸雑費
救援者の渡航手続費（旅券印刷代、査証料、予防接種料等）および救援者または救援者費用被
保険者が現地において支出した交通費、電話料等通信費、救援者費用被保険者の遺体処理費等を
いい、次の各号のいずれかの金額を限度とします。
イ．これらの費用が、救援者費用被保険者が日本国外において第１条（救援者費用保険金を支払
う場合）第１項各号に掲げる場合のいずれかに該当したことにより発生したときは、２０万円
ロ．これらの費用が、救援者費用被保険者が日本国内において第１条（救援者費用保険金を支払
う場合）第１項各号に掲げる場合のいずれかに該当したことにより発生したときは、３万円」

� 第１項の場合において、被保険者が日本国外において被った賠償損害については、示談交渉不行
使特約の規定が適用されます。このとき、同特約第１条（示談交渉の不行使）の規定中、「第１条
（保険金を支払う場合）第１項、第２項、第７項および第８項の賠償責任のうち、保険証券に記載
された賠償責任については」とあるのを「第１条（保険金を支払う場合）第１項および第７項の賠
償責任で、被保険者が日本国外において被った賠償責任については」と読み替えて適用します。
第２条（時刻）

この特約の規定により、時刻に関する規定はすべて保険証券発行地の標準時によるものとします。
第３条（普通約款等の準用）

この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しないかぎり、普通保険およびこれ
に付帯される特約の規定を準用します。

８７



１．対象となる保険金の種類 ２．保険責任のおよぶ地域

第１章
財物条項

�携行品損害保険金。ただし、携行品の
範囲限定に関する特約が付帯されてい
る場合には保険証券記載の携行品の範
囲として「ゴルフ用品」と記載されてい
るときに限ります。

日本国内外において生じた事故により、
保険の目的が日本国内外において被った
損害

第２章
賠償責任条
項

次の賠償責任に関する保険金
�生活に関する賠償責任。ただし、生活
賠償責任の範囲限定に関する特約が付
帯されている場合には保険証券記載の
生活賠償責任の範囲として「ゴルフ」
または「スポーツ」と記載されている
ときに限ります。

�受託品に関する賠償責任

日本国内外において生じた事故により、
被保険者が日本国内外において被った賠
償損害

第３章
傷害条項

�傷害定額保険金。ただし、傷害補償の
範囲の限定に関する特約が付帯される
場合には保険証券に記載されている行
為として「ゴルフ」と記載されている
ときに限ります。

�次の特約の規定により支払われる保険
金。
・特定感染症危険担保特約
・リハビリ費用担保特約
・家族介護者支援特約
・介護者等転居費用担保特約

被保険者が日本国内外において被った
傷害

第４章
疾病条項

�疾病定額保険金
�次の特約の規定により支払われる保険
金。
・成人病入院特約
・女性医療特約
・がん特約
・がん特定手術特約
・がん女性手術特約
・がん退院後ケア特約
・リハビリ費用担保特約
・家族介護者支援特約
・介護者等転居費用担保特約

被保険者が日本国内外において発病し
た疾病

第５章
費用条項

�第１８節救援者費用条項の救援者費用保
険金

�第１９節キャンセル費用条項のキャンセ
ル費用保険金

日本国内外において生じた事故または
事由により、被保険者が日本国内外にお
いて被った費用損害

① 当会社がクレジットカード発行会社から保険料相当額を領収できない場合。ただし、保
険契約者が会員規約等に従いクレジットカードを使用し、クレジットカード発行会社に
対してこの特約が付帯された保険契約にかかわる保険料相当額の全額を既に支払ってい
る場合は、この規定は適用しません。

② 会員規約等に定める手続が行われない場合

【別表】

クレジットカードによる保険料支払に関する特約

第１条（クレジットカードによる保険料支払の承認）
当会社は、この特約に従い、当会社の指定するクレジットカード（以下この特約において「クレ
ジットカード」といいます。）により、保険契約者が、この保険契約の保険料（契約内容変更時の追
加保険料を含みます。以下この特約において同様とします。）を支払うことを承認します。ただし、
クレジットカード発行会社が会員規約等によりクレジットカードの使用を認めた者または会員とし
て認めた法人もしくは団体と保険契約者が同一である場合に限ります。
第２条（保険料領収前に生じた事故の取扱い）
� 保険契約者から、この保険契約の申込時または契約内容変更依頼時に保険料のクレジットカー
ドによる支払の申出があった場合は、当会社は、クレジットカード発行会社へそのクレジットカ
ードの有効性および利用限度額内であること等の確認を行ったうえで、当会社がクレジットカー
ドによる保険料の支払を承認した時（保険証券記載の保険期間の開始前に承認した場合は、保険
期間の開始した時とします。）以後、この特約が付帯された普通保険約款（以下この特約において
「普通約款」といいます。）およびこれに付帯される他の特約に定める保険料領収前に生じた事故
の取扱いに関する規定を適用しません。
� 当会社は、下表のいずれかに該当する場合は、�の規定は適用しません。

第３条（保険料の直接請求および請求保険料支払後の取扱い）
� 第２条（保険料領収前に生じた事故の取扱い）�の表の①の保険料相当額を領収できない場合
には、当会社は、保険契約者に保険料を直接請求できるものとします。この場合において、保険
契約者が、クレジットカード発行会社に対してこの特約が付帯された保険契約にかかわる保険料
相当額を既に支払っているときは、当会社は、その支払った保険料相当額について保険契約者に
請求できないものとします。
� 保険契約者が会員規約等に従いクレジットカードを使用した場合において、�の規定により当
会社が保険料を請求し、保険契約者が遅滞なくその保険料を支払ったときは、第２条（保険料領
収前に生じた事故の取扱い）�の規定にかかわらず同条�の規定を適用します。

� 保険契約者が�の保険料の支払を怠った場合は、当会社は保険契約者に対する書面による通知
をもって、この特約が付帯された保険契約を解除することができます。
� �の解除は、将来に向かってのみその効力を生じます。

第４条（保険料の返還の特則）
普通約款およびこれに付帯される他の特約の規定により、当会社が保険料を返還する場合は、当
会社は、クレジットカード発行会社からの保険料相当額の全額の領収を確認の後に保険料を返還し
ます。ただし、第３条（保険料の直接請求および請求保険料支払後の取扱い）�の規定により保険
契約者が保険料を直接当会社に払い込んだ場合、および保険契約者が会員規約等に従いクレジット
カードを使用しクレジットカード発行会社に対してこの特約が付帯された保険契約にかかわる保険
料相当額の全額を既に支払っている場合は、この規定は適用しません。
第５条（準用規定）

この特約に定めのない事項については、この特約の趣旨に反しないかぎり、普通約款およびこれ
に付帯された他の特約の規定を準用します。

８８
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